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著 しい技術革新の今 日にあ って,経 営の合理化を進めるうえで効果的 なコンピュータ利用は欠

かすことができない条件 となbつXあ ります。'

今 後,わ が国 の企業全般,と くに中小規模企業において コンピュー タを積極的 に活用するため

には,と くに企業経営者,管 理者の コンピュー タとその利用について正 しい認識 と理解が望 まれ

るところであ り,こ のための適切な手引書な どの必要性が指摘 されてお ります。

当財団では,情 報処理の普及 を促進するため各種 の啓蒙活動 を実施 してお りますが,こ の 「コ

ンピュータ導入活用指針」 もその一環 として,主 として中小規模企業の経営者,管 理者が コン ピ

ュータを導入活用 してゆ く過程 で生ずるさまざまな問題 の解決に役立つ指針 となるべきものをと

りまとめた ものであ ります。

ここに・ この 「コンピュータ導入活用指針」の作成にご尽力下さ った「コンピュータ導入活用指針作成

委員会 」の各委員お よびご支援を賜 った関係各位に心 より感謝の意 を表 します とともに,本 書 が

広 く各方面 に利用され,わ が国の情報処理 の発展に寄与できます よう念願する次第であ ります。

昭和47年3月

(財)日 本情報処理開発センター

会長 難 波 捷 吾
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1.コ ン ピュータ利用の現状 と将来='

194'6年(昭 和21年,つ まり終戦の翌年)ア メ リカに生まれた コンピュー タが ,わ が国の

一般 企業 に利用されは じめたのは1950年 代 の終bで あb
,'そ れの二股化は19'60年 代 の年

央以降 といえる。 したが って,コ ンピュー タ普及はまだほんの昨今 のことといえ るのであるが,

そ れにもかXわ らず,現 在では既 に主要企業にはees'行 きわたったとい う状況であb,こ れ か ら

ぱ一層急速 に中堅以下の企業にたい して普 及が進められる見 とお しである。

コンピュー タの使用台数は,わ 力掴 の場 合西 ドイツとほS同 じでアメ リカの約10分 のi強 と

い った状態がつづいてteり,絶 対数だけから見れば世界で2番 目か3番 目である。新聞や雑誌な

どでは この点だけが とくに とりあげられて,わ が国は世界有数の コンピュー タ利用国であるとし

て誇 っている傾向が見 られる。た しかに,前 述の様に主要 な企業には一応 己ンピュ一 夕が行 きわ

た った状況であり,設 置 台数が世界の上位であることも事実ではあるが,し か しそ こに問題 はい

ろいろ とある。・まず設置 の総台数が多いとい うだけでは実はあまり意味がな く,た とえばこの台

数 を人 口で割 った数字一 づ まリコンピュー タの普 及状況 をあらわす数一 を見 ると,わ が国は

世界の第8位 といったところで,先 進諸国の中ではきわめて普及率が低い とい うことになる。 さ

ら に,設 置台数 とい う量的な ものも重要 には ちがいないが,よ り一層重要 なことは利用の質,つ

まb利 用の成果 の如何 であ る。 しカ1しこの点 については,数 量的に明確 にするわけにはいか ない

ので,さ まざまな異 る意見や見解があり・うるが,ひ とくちにいって,后 述する様に必 らず しも結

果が よい とはいえない と思 う。 この点 をわれわれは重視 し;慎 重に考慮 しなければならない。

以上,わ が国 のコンピュー タ使用の現状が必ず しも十分ではない ことを述 べたが,こ こで今后

の状況を考えてみたい。主要 な企業 には コンピュー タがほ ×設置 され,今 后は中小企業 への設置

の時代 であ ることは 前述 したが,経 営環境の急速な変化に よって,中 小企業に於け る設置は今后

一層急速 になることが考えられる
。 まず第一に,い わゆるスタグフレー シ。ンといわれる状態,

つ まり不況 下め物価や賃金 の高騰が続 くことによ って,企 業は労務費の上昇 によるコス トインフ

レーシ 。ンに耐えられな くな り,省 力が今層一層強 く求 められるようになると,コ ンピュー タの

活用がそれの有効なきめ手 と して注 目され ることになり,ま た第二 に,企 業の国際化力i進展 して

外 国企業 との競争が烈 しくなれぱ,一 層高度な管理が要求 され,コ ンピュー タへの期待は きわめ

て大 きくなると考え られるからである。
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この様に見て くると,中 小企業 にとっては,こ れか らが コンピュー タ利用が本格化する時であ

ると考え られ,こ れか らのや り方如何 が実に重要 な結果 をもた らす ことになる といえ るのである。

2.コ ン ピュー タ利用の成果

大企業の大部分 と中小企業の一部に於け る在来の コンピュー タの利用成果は,果 して どの様な

ものであろ うか。一般には とか く良い面のみが知 らされ る傾向があるので,多 くの人は コンピュ

ータが若干 の例外は あるにせ よ全体的 にい ってめざましい成果 を挙げている もの と思いがちであ

る。 ところが個 々の状態 を詳細 に検討 してみると,多 くの場合さ まざまな問題が生 じている こと

がわか る。 つまり多 くの企業が予想以上の費用増大に問題を感 じてお り,し かもその反面,明 確

な効果 とい うものが認識できないでいる。 また,期 待 した程処理が速 くない とか,誤 りが意外に

多い とか,省 力効果があがらないな どの問題が多 くの企業で指摘 されてい る。要するに,コ ンピ

ュー タの効果はそ う簡単にはあげ得ない とい うことである。

しか しこれ らの問題をさらに慎重に検討 してみ ると,多 くの場合,コ ン ピュー タの用い方 も

っと大 き くいえば コンピュー タへの対処 の しかたがあまりに も不 適切であることが原因になって

いることがわか る。 この ことは とりもな鉛さず,も っと適切 な対処 をすれば在来 よりはず っと有

効な活用が可能である こ とを も意 味 す る。つま り,コ ンピュー タは使 い方 よろ しきを うれば,

もっともっと大 きな効果 があげ うるとい うことがいい うるのである。

大部分の企業 では これまで,コ ンピュータの活用は コンピュー タ部門 に一任 してい て,経 営者,

管 理者か ら一般従業員に至る まで傍観の姿勢であった。 あるいは,コ ンピュー タ利用に合致 する

様な条件の整備は考えないで逆に コンピュー タで一 挙に社内を合理化 しようとした。 これ らはす

べて一般 に見 られる不適切な対処 の内容 である。

本書は まさに,こ の様 な不適切なや り方を くり返す ことな く,こ れからの中小企業 での活用を

成功させる ことを目的 と して作成 された ものであるといえる。

4

}1

3

・、

3,コ ン ピュー タ活用のむずか しさ

コンピュータは企業に とって も画期的 な道具 である ことは間違 いないが,そ れは また,た とえ

てみれば強力な新薬 のようなものであるとも考 えられる。つまり,適 切 に用いれば驚 くべ き効果

が期待で きる反面,使 い方には細心の注意 を必要 とし,誤 用すれば強力な毒物 となり副作用も多

い とい うものであ る。 ここで さらに指摘 しなければな らない ことは,中 小企業での コンピュータ

の利用は,大 企業に比較 してむ しろ一層難 しい点 が多い とい うことである。た とえぽ,中 小企業

〆

、
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に於ては資金 も人 も豊富でな く,お のずとそ こに大 きな制限があるにかXわ らず,業 務量や業務

の複雑 さ(た とえば取扱商品の種類や取引先 の数 な ど)は 逆に大企業 より大 きい ことがまれでは

ないのである。本書は この様 な点を十分に考慮 して,真 に中小企業に役立 つ指針 となる ように努

めている。

● 4.本 書 の対 象と利 用法

本書の対象 としては,中 小企業 を指導 し診断する立場 にあ る中小企業診断士な どの コンサル タ

ン トと,企 業側の経営者,管 理者 の双方を考えているが,コ ンピュー タ部門 の管理者に とって も

役立 つ内容 となっている。つ まり,コ ンサル タン トにとっては,コ ンピュータ関係の指導や診断

に際 しての座右の書 となる様,ま た企業側の経 営者 管理者 にとっては,コ ンピュー タ利用につ

いて必要 な基礎知識滴養のテキス トとして活用 しうる様,こ れら両面 を意図 して編成された もの

である。

本書の利用法 としては,第4部 資料篇は別 として,そ れ以 外の部分は もしこれ を通読 するな ら

ば,コ ン ピュー タに関する基礎知識 とコンピュー タ活用のための諸知 識を得 るためのテキス トと

して用いる ことができるが,大 冊であるが故 に通読はなかなか困難であるので,ご く一般的 な基

礎知 識の部分 をまず読んで,そ の他については必要 に応 じて関係部分を参照利用 すれば よい様に

考え られてい る。

、
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第1部 の概要

第1部 に於 ては,コ ンピュー タ利用の成果が あが りにくい原因 を明確 にし,つ づいて適切な利

用の しかたを示 し,さ らに適切 な利 用によって得られ る効果 を確かにする ことが中心 となってい

る。そ して,適 切な利用 の基本は まず コンピュー タを正 しく理解する ことであるので,管 理者 を

主 な対象 としての コンピュー タに関する基礎知識がもうひとつの大 きい内容 と して説かれている。

第1部 経営 とコンピュー タ

第1章 中小企業近代化 と経営特質 …

第1節 中小企業近代化の方向

第2節 中小企業の経営特質

第2章 中小企業の経営 システムと問題点

第1節 中小企業の管理 システム

第2節 中小企業の事務機械化の現 状と問題点

第3章t'tコ ンピュータ利用の実状

第1節 わが国におけ る コンピュー タの実働状況

第2節 利用の結果

第3節 利用の成功面 と不成功面

第4章 コンピュー タ利用のむずか しさ

第1節 利用 に伴 う諸問題

第2節 利用のためのぼ う大 な費用

第3節 広範囲な影響

第4節 コンピュー タ ・システムの 自己増殖作用

第5章 不具合の原因

第1節 基本的 な原因

第2節 不適切な対処 の実態

第6章 適切な対処の仕 方

第1節 適切 な処置のた めの条件

第2節 コンピュータに関す る必要知識

第7章 コンピュー タ利用効果 の考え方

第1節 適切 な利用で挙がるべ き効果

第2節 正 しい効果 の把握
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ttt-tL・ 第1章 中 小 企 業 近 代 化 と 経 営 特 質

tt' ・ 第1節 中 小 企 業 近 代 化 の 方 向

a.経 営環境の変化 ・・'・-'

わ が国経済 において,'中 小企業は大 きな位置 を占め,経 済 め発展成長 に主要な役割を果た して

きている。 しか し,近 年,中 小企業 をめ ぐる経済環境は,技 術革新の進展,労 働力需給 の逼迫,

需 要構造の変化な どの構造的要 因に より,そ の存立基盤に大 きな変動 を受けつつ あり,さ らに資

本取 引の 自由化 特恵供与問題 など,開 放経済体制の一層の進展をむかえて,そ の環境 はきび し

さを加えてい くことが予想 され る。 ・'・ ・ ・…㌧ ピ

一方
,最 近の中小企業経営 も,経 営合理化,設 備近代化,技 術の向上 など多 くの合理化努 力が

なされているが,し か しその反面,最 近において もいぜん中小企業 分野での倒産が高水準で推移

してい ることからも明らかな ように,そ こには,ま だ解決 しえない多 くの問題 をか かえている現

状である。"♂'"

す なわち,中 小企業は経営規模の過小性,'資 金 調達力,技 術力の弱さ,経 営管理の合理化,設

髄 ・因 妾・バク。〔〔 亙 ト(垂 垂 ⊃ 一 一・… 向 経蕪 … ブー'

技 術 の 進歩

O新 原料の出現

o甫 化学一ぽ 製品

の准出
O生 産方式の変化

c尉 産化)

1
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備の近代化の遅れなど,中 小企業に従来から内包されている諸問題が,ま すます顕在化するとと

もに,高 度成長期以降に顕著 となった諸条件の変化が,中 小企業に大きな構造的要因の変動は図

1に も示すように,各 種の要因変化が具体的に進展 し,ま た企業もこれに適応する種 々の経営対

策を積極的にとることが強 く求められているわけである。 しかも,こ れら具体的な経営政策への

展開は,比 較的短期的な当面の問題 として検討されるものと,さ らに,未 来観に通じた長期的な

観点にたつ将来の経営のあり方 としての問題の両面に反映されるものでなければならない。

そこで,構 造的要因の変動が現実の中小企業経営に,ど のような姿でインパク トを与えている

か,そ の進展の姿を要約してみる。

① 技術革新

技術革新の進展による要因の変化としては,技 術革新の急速な進展と需給構造の変化である。

近年における技術革新の進展は,中 小企業にも高度の技術と設備の近代化を要求 しており,こ れ

に応 じられない企業は,成 長部門から置 き去りにされようとしている。

② 労働力需要構造

労働力需給構造要因の変化としては,い うまでもなく若年労働者層を中心とする労働力需給の

逼迫である。 しか し,大 企業 と中小企業の賃金格差は,34年,35年 以降一貫して縮小 しつつあ

る。このため,豊 富な労働力に依存するところの大きい労働集約的経営体の維持は,し だいに困

難となってきている。

③ 需要構造

需要構造要因の変化としては需要構造の変動である。技術革新によって可能となった大量生産,

大量流通体制の出現は,所 得水準の上昇や生活様式の変化に伴 う消費パターンの変化と相まって

中小企業に新たな適応を迫りつつある。

④ 開放経済

開放経済体制の進展による要因の変化としては,貿 易の自由化による開放経済体制への移行に

加え,発 展途上国工業の進出は中小企業分野への大企業の進出などの問題が生 じている。今後は,

さらに資本取引の自由化,発 展途上国に対する特恵関税問題など,一 段 と困難な問題に対処しな

ければならない。

以上のような諸条件の変化と中小企業に固有な問題点とが景気変動を背景として,相 互に影響

しあいながら中小企業に転換など事業分野の変動,企 業格差の拡大などをもたらしつつある。
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b.近 代 化対応の方向

この ように 経営 の内外に多 くの解決 しなければならない ものをもってい るわが国の中小企業

が,日 本産業 の中核体 としての存在領域 を認 識 し,そ の うえに新たな産業体制に即応 してい こう

とす る場合,そ の革新の形態は どの ような側面 をもつべきであろ うか。つ ぎに この問題 について

検討 してみる ことにする。

すなわ ち,構 造変動期におけ る中小企業経営の近代化への課題は,基 本的 には構造要因の進展

の実態 とその向か うべ きところを見定 めつつ,生 産性 を向上 し,い かに経営 を発展せ しめるか と

い うことである。 この場合,中 小企業は業種 業態,規 模に よりさまざま異 なってい ることにか

んがみ,具 体的 に政策 を展開す るにあた っては,と くに,業 種 規模 など実態に即 した近代化の

方向を的確 に把握することが必要 である。

そのためには中小企業経営の対応 の方向と して,大 きく規模経済性の向上と個別経済性の向上

との二 つの側面をもって対応 してい くことが考え られる。

まず,こ の ような問題 を解決 するための プロセス としては,結 局,企 業内部 において近代化を

徹底 して生産性 を向上させ るとともに,さ らに個 々の企業では解決 しえぬ問題 については組 織化,

集 団化等を通 じ生産性 の向上に よる規模利益の成果 を享受 しうる環境を企業外部の努力 として求

める ことが必要 ということになるわけである。 したが って両者 に共通することは,個 別企業 とし

ての経営の合理 化,近 代化による生産性の向上 と,集 団化に よって経営の合理化 近代化に よる

生産性の向上 をはかるとい うことであろ う。

すなわち,中 小企業 の設備投資 については近年か なりの努力がなされる ものの,全 体 としては

いまだに大企業 に比べて大 きな遅れを示 しているbこ の ような状況において,今 後上昇 するであ

ろう人件費 を生産性の向上で吸収 してい くためには,従 来以上に労働節約投資を積極的 に行ない,

機 械,設 備 の近代化 をすす める ことが不可欠であ り,近 代化の重点もまず この点に指向 されなけ

ればならない。設備近代化投資 を急速 にすす めるためには,長 期資金の円滑 な供給が前提 となる

が,信 用力,担 保力に乏 しい中小企業 にとっては,個 々の企業 として解決する ことに困難な場合

が少な くない。

① 規模経 済性 の向上

そ こで,規 模経済性の向上の側面が考え られるわけである。すなわち,集 団化に よって企業の

経済 を高 めるため,事 業の共同化,組 織化な どの高度化をすすめることである。中小企業 がその

力 を結集 して,共 同化,組 織化を実現 することはジ過当競争 を防止 しなが ら,事 業規模の適正化

を可能 とするものであ り生産性向上に著 しく寄与す るとともに,規 模の利益の享受 ともつなが る
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ことである。

② .個別経済性の向上

もう一つの側面は,個 別企業 としての経済性の向上の方向である。:それは 技術水準の向上と経営

管理の合理化である。中小企業をとりまく諸条件の変化に対応 して生産性の向上を実現 してい くた

めには,技 術の裏付けが前提 となるが,さ らに近年における需要の多様化,製 品高級化,さ らに

は新製品開発による創造的付加価値確保の要請にこたえるためにも,技 術の向上が基本的に重要

な意味をもっている。

◇

第2節 中小企業 の経 営特質

今 日,わ が国の中小企業は経営の内外を通じ多くの解決しなければならない問題をかSえ てい

るが,次 に中小企業の経営管理面からみた経営特質について述べてみることにする。

a.経 営 基本問題

中小企業 の大 多数は,確 実 な経営方針 もな く,し た が って適切な計画,標 準の設定 および管理

のない まった く無統制の運営 に終始 している。 これは中小企業の ト。プ ・マネー ジメン トの科学

的考察力の不足 に起因 してお り,経 営に関 する諸事項 を常に科学的,合 理的に把握 し,改 善 して

いこ うとす る努力 と知識が欠け ていることを意味する ものである。

また計画的な ものがあ った としても,そ の計画は客観的な資料な どに基づいて立 てられた もの

ではな く,経 営者の経験か らくるあて推量 などによって,こ の くらい作れば売れるであろうとす

る,き わめて実効性の乏 しい,場 あたり的成 り行 きまかせの経営を常 としてお り,た だ 作れば良

い とい う漫然たる考え方が支配的である。 もちろん,こ の問題は中小企業 においては共通に もっ

ている欠陥ではあるが,と くに今 日のように中小企業 にあっても経営の量的 な拡大がみ られてい

る ときにおいては,そ の弱点 は より大 きくさらけ出されるもの とな ってお り,ま た,企 業倒産 の

多 くのものがその原因 として指摘されている問題 でもある。

まず この点で指摘 しうることは,先 にも述べた如 く中小企業 をめ ぐる経営環境は周知 のとお り

技術,労 働需要 な ど大き く構造的に変容 しつつあるにもかかわらず,中 小企業は これ らの変化に

対する判断力 と対応性に欠けているとい うことである。

中小企業者の経営感覚は きわめて近視眼的 なものが多 く;確 実な経営方針 も計画性 もな く,場

ρ
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あた り的で,目 先 に利益があればそれを追 うことに専念 して経営全般の見通 しに欠け,そ のため

経 営の基盤 をみずか ら危 うくし,急 激な需要変動や有力 な競争相手が出現 する と,こ れに対抗す

る対策 もな く崩れてい くとい うことが多 くみ られる。 これは,中 小企業者の保守性か ら,古 い伝

鋤 踏み出しえず・時代の流網 処・た方針がとられ・い点ti・.も原因があ・・… の問題も

一歩進めてみれば
,基 本的 には情報管理の不徹底に よる直感的行動 にも起因するものであろ う。

その結果,

(1)経 営 方針,計 画 に客観性 が欠ける

② 短期的 な問題の処理に重点をおき,長 期的 な観点を見失 う

(3)経 営 拡大に伴い,各 部門活動の統一 と調整に欠 ける(た とえば,生 産 と販売のバ ランス)

(4)計 画 設定に総合性がない(場 あたb的 な計画設定)

しか し,実 際に中小企業 の経営において,経 営方針の確立 とい うことはきわめてむずか しい問

題で あり,現 実には経営内部 の各種の要因 と,さ らに経営外部の要因を的確に把握 して,こ れ ら

の各種の要因を調 整 し,そ の上に合理的 な経営方針を樹ててい く能力が経 営者 に要請 されるわけ

である。

そ こで,多 様化 と変化の厳 しい70年 代 にこれか らの経営者 としては どの ような 「資質」が必要

か,昭 和45年 度中小企業庁 において調査 した 「中小企業意識調査」において,き わ めて興味ある

結果が報告 されている。

すなわち,経 営者の資質 としてなにが必要か とい うことに対 し,有 効回答企業3,572企 業 の う

ち,60%に 当 たる2,113の 企 業が,「 決断力 」を第1位 にあげ てい る。また,こ れに次で高いの

が 「健康 」と答えたもので50%を 示 している。 この他 「統率 力」,「 行動力 」,「 ビジ.ン 」 ,

「創造力 」が35%～50%の 範 囲で高い割合を示 している。

そ こで図2に おいて示すよ うに,質 問項 目を 「 トップ層資質 」,「 入間性志向 」,「 管 理者意

識 」の3つ のカテ ゴリーに区分 してみ る と,「 ト。ブ層資質 」に対す る関心が高 く,か つその内

容 も決断力,行 動力,ビ ジ.ン に集中 している。 「管理者意識 」と しては統率力,「 入間性志向」

と しては健康 を指摘するものが多 くな っている。

したが って,今 日の経 営者意識 としては決断力,統 率力,健 康 の3点 に よb高 い資質を感 じて

いるといえる。

な執 これを規模別に検討 してみ ると図2-(B)tZC示 す ようにやはb階 層別に問題意識に若干 の

差が あるようである。すなわ ち,300人 以上 の上位層 と30人 以 下の小規模層に区分 し対比 してみ

ると,規 模の大 きいものほ ど決 断力,行 動力,ビ ジ 。ンな ど トップ層意識 に対 する関心が高 く,
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、、

また,こ れ に次いで高いのが創造力 となっている。

一方,小 規模の ものは 前者 と対照的 で決断力,行 動力,ビ ジ。ン等 に対する関心度合は低 く,

これ らの ものが経営者資質 と して,第1に 指摘 しているのは 「健康 」となって%・り,こ れ につい

で,統 率力,誠 実 さ,経 理知 識,専 門知識に対する関心が高い ようである。

b.経 営組織問題

つ ぎに問題 として とりあげ られることは,一 般的に中小企業の経営者は,経 営組織に対 する認

識が きわめて薄い ということである。それは多 くの場合わが国では中小企業 が,経 営者 であって

即企業の創立者,所 有者 である とい うことである。 したがって,経 営組織に対する認識が欠ける

とい うことも所有 と経営 が未 分化 のままの ものが多い とい うことに起因 している。

そのため企業運営 におけ る経営者の比重が大 き く,経 営の基本的方針や計画が,経 営者個人,

あるいは少数 の経営者の意見に よって決定 され る,い わゆる個人的経営が行なわれることが多 く'

な っている。

したが って,組 織形態 のいかん にかかわ らず,経 営層は経営者 の身内か,経 営者 と特別 の結び

つきを有する者で占められてお り,こ れ らの者は,と くに経営の手腕を買われて経営 に参加 して

いる とい うより,地 域社会的 な結 びつ きにより,経 営に参加 した ものであ る。

また,中 小企業 の経営者は,一 般に独善的 で,み ずか らの経営手腕 とカンには大 きな自信をも

っているため,前 述 のような特定 の経営層だけの範囲におい て,す べてを判断 し行動す る結果 と

なる。
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この点,さ きの中小企業の意識調査に拾いて も,中 小企業が,経 営の基本的事項の決定が どの

ような場で討議 され,ど のよ うに決定 してい るかについてみ ると,図3「 経 営基本問題 に関す る

決定 」のとk・り,全 体 としては 「討議 される場 」としては,「 取締役会 」が47%と 最 も高 く,次

いで 「部課長会議 」が26.3%,「 常務会 」が6.4%と な6て い る。

これを規模別にみる と,101人 以 上の規模 においては,

55%(301人 以上58%)の ものが 「取締役会にて討議

される 」と答えているのに対 し,100人 以 下の規模にお

いては,そ の割合は低 く44%(30人 以 下38%)と な っ

てお り,ま た規模の小さい30人 以下 のものにおいては,

と くに討議 され る場がない と答えているもの が47%

(100人 以 下29%)あ る。

つ ぎに,経 営 の基 本 問題 などの決定方法については

「役員会議 にて決定 」が約58%と 最 も高 く,「経 営者 の

単独決定」32%,「 審 議に よる承認 決裁 」9%の 順 とな

っている。 これ を規模別にみると,規 模が大 きくなる程

役員会議にて決定 する企業 が多 くな り,逆 に小さな規模

になる程 「経営者 の単独決定 」とするものの割合が高 く,
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図5「 経営基本問題に関する決定」

30人 以下の規模に拾いては,55%が

「単独決定 」と答え ている。 このことは,前 述の小 さな規模の ものほ ど討議 される場がない と答

えた ものが 多い点 と一致す るもので,そ の経営実態はやは リワンマン経営につなが ることが指摘

される。

このため,自 己の意思に共鳴 する者には非常によ く,そ の他 の者に対 しては排他的 なために,

自己に対する過信 をますます高 める ことにな'り,自 己の企業の ことに関 しては,さ きの調査 結果

で も明 らか なように,他 の介入 を許 さぬ ワンマン ・システムをとる傾向 とな って現われて くる。

このように強固 な自我主張 の意識 を表面 に現わすため,経 営者はスタ ッフより有益 な意見や助

言が得 られず,ま た,こ の ような経営者 の多 くは,反 面,非 常 に寂 しが りやであ り,み ずか らの

とる政策な り,考 え方に対 して絶対的な 自信 をもっているわけでなく,自 己をとりま くものを信

頼 しないわ りには,ゆ とりをもって経営に当た っているわけでもない。

したが っで その経営感覚は,や やもすれば近視眼的 な傾向をもつことになり,確 実な経営方

針もな く,適 切 な計画,標 準 も管理 もない,ま った く無統制に近い運営に終始 し,こ れ らの企業

において管理 といわれているものは,た だ経営者の恣意的意思 に対する;た んなる忠実を もって
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従業員を駆使,評 価することにす ぎない。

c.人 材 問 題

っ ぎに,近 年 中小企業経営において問題化 しているのが,人 材の育成,能 力開発等人的要素の

問題 である。 この点わが国の中小企 業は この面でかな り立 ち遅れている。 い うまでもな く企業 は

経営者の個人的 な能力の限界を,組 織 と人 との結 びつきに よって営まれ るものであ り,ま た,こ

れに よって経営の拡大 も可能 とされてい るが,し か し,現 実の中小企業をみ ると,そ こには一応

形 式的 な組織はあ って も,経 営の実際においては組織 と人 との結びつ きが生か された経営組織に

よって経 営が営 まれてい るものは きわめて少ない。それは一つには組織を生かすための中堅管理

者層 を初め とした人材の欠 乏に起因 している といえる。 中小企業 もここ10数 年 来の経 済 の 成長

によって,か つて50人 の工場が200人 あ るいは300人 の 従業員をかかえるまで,実 態が変容 して

いるに もかかわ らず,中 堅管理者が経営実態 の変化に対 しこれに対応する管理能力が伴わずその

ため経営者一人が浮 き上が り,経 営者の指向は正 しく反映せず,こ れが経営の発展 に大 きな阻害

ともなってい る。 もちろん,こ の問題は中堅層の管理意 識の低調な ことに もよる もので あるが,

経 営者が人材育成 に熱意 と関心を もたず,努 力を怠 ったことにも起因 してい る。

ただ ここで一 考 したい ことは,現 行の年功序列賃金形態が,従 業員 をしてみずか ら積極的に管

理意識 をもたせ得 なか った とい う要因 も無視 しえない。

① 経営者の過去 の経歴(技 術出身,営 業出身)が 経営に強 く反映するため,経 営指向が偏向

する

② 経営層が地域社会の関係に よって構成 されるため,経 営能力が低い(同 族性の欠陥)

③ 拡大規模 に即 した組織編成がない

④ そ のため,組 織編成 における人員配置 が経営機能(量 ・質的 な面)と アンバランスが生 じ

ている

⑤ ス タ・フの無 視と人材不足

⑥ 職長 など第一線管理者の管理能力の不足

⑦ 年功序列賃金体系 と生産性の対応矛盾(生 産性に対応 しない賃金体系)

⑧ 新 ・旧設備の技術的 アンバ ランス(技 術水準の低 さ)

な お,中 小企業の経営者 の関心 の一つに後継者問題があ るが,こ の点さきの経営意 識調査で も

後継者 についてどの ように考えてい るか とい うことに対 しては,図4「 後継者 について 」にも示

してある ように,「 で きれば実子に 」あるいは 「同族 の中から選 ぶ 」とするものが圧倒的に多 く
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45%を 占めてas・b,こ れに次いで高いのが 「現役員から

選ぶ 」とす るもの24%で 「外部実力者 を招 く」とす るも

のは,き わめて少 なくわずか3%に す ぎない。

規模別 にみる と,か なりの差がみ られ この図の とお り

規模が小さ くなるにつれ て,「 で きれば実子 に 」あるい

は 「同族 の中から選ぶ 」とする企業の割合が高 くとくに,

30人 以 下の規模においては,58%を 示 してい る。 この

ことか らも,中 小企業 とくに経営規模 の小さいものほ ど

経営の同族意識が強い ようである。

一方
,経 営規模が大 きくなるにつれてこの問題 に対 し

ては,「 現役員 の中か ら選ぶ 」と答える企業 の割合が高

くな っている。 このことは,組 織形態等か ら考え合わせ

ると当然な結果で あろ う。

なお・,

60
佃

40

30

20

10

族 の 中 か ら選 ぶ

現役員の中か
ら選ぶ

外 部か ら実 力者
を招 く

○
○
人
以
上

〇

一
～
三
〇
〇
人

一
～

一〇
〇
人

一〇
人
以
下

」ていつに者継後「4図

ここで注 目されることは,後 継者 について現在 この問題が解決 してい ないので廃業 した

い と答えている企業が12企 業 ある とい うことで,そ の割合はわずか1%強 で あるが,こ れがすべ

て30人 以 下の企業で ある ことは,小 零細企業 においては,後 継者問題がかな り深刻 なもの となっ

ている ことを示 しているといえ よう。

う

L
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第2章 中小企業の経営システム と問題点

'第1節 中小 企 業 の管 理 シ
ス テ ム

戦後,経 営の近代化に対する認識が高 まるとともに,合 理的 な経営管理の方式や技術が,わ が

国の企業において も積極的 に とり入れ られるよ うになった。 しか し,.こ こでふ りかえって考えて

み ると,デ ィー ラー ・システムに始 まって,最 近のOR,IEに 至 るこれ らい くつかの科 学的管

理方式はい うまで もな く,標 準化 単純化,専 門化がすすんだアメ リカの産業 で育 ち発展 した も

のであり,そ して,そ こに示 されてい る経営管理に関する原理 ・原則は正 しい もの と理解 され る

が,し か しその多 くは,ゼ ネ ラル ・モ一 夕ーズやゼネラル ・エ レク トリ。クス とい った巨大企業

に適 した技法で もある といえる。

したが って,わ が国におけ る経 営管理の実際 において考えてみた場 合,ア メ リカの産業 とベー

スを同 じくす るよ うな一部の大企業 においては,そ の効果 を期待 しえて も,複 雑な経営要因 と多

岐な類型 をもつわが国の中小企業においてそれ を画一的に適用 した場 合,は た してこれ らの管理

技術が実際の問題解決に役立 つか どうか,は なはだ疑問であるといわ ざるをえない○

たとえぽ,現 在わが国にお いては経営管理の ポイン トの一つ として一般的に棚卸資産の過大の

適否を重視 して検討を行な う場合があるが,こ れは,わ が国では今 日コス トの うち,材 料費等の

棚卸資産 の占 める割合が平均 して50～60%と か な り高い もの とな っているため,重 点 ともされ

ているわけである。 ところが アメ リカにおいては,こ の点事情 がか なり異 なる。

アメ リカにおいては,日 本 と逆に,コ ス ト1(お け る労務費の ウエ イ トが50～60%近 い もので、

材料費は ⑳ ～30%と な ってk・b,し たが って,労 務費の変化がただ ちに コス トに大 きな影響 を

もたらすわけで,合 理的 な経営技術 を導 きだす場合にも,科 学的管理方式のセオ リーを画一的 に

採 り入れ ることは,必 ず しも正 しい とはいえない。 それは,わ が国 の中小企業 に適用 しうる独 自

の経営技術を,そ して,さ らにその中で も企業の性格 に適応 した各 々の管理方式 を採 り入れねば

ならない。

それはまた,業 種 生産形態,需 要 の受け方,取 扱商品な ど経営 の活動か らみた機能的 な面か

らの経営性格 と,規 模,経 営組織等からの経営管理 水準か らみた経営性格 の二つの側面からとら

えて検討することがで きるわけである。

亀
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a.経 営活動面か らみた経営形態

次に,経 営活動面からとらえてみた経営形態 をみ ると,こ れは生産 ・販売形態 の二面から検討

することがで きる。

すなわち,経 営活動 を機能的 な面iOlら とらえてみ るな らば,販 売形態 ・生産形態の2つ に大別

することがで きる。

① 販売形態

すなわち,企 業 の販売形態は,販 売方法や販売 品目をみずから決定する権 限をもっているか否

かに よって,1)独 立 経営 とli)従属 経営に,そ して,さ らに需要の受け方 によって,i肛 注 文需要 と

iv).見込生産の4つ に分け られ る。

独立経営は,自 己の市場 キャ リアに より,販 売先 や品目を 自主的 に決定で きる タイプであ り,

従属経営は特定 の販売先 に従属 し,生 産 品目や数量が 先方 より指示 され て生産 を行 な う,い わゆ

る下請形 式の企業である。

注文需要は,注 文 によって生産 を しているタイプで,半 製 品や仕掛品 を取 り扱 う企業に多い。

見込需要は,見 込生産を行な っているタイプで,市 場商品を扱 う企業 に多い。

i).独 立 経営

市場 調査,販 売分析な どを通 じて,製 品化計画や生産量 を自主的に決定 し,収 益性や生産

性は,そ の販売能力や生産能力によっそ左右 される。

この タイプの ものは,概 して流動資金の要求度が高 く,一 般的に資本効率は1。5回 転か ら

2回 転の範囲に とどまっている。

ii),従 属 経営

この タイプの ものは,親 会社か ら製 品指定 を受け るとともに,一 般的 には材料の支給 も受

けている。

生産技術,品 質,生 産管理 な どに重点が おかれ,販 売,仕 入につ いては,ほ とん ど心配が

な く,流 動資金 も賃金が主で,し たが って,原 価構成 も労務費 のウエイ トがか なり高い。

iii),注文 需要

この タイ7.の 特 色は,受 注状況の変化が他動的 な要素に よって決 められ,生 産 が きわ めて

不安定で,そ のため操業度 の変化が激 しく,手 ごろに生産 を転換で きる容 易性 と順応性 が求

められ る。強力な親企業 の系列下 にあるものを除いては,概 して経営規模 の拡大 に限界がある。

iv).見 込生産

この タイプは市場品の見込生産 で,生 産 は流れ作業 による多量生産方式 をとる場合が多い。
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したが って,費 用は操業度 との相関性が強 く,操 業度の変化がただちにコス トに反映するの

で,つ ねに操業 の平準 化につ とめることがたいせつである。

業種 によっては,季 節変動や流行 の変化に よる操業変化がか な り問題 にな り市場調査な ど

に より,合 理的 な販売管理 を通 じて,極 力,変 動要因を とり除 くことが望 まれ る。

② 生産形態

企業の生産形態は,こ れを生産工程,ま たは現場の構成か ら,D.一 貫 作業 とiD下 請 利用に,

そ してさらに取扱い商品のいかん によ って,iii).多 種 少量 とiv).少種 多量 の4つ に分け られる。

一貫作業は,素 材 の加工か ら製品の完成にいたるまで,す べて 自己の ところで生産 を行 なうタ

イプであ り,下 請利用は,生 産の重要工程 を 自社生産で,そ の他の大部分 を下請 に委せる タィブ

であ る。

また少種多量は,い うまで もなく,製 造品種を押えて少種 多量生産 を行 な うもので,こ れの反

対が多種 少量である。

わが国 では,中 小企業の特技の1つ として多種 少量生産 を行 な うケースが多 くみられ るが,こ

のほか中間的な ロ。 ト生産を行な うもの もある。

D.一 貫 作業

このタイ7'の 特 徴は,技'術 的 にはかな り高度 なものが求 められ,ま た一定の設備が必要 と

され るため,工 程間 のバ ランス と操業度対策が重要視される。

これ らの安定 のために も,プ ロダク ト・ミックスの問題が,販 売,購 買,生 産 などの各管

理 面に複雑な関係を もた らしてい るようである。

iD.下 請 利用

この タイプは,ミ シン,自 転車な どの ように,部 品メー カが専門化 してい る業 界に多 くみ

られ,完 成品メーカはアセ ンブルを行 なうにす ぎない。 この タイプの典型的 なものは問屋生

産 方式のもので,全 工程 を完全に外注 にだ している。

経 営的 には工業資本的 な性格 より,む しろ商業資本的 な性格が強 く,し たが って,販 売,

購 買管理面に重点がおかれ,資 金的 に も,か なり高い要求度 をもってい る。

iii).多量少種

このタイプには,月,週 単位,あ るいは極端 なときは隔 日に生産品種,生 産量が変化す る

場 合 もある。

そ のため作業 の段 どりの切換えがひんぱんに行 なわれ,作 業管理は不安定 となり,経 営の

計画性 を保つ ことが困難 になる。 コス ト管理,生 産工程管理 など,十 分に行なわれていない
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のが現状である。

助.少 量 多種

この タイiプは多種少量型 と異な り,品 種や生産量の変化が比較的少 ないので生産は安定 し,

管 理 も比較的 やりやすい。

したが って,長 期計画のもとに計画的 な生産遂行を行 な うことがで きるが,た だ,新 製品

への生産切替 え時における準備 と検討が十分なされなけれぽならない。

b.企 業 類 型

前項において企業 がもつ経営性格 を,販 売形態 と生産形態両面か ら8つ の タイプに区分 したが,

も ちろん企業 の性格が,こ の うちの1つ に単一 の姿で存在 しているわけではな く,こ の8つ の要

素が複合的にか らみあ って,現 実 の企業が存在 しているわけである。(図3-2参 照)

た とえば,販 売面では独立経営型で,市 場 は見込需要型を とり,生 産は一貫 作業型の少種 多量

型 を とるとい うケースを もってい る企業があるか と思えば,同 じく独立経 営,見 込需要型で あり

なが ら,一 貫作業でな く,下 請利用型 のケースもある。

そ こで,経 営活動機能の実際が,販 売形態一販売面 ・市場面,生 産形態一 生産面 ・品種 面か ら

み て,現 実にどうい う組合せ の ものが最 も一般的に存在 してい るかをつぎに検討 してみることに

する。

図3-2
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① 経営活動要素の組合せ

前項において展開 したごとく企業活動が販売面,市 場面,生 産面,品 種面の4つ の柱か ら成b

立 っているとするならぽ,つ ぎに,こ れを柱 として前項において示 した8つ の要素の組合 せを考

えてみ る必要がある。下記に示すように全部で16通 りの組合せが考え られる。-'

表5--1

販 売 面 市 場 面 生 産 面 品 種 面 存在 の 適 否

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)'

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

独立経営一 一注文需要一 一貫作業・一 多種少量

独立経営一 注文需要一 一貫作業一 少種多量

独立経営一 注文需要一 下請利用一 多種少量

独立経営一 注文需要一 下請利用'一 少種多量

独立経営一 見込需要一 ・一貫作業 多種少量

独立経営一 見込需要一 一貫作業一 少種多量

独立経営一 見込需要一 下請利用'一 多種少量

独立経営一 見込需要一 下請利用一 少種多量

従属経営一 注文需要一 一貫作業一一 多種少量

従属経営一 注文需要一 一貫作業ニー 少種多量

従属経営一 注文需要 一 下請利用一 多種少量

従属経営一 注文需要一 下請利用一 少種多量

従属経営一 見込需要一 一貫作業一 一多種少量

従属経営一 見込需要一 貫作業'一一少種多量

従属経営一 見込需要 一 下講和用一 多種少量

従属経営一 見込需要一 下請利用一 少種多量

○

×

○

×

×

○

×

○

○

○

△

ω

由

旬

凶,

△

×

×

×

×

◎

O

囚

倒

㈹

㈹

(注)存 在○,中 間的存在△,非 存在×

しか し,こ れはたん に機 械的 な組合せを行な った ものにす ぎない。そ こで,現 実に存在するとい

う組合せを考えてみ ると,

i)は じめに,市 場面では注文需要であ り宏が ら品種面では少種多量 とい うこと,逆 に市場

面では見込需要であ りながら,品 種面では多種少量 とい うことは独立経営の場合には,現 実

に存在 しえない と考えて よいであろ う。手 近な例 として洋服 メー カを考えてみ よう。

洋服 メー カは,既 製服(レ デ ィメー ド)=少 種 多量で見込需要

注文服(オ ーダメー ド)=多 種 少量で注文需要

のいずれかである。 この逆の組合せは考え られ ない。 この中間に イー ジメー ドとい うのがあ

るが,性 格的 には レディメー ドの部類にはいると考え てよかろ う。

この ように考 えてい くと,ま ず,(2},(4),(5),(7),03),個 が 矛盾する組合せ として指摘で

きる。ただ し㈹ と⑫は従属経営 におけ る注文 少種 とい う組合せ も考え られるか ら例外 と
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す る。実際,親 企業か らの注文に依存 している場 合には,注 文需要で ありなが ら少種多量 と

い うことも+分 考えられ るか らである。

iD.つ ぎに,従 属経営一 見込需要 とい う結 びつ きも論理的には存立 しえない。 なぜな ら,

従属経営 とい うのは,親 企業からの注文 に応 じて生産を営むタイプで あるか ら,必 ず注文需

要 と結びつかねばならない。そ こで当然⑭ とa6)が消える。

iii).つぎに,従 属経営一一下請利用 という結 びつ きも従属経営 とい うことそれ 自体が下請的

生産 である。その意味か らもこの組合せは除外 されねばな らない。 しか し.・実際には従属 の

下請企業であって も,さ らに再下請を利用 して生産を行な うことも考えられる。⑪ と⑫が こ

れに該当するわけであるが,し か しこの ケースは さきに述 べた(3),(8)の よ うな独立一 下請

利用の下請依存度の高い完全下請利用型 の場合 とちが って,実 際 の下請に対す る依存度はそ

う高い もの とは考えられ ないので,一 応除外 してお く。

この ような検討の結果(1),(3),(6),(8),(9),OO)の6つ の組合せ が現実に存在する もの とし

て考え られ るわけである。

(1)独 立経営一 注文需要一 一貫 作業一 多種少量

(6)独 立経営一 見込需要一 一貫 作業一 少種多量

⑨ 従属経営一 注文需要一 一貫作業一 多種少量

㈹ 従属経 営一 注文需要一 一貫 作業一 少種多量

(3)独 立 経営一 注文需要一 下講和用一 多種少量

(8)独 立経 営一 見込需要一 下請利用一 少種多量

② 自主型,受 身型 基地型の3つ の カテゴ リー

以上の ような検討の結果,6つ の 存在す るケースが考えられたわけであるが,つ ぎに これ を,

販 売形態,生 産形態の面か ら類型 化 してみ ると表3-2に 示 すように,1独 立経営の(1)と(6)の グ

ルー プと同 じく,皿 独立経営一 下請利用の(3)と(8)の グ ループと,皿 従属経 営の(9)と⑩ のグルー

プの3つ に分け られ る。すなわち,自 主型 ・受 身型 ・基地理経
表5-2

営 の3つ のカテゴ リーに区分される。 このように集約 してみ る

と,中 小企業 の経 営性格は大 きくは この3つ のいずれかの カテ

ゴ リーに属 しているわけで ,当 然経 営者においてもこれ らの タ

イプの特質や問題点を十分認 識 して,そ の上 に経 営に対処 していかなければな らないわけであ る。

D.自 主 型経営

市場 キ ャリアもあ り,し たが って市場 調査,製 品開発な ども積極的 に行 ない 自主性の強 い

1 (1)と(6} を自主型経営

n (9)と ⑩ を受身型経営

皿 (3)と ⑧ を基地型経営
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図5-5

経 営 を行 ない得 る形態。中小企業で も,こ のカテ ゴリーに属す るものは比較的 に使用資本が

大 き く,経 営規模 も従業員100人 前後に集 中 してい る。

業 種 としては食料 品,家 具,作 業工具,プ ラスチ ックなどがはいる。いずれ も材料を加工

し,製 品化 して 自主製品として市場 にだ してい くもので,そ れだけ販売競争 も激 しく,コ ス

ト,販 売,生 産面 など,各 面にわた って合理化の必要性 が潜んでいる。

ii).受 身型経営

受注生産 を主体 とする もので,市 場 キャ リアもな く生産はすべて受注先 よりの指示によ っ

て行 力われ ている。

材料の支給な どを受け指図書 によって加工 を行ない,半 製品,あ るいは部品 としての完成

品 をつ くっている。

な鉛,こ のカテゴ リーに属するもので も,商 社(問 屋)か ら生産の委任 を受け て市場 品を

生産する ものがあるが,こ の場合,市 場その ものの主体は発注先にあ り,し たが って,市 場

につ いて も主体性 をもつ ことはない。業種別には,印 刷 メ ッキ,金 型,鋳 物,機 械加工,

部 品工業な どに多 くみ られ る。

iiD.基 地 型経営

D.の 自主型経営 と同 じく,市 場 キャリアを もっており,た だ,生 産 の主要工程,あ るいは,

一一 ■ φ■一 、

●
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,

ほ とん どを下請な どに委託 し,こ れをさらにアセンブルす るいわゆるセ ッ トメー カ的 なもの,

必 ず しも,自 動車,ラ ジオな どにみられる工業資本的 なもののみではな く,商 社,問 屋 な ど

の商業資本 としての分野 の もの もある。 また農機具の ごとく,従 来はD.の 自主型経営 タイプ

であった ものが最近の農村の機械化 ブームで生産 品種 が変わ り,動 力耕 うん機 に転換 された

ため下請利用 タイプとな り,そ のためliD.の 基地型経営 に移行 したものもみ うけられ る。 しか

し,こ れ らの うちで も経営者 自身の経営態度が,い ぜん として自主型経営時代の感覚から脱

け きらず,資 材管理の面な どで,か な りの問題 が生 じ棚卸資産の過大 を生ぜ しめてい る例が

しば しばみられ る。経 営者 としては,工 業資本的感覚か ら商業資本的感覚 に移 りかわ ること

が必要であろ う。

このカテ ゴリーに属する業種 としては,農 機具,ミ シン,産 業機械,自 転車 な どがあげ ら

れ る。

●

じ

C.組 織形態からみた管理システム

経営の改善に当り科学的管理方式の適用,導 入をはかる場合その程度により一定の管理水準が

要求されるものである。

すなわち,企 業の規模,組 織形態など管理水準に対応 し,画 一的な適用はさけるべきである。

次にその対応の形態を図5「 経営形態別管理水準図 」によって示す如 く,こ れを経営規模,組

織,形 態管理水準より,① 「非組織的経営形態 」,② 「組織的経営形態 」,③ 「科学的経営形態」

の3つ に区分しその適用範囲を検討することができる。

① ② ③

3組 識的経営形態 ・組識的経営形態1科 学的経営形態

科 学`的 管 理 方 式`(原 則)

対1適

経 営管理 部門別

生産、販売、労務

初歩的 な経営管理 財務 等 部 門診断

記帳 、採算 、店舗

作業、工 程 指 導

(20人 以下)21人 ～100

経 営 基 本 事 項

経 営 目標 、方 針、

～ 人

中程 度 水 準

低 程度 水 準

図5経 営形態別管理水準図
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i)① の タイプ(低 程度水準)

まず,① の タイプは経営規模 も零細で,明 確な経営組織 もない小規模経営の ものであ って,

したが って,そ のマネジメン ト対象 も主 として記帳指導,採 算分析,店 舗構造等で あって,

経 営管理の内容 もきわめて初歩的 な低程度の もの といえる。

iD.② の タイプ(中 程 度水準)

② のタイプは従業員 もk・k・むね20入 ～100人 程 度で一応組織的 な経営形態 をもち管理水準

もある程度の水準 をもつ もので,し たが って,そ の管理部面 も生産管理,財 務管理,販 売管

理等の広範 囲なものとな って くる。(本 質的 には このクラスにおいて,本 格的 な科学的管理

方式の導入指導が可能 とされる。)

iiD.③ の タイプ(高 度水準)

③ の タイプは従業員 も200人 前後で,経 営組織 も確立 し,部 門的 な管理水準 も前者に比較

し高 く,し たが って,経 営管理の内容 も経営方針,設 備,生 産計画等各種の計画設定 など,

経 営の基本的事項に展開 され,さ らにこれ らについての調整,判 断 などきわめて高度 な管理

内容が要求 される。

この ようにみてくる と,① の タイプのま うに小規模企業の場合には,企 業 自体が近代化 し

た経営の組織形態 をまだ とり得ぬ ものが多 く,そ こで必要 とされ る経営上の知識は,金 融,

税 務,労 務等の制度に関す るものが中心 とな り,あ る意味では近代的 な管理技法 の適用以前

の段階にあ り,あ る意味 では経営管理 の必要性が認識され るに至 らない場合が多い。 また

200人 を超 えるよ うな③ のタイプにおいては,経 営戦略等,経 営の基本問題 にかかわる高度

な管理水準が要求 される。

●

`

d.中 小企業における事務管理 の特質

中小企業 の事務内容構成は,本 質的に大 企業のそれ と同様であり,業 種が同一の場 合にぱ,細

部的な内容 まで共通 している。 しか し,事 務内容の量 と質には多少の相違があり,そ こに中小企

業の特性がみ られるもの と考えられる。

① 量 的構成

中小企業 の事務 内容の特色は 「間 口は広いが奥行が浅い 」と一口にい うことができるであろ う。

中小企業は,大 企業 と同様 に種類 としては一通 りの事務内容を もってい るが,一 種当 りの事務処

理量が少ないこ とが第一の特色である。 また大企業 では,総 合的 な経営 を行 なっているが,中 小

企業 においては,そ れ をただ比例的に圧縮 し小型化 した ものではない ことが,第 二の特色で ある。

■

k

－22一



匂

■

む しろ中小企業では,部 分的 に簡略化 した部門をもっている場合が多 く,例 えば,下 請工場 の場

合には,販 売 ・購買 ・技術等 の部門,完 成品 メーカの場合には部品加工部門 とい うように業種 に

よって部門の比重が相対的 に小 さい。

② 質的 構成

現状 における中小企業の事務内容 としては,基 本事務(作 業事務)が 大 部分を占めてお り,管

理事務の割合は,僅 少で ある。

その主たる理 由は,直 接的 生産過程には人員 を投入するが,事 務処理 のような間接的な生産過

程 には,人 員をなるべ く押え よ うとする傾向があり,し たが つて

D.基 本事務の処理 に追われている こと

iD.基 本事務が整備統合 されていなければ管理事務 を行 な うことが困難であること

の.管 理 水準が低いこと(管 理者の重要性の認識不足)

の3項 目が考えられる。 ・

しか しながら,一 般的傾向 として,企 業規模の拡大 につれて,管 理事務の もつ質的,量 的な ウ

エイ トが次第に増大 している ことも事実である。(資 料 皿表 参照)

〔注 〕(基 本事務):主 と して取引関係や会計関係の事務で必要欠 くべか らざるもの。(内 容

的 には,定 型化 した単純 なものが多い)

管 理事務:経 営管理の手段 として役立つ事務で,内 容的には定型 化せず,複 雑高度

の ものが多い。

第2節 中小企業 の事務機械化 の現状 と問題点

● a.コ ン ピュータ利用の実態

① コンピュー タ利用状況

中小企業の一般的現状は,情 報化にほ ど遠い,コ ンピュー タを 自ら設置 して全体的 な経 営情報

システム化を進めている企業は もとより,部 分的 な情報処理,事 務計算の機械化に コン ピュー タ

を利用 してい る企業 も全体か らみれば極 めて少 ない現状である。

しか し,近 年,中 小企業においても情報問題に対 する関心が高まってお り,コ ンピュー タ導入,

共同利用ない しは,計 算受託企業 の利用ケースも増加 している と思われ る。

そ こで,中 小企業庁において,昭 和44年10月 に実施 された 「中小企業 コン ピュー タ利用調査
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結果 」より,利 用の実態 をみ ると,

まず,中 小企業が どの程度 コンピュータを利用 しているかについては,調 査 回答企業564企 業

の うち,コ ンピュー タを「現在利用 している 」とい うものが174企 業(31%)と な っている。'

また,利 用形態は,単 独利用の ものが 多 く,利 用企業の うち131企 業 が単独利用である。

次に,未 利用の390企 業 の うち,近 い将来,利 用計画があるか とい う質問についてはr'66%の

ものが回答 してお り,特 に,チ ェーン,ス ーパー などにおいて,今 後の利用計画の関心 が高い よ

うである。

この ように,調 査結果で も明らかな ように 「未 利用企業 」で も「利用計画 のあるもの 」がかな

り多 く,中 小企業 におい てもコン ピュー タの経営への適用について関心が強まってい ることを示

してい る。

'

●

量

婆国
℃

単

独

利

用

%

セ

ン

タ

ー

利

用

25

て

、

、

＼
い ●

∀

※(注)1.

2.

資料:中 小企業庁 中小企業 コンピュー タ利用調査結果

()内%の 数字は利用企業における割合を示す。

内%の 数字は未利用企業 におけ る割合 を示す。

図2-1コ ン ピュー タ利用状況
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② 利用の経過期間 と適用業務

次 に,コ ンピュー タ設置時期か らの経 過期間についてみると,中 小企業 において も,昭 和37年

か ら利用 してい るものも数社み られ るが,や はり,経 過年数 では2年 未満 が多 く,こ れ らが全体

の77.6%を 占めている。

51.7%

25.9%
8.6% 6.3% 4.6%

1
2.9%

11

1年 未満1～2年2～3年3～4年4～5年5年 以上

資料 図2-1に 同 じ

図2r2利 用経過年数

●

また,専 従職員の経験年数 をみ ると,製 造業,非 製造業 とも平均では3年 以下 とな ってい る。

な坑 計算 センター利用の場合は非製造業の割合が多 く,特 に,利 用年数 としては1年 未満の も

のが過半数 を占めてい る。

さらに,コ ン ピュータが具体的 に中小企業 において,ど の ような業務に利用 されてい るかにつ

いてみ ると,製 造業,非 製造業 を通 じ共通 して高いのが販売(受 注),売 掛 金,仕 入等の 日常の

営業活動につながるものが もっとも多 く「営業 」活動への適用が35 .9%と な っている。 また,こ

れについで高いのが製造業 における資材 ,非 製造業 における商品等 の「在庫 」管理 に関するもの

で,25.4%と な ってい る。

この他は,給 与計算,社 会保険 の 「労務 」,一 般会計処理 などの 「経理 」等基本事務に属する

もので,各 々13,1%,9.1%と な っている。 これは,41年10月 の同庁調査 における適用業務内

容 とほぼ一致 した結果であるが,41年 調 査においては,中 小企業の適用業務は
,お おむね基本事

務処理に集中 していた のに対 し,44年 調 査において注 目されることは,中 小企業 において もこの

ような基本事務の他 に も利益計画 ,販 売計画,各 種統計な ど管理面に活用 される 「計画 」面への

適用が1L6%あ る とい うことであ る。

また,業 態別 にそ唖 用業務をみる と製造業は 「営業 」,「 在庫 」,「 労務 」へ適用 している

ものが多 く,こ れ らに よって75%近 い ものが占められ ている。

一方
,非 製造業 では,営 業活動 への適用割合が'40.2%と か な り高 く,さ らに,こ れについで在

庫内容が26.2%と な っている。

lkk・,「 経理 」への適用は両者9%前 後 でほぼ同 じであるが,製 造業では従業員数 の関係か ら
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給与計算等の労務関係への適用が多 く,非 製造業は利益計画,販 売計画な どの計画資料 作成の適

用の割合が多 くな っている。

③ コンピュー タ運用費用

次に,コ ンピュー タの レンタル料,人 件 費等を含めた直接費 としての月間総運用費用をみる と,

製造業平均84万 円,非 製造業平均152万 円 とな ってtoり,単 位当 り水準は低いもの となっている

が,こ れ は,中 小企業 ではそのほ とん どの ものが中型以下 とくに小型,超 小型機械が大部分を占

めてい るため と思われる。なお,費 用 の うち,や はリレンタル料の占める割合が高 く,製 造業,

非 製造業 とも56%前 後 とな ってい る。

これについで高いのが人件 費で製造業32%,非 製造業30%を 占めてteb,し た が ってレンタ

ル料,人 件費で運営総費用の90%近 い ものとなっている。

また,計 算 セン ター利用 の企業では月間平 均委託料は製造業26万 円,非 製造業33万 円 で単独

利用に比べてかな り低い費用である。

次・,年 間売上 ・対 ・,翻 費用 を負担率(典売 上 局)・ してみ … 単独利用醐 ・製造

業の平均は売上・対・[亟],非 製造業は・れを下回り[亟 ・な・てい・・

また,規 模別に売上に対す る費用負担率の上限,下 限をみると,製 造業 の上限1.30%,下 限

0.19%で そ の差は1.11%,非 製 造業では上限1,53%,下 限0.14%で その差は製造業 より大 き

く1.39%と な ってい る。

なte,昭 和41年 度 実施 した調 査 と比較する と,負 担率は製造業の下限 を除いていつれ も下回 っ

ている。

'

表2-t売 上 に対 しての費用

(単 独利用)

区 分

業 態

運 用 総 費 用/売 上

平 均 上 限 下 限

製 造 業
41年 0.50% 1.41% 0.12%

44年 0.42% 1.30% 0.19%

非製造業
41年 0.31% 1.68% 0.31%

44年 0.29% 1.53% 0.14%

資料 図2-1に 同 じ

次に,セ ンター利用の場合をみると,単 独利用に くらべ売上に対する負担率はか なり低 く,製
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造業平均0.17%,非 製 造業平均は0.11、%で これを下回 って%・り,ま た、'これ らはいつれも単独

利用の場合 よりそ の負担率は低 くな ってい る。

また,売 上に対す る費用の負担率の上限,下 限をみ る と,製 造業の上限0.21%,下 限0.06%

で そ の差は0.15%と な ってお り,非 製造業では上限0.27%,下 限0.02%で そ の差は0.25%と

こ こで も単独利用 と同 じく製造業 を下回 ってい る。

④'コ ンピュータ導入に対 しての問題 ・

次 に,コ ンピュー タ導入 に対 し∫ 中小企業が どの ような準備体制をとり,ま た,ど の ような点

について苦慮 したかについてみ ると,ま ず受入のため,帳 票,会 計組織 を変えた ものが,導 入企

業174企 業 の約60%の104企 業,さ らに,コ ンビ・ユ〒タ部門の独立な ど経営組織 を変更 した もの

が86企 業 である。

さきの利用業務の分析において明らか な ように,現 在その適用業務が,直 接営業活動につ なが

る販売管理 とコス トコン トロールにつなが る在庫管理 に集 中 しているので,こ れ らの業務につい

て多 くの企業 が汎用的に利用で きる標準 プ ログ'ラムパ ・ケー ジの開発 とこれの普及利用が強 く望

まれる ようである。

b.コ ン ピュータ導入(利 用)の 動機 と効果

① 導 入(利 用)の 動機

まず導 入の動機については,事 務量の増大 あるいは取引先の増加等 に より主 として経営管理面

の強化,販 売促進,計 数管理 に基づ く信用度 の向上 とい った,い わゆる企業 の成長過程 におけ る

合理化の必要性か ら端 を発 しているよ うで ある。

また,業 態別にみると製造業では コンピュー タを中心 とした管理 システ ムの確立に関心を もつ

ものが多 く,非 製造業,特 にチェー ン,ス ーパー等 は コンピュー タの導入 によ って直接 コス ト,

利 益等に結びつ く利用に多 くの ものが動機 をもってい るようで ある。

しか し,46年 度 中小企業庁調査結果 よbみ る と,そ の後の中小企業 の導入動機に も変化がみ ら

れは じめてお り,「 事務長 の増大 と労働力不足をカバーす るため 」など直接的 な省力化効果 より

「正確な経営情報を把握 するため 」「日報 ・月報などを迅速,正 確に作成す るため 」「各管理部

門の統制 を合理的 に実施 するため 」とい った コンピュー タに よる管理 シス'テムの確立 など主 とし

て経営管理面 の強化に基づ くものが多 くな っている。

② 導入(利 用)の 効果

以上,コ ンピュータ導入(利 用)に よる動機について述べたが,そ れでは,こ の動機等 に対 し
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どの程度の効果が得 られたか をみる と,導 入の動機 の高い ものについては,「 ほぼ 」あるいは

「一応 」効果があ った とするものが多 くこれ らは 目的に対する効果があが ってい ることを認 めて

いる。 これをさらに昭和41年 度 調査結果 よりみる と,一

まず,コ ンピュー タの設置直前 と現在 とを比較 してみて,計 量的効果 としては,調 査対象の大

半の導入経 験が短かいため,効 果 を計量的 には見出す ことがで きなか った。

しか しなが ら,国 産 コンピュー タ〈超小型〉を41年3月 に導入 した 丁卸業者が 自らの経験 を

「月400万 円 の売上増加を目標 とし,i).伝 票 ミス防止,iD.人 員 節約 お よび積極的 な新分野 開拓

(人 員換算5人 半),iii).外 交 能力の増大(50%),iv).商 品管理 目標 に対する70%の 達 成率 確保,

V).女 子 事務員の過重労働の除去,vD.営 業 政策的効果(社 会的信用)の 顕現の6つ の効果を達成

する ことに よって,経 営の質を向上 しつつある。 」と語 っていることに もうかが える ように,中

小企業の使用経験年数が永 くなるに従って効果を計量的 にとらえ うる ことが考えられる。

また,中 小企業が コンピュー タを導入するに当 って期待 した効果 と現状に対する反省 を,経 済

的期待効果(直 接的効果),質 的 期待効果(間 接的効果)の2つ に分け て,そ の結果をみると,

か なり効果が あが りつつあるとい うことを表わ してい る。

その理由はD.中 小 企業においては命令伝達の距離が短かいた め,管 理 不可能要素が比較的 少

ない。 したがって,社 長の統制可能範囲 にほ とん どの管理事項が入 るため,コ ンピュー タの出 し

た結果 がす ぐに経営 にはね返 って くる。iD.また,中 小企業では経営意 識の上からもコンピュー タ

が導入された とい う事実 が社員のすみずみまで伝わ り,同 業他社に先がけて近代経営をや ってい

る とい う心理的効果 が働 らき,iiD.さ らに,コ ンピュータの導入に よる管理水準の向上に よb少 数

精鋭主義的管理に志向 してい る。 の3つ に要約で きよ う。

次 に機械化 による質的 効果 につい て具体的 にみ ると,中 小企業 で最 も効果のあらわれているの

は,「 従来で きなか った計算や調査 をやれ る」「日報書や月報書を迅速,正 確に作成することが

で きる 」とい うことで,い ずれ も回答票 の59%が 答 えてい る。

ついで 「管理 の質を向上させる 」55%,「 経 営に対する社員の意 識を高めること 」で52%と

な ってteり,こ の うちの3つ までが質的効果(直 接的効果)で ある。

さらに 「過剰在庫 を少なくする 」(28%),「 ム ダな人員配置 を少な くする 」(28%),「 製

品や商品の納期 を短縮する 」(24%)の 諸 項にっ き回答企業 の3割 近 くが予期通 りい ってい ると

答えていることは,そ れ らの導入企業が意識的 に コンピュー タの使用法 を高めようと している表

われである。

また 「事務長 の増大 と労働力不足をカバーする 」では38%が 予 期通 りい っている と答え,こ れ
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らについては企業が コンピュー タの導入に よって,相 対的 に人手不足をカバー し得たと考え られ,

ま た,こ れが 「ムダな人員配置を少なくする 」(28%)の 回答につなが るものである。

いつれに して も,コ ンピュータ導入は,全 社的 に事務機械化への認 識を高め,在 庫品の把握や

日報 ・週報の作成を通 じて管理の質 を向上 させ,従 来 やれなか った計算や調査をや りそれ を経営

計画に反映 させる とい う間接的な効果が強 く表われ ている といえよう。

,← 一

c.未 利 用企業の実態

① コン ピュータの利用計画

次に,未 利用企業の実態を中小企業 庁vak・け る昭和44年10月 の調査結果 よbみ ると,ま ず,

利 用計画 については,さ きにも述 べたが回答企業564企 業 の うち,現 在 コンビ=一 夕を利用 してい

ない未 利用企業は390企 業,69%あ るが,こ の うち将来利用計画を持 っている ものが66%258

企 業 ある。

この ように現在,未 利用の中小企業でも,か な りの ものが コンピュータの導入に関心 を持 って

い ることが明らかである。

② コンピュー タ導入計画の動機

次に,利 用計画 を持 っている企業が,そ の導入の動機 につい てみる と,D.将 来 の経営拡大 を考

慮 し,かつii).事 務 量の増大 と労働力不足をカバーす るとともにiiD.あわ せて コンピュー タを中心 と

した経営管理体制の強化をはかる とするものがそ の大部分 を占めてい る。 この点,さ きに述べた

コンピュー タ利用企業 の動機 とほぼ同 じで あるが ,ま た,利 用,未 利用に共通 している点は,人

件 費などの費用節減 とい う直接的 な効果 よりは,よ り長期的観点にた った経営の未来指向への戦

略 的動機づけが強い とい うことである。

表2-2コ ン ピュータ導 入計画の動機

理 由 製造業 % 非製造業 % 計 %

,

将来の経営拡大成長を
考えて ・

55 24% 89 25% 144 24%

事務量の増大労働力不
足をカバーするため

50 22 88 25 138 23

間接費の節減をはかる
ため

20 9 23 6 43 7

日報月報を迅速正確に
作成するため 40 17 、65 18 105 18

管理体制の強化をはか
るため

62 28 94 26 156 28

計 227 100 359 100 586 100

資料 図2-1に 同 じ
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③ 利用の時期 と形態

次 に,利 用 の時期 と形態であるが,時 期は2S3企 業 の うち3年 以内と明記 した ものは114企 業

で.44%の ものが近時点での利用を考えてk・り,そ'の うち85%の125企 業 が レンタル形式 を希

望 している。 なお,『この他25%の ものが一般計算 センター利用,io.4%が 共 同出資に よる計

算 セン ター利用 とな っている。

④ 利用の業務内容

利 用業務の内容 としては,さ きに述べた現在 利用 している企業の割合と同様 「営業 」22.5

%,「 在 庫 」23%と この面に対する利用業務の割合が高いが,た だ,未 利用企業 におい て,利 用

企業 と若干異 なる点は利益計画,販 売計画等の管理面に対する利用要請が強い とい うことで,こ

れが未利用企業 で最 も高 く25.5%と な ってい る。この点,前 述 の利用動機 において コン ピュータ

を中心 とした経営管理体制の強化が動機 として強か った ことにも関連 してい るわけである。

⑤ コンピュータ利用へのシステム ・アプローチ

さ きの コンピュー タ導入の問題点に おいても述べた如 く,中 小企業者が コンピュータ導入のネ

ックにな っているコー ド化 伝票,会 計組織の システム設計な ど導入に当 って中小企業 では この

ような ソフ トウェアの面 にかな りの苦慮がみ られてお り,か つ これが導入 に対 し一つの壁 ともな

っ て い る。

そ こで,在 庫,販 売管理 など当面中小企業の利用度 の高いと思われるものについて,標 準的な

システム ・プログ ラムを開発 し,こ れの利用指導 と,一 般 中小企業者への公開 を行 な う場 合,そ

の利用を どう考えるかについては,未 利用'390企 業 め うち76%の297企 業 が利用の希望 をもって

te9,こ の点,さ きの利用計画がある と答えた258企 業 を39企 業 上回 るもので ある。

d.計 算セ ンターの現状

① 独立計算セ ンターの現状

次 に,同 じ中小企業庁が昭和44年10月 に実施 した調査結果 より計算 セ ンターの現状をみ ると,

集 計 対象124社 を従業員規模別にそ の分布状況をみると,従 業員.30人 以 下の ものが60社 とその

過半数 を占め,特 に11～30人 の ものが多 い。

次 に,平 均年間売上高では,1社 当b,総 平 均 、13,152万 円で従業員1人 当 り平 均売上高は177

万 円 である。

さ らに,受 託 センターの設立経過状況をみ ると,そ の70%が 昭和41年 以 降設立 されてお り,

また,小 規模のセンターほ どそ の傾 向が強い,一 方,大 規模の もめは,41年 以 前に設立 されてい
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次に,中 小企業が共同で コンピュー タを導入 ・利用す ることを促進するた め,中 小企業高度化

事業 の一環 として,中 小企業振興事業団か ら長期低利資金(融 資比率65%,金 利2.7%,期 間12

年)を 融資 し共同計 算センターの設立 を促進 しているが,こ の計算セ ンターは昭和42年 度 に本制

度発足以来現在 まで に設立をみたのは12セ ン ターで ある。

この計算セ ンターの現状を46年5月 の調査結果 より回収7セ ンターについてみ ると,経 営組織

は株式会社の法人組 織を とっズい るが,資 本金はかなりの差があb,最 低150万 円,最 高4 ,350

万 円 となってい る。

土地 の使用面積 は,1セ ンター平均267.5㎡ となっているが,建 物の使用面積 については140

㎡ か ら4倍 の562㎡ とかな りの格差がある。

従業員数 は,.1セ ン ター平均24名 で,さ きの独立計算 センター と比べ るとかな り少ない ものと

な ってい る。従業員の中心は,プ ログラマ,オ ペ レータお よびパ ンチャーである。 また,比 較的

規模の小さピセンターにおいては システムエ ンジニアのいない ものが1ケ 所あるとともに,さ ら

にその他職員のいないものが2セ ンターみ られる。

なお,シ ステムエ ンジニア,プ ログラマ,オ ペレータの平均勤続年数 は各 センター とも設立 さ

れて まもないため短かい。

出資者の大部分は中小企業であ り,そ の内の過半数が商業,サ ー ビス業者 であ る。

また,コ ンピュータの設置状況 は,本 体型式は中型機2台 のほかは小型機 とな ってtsb ,2台

設置 しているセ ンターが2'ケ 所 ある。

●

e.受 託 企業の実態

① 独立計算 センターの場合

44年 の調査結果 よb規 模別受託企業 をみると集計対象124社 の計算セ ンターを利用 してい る企

業は,4,835社 とな っている。

この うち.中 小企業は2,210社 で 中小企業 の利用割合が多 く利用企業の46%を 占めて%・り,ま

た,規 模の小 さい計算セ ンターほ ど中小企業 の利用が多 く,1～10人 の規模ではその利用者の94

%が 中小企業である。

次 に,計 算セ ンターの中小企業か らの受託業務 内容をみ ると,さ きの単独利用の場合 とその適

用業務はほ とん ど同 じであるが,比 較的単純事務で利用 しやすい通常事務 のものが件数 としては

多 く,給 与計算,売 掛管理,在 庫管理,販 売統計,請 求書発行等 とな っている。

② 共同計算 センターの場合
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(独 立 計算センター)

表2-5規 模別分布状況

項 目 規 模 1～10人
11～
30人

31～
50人

51～
100人

101人 ～ 計

セ ン タ ー 数 22 38 22 20 22 124

平 均 売 上 高千円 9,650 42,892 68,252 124,369 412,412 131,515

皐繋主僧凱 1,221.5 2,102.5 1,668.8 1.7843 2.0672 1,768.9

資料 図2-1に 同 じ

表2-4規 模別設備内容

(表3)規 模別設備内容

回 設備規模

規模区 答 数
大 型 中 型 小 型 合 計

1～10人22 一 2 22(14) 24(14)

11～30人38 一 22 23(4) 45(4)

31～50人22 一 21 7 28

51～100人20 一 19 6 25

101人 ～22 10 46 8 64

計124
10 110 66(18) 186(18)

5.4% 59.1% 35.5% 100%

(注)1.資 料:図2-1に 同 じ

2.()内 は超小型機で内数 とな っている。

る ものが多 くみられる。

次 に,設 備 内容をみると,表2-4の とおり総設置台数の うち94.6%が 中型機の設置 となって

いる。大型 コンピ ュータは従業員101人 以 上 の大規模センターに設い て設置 されている。 また,

規 模が大 きくなるにつれて,2台 以 上設置 しているものが多 く,1～10人 までの規模の ものでは,

ほ とん どが小型 コンピュータで,う ち14台 は 超小型である。

従業員関係をみ ると,1社 当 り平均数は61.5人 で あb,比 較的人員を要 する業務で ある。

また,従 業 員の経験年数は最 も長い経験 を要す るシステ ム ・アナ リス トで も平均5.4年 と一般

産業 に比較 して低いが,こ れは,こ の業種が情報処理 サー ビス業 とい う新規産業 の性格 を もち,

新 しい専門的技術が必要 とされていることを意味 している。

② 共同計算セ ンターの現状

`

、
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次に,中 小企業高度化事業 の一環 として設立 されている共同計算セ ンターにおけ る業務の内容

をみる と,ま ず,受 託企業 の内訳は,工 業133企 業,商 業 ・サー ビス業184企 業,そ の他44企 業,

総 計で361企 業 が利用 してtsり,大 企業,中 小企業 別にみると,全 体の8 .3%が 中・」企 業 者 となっ

ている。

大企業の利 用は5%,そ の他(公 共機 関等)の 利用が12%あb,利 用の範囲は中小企業が 中心

である。

「さらに
,工 業.商 業別 の利用状況をみ ると,工 業 は37%,商 業 ・サー ビス業 は51%と な って

いる。

なお,出 資者,非 出資者の利 用状況は前者が87%,後 者 が13%と な っており,非 出資者の利

用が多いのは,わ ずか1セ ンターである。

次に,受 託業務の内容 をみる と,統 計,調 査関係業務が圧倒的に多 く,以 下,日 常 の定形業務

と しての経理業務,販 売管理 給与計算で ある。

、また,セ ンタr別 の受託件数 は1セ ンター平均78件 であb,最 高267件,最 低27件 とkっ て

いる。ただ し最低の27件 の センターは,パ ンチ業務,官 公庁業務が業務の多 くを占めている よう

セ ある。

また,受 託計算以外の業務 については,D.ソ フ トウェアの開発,肋.パ ンチ受託,iiD.研 修会,講

習会等の開催 とい った業務 を行 な っているようで ある。
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第3章 コン ピ ュ ータ 利 用 の実 状

第1節 わ が 国vateけ る コ ン ピュ ー タの実 働 状 況

aわ が 国 の 現 状

コン ピュータ関係の統計的数値はつねに増大の一途 をた どり,あ る時点の データもたちまち陳

腐化 してしまうが,コ ン ピュータ利用の実状 を考 える よりどころとして,日 本電子計算機㈱ によ

る昭和46年3月 末現在 の実働状況を見 るこ とにする。表3-1が す なわちそれである。

表5-1.コ ン ピュータ実働状況
(金 額単低 百万円)

46,3現 在 45,3現 在 ・40.3現 在

機 種 別
数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額

大 型 428 199,631 265 115,681 10 4310

中 型 2,299 229,926 1,655 165,147 310 31,207

国 産 小 型 2,358 52,730 1,824 40,089 161 4,014

'超 小型
1β26 10,698 1214 7,958 325 1,931

計 6,711 492,986 4,958 328,884 806 41,463

大 型 500 280,896 369 191,362 85 41,735

中 型 871 93,806 721 80,899 321 39,982

輸 入 小 型 822 20,142 605 15,688 243 6,815

超小型 578 3,391 65 326 一 一

計 2,771 398,235 1,760 288,275 649 88,532

大 型 928 480,527 634 307,043 95 46,045

中 型 3,170 323,732 2,376 246,046 631 71,189

合 計 小 型 3,180 72,872 2,429 55,777 404 10,829

超小型 2,204 14,089 1,279 8,294 325 1,931

計 9,482 891,221 6,718 617,160 1,455 129,995

1

9
句

3

)注( 日本電子計算機㈱ 昭和46年6月 調査季報に ょる。

金額は実働 コン ピュータの売価換算額

大型は1セ ッ ト売価2億5000万 円以上,

中型は同4000万 円以上2億5000万 円未満,

小 型は同1000万 円以上4000万 円未満,

超小型は1000万 円未満の コン ピュ ータをい う。

◆
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b産 業別実働状況

次 に同じ日本電 子計算機㈱ の資料 に よれば,上 記昭和46年3月 末現在の実働 コン ピュータの,

産 業別分布状況は表3-2の とおりである。

表5-2 46年5月 末実働コンピュータ産業別分布状況
(金 額単位,百 万円)

国 産 機 輸 入 機 合 計
産 業 別

数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額

農 業 一 一 2 40 2 40

林 ・漁 ・水産業等 5 131 5 32 10 163

鉱 業 20 764 16 2,418 36 3,182

建 設 業 103 5,709 47 3,342 150 9,051

食 品 185 5,741 67 5,872 252 11,613

繊 維 139 6,459 72 4β47 211 11,306

紙 ・ パ ル プ 56 1,721 16 1,090 72 2,810

出 版 ・ 印 刷 51 1,667 9 500 60 2,168

化 学 ・ 石 油 349 21,559 146 21,158 495 42,717

硝 子 ・セ メ ン ト 74 2,674 42 3,757 116 6,432

鉄 鋼 231 25,578 114 26,100 345 51,678

非 鉄 金 属 144 8,424 34 2,202 178 10,627

機 械 208 10,150 113 13,657 321 23,806

電 気 機 械 676 84,637 165 31,862 841 116,499

輸 送 用 機 械 246 22,132 149 38,705 395 60,837

精 密 機 械 101 4,550 47 4,031 148 8,581

そ の 他の製 造 業 152 5,486 64 4,554 216 10,040

卸 小 売 ・商 事 1,275 44,225 489 30,582 1,764 74,806

金 融 217 28208 572 93,788 789 121,997

保 険 70 9,420 75 19,615 145 29,036

証 券 51 1,789 46 17,760 97 19,548

不 動 産 13 1,037 6 62 19 1,100

運 輸 ・通信 ・報道 261 13,481 116 17,508 377 30,989

電 力 ・ ガ ス 45 3β88 36 14,211 81 18,099

サ ー ビ ス 603 41,396 116 17,478 719 58,874

病 院 10 545 1 5 11 550
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大 学 295 21,792 22 870 317 22,662

高 校 60 868 一 一 60 868

そ の他 の 学 校 73 2,459 3 166 76 2,625

地 方 公 共 体 267 14,049 20 2,639 287 16,688

政 府 210 30,070 13 6012 223 36,082

政 府関 係機 関 263 55,850 9 2,409 272 58,260

法 人 団体 ・農 協 254 16,124 114 4,940 368 21,063

宗 教 法 人 3 396 一 一 3 396

業 種 不 明 1 6 25 6,022 26 6ρ28

合 計 6,711 492,986 2,771 398,235 9,482 891,221

(注)日 本 電子計算機㈱昭和46年6月 調査季報に よる。

c産 業別実働増加状況

表3-2に 示 された産業別実働金額 を,昨 年,な らびに一昨年3月 末のそれ と比較 した ものが

表3-3で あ る。各業種 における コン ピュ ータ利用の伸張度合が うかがわれるであろう。

表5-5産 業 別 コンピュータ実働増加状況()内 実 働金額

(単 位 百万円)

実働金額
44,3現 在 45,3現 在 46,3現 在

(億円)

金 融(121,997)

電気機械(116499)

1,000
金 融(81,879) 卸小 売 ・商事(74,806)

電 気機械(75,456) 輸送機械(60,837)

金融(55,057) サ ー ビス(58、874)

電気機械(53,060) 政 府機関(58・260)

卸 ・」・売 ・商 事(47,302) 鉄鋼(51,678)

輸 送機械(42,769) 化 学 ・石 油(42・717)

400
卸 小 売 ・商事(31,417) 政 府 機関(39,699)

輸 送機械(29,376) サ ー ビ ス(38,264) 政府(36,082)

政 府機 関(26,522) 鉄 鋼(33,011) 運輸 ◆通信・報道(30,989)

サ ー ビス(25,722) 化 学 ・石 油(31,260) 保険(29,036)

化学 ・石油(23,862) 政府(28,090) 機 械(23,806)

政 府(23,775) 輸送 ・通信 ・報道(24,002) 大学(22,662)
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鉄鋼(23,158) 保険(22,126) 法 人団体 ・農協(21,063)
200

保 険(18,363) 大学(19,838) 証券(19,548)

大学(18,054) 機械(17,274) 電 力 ・ガ ス(18,099)

運輸 ・通信 ・報道(16,002) 証券(15,107) 地 方公共 体(16β88)

電 力 ・ガ ス(14,519) 食 品(11,613)

証 券(11,589) 法人団体 ・農協(14,142) 繊 維(11,306)

機 械(11,287) 地方公共体(11,662) 非鉄 金属(10,627)

電 力 ・ガ ス(10,627) その他の製造業(10,040)
100
法 人団体 ・農協(9・510) 食 品 ⑱,457) 建 設(9,051)

地 方公共 体(9,116) 繊 維(8,360) 精 密 機械(8,581)

繊 維(7,344) 非鉄 金属(8,144)

そ の他の製造業(6,602) その他の製造業(7,891)

食 品(6,028) 精密機械(6,899) 硝 子 ・セ メ ン ト(6,432)

非鉄金属(5,258) 建 設(5,280)

50
精 密機械(4,184) 硝 子 ・セ メ ン ト(4,837) 鉱業(3,182)

硝 子 ・セ メ ン ト(4,036) 紙 ・パ ル プ(2,102) 紙 ・パ ル プ(2,810)

建 設(3,834) 鉱業(1,979) そ の他 の学校(2,625)

鉱 業(1,784) その 他の学校(1,968) 出版 ・印 刷(2,168)

紙 ・パ ル プ(1,379) 出 版 ・印 刷(1,150) 不動産(1,100)
10

その他の学校(956) 高校(868)

出版 ・印刷(710) 不動 産(333) 病 院(550)

高 校(196) 高校(316) 宗教法人(396)

宗教法人(114) 宗教法人(127) 林 ・漁 ・水産業(163)

病 院(73) 病 院(122)

不 動 産(62)

林 ・漁 ・水産業(48) 林 ・漁 ・水産業(70)

農 業(16) 農業(16) 農業(40)

● (注)日 本電子計算機㈱資料による。

d見 掛 け上盛ん な利用

以上の三つの表に よつて,わ が国における コンピュ ータ利用のご くあらま しの状況がわか ると

思 うが,な お一般的 印象 としていわれ てい る点 を加味 し,こ の現状を観察 してみ よ う。

第 一に 目につ くことは,コ ン ピュ ータのいちじる しい増勢ぶりである。昭和40年 度 以降昭和
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45年 度 までの,年 間実働増加率(実 働機械価格で)を み ると,

昭 和40年 度

〃

〃

〃

〃

〃

41

42

43

44

45

〃

〃

〃

〃

〃

34.0%

29,0%

34.0%

46.5%

39.9%

44.4%

とほぼ30%以 上 の高増加率で,こ れに応 じて コンピュータ本体 ならびに周辺機器関係産業の成

長率 もまた大 きい。この ような高成長は事務機 械,通 信機 械な どとともにわが国産業の トップク

ラスにあ り,需 要の拡 大,普 及の急進がその要因 となつている と見られる。

また,こ の急速 に普及 しつつあるコンピュータの主な市場は,表3-2,表3-3で 明 らか な

よ うに,主 として一般企業であ り,ま たそ の中で も中以上の規模の企業である。か くてわが国の

主 な企業 にはほ とんど全てコンピュータが行 き渡 り,き わめて多方面の 用途に利 用され ているこ

とになる。 もし単に見掛けの勢況のみを とらえ,こ の現状を評価するならば,そ れはまことに目

覚 ましい発展伸張であるとい うほかはない。

第2節 利 用 の 結 果

a利 用 は真に効果を収めてい るか

さて前述の ように盛 んな コンピュ ータ利用の普及は,そ れでは果た して真の効果 を収 めてい る

で あろ うか。多 くの場合,も のごとが伸張 しつつある段階 では,そ の伸張 の勢い と奏 効面がク ロ

ーズアップし,不 具合面の指摘 がおろそかにされる。.コンピュ ータの場合 も,そ こに多 くの問題

をかかえ なが らなおかつ普及 し,ま た人 目をひ く部面でかなり過大な評価をかちえてい る。

この点 に関 し,利 用の不具合 面に直接接触 し,漠 然 とではあるが多 くの不満を感じてい る人 々,

た とえば企業の経営者,管 理者な どの意見 と して多 くきかれる ものに次の諸 事項が挙げ られる。

(1)利 用 のために生じる費用,っ まリコン ピユ ータ関係費用が非常 にかかり過 ぎる。

② 利用法によつてはほ とんど入手が節減 されず,や や もすれ ば逆にふえる ことがある。

(3)業 務処理がたい して迅速化されない。

(4)誤 りが結構多い。

(5}作 成 資料が使 いにくく,不 便で ある 。

d
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もちろん コン ピュータ利用上 の問題点はこれだけ にとどまらないと思うが,一 般 に企業等の業

務の分野での利用 においては,以 上の ことが最 も直接的かつ深 刻な ものであろ う。

次にこれ らの事項それぞれ につ き,項 を追って考 えてみ よう。

bか か り過ぎる コンピュータ関係費用

一般に コン ピユ'一夕関係の総費用はコンピユ 一夕 レンタノ噸 の2～3倍 に達す るのが実情であ

る。す なわちコン ピュータ関係 人件費,レ ンタル料,保 守 費用,記 憶媒体費,消 耗品費等を'総合

した経 費が,レ ンタル料の2～3倍 になる とC・〉うことである。

この よう・な コン ピユ」タ費用がかか り過 ぎで ある と評価'され る原因は,ま ず もつて,

口)こ うした費用構成に無知であつたためであること。

② 期待 した効果 と比較 して高 く思われるこ と。

な どがあろ うが,『さ らにこれを掘 り下げてみ ると,そ こに数 々のより基 本的 な原 因・ともい うべ き

問題点が伏在 してい ると考 えられ る。 ・:

■

c節 減 されない人手 、

tiン ピユ 一夕の効果 と してしば しば言われ てきたこ とは,一 般 的情報処理工数,つ ま り事務工

数 が大巾に節減 されゴ従って事務要員が減 少するとい う・ことで ある。しか し実際には事務要員の

数 は,業 務の コン ピュータ化に よつて もあまり削減 されず,や や もすれ ば増加ずる場 合 もある δ

こ うしたごとの原 因は,〆

① 業 務の機械処理工程の前処理や後処 理に人手 を要 してしま うこと。

② コン ピユ ・一夕化に伴 い,従 来に増 して要求情 報が多様化,多 量化 したために人手が削減 さ

れ ないご と。'

③ コン ピュ ータ化 により,た しかに在来の業務 については人手 は浮いたのかもしれ ないが ジ

企業の成長 によつて業務量が増加 したり,新 た な仕事が生成 された り,従 来なす べ くして

なし得なかった業務が処理された りして.浮 いた人手を吸収 して し,まうこと。、

などにあると見 られ るが,こ の背後にはやは りもつ と基本的な問題点があり,・その結果 として上

記の よウ な原因 が形成 され ていると思われ る。=・ ・噛 ㌧

d'一 迅速化 されない業務処理'

コンピュータの情報処理速度は きわめて速い」 とい う之 とは一つの先入観 に なつている。また
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た しかに,い つたん処理に取 りかかった コンピュータ システムは,人 力をはるかに凌 ぐ速 さでそ

れを遂行する力を持 っている。 しか しそれに もかかわ らず,あ る業務の原始的 データが発生 し℃

から,そ れが最終的に加工情 報 として必要部門に送達 され るまでの通算時間は,人 力処理に よつ

た場合に比 して決 して驚 くほ ど短縮 され る ものではな く,往 々大差のないこ ともあるのが普通で

あるo

これは機械処 理工程そ のものは大量の データを迅 速に片付け得 るとして も,在 来に比 してはる

か に大量化 した デー タの量,機 械処理工程の前,あ るいは後の過程の所要 時間,機 械処理工程に

集まる多 くの業務 の待 ち時間等,コ ンビ一夕化業務全体 としての処理速度は,結 構長大 なものに

なる とい うことの証左で,そ こに もまた考え なければ ならない基 本的問題 点が潜 んでいる。

e少 な くない誤 り
う

機械 にはそれ固有の効果がある。迅速,正 確,怠 惰 なき反復 などがそれで あるが,正 確性 ない

しは高精度はその中の一つの大 きな特徴 である。コン ピュ ータによる情報処理の正確性 ない し精

度が,コ ンピュータそのものの機械的正確性 ないし精度の喧伝 に よつて,異 常 に高 く評価される

傾向 にある。

しか し実際に コンピュータに よる加工情 報が,無 条件に信頼 され るに足 る正確さでもたらされ

ているか という と決 してそ うではない ∩給与計算 などで,Aの 人か ら差引 くべ き金額が,誤 って

'
Bの 人 か ら控除されているなどとい うこ とはままある ことで,こ の種の誤 りは決 して少 なくない。

現実 に機械 自身の誤動作に よる誤 りの発生は きわめて稀れで あるが,機 械それ自体ではどうに

もならない誤 りの生起す る可能性は,コ ン ピュータ全体の随所 に伏在 している。 このため多 くの

検査過程が要所 々々に設 けられ,人 手 に よつて,あ るいは機械に よつて誤 りの発生防止が努めら

れ ているが,網 の 目を漏れて出る誤 りが,全 く手作業に よつて営 まれた業務に比 し,絶 対的に少

ない という保証は ない。

f作 成資料が使いに くく,不 便

コン ピュ ータに よつて印刷 された資料 を一見 し、多 くの人がまず感 じることはそれが細かい文

字や記号の羅列で,ひ と目ではわか りにくい とい うこ とであろ う。数字は ともか くとして,ロ ー

マ字 や カナ書 きの和文短語,そ のまた略語,ぎ こちない英文,英 文短語,そ の略語,和 英混渚の

文等 々,そ うした見ずらい言葉の連な りは,長 年手書 きの和文に馴れ てきたわれわれ にとつては,

非 常 になじみに くい ものである。 これ は常 時,こ の種 の資料に頻 繁に接 しつづけた としても,判

●
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読の労苦,負 担は恐 らく軽減 され ないであろ う。 しか もコン ピュータは,今 の ところそ うした資

料 しか作 り出す ごーとがで きないnそ こで表題のような不満が湧 きおこるこ とに なる。

第3節 利用の成 功面 と不成功面

a問 題 をかかえた ままの普及増大

コンピュータの利 用に ついて多 くの問題 があ り,利 用の実 情 が必ず し も満足 すべき状態にな

い ことは上述 のとお りであるが,そ れに もかかわらず コン ピュータの普及が年 月とともに増大 し

つつある ことは,一 見奇妙 な感 じを催 す。

結 局のところ,コ ン ピュータ利用の実際面においては,種 々問題 をかかえながら も,

① 利用の効 を奏 している面 がある。

② 現在まだ効果 を挙げてはいないが,や がて大 きな成果を期待できる面がある。

などのために,着 々その利用が広まっていると考え られ よう。

もつともかな り多 くの ところで,先 走 つた コン ピュータ礼讃 に浮かされ て,地 に着 いていない

利用が行 われ,結 果 としてむ しろ損失 を招いている ことも多い。

■

b利 用 の成功面

今日の段階 において,と もか くコンピュータがわれ われ に利便を もた らし,も は やこの機械 を

業務から取 り除 くことがで きないまでになつている利用面は少 なか らずある。

① 科学技術計算 への利用

② 単純大量業務 への利用

③ 特殊な業務 への利用

な どがそれである。

科学技術計算は,そ もそ もコン ピュータが初 めて世に出現 した時の需要面で あり,そ のために

コン ピュータが開発 された因縁 がある。従って利用の歴史が長 いとい うこ ともあるが,利 用が成

功 してい る原因 には,科 学技術 計算 とい う仕事 の持 つ大 きな特徴 がある。

科学技術計算 には,必 ず初めに数学式が ある。計算 とは この数学式に多 くの数値を代入 し,そ

の解を求め るこ・とである。一方,コ ン ピュータはその取扱 う問題を処理 するに当 り,問 題が どの

ような種類 の もので あれ,こ れ を数理的操 作の流れの処理を遂行する。この数 理的操作の流れ を
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形成す ることが実は プログラ ミングなのであるが,数 学式 をコンピュータの取扱え る形 に変換す

る ことは きわめて容易である。いいかえれば科学技 術計算 を コンピュータに取扱わせ ることは,

本来非常 に簡単な こ とといえ るのである。

この ようにして科学技術計算 には,早 くからコン ピュータが利用 され,科 学 者や技術者が計算

を行 うことに対 して,そ の負担を大きく軽減 したのみならず,大 量計算の簡略化 は科学技術 の肇

展 に多大の寄与を なしている。

次に単 純大量業務 とは.企 業業務vateけ る最 も大 きな仕事で あつて,ご く単純 な計算 や,:・定型

的な判断操作か ら成る業務で ある。.しか もある定型化 された方法が常時,頻 繁に繰返え される特

長 をもつてお り,人 間が取組む よりも自動機械 に取扱 わせ るこ との方が よ り適切 な形態 を備えて

い る場合 が多い。そこでいわゆる事務の機械化 も,こ の種の業務 への適 用が最も早く行な仇 か

つ最 も早 く進歩 した。そ してこの方面の コンピュータの利用は,今 日の段 階ではそ うした機械化

の究極 の姿 であるともいえる。

コン ピュータは きわめて広範な問題処理に取組む ことが可能であるが,簡 単 な内容の.プログラ

ムにより,同 じ操 作を何回で も,か つ非常 な高速度で繰返 えすことは,そ の最 も得意 とするとこ

ろであり,従 ってまた,利 用す る人間の側 で も一番取扱いやすい。か くてコン ピュータがその初

期 時代,専 ら科学技術計算に利用されていた段階 を過 ぎ1企 業業務への利用が始 められた とき,

① 業務の形態が機械化 に適 している。

② コン ピュータにとつて最 も簡単に取組める。

③ しか も企業 業務の中で,最 も大量に存在する業務 である。 ・

とい うことで,真 先 忙,か つ大規模にこの面の利用が広 まったのであつた 。

しか し,単 純大量 業務への コン ピュータ利用が,い ずれの組織 において も,洩 れ な く成功 して

いるとは いえない。 しか し大多数の利 用事例 は,と にか くコン ピコ二一タの利用に よつて少な くと

も何が しかの利便 をか ちえ ていることは事実 である。

特殊 な業務への利用 とは,鉄 道や航空会社 の座席予約業務,銀 行窓 口業務,特 定 の製造工程の

自動制御 などへ の利 用で』ある6近 時 こ うしたことめみに とどま らず,教 育 とか情報検索 などへの

利 用 も進みつつあ り,そ の利用範 囲は次第に広がろ うとしてい る。

この ような特殊利用部面では,コ ン・ピユータを利用 しなかつた時代に比 し,明 らかに大 きな利

便の差が生 じている。エた とえば座席予約業務においては,従 来,お 客を長時間窓口に待 たせてお

'
い て,』その結果満席 お断 りといつた 目に会わせていたのにたい して,瞬 時 に して処理されるのみ

ならず,そ れが駄 目ならこの次は これ,と い うように代替 サー ビスが同様 に迅速に提供で きるこ
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とになつた 。つま リコンピユ一夕なき時代 には思い も及ぱなかつた業務処理,サ ービス,工 程制

御 などの方法が実 現 し,非 常 に大ぎな利便が もた らされ るように なつたので ある。

一方
,こ うした利便の実現に対 して,支 払われ る コン ピュー タ利用のための費用は果た して引

合 ってい るのか どうか については,・・利便の増大 に伴 う増収が,:コ ン ピュータ利用 による費用増を

カバー し,問 題 なく運営されている と見てさしつかえない。

c利 用の不成功面 ・.』.・ ・

以上の ような利用成功面に対 し,利 用の成果が的確 に挙が らず,残 念 なが ら不成功であるとみ ・
"

られ る場合 が比較的多い ものには,企 業の経営,管 理 へめ利用が ある。

コンピュータの場合 にもいわば利用段階説 と もいうべ きものがあ り,そ れ に よれば,㌧ コンピュ

ー タは多 くの場合 まず二股 日常 の定型的業務 に利用され るが
,利 用が習熟す るに伴い,漸 次管理

業務,経 営業務 へ と利 用が広 まるものであるとする。事実,ア メリカにお いては1950年 代の

初頭に,コ ン ピュータが企業 業務へ利用 されは じめてのち,ほ ぼ1960年 頃 に至 ると経営管理

の面への適用が始 ま り,ま たわが国で も数年前か らそ うした利用の問題が広 く論議 され るにいだ

つ てhるo『 一 』,'い ・'

「'しか しア'メリカの場合は どもか くとして
,こ うした方面への利用にっいて,わ が国の多 くの事

例 を見るとそれ らが誇 らかに伝え られている場合で も,あ まり成果を挙げ ている芝はいえない も

のが多い。大 多数 の企業 における経営管理 への コンピュータの寄一与は,い わば 日常業務処理 の延

長 として,そ の作成資料 を経営管理向に編集 した ものの提供 にとどま り,経 営科学の手法を応用

しての各種の管理 とか,予 測 とかいつた ものは,実 施 ざれてい るとしても特 殊の 分野 を除 いては

あまり明確 な成果 が挙がっていない,と い うのが実情 のよ うで ある。

ご く大 まかにいえ ば,経 営管理の面ヘコン ピユ一夕を利用す ることは,利 用のための態度,態

勢,技 術等あ らゆる ことがまだ不消化の状態 にある ということができよう。そ して この原因 には,

コ ンピュータの利用経験 がま'だ十分に長 くない とい うζともあるが ,コ ン ピュ ータや情報処理 シ

ステムに対する利用者側 の対処の仕方に も非常に多 くの問題があると考え られる。

一43一



第4章 コ ンピュ ータ利 用 のむ ず か し さ

第1節 利用 に伴 う諸問題

前章に述 べた ように,見 掛け上,実 に花 々しい普及発展を遂 げているコン ピュータも,そ の利

用の実情はつねに必 ずしも良好 であるとはいいがたい。このような ことになるりは,根 本的 には

われわれが コンピュータをまだ よく知 らず,適 切 な取扱いをしていないという対処の問題 に帰す る

けれ ども,コ ン ピュータない し情報処理・システムそれ 自体にも,そ の利用をむずか しくしている

本質的難点がある。

この難点に関 し,一 般に よくいわれ ることはコン ピュータ利用のための ソフ トウエア,特 にプ

ログ ラミングや プログラムの運用のむずか しさがその原因だ とい うことである。なるほ どそ うし

た ものはた しかに難解であり,広 範 で入 り組んでいる。しか しこれは適切 な専門家,技 術者の手

に委ねれば決 して克服されない とい うものではない。

コン ピュ ータを利用する経営者,管 理者に とつて,そ の利用 をむずか しくする ものは,従 って

プログラ ミィグ等のむずか しさにあるのではなく,も つとそれ以前の,あ るいはそれ より高い次

元 にある本質的難点である。それは何か 。す なわち,

① 利 用のための尾大な費用

② 広範囲な影響

③ コン ピュータシステムの自己増殖作用

がその主 な もの である。

第2節 利用の ための尾大 な費用

a費 用 の構成

コン ピュータを初めて設置する場合 には,初 期投資 として機械装置や機械室の諸施設 の費用,

ソ フトウエアの開発費用 などが必要である。

これらの費用は もちろん大 きな ものであるが,い わば一時的出費で あるとみることができる。

これに対 してコン ピュータの導 入後,日 常消費される経費は,コ ンピュ ータの利用を廃止 しな
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い限り,永 久にとどま るこ とのないもので ある。この経費の内容 は,

① コンピュータ部門の人件費

② コン ピュー タ等 の賃借機器 の レンタル料

③ 買取 り機器,あ るいは施設等の減価償却費

④ 機械装置,施 設の保守費,保 険料

⑤ カー ド,紙 テ ープ,印 刷用紙 などの消耗品費

⑥ 磁 気 テー プ,磁 気 ディス ク・パ ックなどの費用

⑦ 委託計算,せ ん孔,検 孔 などの外注費
'

⑧ 動 力費,備 品費,デ ータ通信費,雑 費な どの費用

か ら構成 される。

b費 用の規模 ・

今試みに昭和43年 ない し45年 に,日 本経営情報開発協会が調査 した資料 を とり上げてみる

と,上 記経費の月間実際額は表4-1の とお りである。

表4-1月 間 コンピュータ経費
(単 位1000円)

項 目
昭和43年 昭和44年 昭和45年

金 額 % 金 額 % 金 額 %

機械 レンタル料 6,071 48.4 8,323 39.1 5,770 40.3

人 件 費

機 械 償 却 費

保守費.保 険料

消 耗 品 費

磁 気 テープ等

外 注 費

そ の他の 経 費

3,037

882

164

944

456

566

320

24.4

7.1

1.3

7.6

3.7

4.5

2.6

5,519

1,589

775

1,426

629

1,679

L399

25.9

7.4

3.6

6.7

2.9

7.8

6.6

4,147

1,291

298

797

382

971

676

28.8

9.0

2.1

5.6

2.7

6.8

4.7

合 計 12,440 100.0 21,339 100.0 14,332 100.0

(注)日 本経営情報開発協会の資料による。

この表の中で,コ ン ピュ ータ等 の レンタル料が,全 コン ピュータ関係経費 に占め る比率は約

30～'40%で あるが,こ の3年 間の動向 を見 ると,こ の比率は徐 々に下が りつつある模様で
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ある。いいかえればEDP総 経 費は レン タル料 の約2～3倍 で あ るが,こ の倍率は漸次高 ま

りつつあるというこ とである。

c費 用規模か ら受け る感 じ

ところで表4-1に 基 いて,EDP総 経 費が機械 レンタル料の3倍 であると仮定 しよ う。する

とレンタル月額500万 円 の中型 コンピュー タシス テムを稼働 させている企業のEDP経 費は月

1,500万 円 とい うことになる。これは事務職員1人 あた りの人件費を月10万 円 とすると,

150人 の職員の集 団に匹敵 し,そ れ 自体巨額 な ものであるが,問 題は ヨン ピユ一夕の利用によ

つてその150人 が 消滅 せず,依 然 として間接的経費を費 しながら,な おその上に この機械シス

テムの利用 費用が上積みされる点 にある。

こうして経営者,管 理者 はこの実情を漠然 とみるとき,コ ン ピュータに よつてむ しろ多大の経

費増大を招 きながら,そ れを埋 め合わせるだけの実質的効果を享受で きないかの ような感を受け

るのである。 しか しそれはまだ よい方で,な かにば この ようなEDP経 費 が新 たに会社の間接的

費用に増加されてい ることに全 く無関心でいることさえ もある。

こうしてコン ピュータのもた らす尾 大な費用増を,た だ漠然 と感知するにす ぎない場合,あ る

いはそれ に全然無関心でいる場合,こ の巨費をむさぼる コンピュータシステムは企業に とつて一

種め危険物 となる。何故 ならば,こ れでe[1大金 を投 じるコンピユTタ システムから,企 業は有効

な利得を収獲す ることがで きず,み すみすに損失を重ね ることになるか らである。

.第3節 広 範 囲 な 影 響

a機 械 の発展の過程 、 ・,

機 械が人間に よつて発明 され,発 展 を遂 げてきた過程 を顧み ると,そ の当初は,人 間の体力を補

い,あ る随 助長する手段 して機 櫛 用いられた・燗 の手 の力では切 ることや ・穴 を開ける

ことが不可能な ものを,機 械 の力で切 り,穴 をうがつ ことなどがそれである。続いて人間は,機

械 によつ て加工の正確 さ,迅 速さを求 めた。手加工では不可能な直線や真円を正確に作 り出すこ

とを機械 で実現 し,人 力では1日 に僅か しかできないことを1時 間に何箇 も製作す る といつた よ

うなことがそれ である。'

機械 がこのような段階に達 すると,長 い間,人 間に利便 を与 えていた機械はやがて
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いわゆる 自動化の段階 を迎え,さ らに人間を助けるよ うになつた。

こ うして機械が コンピュータが現れるまでに到達 した状態は,一 般的機械 のほか,固 定的 なプ

『グラムで操作される自動機械,情 報の フィー ドバ ックに よつて制御される自動機械を包含す る

ものとなつた。また機 械の種別 としては物質の加工,エ ネル ギーの変換のほか,多 種類 の単能的

情報処理機器 も実現 するところまで きていたので ある。しか しなが らそ こではまだ,コ ンピュー

タの ような総合的情報処理機能 を持 ち,人 間の営む情報処理活動の代行をする機械は,少 な くと

も実用化されは しなかつた。

bコ ンピ ュータの出現 とその意味するもの

ところで コンピュータは,上 記の在来の機械 と異 な り,情 報 を読取 り,記 憶 し,比 較判断 し,

計 算 し,書 出す とい う人間の基本的情報処理活動を代行するものである。この機械が1946年

に 出現 し,最 初の うちは単 に科学技術計算 にのみ利用 されていたが,漸 次その本質的機能 が認識

.さ れ ると人間の一般的情報処理 の代行者 として,あ らゆる領域 に進出した。

この利 用領域の拡大の もよ うをみ ると,そ こには在来 の機械 と非常に大 きな違 いがあ ることが

わか る。つまり在来の機械が,そ の機能を果 たす対象領域が特定的であるのに対 し,コ ンピュー

タは きわめて不定的で あり,従 ってまた在来の機械がある特定 の狭い領域 に利用されるのに対 し,

不定 の広範 な領域 に利 用される 。また在来の機械が,そ の利用 によつて影響 を及ぼす範囲が比較

的限定 された範囲 にとどまるのに反 し,コ ン ピュータが企業の一般的情報処理 を目的 として導入

された としても,そ れ が企 業内のあらゆる層,あ らゆる部門に影響及ぼす ものであるた めに,そ

の範囲がすこぶる広 くなるのをまぬがれ ない。

Cコ ンピ ュータの影響す る範囲

いわゆる俗に事 務 と称せ られ るものは,い ずれ の企 業 において も,ま た企業内のいずれの部門

において も普遍的に存在 する。仮 に事務の意義を情報処理作業であると解釈 しても,「 般には情

報処理を事務 とはいつ てい ない。 しか し広 義には業務 といわれるものは包含 される。そ うなる と

情報 処 理 に伴 う仕 事 は,単 に事務職員 によってとり行なわれる事務以外に,企 業 の経営層,管 理

層の執行 する業務 にまでその範囲が拡大す る。

コン ピュータとい う情報処理機械は ,理 論上これ らの全情報処理に利用可能であり,現 に利用

されている。そ こで問題 となることは,こ れ ら各層,各 部門に存在す る業務 とコン.ピユ一夕の情

報処理能 力の関係である。
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コン ピュータが企業 業務に利用され始 めた創始期には,各 部門の業務(と い うよりは事務)を

個 々別 々に引受 けた もので あつた 。 しか しそれは大変不合理であ ることがやがて理解 され るよ う

になつた。つま リコン ピユータは一部門だけの業務 を処理するには,あ ま りに能力が大 きす ぎ,

従 って多数部門の業務 を併 せて処理す るこ とになる。する とそ こには形態的 に,あ るいは実質的

に全 く同 じような,ま たは きわめて相似 した仕事が,バ ラバ ラに混在 している ことが発見され るo

な かには全 く同じ結果 に達することを 目的 とした重複業務の存在 も発見され る。そこで各業務の

形態や内容をで きるだけ統一 し,重 複業務 を併合するなどが行なわ九 一応今 日の利用形態が生成

されたのであつた。

最近はさらに異種業務間の相関関係 を検討 し,情 報処理 システムをで きるだけ総合化す ること

が進め られている。た とえば生産,販 売,購 買,在 庫 などの各業務は,そ れぞれ違った部門でと

り行なわれているが,,い ずれ も相互に関連 を持つた業務 であ り,一 貫 した考え方の方式で処理 され

るのが妥当である。

このような状況になる と,コ ンピュータシステムの上に生 じた できごとや,あ る部 門の僅かな

異動 も,そ の影響が全般 に及ぶ可能性は十分である。

さ らに,も う一 つ見逃 しがたいことは,こ の機 械 システムの上に築かれた業務体系 とい うもの

は,機 械的慣性を帯びてい るとい うこ とである。機械操作を混 じえない規程や制度で あつて も,

い つたん これ を決 め,そ れが軌道 に乗 って しまうと,容 易 なことではその改廃 を行なうことはでき

ない。本来機械は入間が作 り出 し,人 間が使役する ものであるにかかわ らず,機 械 システムを根

底 とした制度,方 式は,そ れが機械的処理 を伴 うがゆえに,逆 に柔軟で弾 力的 な変更が困難 な も

の となる。

こうして コン ピュータ利用は,無 思慮 に導入を行なった場合 後に取返 しのつかない結果を招 き,

しか もそれを局部的に措置で きない というむずか しさをは らんでいるのである。

第4節 コ ン ピュ ー タ シス テ ムの 自 己増殖

a機 械 の増殖

全ての機械がその利用の上で,等 しく増加の「途をた どるとはいえ ないが,少 くともそれが有

用 と見倣 され,場 合には増加の傾 向をとることは是認 され るで あろ う。

この増加傾向は,同 種の機械の数を増 してより多 くの仕事を消化 しよ うとする面 と,よ り効率
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の良い機械 と置替え る性能向上的面 を有す ることは常識的に理解できることであるσ このよう.な

意味でこの現象を単 なる増加 といわず,増 殖 とい う。 ・ 』ヒー ・-

bコ ン ピュータの増殖t/・ ∵ ・1・ 『'・ ・

ところで コン ピュータなる機械 の増殖 は,5台 の旋盤 を10台 にずる といづた増設的 な面だけ

で進行す るとい うことはない6周 辺機器の多数化,多 様化 とレ1らた,や や増設的増殖 もあるが・

つねに性能向上 的増殖が現われ,他 種の機 械に比 して本当の意味で増 殖を遂げるもので あるとい

うことができる。

それ とともに,コ ンピュータの増殖 には,一 般 の機械,た とえば工作機械 や加工装 置 と非常に

違 った特徴が付 きまとっている。それ は採算性が不明確だ とい うことで ある。工作機械 などの場

合は投資額に対 して,そ の効率が良 く短期間 に元金が回収された場合は,そ れがまた設備計画の

作成 と推進の根拠 ともなつている。

ところが コンピュータはその利用成果 の中に計測不能 な効果 が大 きな割合 を占めている。それ

ゆえ成果の うち,計 測 可能な効果だけで巨大 なコン ピュ ータ経費が引合 うか否かを論 じてはなら

ない。それに よる採算性はむしろ微 々たる ものであつて,多 くの場合,真 に コン ピュータが元を

とりつつ利用され てい るかどうかは不明確 なまま利 用 され,か つ増殖 して行 く場合が多いのであ

るo

cコ ン ピュータの自己増殖作用

後に述べ るよ うに,計 測可能 な効果だけで採算が とれ なければ コンピュ ータを利用 しない とい

うのは誤 りである。 しか しその種の採算のほかに どん な不可測効果が得 られ るか も知れ ないから

コン ピュータを利 用す るという場合 と,も つとひどい場合には採算のことす ら念頭にな く,コ ン

ピュータを利用 していることもまた事実である。

生産用設備 などが厳 しい経済的審査の もとに導入され,利 用 されているのに対 し,い つたん導

入 された コン ピュ ータシステ ムが,は なはだ あいまい な経済的評価の うちに,か なり速い足 どり

で増殖 して行 く原因 はどこにあるので あろ うか。

その原因がつま リコン ピユ ータの自己増殖作用である。機械 を増殖 させ る犯人は もちろん人間

であるが,コ ン ピュータの場合,こ の 自己増殖 は多少 自然現象的 な要素 を含んでいる。強いてい

えぱ,コ ン ピュータ とい う機械の活動が与え る刺戟で あろ う。 この刺戟 は利用者 たる人間の心 を

システム増殖に誘惑せ ずにおかない。
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① 情 報処理量 が増大 し,現 状の システ ムではもはや対応で きない。

② 情報処理の質的 レベル ・アップをはか らなけれ ば完 全に立 ちお くれる。

③ 他社ではすでに実施 している。

などの刺戟 によつてた ちまちシステムの増殖 を表面化 し,進 行 させることになる。

コンピュータの 自己増殖 は恐 らく必然性 を もつた ものであろう。しか し以上に述べた ようなそ

の根底にあるものや採算や効 果の検討 をなむざ りにして,そ の進行 を進めるならば,非 常に大 き

な問題 となるであろう。
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第5章 不 具 合 の 原 因

第1節 基 本 的 な 原 因

㎡←
へ －

a既 述 のことの整理

さて ここで今まで述べてきたことを整理 し,要 約 してみ よう。
'

① コンピュータは盛んに普及 し,利 用されているが,き わ めて多 くの不工合 さをか かえ てい

るo

Dか か りす ぎる費用

iD節 減 されない人手

肋 迅速化 され ない業務処理

～)少 な くない誤 り

V)使 いに くく,不 便 な作成資料

② こ¢)ように不具合 さをかかえた コン ピユ一夕ヵ㍉ なおカ}つ普 及増 大 しているのは,そ れで

も利用に成功 していると見 られ る面が あ.るからである。

D ,科学 技術計算への利用

ii)単 純 大量業務への利用

iiD特 殊 な業務への利用

③ コンビ=E－ 夕が多 くの不具合さをかかえつつ利用され,し か も100%効 果 的,効 率的に

運用で きないの は,そ れ 自体に体質的難点 を持っているためである。

i)尾 大 な費用

の 広範囲な影響

加 自己増殖作用

b基 本的 な原因

さて以 上の要約 を顧みて,そ こにあらわれ ている外見的不具合,一 応 うま く行 ってい るか に見

られる利用業務の性格,本 質的難点などを.こ こに もう一度 よ く考えてみると,

① コンピュータその ものにまだ大い に欠陥があるのではないか。
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② コン ピュータの利用の仕方に大いにまず い点があ るのではないか。

③ それゆえ,比 較的利用方法 が平 易で あるか.幸 いに もうまい使 い方がで きた面だけは一応

利用に成功 した らしくみえるのでは ないか。

な どの疑問 が生 じるで あろ う。

それはまさにその通 りである。既述の種 々の不具合,難 点等は次の基本的原因か らそれぞれに

生 じてい る。

① コン ピュー タとそれに関連する ものが未成熟である。

② コン ピュータメーカが,利 用者に真 に役立つシステ ムを提供す るの にはまだ経験不足 であ

るo

③ 日本語 とい うものが,現 在の コン ピュ ータシステムに対 しては適合 していない。

④ 利用者 の コン ピュータへの対処が,き わめて不適切である。

次に これ らの点 について述べてみよう。

cコ ンピュータの未成熟

コンピュータはそれ 自体 ,つ ま リ八一 ドウエアの機能性能と,コ ン ピュータの使用技術,利 用

技術 であるところの ソフ'トウエアの整備 とが行なわれて真に うま く利用で きるもので'ある。

このハ ードウエア,ソ フ トウエアの両面は,1946年,コ ン ピュータがこの世に出現 して以

来,約20数 年 の間に驚 くべ き進歩発達 を遂 げた。全ての点でそれ らはコンピュ ータの利用範囲

を広げ,か つ複雑化 し,一 面には この機械の使用を便利に している とともに,他 面ではそれ らの

全容を簡潔かつ容易に掌握する ことを困難に している。

およそ機械の理想は,'そ の 中味 がどん なに複雑精巧で あろ うと,い つたん製作 された ならば絶

対の安定性を もつて二度 と人手をふれ る必要がな'い状態に なつ ていて,こ うした状態の機械を誰

で もが容易に,か つ与え られた利用面には心お きな く使え るということであろう。 しか し実際の

コンピュ ータの場合 はこうい うこ とは なかなかむずか しい。機械 が単純で
,利 用 目的 も極限 され

ている場合 には,上 述の理想状態は比較的容 易に達成 される度合 いが多いけれど も,機 械が複雑

高度になるに伴い,理 想 と現実は次第にかけ離れて くる。機械 が極度に高度化されれば,利 用が

容易化 されるとい うこ ともあろ うが,そ の中途の状態ではむ しろ使いこなすことが一般にむずか

しい ものであるo'

今 日の コン ピュータはいわば この中途の状 態にあ り,何 の苦 もなく使 える とい うものでは ない。

また十分 な知識技術 の支援が あつた としても,全 ての利 用目的に;完 全に適合 させる ことがで き

で 一
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'

る状態には なっ ていない。そこで今 日の段階では これ以上 うま く使 う技法は ないとい う利用法を

もつてして も,な おかつ コンピュ ータは種 々の不工合を呈 する ことになる。ひとえ にコン ピュー

タの ハードウエア,ソ フ トウエア両面の進歩向上が望まれ るわ けである。

dコ ンピュータ メーカの経験不足

いかなる機械 においても,こ れ を作 る側 と使 う側の技術的交流が必要で ある。この交流が基盤

となつて需要に適合 した機械が産出され るからで ある。コンピュータのよ うな複雑高度 な機械で

は,こ れ がより大切である。 ∴
'

コン ピュータメーカとユーザの間に おいては ,も ちろんそ うした交流は盛んに行なわれている。

特 に ソフ トウエアは ユーザにとつて最 も重要 なものであるか ら,相 互交流の主要 な点 もそこにお

かれ,そ れが ハードウエアの進歩向 上に もつながつて行 く。

しか しコンピュータについては,ハ ー ドウエア,ソ フ トウエアともに,ア メリカにおいても約

20年 余,日 本では約10数 年 しか経験 がない うえ,こ の短期 間に異常 な進歩発達 を見た。つま

り全てが消化不良のうちに進んだため,メ ーカとしては十分ユ ーザの問題を吸収 し,そ れを ハー

ドウエアの製作,ソ フ トウエアの開発に反映 させ ることが できないのであ る。

特に ソフ トウエアは元来,ユ ーザが コン ピュータを使 いこなすためのものであるが,こ の うち

ユーザ自身が 自分の企業だけのために利 用す る部 分以 外の共通的 プログラムはハー ドウエアと密

接 な関係において開発されるため,ほ とん どがメーカの開発に依存 してい る。つま リユーザ とし

ては自分の利用する コンピュ ータを動かす基本的 なソフ トウエアの大部分を メーカの開発力にお

ぶ さつているわけで ある。

機械の使用,利 用は何 といって もユーザの側の問題 であ り,そ の問題点 を肌 で感 じるのはユ ー

ザであるこ とはい うまで もないが,ハ ー ドウエアは もちろん ,ソ フ トウエアの基本的大部分 もメ

ーカの手中にある実情 では
,メ ーカが十 分ユーザをバ ックアップできるまでの経験 を積んでいな

い ことは非常に問題 がある。

e日 本語の問題

この点 アル ファ ベッ トを使用する諸外国は非常に得を し,漢 字 とかなを併用するわが国は非常

に損を している。

コン ピュータは偶然にか ,蓋 然にか,ア ルファベッ トの国で生 まれ,そ の恩恵 を受けて発達 し

た 。しかるにこれ がわが国に導入され ると,日 本の 日常語 との間にきわめて融和 しに くいことが
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生 じた。ア メリカか らやつ て来たばか りの コンピュータは,ア ルファペ ッ トと数字 とい くらかの

記号 しか読めず,ま たそれだけ しか書 出せ なかつた。そこで 日本人は アメ リカの真似 をして英語

左い し英語 まがいの言語 を使 うか,さ もなければ ローマ字綴 りの日本語を使 うしがながつた。や

がてカナモジを使 える コン ピュータも登場 したが,こ れで日本人 が不便 を感 じないようにならな

か つた ことは,カ ナモジ運動 が成功 しなかつたのと同様であつた 。結局 日本 人に とり,コ ン ピュ

ータ向の言語 と日常言語 との間には一大断絶のあるのが今 日の実情で ある。

この断絶 の存在 が,コ ン ピュータ利用上,欧 米諸国 と日本の間 に抜 きがた い格差を与えている

ことは否定 できない。つま り欧米人はか なリダイレク トにコン ピュータと交信で きるのに対 し,

日本人はそ こに一段,翻 訳的過程 をおかなければなら左い。

実際に コンピュ ータに読 ませることを前提 とした伝票類は,初 め漢字まじりのかな文で書 き,

後刻別途に翻訳 した伝票を作 るとか,コ ン ピュータで書 き出されたレポー トを.ま た通常の文体

に書 き改 めて送付 するといつた ことは行 われ てはいない。 しか しわれわれはその伝票を書 くとき,

その レポー トを読む とき.わ れわれの頭の中で上記の翻訳的過程をやっているのである。 その精神

的負担 は漠 大であ り,コ ン ピュータ利用上 の大 きな障害をなレていることは明白で ある。

f利 用者の不適切 な対処'

今 まで述べて きた基本的原因,す なわち コン ピュータの未成熟,メ ーカの経験不足,日 本語の

非適合性 は,い わば どうに もならないものばか りであつた。機 械の未成熟 はその発展向上の急速

化を待 つ以外に な く,メ ーカの経験不足は鋭意経験 を積んで もらう以外にな く,日 本語の問題 は

ほ とん ど宿命的 とい うほかはない。

ところが この最後の基本的原因たる利 用者の対処不適切 とい うこ とは.利 用者の意思に よつて

改善可能 な もので ある。 しか もそればか りで な く,適 切な対処の仕方によつては,ど うにもなら

ない と考え た前三者の基本的原因 も,あ る程度はカバーをする ことが可能 である。であるとすれ

ば,今 日の段階ではこれ こそが一つの決め手で ある。不適 切な対処 を適切化すれば,ま ずか なり

大 きな改善がはか られ るで あろ うし,そ れ が副次的 に他 の基本的原因を僅 かで も改善すれば,改

善の全体は さらに大 きな もの となるであろ う。

そ こで次 に不適切 な対処 とはどういうことか,そ れ を改善 し,適 切 な対処 をするとい うこ とは

どうあるべきかに,順 を追って考える ことに したい。
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第2節 不適切な対処の実態

aそ のあらまし

・この問題を論 じる上で
,ま ず企業の 中の種 々の立場の人々を一応区分 してお きたい。企業内に

コンピュータ部門を設置すれば,そ こには必 らずシステ ムエンジニア,プ ログラマ,オ ペ レー タ,

な いしはそれ らしき人 々が配置 され,コ ン ピュータむよびEDPシ ステ ム全般の運営実務 を とり

行 う。'・"

次 に一般の部門にあつて,そ の部門の計算業務 を担当 し,日 常,上 記の コンピュータ専門家 と

接触 している人 々がいるが,こ こでは これを仮 りに部門EDP担 当者 とい うことに しよう。

す ると企業の全員 から上記の専門家お よび部門EDP担 当者 を除いた残bは.す なわち経営者,

管理者,一 般職員 とい うことになる。 ところで対処の適切,不 適切 とい ケことで,わ れわれが今

問題 とする対象者は,こ の経営者,管 理者,そ れに一般職員 のうちの将来 の幹部 などで,こ の人

々のコツ ピユ一夕への対処がきわめて問題 なのである。1「 、

今 日,こ の人 々はいずれの企業 においても,そ め大多数 の人 のコンピュ ータに対する対処が適

切では ない と見 られ る。それは どの ようにか。まず項 目を挙げ,次 にこれ を列記 してみ よう。

① 何 よbも まず,専 門家と部 門EDP担 当者の放任

② コンピュ ータの理解 の不足,不 適切な理解

③ 利用 目的 の誤解`

④ 前提条件整備の無視,怠 り'

⑤ ・社運 な機種選定

⑥ 利用効果についての誤解

b専 門家 部門EDP担 当者の放任

多 くの企業で経営者,管 理者は コンピュータシステムに対 し,は なはだ無関心,・無責任で ある。

それは コンピュータとい うものは理解不能 なのだという先入感 から発 し,経 営者,管 理者がED

Pシ ス テムにおいて演ずぺ き役割 りを無視することによつて起 こっている。

企業が初めて コン ピュータを導入するとき,こ れは経営 上の重大問題で あ り,当 然重役会 の審

議事項 となるが,ま ず そこにむ いて適切 な検討 がなされ,そ の うえで導入 の決定 を してい るか ど

うかは,非 常に疑問 である。 そじていつたん導入が 行なわれてしまうと,そ の 後は情報処理 システ
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ムがどの ように活動 しようと,一 切は専門 家ない し担当者 まかせになつて しま う。いわゆる放任

主義であつて,こ の傾 向は経営者 のみならず管理者 もまた焦 りである。

元来情報処理 システ ムは,そ の方式.方 法 とそ電子的情報処理 装置 たる コン ピュータを中心 と

して組識 され たものではあるけれ ども,そ の本質は コンピュ ータなき時代 に も行われて きた企業

業務にほかならない。 この業務ぱ経営者,管 理者の掌握すべき ものであ り,ま た掌握 してきた筈

である。コンピュータ という機械 がそこに侵略 していなかつた当時の システムは理解 しやす く,

掌 握 しやすいが,情 報処理 システ ムは理解 しがた く,掌 握 しがたい とい う点はた しかにあろ うが,

それだか らといつてその掌握 を放棄 し,専 門家や担当者に放任 して しま うとい うのはおか しい と

いわなければならない。

別のたとえを挙げれば,生 産用設備 について,経 営者 や管理者に とり,設 備の技術的詳細は理

解 しがたい点が多いのに,そ の導入,運 用 の効果,効 率 については真剣に関心 を払 っていると思

われ る。それは生産用設備の機能や効果が,コ ン ピュータに比 しては単純 であり,影 響 の範囲 も

局限的で把握 しやすい ことが大いに役立 ってい るが,コ ン ピュータシステムにおいても,少 な く

とも生産用設備同様の関心の払い方 をしていい筈である。思 うに経営 者.管 理者は,コ ンピュー

タにっいて知るべか らざることを知 ろうとし,知 るべ きことを知 ろうとじ吸 いで,ご結局 これ を難

解 な別 の世界の もの と決めこん でいるに違 いない。

コンピュータシステムが経営者,管 理者の無関心 の うちに放任 され,そ の基本的指導がなお ざ

りにされ るとき.た いていは コンピュータシステ ムの運用効果が弱められ, 、採算 も低下するとい

われている。恐 ら くこれは システム運営が コンピュータの専門家達だけの見づ くろいで行われ ざ

るをえず,次 第に経営の本筋か ら遊離 して しま うためであろう。極端 な場合には.コ ンピュータ

システムが健全 な発達 を遂げず,「 がん 」的増殖を見 ることさえ もあり,そ うなつた場合 には コ

ンピュータは企業 に損失 をもた らす道具 となる。

Cコ ンピュータの理解 の不足,不 適 切'

この問題においては指摘 すべ き主要 な点が二 つある。

① コンピュ ータ とは要 するにわか らない ものである とい う先入観 による理解不足

⑫ コンピュータについて知 るべか らざるを知 り,知 る べきを知 らない理解の不適切 』

がそれで ある。'…'

と ころで この2点 は,経 営者,管 理者が理解 する努 力を払 うか,払 わないか とい う姿勢の差忙

よつて現われ るが,本 質的 には一つの原因か ら発 している。すなわち経営者,管 理者等が コンビ
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ユ一夕につい て1真 に知 らなければならないことが見失 われているとい うこ とである。

経営者.管 理者等が真 に知るべきことは,た とえ相当むずか しいことで も理解すべ きである し,

またそ うしたもの は理解 可能 なはずで あるっ従 ってそ の面か ら コンピュータ:は決 して理解不能 な

ものでは な く,そ の つもりで取組めば理解不足 とい うことは起こ りえないぴしかるに知 る必要の

ない こと1知 るべか らざることを知ろ うとするから理解は困難 となり.努 力を払 う気 のない人 々

『
・は理解不足 に左ってしま うσ,,

一方 勉強家あ経 営者
,管 理者 は努力 して知 る必要の ないこと,知 るべか らざることを学習す る。

島 その結果真 に知らなけれ ばならないことは見失われ
,理 解不適切 ということが生じて しまう。

それでは どうして真 に知 るべ きことは見失 われるにいたつたのであろ うか 。それは在来.こ れ

らの立場の人 々に提供 されているコン ピュータ関連の知識修得 のための体系が不適切 なことに原
や

因 して㊤る。つまり知識を提供する書籍,講 座,訓 練 コースな どが,大 部分真に知るべきこ とに

'焦点を合 わせず
.不 必 要な知識を注入 することに重 きを置 いていたためである。

① これ らの体 系 は.相 手が経営者.管 理者等の立場 にある とい うことを無視 し,何 のための

体系であるか とい う目的 を喪失 している。

㌦ ② 鉢 粟め 傷る もの はコジピ『ユ一夕の原理構造の解説に偏重 し
,シ ロウ トには難解で専門家に

は役立たない。

③ またある ものは プログ ラミングの解説 に偏重 し,経 営者,管 理者には難解であ り,習 得 し

た ところで寄与す るとごろはほ とん どない。

④ また別のあるものは9.ン ピユr7タ とは計算機械 であるとい う概念を植付ける内容 を盛 って,

お り,企 業業務の場 でこの機械の発揮 する機能の把握 を妨げ てい る。

d利 用 目的の誤解

経営者,骨 斑者等 の理解 が不足,不 適切な場合,'コ ン ピュー タの利用目的 の認識が どちらか一

方 に片寄 ってしま うご とが多い 。すなわ ち,

・ ① コンピュー タは経費節減のために利用ずるのだ とい う認 識

② コン ピュータは経営意思決定のために利用するのだ とい う認識

がそれであ る。,

・・ 前者は コンピュータの機能性能 を過 小評価 し,こ の機械 はいわば高級会計機 である と考える と

ころから湧 き起 こっている。そ して利用のための採算 にのみ着 目する結果.よ り間接的 かつ広範

'
.な効果 を生み出す用途 への利用が忘れ られることに なる。,
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後者は逆 に コンピュータの機能性能 を過大評価 し,あ らゆる複雑高度な問題 を この機械は苦 も

な く解決 し,経 営意思決定の 自動化,機 械化 が行われ ると過信する ことが原 因に左っている。 こ

の結果 日常業務等への コンピュ ータの利用 を軽視 し,十 分な研究がなされ ない ままにいたずらに

高度な使い方に走つ.てしま う傾向を生じる。

もちろん経営者,管 理者が,こ の ような認識 を抱 いたか らといつて.そ の企業のEDPシ ス テ

ムが直接的効果 を挙げる方向 にのみ強化 された り,役 にも立たない高度な情報提供に重 点が置か

れ た りする とは限 らない。 しか しシステムの発展が妥 当,適 切 を欠 くにいたることはまず疑い左

い ところで あろ うo

e前 提条件整備の無 視 怠 り

コンピュータを導入すると,企 業 内の業務の執務 ルール,情 報流通の径路,帳 票様式ご製品や

職制,諸 事項 の コー ド付けなど,在 来の手作業 式業務 形態からの移行がお こなわれる。

ところで しば しば見受け られ る事実は.コ ンピュータを導入 する段階に なつて,に わかにそ う

した移行作業を始 めるとい うことである。 もちろんそ うしたや り方で もコン ピュ ータは動 き出 し.

何 とな くEDPシ ステムは生成 されて行 くけれ ども,実 はこれほ ど非能率で禍根 を残す ことはな

いo'

これ は あたか も,開 墾 しない荒地 に植物 を栽培する ようなものである。 コン ピュータとい う

「植物 」は,か なり土壌に強い影響を与 え,こ れを作 りかえて行 く繁殖 力を持 っている 。だか ら

手を付け ない荒地に播 種(ま たは植苗)し ても,そ こに情報処理 システムの繁茂を形成 するには

違い ないが,そ の繁殖の過程は大変非能率 で.あり,ま た育つた システムの姿 もいたるところに不

具合 の草む らが介在 し,立 派な農地 には なち ないのである。

そ こで コンピュータの導入が企画された場合 には,導 入 に先行するかなり以前か ら,手 作業方

式のままでの業務 システムの整理整頓が なされ なければならないのであるが,前 述 のよ うに この

事前作業は多 くの企業で無視 され てい る。従 って コン ピュータの導入後,長 期にわたつて コンピ

ュータシステムが安定せず最悪の場 合は,し ば しば手直 しを必要 とした り,手 直 しの しようがな

か つた りする。その間に コンピュータシステムは多 くの無益な金を消費 し,ま すます効果 は挙 が

って来 ないことになるのである。

`

f社 運 な機種選定

ひと口に コンピュータといつてい る機械 は.こ れを機能 性能の面か らみる,とき.実 に千差万別
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で あつて,同 一型 の コンピュータで もシステム構成の内容により,厳 密 には別機種であるといつ

て も過言ではない。

そ こで コン ピュータの導入 にあたつては,そ の業務 の質,量 両面の実勢が,い か なる コンピュ

ータシステムを必要 とするかをよ く検討 し左ければ ならない。

しか し実際 には,経 営者,管 理者 はその点 を認識 していない場合 が多い。つまリ コン ピユータ

とい うものは どこの会社 のもの も同 じものだ,と まず誤解するのである。'も う少 しマ シな場 合は

,○ ○社ムムム型 とい うとそれは全て同等の機械 のようにこれ をみる。 あたか も自動車 のモデル

名が同 じ・ならば,違 っ てい るのは塗装 ぐらい だと考えるのに似 ている。

この ような経営者,管 理者に統率 された企業では,多 くの場合導入機種 の選定が社運になる。

もちろん実際の選択 は専門家達に委ね られ るが,専 門家だけの判断は不思議 な ことに適 切を欠 く

ことが多い。こうして社運に選定 された コンピュ ータが導入された場合,そ の後の効果 が どうな

るかはい うまで もないであろうo

●

9利 用 効果にっいての誤解

コンピュータを導 入した場合 の利用効果 につい て,一 般 に見 られる誤 りは,

(1)'利 用効果 といS"も の について,全 く無感覚で ある。

② 効果の一部で ある,直 接 目に見え る採算 のことしか考え ない。

(3)逆 に採算以 外の効果について夢想 し,現 実的 な採算の面が眼中にない。

のいずれ かである。

第一の ケ・ニースは目的 もな くコン ピュータを利用 しているもので,誤 りとい うよりはむ しろ論外

のことで あるが,た いていは効果 どころか損失を招 いている と見てさ しつかえはない。

第二の ケースは利用の効果は追究 しているけれ ども,単 能的 な機械 とか,生 産用設備等の場合

と同様.そ の利用のための,総 経 費を,そ の コンピュータの挙げ うる金銭的利益 とだけ対比 させ,

効 果を評価する ものである。これで一応採算性は明 らかになつた と仮定 して も,不 可視 のさ らに

大 きな効果は全て没却 され,コ ンピゴ一夕の ような複合的機能をもつ機械 を正 しく評価するこ と

はで きない。

第三の ケースは第二の場合 と逆に,一 般に間接的効果 と称せ られる不可視の効果 を,そ れ もご

く漠然 と模索 し,あ たか も大 きな効 界が挙がってい るかのように夢想 してい るもので,効 果追究

はいち じる しく正確性を欠 き,.結 果 として採算は とれず,期 待 した間接的効果 もたいていは達成

されてい ないの であるo
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第6章 適 切 な 対 処 の 仕 方

第1節 適 切 な対 処 の た め の条 件

a不 適切な対処から適切な対処へ

これまで不適切な対処について述べてきたが,適 切な対処とはこの対処の不適切さを裏返えし

たものである。そこで改めて不適切な対処の内容をもう一度列記 して論議の出発点としよう。

① 専門家等への放任

② コンピュータの理解の不足,不 適切

③ 利用目的の誤解

⑭ 前提条件整備の無視,怠 り 、

⑤ 社運な機種選定

⑥ 利用効果 にっいての誤解

さてとれらの不適切な対処の起こる原因を考えると,基 本的には.

① 経営者,管 理者も全て情報処理システムに取組 もうとい う,い わば全員参加の精神の問題

② 情報処理システムに対する適切な知識の問題

③ コンピュータの利用効果に対する考え方の問題

に要約される。すなわち,種 々の不適切な対処が生じるのは,ま ず全員参加の精神の欠如,適 切

な知識の不足,欠 如のために放任も起こり,種 々の誤解,怠 り等が起こる。そして最後に利用効

果の誤解は利用効果の考え方の誤りによって招来されている。そこで適切な対処は,こ の基本的

な トラブルの是正,強 化によつて生成されることになる。

b適 切 な対処のための条件

適切な対処の ための三つの基本 的なものを もう少 し堀下 げてみ よう。 ・

① 全員参加 の精神は,最 も根本的な大前提である。これな くしてはいか なる適切 な対処 も始

ま らないが,こ の精神が確保 される裏には,実 は情報処理 システ ムに対する適切 な知識 の保持が

支柱 となつている 。つ まり基礎知識 がな くては.何 故全員参加 が必要 なのか も理解で きない し,

ま たその気 にもなれない。一方.適 切 な知識を持 と うとする精励 は,全 員参加の精神が無い とこ

ろでは鼓舞 され,維 持 され ることはない 。従 って全員参加の精 神 と,適 切 な知識 とは相互に支持

●
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匂

し合 っている とい うことになる。

② 』情報処理 シーメテ ムに対す る適切 左知識 は,上 述の全員参加 の精神同様,重 要 な基礎 となる

も,ので ある。すでに適切 な知識 と全員参加の精 神との相互 関係 を述べたが,利 用 目的の誤解,前

提条件の整備の無視,怠 り,杜 選 な機種選定等 は全て これに よつて起 こる もので ある。 コンピュ

ータについての正 しい知識が備 わっていれ ば
,利 用 目的の誤解 や社運左機種選定 は生じる筈 がな

い。また コンピュータシステムについての正 しい理解がなされ ていれば,前 提条件を整備 しない

としaうことも起 こbよ うがないo

この ように適 切な知識 の重 要性は特筆 に値する。それは在来 の コン ピュータに関する研修過程

が,ハ ードウエア ない しは プログ ラミングに熱が入 りす ぎ,情 報処理 システムの問題がおろそか

になつていることであるo

現 実に コン ピュ ータを導入 し,利 用 しようとするのは,こ の機械 を企業の情報処理 システムの

中に組み入れ,そ の機械的情報処理 プロセスの部分 を担当 させ ようとすると ころにある。た とえ

ば航空事業を営 むのに,滑 走路を設け,管 制塔 を設 け,・補給整備の施設を整 え,営 業方法や客扱

いの施設を完備 して始あて飛行 機が高速輸送の機能 を発揮ずる'ような ものである。こ うした航空

の地上 システ ムを完全に整え なければ,『いかに優秀 な性能の ジエ ツト機 を配置 して も,そ れ は活

動 することがで きない。 』 ・『

ところが世上では,コ ンピュ ータさえ据付ければ.そ れに よる仕事の仕方,つ まり情報処理 シ

ステムは 自然に出来 あがるもの と誤解 している場合 が非常に多 い。これでは効果的 な コンピュー

タ利用は成功する見込みがない といつて も過言では ない。主体であるのは情報処理 システムで あ

つて.コ ン ピュータそのものはその中の道具であるのにす ぎないからで ある。

そ こで適切 な知識が切実に必要 となる とともに.適 切な対処のための重要な一条件 としては,

企 業の中に情報処理 システムを生成 し,運 用 し,改 善 し,拡 大 して行 く職能 を確保 する ことが,

同様 に重要である。これを端的 にい う左 らば,シ ステム技術者 を確保 し,機 械の オペレー トとか,

プ ログラムを扱 うといつた,む しろ直接的 な仕事 をさせるほか に,企 業 業務を有効 な情報処理シ

ステ ムに乗 せるために彼等専門家を十分活用するとい うことで ある。

最後に③の利用効 果の正 しい考え方は,適 切 な対処 の結果たる利用効果 を,正 しく把握する上

に重要である。全 て施策には,そ め結果を正 しく評価す ることを伴わなけれ ば,そ の施策が何 ほ

どの効果 を挙げたのか不明確 と左るのみ ならず,以 後の施策への寄与 も不可能 と左る。適切 な対

処 とい うことを盛ん に述べてきた ことも,そ の評価 が正 しく行なわ札 正当な効果が とらえられ な

ければ,何 が適切で あるかわか らな くなつて しまうか らで ある。それゆえ利 用効果の考え方を正
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しくす るとい うことは,ま た きわめて重 要なことで ある。

それ ではここで,こ の項の しめ くくりとして,上 述の適切 な対処のための条件を書 き並べてお

こうo

① 情 報処理 システムに対 する全員参加の精神 ・

,② 情報処理 システムに対する適切な知識

③ システ ム技術者の確保 と活用

⑭ コン ピュータ利用効果の正 しい考え方

策2節 コンピュータ に 関 す る必要 知 識

a・ 適 切な対処と必要知識

前節 で適切 な対処 のための条件を列挙 したがヤ この中で『ンピユ一夕ない しEDPシ ステムの

適切左知識 とは,こ こにい う必要 知識を正 しく理解す ることに よ'り形成 され る ものである。・その

内容はか なり広範 なものとなるので,こ こに節を改め て特 に述べ ることに したい。

それでは経営者,管 理者等 にとり,必 要知識 とはいかなる ものかというと,そ の範囲は次の よ

うなものであるo

① 基礎的な知識

② ハー ドウエア に関す る知識

③ ソフ トウエアに関する知識

④ システムの概念ならびに シ・ステム的思考

⑤ アブ リケーシ ヨィに関する知識

⑥ 利用事例

次に これ らの必要知識 につき,そ の アウ トラインを項を追 って述べ よう。

b・ 基礎的な知識 について

この基礎的知識 とは.コ ン ピュータ利用のため,ま ず基礎的に知りお くべき ことで, ..その 内容

は次の通 りである。

① コンピユ 「タ利用の費用

⑫ コンピュ ータ部門の地位,組 織

●
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③ コン ピュータ要員の職種,人 員数,質 的能力等 等'.・

④ 計算 センターの存在価値 とその利用

⑤.利 用効果 と採算

以上 の諸項の ごく概要 をふれる と,① の利用費用に ついては,特 に 自社 の費用状況は把握につ

とめ,も し簡単に把握で きない ような ことがあれば,把 握可能 な業務 システムを設定 しなけれ ば

ならない。利用費用が後に効果検討の際の有 力な資料 となることはい うまで もない。

②の コン どユータ部門の地位,.組 織 については,.別 に特 に典型があるわけめ ものでは ない。 こ

れ については書籍文献,他 社事例等 に多 くの実例を見る ことがで きる。 しか しこれ を通 じていえ

る ことは,コ ン ピュ ータ部門の地位 が,よ り上位の,か つ可及的総括部門的 な立場 におかれてい

るほ ど,そ の企業の情報処理システムの発展向上の度合が高い とい うことである。つま'り係であ

るよ りは課,課 で あるよりは部 とい うように,上 位の機構 であるほ ど機能 が強 く,ま た経理部 と

か,管 理部 など.特 定 の業務部門の中に夢かれてい るよりは,独 立部門であ るか,ゼ ネラル ・ス

タッフ部門 の中におかれてい る方が より望 ましい。

部門組織 については,部 門入員数 によつて も組織構造が異 なる。また従来,コ ン ピュータ部 門

は プログラ ミング,オ ペレーテ ィング,キ ーパンチイングなどを主体 とした組織構造が多 く見 ら

れたが,近 時は システム技術の職能が次第に強化され,中 には システム部 といつた名の 中に従来

の ■ン ピユ一夕部門が編入されている例 もあるdさ らにあるいは経営科学面 へのコン ピュータ利

用強化を図 るため,ORグ ル ープが組織 され ている例 もあり,漸 次部門の組織構造の変化が見 ら

れ る ようである。

③の コンピュ ータ要員 にっい ては,こ れ も実例 を研究す るの に越 したことは左い。そ して ここ

で もシステム技術者の補強 とい うことが顕 著になつている6

最 近 ソフ トウ エアの進歩発達に伴い,往 時の意味での プログ'ラマの存在は影 が薄 ぐ左ってきた 。

また機械の オ ペ レー シ ヨゾ も平易化 され てきたため,小 規模 な.コン ピュータ部門では,要 員の

職種別 が一部混然 と してきており,キ ーパンチャや庶 務担当者は別 として,'プ ログ ラマ,オ ペレ

ータ等 は特 に差別がで きな くな つて きてい る
。しか しこうした ところで は,シ ステム設計等の シ

ス テム技術者の職能 が,上 記 プログラマ兼 オペレータに包含され,い わば片手間仕事 で片付 けら

れ ている。これでは情報処理 システムの発展 は阻害され ることが明らかで,少 くと もシステ ム技

術者は別箇の 存在 でなけれ ばな らない。

コン ピュータ要員 の人数は ,バ ー'ドウエアの進歩,.ソ フ トウエアの充実 に伴い,一 面では より

少 な ぐできる可能性 が出て きているが,他 面では情報処理 システムの規模の拡大,業 務量の増大'
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のため,全 体 としてはむ しろ増員の傾向 をたどつてい る。特 に今後はシステム技術者の増強が不

可避であろう。

コン ピュ ータ要員,特 に システ ム技術者の質的能力の向上は きわめて重要である。そ こで有能

な新人の配属のほか,社 内の有能者 を養成 して充当 する ことがはか られなければならない。

④の計算 センターの存在価値 な らびにその利用については,企 業の情報処理 システム運用の全

体的効率 と関連があ る。すなわち企業が 自社の情報処理 に関す る一切を,社 内で完全に処理 しよ

うとする ことは,採 算上決 して有利 なことではない。また中には 自社に コン ピュータを抱え込む

ことが不経済 ない し不可能な企業 もあり,そ こに計算 センターの存在 と利 用の価値があるわけで

ある。

最近の計算 センターは,単 にキーパンチやオ ーバーフ ローした業務の外注を引受けるだけで な

く,ソ フ トウエアの開発や システム設計 についての機能 も持つところが多 くなつている。従 って

情報処理 システム運用の全体的経済性 を改善することを考慮 しつつ「これ らのセンターを活用 す,

る ことが望 ましいのであるo

⑤ の効果 と採算 については,そ の内容がかなり多いので,後 に章 を改めて述べる ことにする。

Cハ ー ドウ ェアの知識について

コンピュータの関係の書籍,講 座等,多 くの知識修得体系をみ ると,経 営者,管 理者等むけに適

切 な ものは きわめて少ない。そのお もて書 きには経営者 あるいは管理者向 となつている もの も,

内容は少 しもそれに適合 してい ない。

元来,経 営者や管理者 にとつて,真 に必要なハー ドウエアの知識は,

① コン ピュ ータシス テムの外観的構成(姿)

② それは何 がで きるのか(機 能)

③ どの ぐらいの能力を持ってい るのか(性 能)

④ 何に どう使え るのか(適 用)

で あつて,こ れ以外 はまず余計 な ものだ と考えてよい。

①の外観 的構成 は,誰 にで もす ぐ目に うつるコン ピュ ータシステムの姿であり,そ の各部分が

それぞれ何 とい う名称で,ど うい うはた らきをするのか くらいは知 っておか なけれ ばな らない。

しかるに一般 の研修 体系は,こ の①の 説明においてす ぐにその表皮をは ぎとり,中 味の構造や

原理を解明する ことに重点 をおいてい る。こ うした解説は経営者,管 理者に とつて理解 困難で,

コン ピュータについ て真 に知るべきことの焦点を乱 し ,何 の役 にも立たないばかりでな く,有 害

昔
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でさえ ある。

そればか りでな く,原 理構造 の解 明は知 らず知 らず の うちに,入 にこの機械が単 なる計算機 で

あるという認識を植え付ける特徴を持っている。それ ゆえこ うした解説 を学ぶにつれ,人 は この

機械の本質的機能 を見失 うにいたる。

次に コン ピュータの機能,性 能,適 用について,一 一般の研修体系は興味本位の漠然 とした解 説

に終始 しているか,ま たは機能,性 能,適 用相互の つなが りをほ とんど解説 してい ない。た とえ

ば コンピュータは大量記憶の機能を持 ち,そ の記憶容量 と書込み,読 出 し速度は何 ほ どか とい う

解説 がなされて も,そ れが現実の業務においてどう発揮 され,従 って何々へ の適用が可能で ある,

といつた ことを徹底的に解明 する点に欠けてい る。 しかるに経営者,管 理者 にとつて真に必要な

のはむ しろこの種の ことが らであるo

これは要するに,大 多数の ハー ドウエア研修体系は,あ たか も一般 ドライバーに対 して,自 動

車の設計技術者 やサービスエン ジニアに与え るよう解説 を言 い廻わしだけや さ しくした ような も

のである。それでは この ような研修体系の中で,経 営者,管 理者 はどうして適切 なハ ードウエア

の知識を学 び知 るべ きか。それには以上の欠陥あ左い体系,よ り少ない体系 を選んで研修す るか,

上述の点を常に念頭におい て体系の持つ欠陥に陥 らない ようにすることが大切で あろ う。

φ

dソ フ トウェアの知識 について

ソフ トウエアの知識研修 体系 もまた,ハ ー ドウエアに劣らず問題がある。それはまず,層ソフ ト

ウエアとは何か とい う語義の点か ら発 してい ると思 う。

ソフ トウエア とい う'ものは,正 しくは コン ピュータ利用の ための知識技術,な い しそれに よつ

て生成 され ている無形の機能物 いつさいをい う。ただ これではあまりに広漠 と しているので,実

用的 には,

① 言語 プロセッサを用いての プログラミング技術,集 成 された目的 プログ ラム群,機 械の運

転制御 のための オペ レーテ ィングシステムなど,い わゆ るプログラム技術体系

② システム分析,創 造,運 用のためのシステム技術 体系

の両者 をもつて形成 され る知識技術,そ の生成物を指すべ きで あると考え られる。

しかるに一般には,ソ フ トウエア とい うと上記①の プログラム技術体系だけ を指 し,⑫ の 関係

は忘れ られ てい る。これでは ソフ トウエアは少な くとも実用的に備えるべ きものの うちの一部に

しか ならず,適 切で あるとい うことはで きない。

すでに触れた ように,コ ン ピュータ利用の基盤をなす もの は整備 された社 内体制であ り,こ れ
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を分析 し.創 造 し,運 用するシステム技術 体系が,ま ず もつて発揮 され なければならない。つま

リシステム技術体系 がソフ トウエアの根幹で あり,か つ先行されなければならず,プ ログラム技

術体系は枝葉であ り,こ れに後続す るもので ある。それ を枝葉で あるプログラム技術体系にのみ

注 目し,そ れに没頭 してシステ ム技術体系 を無視,軽 視す るのは明 らかに不適切である。

さらに プログラム技術体系偏重の,現 在の ソフ トウエア研修体系で,も う一つ大 きな問題は,

経営者や管理者 にコボル,フ ォーランな どによるソースプログ ラムの記述方法 な どに盛んに力を

入れ てい ることで ある。この ような研修は,全 く無効 とはいえ ないか もしれ ないが,経 営者,管

理者には不要の ことであ り,効 果の きわめて少ない ものである。

か くて ソフ トウエアについて,経 営者,管 理者が真に知 るべきことは,上 述 の欠 陥を除き去 っ

た もので,

① ソフ トウエアの全般に関す るアウ トライン

② 情報処理 システムにおけ るシステム技術体系の果たす役割。殊に システム技術者活用の理

念 と手法

③ プログラム技術体系の常識的 な概要

を骨組 と した ものであるぺきで あろ う。す なわち経営者,管 理者 にとつて必要 なソフ トウエアの

知識は,こ れ らの人 々が ソフ トウエアの物知 りにな るための ものではな く,そ の知識を活用 して,

効果的かつ効率的 なEDPシ ス テムを,経 営者,管 理者 として統御するための ものである。そし

てそのために役 に立 つ ソフ トウエアの知識が,つ ま り上述の三つ になるとい うことである。

eシ ステムの概念ならびにシステム的思考

ソフ トウエアの 中で,シ ステム技術の重要性を特 に強調 したが.そ の根元 となるものがこの シ

ステムの概念お よびシステム的思考である。っまリソフ トウエアの中に現われて くるシステム技

術は,情 報処理 システムとい う特定の場 面に焦点 を合わせた技術で あつて,い きなりそれに取付 ,

き,そ れだけの研修 に終始す ることは,基 本 を修 めないで実際の テクニックを学ぶ きらいがある。

また システム概念,シ ステム的思考 とい つた ものは,企 業の全ての面に推 し及ぼ して適用 し,,い

ろいろな形の成果を収 めうる もので あるか ら.そ の意味で もこれについて研修 することが望ま し

いo

さ てシステムの概念 というものは,二 つ以上の ものが組合 わさつて.あ る機 能を発揮 する場面

から生 じて きた概念であるが,こ れ を体系的 に発展 させ ると.あ らゆる複雑で入 り組ん だ物,あ

るいはことがらの解明や,構 成 に もきわめて有効な方法や成果 を もた らす特質がある。そこで物

も
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あるいはこ とがらをシステムとしてとらえ,シ ステムとして組上げてみる とい うことが特に重要

と考え られ,こ の ように物や ことがらを扱 う思考の方法が システム的思考 である。

最近 システムとい う言葉が常識化 し,不 知不識の うちにこの語 を口にす るよ うな時代になつた

が:そ れに従づで昨今,企 業の構造や仕事 あや り方が俄かに システムになり,こ の新 しぴ形態へ

の作 り替えが システム化 であるかの ように考え られている。

左るほ どシステムとい う流行語は ここ数年来の もので あり.シ ステムなる用語 が企業'の一般的

場面に も進 出 してまだい くらも経 たないが,企 業構造 なり業務 方式な りは,そ れ が世に出現・した

時か らすでにシステ ムで あつたのである。従って最近いわれてい るシステム化 なる ものは,在 来

のそ うしだ システ ムを改めてシステム概念で観察 し,シ ステム的思考 によつて改善す ることにほ

か ならなレ・O'

在来 の企業 の システムに もよい面がある。それは多年の経験 を重ね た所産であり,よ い点は よ.

い こととして見 なけれ ばならない。 しか しそれには近代の シス テム工学や経営科学な どの吸収が

欠如 している,タ テ割 りの部門中心で総合性',動 態性,合 目的性に乏 しい,左 どの欠陥 がある。

そこでシステム的思考の注射を行ない,こ れを近代的 シス テムによみがえ・らせる必要があるわけ

であるが,こ の シ≒テム化の要素 としては,次 の ようなことが挙げ られるであろ う。

① 各部門の担 当者が・参 画し,業 務分析,改 善 を研究す る。

②'シ ステム化の具体化作業のためにツ ステム技術者 を指導 し,'活 用 す る○`

③'コ ン ピユrタ 専 門家の もつ固有技術を上記の基盤の上で発揮 させる。

④ これ らの仕事は バ ラバラな ものではな く;相 互 の協働態勢で取進 められるもの とする。

φ

fア プ リケーニシ ョンの知識について

コン ピュータを企業の諸業 務に利用する ことがす なわちアプリケーションで ある。この コツ ピ

ユ一夕アプ リケーシ ョンについて
,ま ず ハードウ エア,ソ フ トウエアの側面 からこれ を眺 めると

き;い くつかの基本的 アプリケーシ ョンがある。 ・ 』 ・ ∵'

① デ ータの分類集計 一'

⑫ 数学式の数値的解析-』

③ 統計学お よび経営科学諸手法の実行

⑭ 数値制御,構 造解析等工学 面利用

⑤ データ通 信

.⑥ 情 報の蓄積 と検索
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⑦ 教 育

⑧ 画像処理

などがそれである。

この ような基本的 アプ リケーションを,今 度は利用側たる企業業務の面か ら眺めると,大 別 し

ては,

① プアイル処理的利用

② 計算処理的利用

の二つに大別 される。

前者は企業の 日常業務 を初め とし,大 量のデータを収集 し,分 類 し,保 管 し,集 計等の加工 を

行ない,必 要に応じて 取出 して利 用するスタイルの業務 へのアプ リケ ーションであつて,一 般に事

務 と称 せ られるもの に対 しての利用はほ とん どこれである。前記基本的 アプ リケーションの①⑮

⑥などがそ こに見 られる と考え られ る。

また後者 は科学技術計算,予 測,最 適化,自 動制御 などへの利 用がそれで,基 本的 ア プリケー

シ ョンの②③④が主 に駆使 され る。

コンピュータの情報処理行動は,も と もと一貫 した論理に基 いて行われる もの で,こ の行動論

理の ことの専門的 にはアル ゴリズムといつている。 アル ゴ リズムは単純 な ものから複雑左 ものへ

と無数にあり うるけれ ども,企 業の「般的事務 を コンピュータに乗せるためのアルゴリズムな ど

は,複 雑 な計算の ような ものはほ とん どな く,単 純 な道程 をむ しろ数多 く反復する特徴を持 ち,

あたかも「般の事務職員が多 くの プアイルを備え て仕事を しているの と同様である。

これに対して数値解析 とか経営科学への適用においては,ア ル ゴ リズムが一般 に複雑高度であ

り,か つ数式の計算処理 をす るといつた過程に富んでいる。上述の企業業務の面か ら二大別 した

アプリケーシ ョンは,そ の根底 には この ようなアル ゴリズムの差があるわけである。

以上,ア プ リケ ーションについては,こ こでは ご く皮相的なことしかふれ なかつたけれども,

経営者,管 理者に とつては不可欠の知識である。 もし コン ピュ ータのハー ドウエア,ソ フ トウエ

アお よびアプ リケーションとい う三つの知識事項を並 べ,そ の どれが経営者,管 理者 に とり重要

か といえば,論 な くア プリケ ーションが最重要であつ て,他 の二者はアプ リクーシ ヨンを理 解す

るための前提にす ぎない といつて も過言では ない。

9利 用事例の研究

アプ リケーション研修 の重要手段 として,利 用事例の研究がある。 ところが現実の利 用事例は
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前項の アプリケーシ ョンの基本論 と異 なり,各 企業.各 業務 の実情 により,実 に千態万様であ り.

これ を集約 してひ とまとまりの書籍,講 座 に組むということは,ほ とん ど不可能に近 い。従って

本を買ってきて読む などとい うことは望 むべか らざることで ある。

この種の情報 が比較的 よく紹介されてい るのは,む しろ新聞雑誌である。つまりこれ らは書籍

のように一時点 を画 して,記 述 する内容 をで きるだけ体系的に配列 しようとす る必要がないので,

目に付 くものはいつで も紹介で きるか らであろ う。ただ しかし,こ うしたもの を熱心に収集 し,

目を通せば,利 用事例がすつか りのみ込 めるか とい うと決 してそ うではない。所詮書 きものは皮

相的に しか事実 を表 現せず,無 益ではないけれ ども完全 に有益 であるとはいいがたい。

利用事例の研究 において,最 も大切なことは二 つある。その 一つは事例のナマの状況 を知 るこ

とであり,他 の一つは研究する経営者,管 理者 が自分の立 っている立場か らそれを見,そ れ を知

るとい うことであるo

そ こで新聞雑誌の紹 介記事を読んで,研 究を助成す るのは結構であるが,一 番 よいのは他社の

利用事例を,出 掛けて行って学ぶ とい うことである。そ してその把握の仕方 も,単 に フローチャ

ー トを集めて きて
,そ の内容 を研究する とい うのではな く,自 分の職務上め地位か ら見て,ど う

い う点が留意すべ きところであるか,自 社で行な うとすれば自分は どうい うように対処 し,業 務

指導をしなければ ならないか,利 用効果 はどうであるか,な どに着眼 しなけれ ばならない。

ところでか くはい うものの,と うした利用事例研究 をするとい うことは,現 実には大変 なこと

である。恐 らく大方の経営者,管 理者 は,そ んなことをしてい る暇 はない と思 うことであろ う。

つまりこれ らの人 々の 多くは,コ ン ピュータない し情報処理 システムに,か ほどまでに精力を注・

ぐ必要 が どうしてあるのだろ うと思い.そ ん なつまらない ことに貴重な時間 を空費 している間に,

企 業に とつて もつと重要かつ緊 急の仕事に取組むべ きだ,と 思 うわけであ る。

結局 この点は,経 営 者,管 理者が,企 業の情報処理 システムの成敗 は,他 の経営上 の重大問題

に劣 らず,き わめて重 大なことだ と認識す るか否かにかかつている。もしこの事の重要性を認識

しえず.精 励 する気になれない ならば,そ れは致 し方ないことである。その場合,恐 ら く差 し当

りは どうとい うことは起こらないであろ う。 しか しコン ピュータに関ナる不具合は永久に解消せ

ず,長 い期間の うちにその企業の情報処理 システムは,母 体たる企業に浸潤 し,こ れ を蝕む とと

になるに違いないo
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第7章 コン ピュータ利 用 効 果 の 考え 方

策1節 適切な利用 で挙がるべ き効果

a・ 効 果の内容

もし企 業の コン ピュータない し情報処理 システムへの対処,施 策措置が適切で,効 率的なその

運 用がなされれば,今 まで述 べてきた種 々の不具合は大い に低減 し,次 の ような効果が挙がる筈

で あるo

まず第一にはあ らゆ る情報処理 において.省 力とい うこ とが実現す る。

次に省力 と機械処理 とい うことか ら情報処理の迅 速化と処理情 報の質的向上,多 様化 とい うこ

とが実現できる。

そ して このために管理水準の向上,経 営意思決定の合理化が促進される。

以上の諸効果がそれぞれに持つ効果 の大 きさとい うことを考え るとき,そ の大きさを何 らかの

数量的尺度で測れ る もの と,測 れ ない もの とがある。たとえば省力効果の ようなものは,事 務経

費の低減 といつた金銭的 な額 として とらえる ことがで きるが,処 理情報の質的向上,管 理水準の

向上 、経営意思決定 の合理化 などは,そ うした数値的把握 が困難 ないしは不可能で ある。そこで

一般に
,あ る数量的尺度で測 ることので きる効果 を直接的効果 といい,そ うで きないものを間接

的効果 といつている。

b直 接的効果(採 算)

優 れた情報処理 シス テムが設計 され,効 率的 左コンピュータ運用が行なわれれば 情報処理面の

省 力が現われる ことはたしかで ある。つま りより少ない人員に より,よ り多 くの良質の処理情報

がえ られ るから,そ こに経費節減 とい う実効が生 じる。

同等の質で等 しい量の情報処理が,よ り少 ない人員 で遂行で きる.あ るいは同等 の人員で同質

の情報 を より大量に処理 できると在ると,在 来の方式 と情 報処理 システムとの諸要経費の差 が算

出され,い わゆゐ採算 とい うことが評価され る。従 って直接的効果 とはすなわち採算の ことであ

ると考え られ る。

直接的効果すなわち採算 は,こ の ように数量的比較 が可能で あるため.利 用効果 を評価する場

合,最 も目に着 きやす く,ま た評価が容易である。そ こで しば しば,利 用効果 といえばこれだけ

■
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に着 目してその評価 を行 なう傾向が強い。

c間 接的効果 ∵ .:… ∵ ・ 、

しか しコン ピュータの利用効果を.直 接的効果だけで考えるのは,'は なはだ不完全 な評価であ

ると・いわざる'をえない。,・ ・ 一 ・,..・

コン ピュータの利 用効果で大 きいのは,む しろ情 報の質 の向上,管 理水 準り 向上. .経 営意思決

定の合理化 左どの間接的効果である。た とえば直接的効果は,疾 病 に対 する薬 の速効的効果の よ

うな もので あり,服 用に より対症的恢 復が遂げられれ ば,よ く効いたと思 うで あう う。 これ に対

して間接的効果はピ長期の服用 に より,本 質的に健康 を保持改 善する薬効の よう宏 もので,・その

効果は遅効的であり,目 に見 えて現われ ないが,健 康 にとつては より重要 な もので ある。 ・ ・

1お よそ企業の諸施策の採 択,.実 行 にあ たり,'採 算 のみで事を決 していることは絶対 に互い。、コ

ンピュータの導入 もまた,採 算のみに着 目するならば,そ の効果 はた とえ顕著 であるとして も大

した ζとにはならない。 またそ うした効果 のみを追求する利用方法はやがて限果 に達 し;よ り高

度の,成果 を期待 することはで きない。やは り直接的,間 接的双方の効果 を十分 に吟味 レ 導入運

用することが何 よりも大切 なことである。

'"tt幽 第2節t'/正 し い 効 果 の 把 握.

a効 果 の予測

このこ とに限 らないが,効 果把握の第 一段階 はまずその予測 にある。何 とな く利 用を開始 し,

後 に俄かに効果を測定す るとい うことでは,十 分な測定 がで きないのみならず,も つ と重大 なこ

とは,そ の ような状態で開始された利用 は,挙 げるべ き効果を挙げえないで しま う'ことが多い。

初めに効果の項 目を挙げ,そ の予測を して 目標を定 めるとき,そ れに対 す る実績が効果の度合

として初 めて明確 に現われる。 またその 目標 に対する達成の努力とい うことも生 まれ出て くる。

b多 面的な検討

既述の ように効果 は直接的な もの も.間 接的 なもの も同等 に予測 し,測 定 し,評 価 しなければ

ならない。このためには効果項 目をで きるだけ広い領域か ら,か つで きるだけ多い側面か らとり

上げ なければならない。
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また別の大切 なこ ととしては,利 用の方法.つ ま り情報処理 システムのあ り方それ 自体 も,た

だ一つの もの しか ない と考えてはならない。 こうした システムは恐 ら く無数の方法が考えられ,

そ のおのおのによつて利用効果 も違 って くる。そこで多面的検討 とい うことは,唯 一の方法に対

して多側面か ら検討 を加える とい うことだけでな く,考 え うる多 くの方法の想定 と,そ れぞれ の

効果対比 とい うことも取扱われなければ ならない。否,む しろこ ういうことこそ多面的検討の主

たる内容で なけれ ばならないであろう。

C保 守的な考え方

種々な方法を考え.そ の効果対比 を行 うとい うこ とについて,一 つ重要なことがある。それ は

改善とい うことは何 で ももの ごとを一新する ことではない,と い うことで ある。

た とえば コン ピュ ータの新規 導入,あ るいは増勢 とい う際に も,現 在の状態の何が改善 される

べ きで あるかは,ま ず十二分に分析 されなければならない。 しばしば見聞する事実 と して,コ ン

ピュータを導入 し,事 務合理化 をはか るとい うことがあ るが,現 在の手作業 システムをよ く分析

し,施 すべき手 を講 じてみる と,あ えてコンピュータを導入す るまで もなく,導 入に よつて逆に

採算がとれ ないとい うケース も決 して少 なくない。

そこで何で も新 しいものを導入利用する とい うことばか りに とらわれ ず.ま ず現状に対 してで

きるだけ保守的態度 をとり,尽 くせるだけの手段を講 じた上で新 しい ことを考えるとい う考え方'

が大切であ り,ま た効果 を評価す る場 面ではつねにこれを念頭において仕事 をする必要がある。
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第2部 の 序 文

、

●

日本に拾いて コン ピュータが 実際に利用されは じめて から既に10年 経過 している。

この間の利用の発展をみ ると、その第1段 階,す なわち初期 において は,給 与計算 とか,受 注

事務処理,経 理事務処理,在 庫計算 などの個別業務への 適用が ほとん どである。

そ して,個 別業務をそれぞれお互に関係 なく単独に とりあげて コン ピュータ化をはか ってい る。

この段階の ね らった利用上の効果は,事 務員の節減を中心に した事務コス トの 低減 とか,デ ー タ

処 理の速度 や精度 向上がそ の主な ものである。

この ような結果 を示 した理 由は,第1と して,コ ン ビ=一 夕との取組みに拾いて.最 初である

とい うことから十分 な利用 上の知識を持た なか った とい うことである。 したがってコ ンピュー タ

化する業務 も比較的容易な単一業務を とりあけ,そ の処理方式 もパ ッチ処理が中心 であ った。

第2の 理 由は昭和37年 以 後の5年 ～6年 におい てはパッチ処理用の コン ピュータ しか市場に

なか ったとい うことが言え よう。

●

次に現在(D進 ん だ段階では ・それぞれの個別 業務 をb互 に関連させた・管理 システムの完成に

コン ピュー タを活用 しようとす る状 況に到達 している。

例えば在庫管理には 販売予測を管理基準 として管理 システムの基礎 においているとか在庫管理

と生産計画 を常に活動 させ る管理基準 を考えてシステ ムをつ くっている とかの管理上必要 な関連

1業務 がす べてコン ピュー タ化の対象 となってい る
。

この活用段階では 当然 コンピュータ利用上の 経験が既に行 きわたっている場合の方が,そ の成

功率は高 くなる。

第2部 では,こ れか ら実際にコン ピュータを活用 しようとす る立場の管理者 を対象 として,そ

1

の取 組みに必要 な経 験と知識を示そ うとす るものである。

第2部 は 日本の大 部分のコン ピュータ利用者が通 って来た道をその ままの 順序 と して,個 別業

「
務の コン ピュータ化から管理 システムへ のコンピュータ利用 まで,手 が か りとなる方法 の基本を「

示すことを 目的 として構成 した。,

そ して さらに,最 近 とくに広が りを示 してきた一般企業内におけるデ ータ処理,情 報処理以外

の コノ ピュー タ応用の分野 の実 際を示 して,参 考に して頂 ぐこととした。
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本部は コンピュー タをフ'ログラムや プ・グ ラミングの ような動かす知識ではな くコンピュータ

を使 う知識の基本を示 した もの として理解 し,取 組む ことをおすすめ してお きたい。

■'

ψ
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第1章 ・コ,ン ピ ュt-一夕 利 用 の.目 標 設 定

『ン ピュー タの利用をはじめて考えついたとき,「一体 この有能 な道具を"ど こに"適 用 したら

一番効果 的なのだろ うか とい う疑問にぶつかるはずで ある
。

そ こで本章 では効果的な進 め方を行 なうための 目標設定の仕方にっいて述べてみ よう。

'第1節 コ ン ピ
ュー タ利 用 の 段 階

コン・ピュータ利用段階 をコ、ンピュ一夕化する対象業務 の範 囲か ら分 けてみる,と次の三つの段階

にわける ことが出来 る。

a個 別業務を個々に コン ピュータ化 する段階。

b複 数の個別業務をte互 に関連 させて コンピュータ化す る段階。 .'・

,c-t企 業 全体の業務を関連 させ てコン ピュータ化する段階,ト ータルシステム化

.,こ¢)三段階は理論的につ くりあげた ものではな く,実 際の コン ピュータ利 用の発展 を示 した も

のである。

次に これ らの個 々の段階について述べてみ よう。

¶

a.個 別業 務の コンピュータ化

この段階は コンピュータをはじめて利用するときに必 らず経験するステ ップである。

例 えば給与計算 とか,販 売事務 とか,経 理事務 とか,在 庫計算 とかを個別に機械化する ときが

相 当する。

それぞれが全 く独立に,他 の事務 と関係 な く機械化されるわけである。 この方法が比較的 コン

.ピr－ 夕利用経験の浅い,導 入初期段階で とられるのは次に示す理由に よる。

① 社内り多 くの業務のそれ ぞれを見ると,事 務のル ーチン化されている水準がパ ラパラであ

b,同 時 に コン、ピ)t.一夕化 しようとするには問題があ りす ぎること6

② コンビ;一 夕利用 技術 の水準が低 く,困 難な問題 を解決する力がついてい ないこと。'

③ それ ぞれの部門における機械化の必要度に対する認識に相違があ り,ーコゾ ピュ一夕化 に対

す る抵抗 が部門に よってみ られること。
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④ コン ピュータ化するための必要 条 件 であ る管 理 基準 が設定 されていなかった り,あ いま

いであった りすることが 多いため,進 め ようとして も,な かなか同期化 できない こと。

⑤ 個 々の業 務を単独に と りあげて コンピュータにのせるのが一 番やり易い こと。

⑥ バ ・チ処理用の コン ピュータの入手は比較的容易であり,こ れ を動かすことも容易なので,

単 一業務のパ ッチ処理が進めやすい コン ピュータ処理の形態 となってい ること。

以上の理 由の うち⑤,⑥ に示す容易性(や さしさ)は コン ピュータ利用の歴史か ら見 ると,最

も高い理由となっていると思われる。

次にコンビ声一夕化す る効果 の面 より見る と,事 務処理 の速さ,正 確 さ,事 務能率 面 よりする

コス ト低減や1人 当りの事務処理費の増加に 目的がおかれており,高 い管理水準の向上は見 られ

ない。いわば,個 々の部 門の事務合理化がそ の効果の前面に押 し出されてい る場合が多い。

勿論 日常の手作業で行 なっていた管理 資料 な どは すべて機械化の対象になるので,従 来の管理

水準か ら見るとかな りの改善が行なわれ ていることは言 うまで もない。

b.関 連す る複数部門業務の コンピュー タ化

実際の企業活動は個 々の部門がパラパ ラに活動 してい るのではな く,必 らずそれぞれの部門を

関連 させ管理 してい る。 しか しそ の管理 は決 して容易なものでな く,少 し手 を抜 けばその機会損

失はす ぐ大 き くなる要素を持 っている。

例えば販売管理,在 庫管理に販 売予測 を入れることにより,そ の 管 理 水準 は 高 くなり,更 に

販 売予測 と在庫管理 と生産計画を密接に関連させ ることが出来 るな らば,そ の企業全体の機 会損

失はかなり減少 させる ことが可能 である。

その得 られ る効果 を示す と,在 庫水準の減少,資 産効率の向上,計 画生産 による原価管理水準

の向上,顧 客や外注先 との関係改善 などをあげる ことが 出来る。

しか しこの複数部 門業務の コン ピュー タ化は,こ れを簡単 に達成することは困難である。その

理 由は前節の個別業務が まず第一に取 り上げ られ る理 由で述べたことが,そ のままあては まる。

それでは全 く不可能か と言 うと決 してそ うではない,十 分 な準備の時間 と費用,訓 練 された要

員 とト。プの強い意 志があれば,こ れ らの コンピュータ化を達成することが出来 よう。

只現実には 日本の中小企業や大企業で も,そ れだけの準備 や条件を ととのえることがか なり困

難 なことであるとい うことは言え よう。

このテーマにっいては第三章において.そ の進 め方の方法や事例 にっいて示す ことに したい。

,

一76一



C。 トータル システム化

バ ッチ処理用の コンピュータの段階でぱ ,こ の トータルシス テム化は一つの概念でしかなか っ

た。 しか し最近の第三世代,第 四世代 といわれ るコン ピュータの進歩をみる とき,そ れは一つの

概念ではな く,今 後到達可能 な実体 として,そ の具体的なイ メージを画ける段階 まで来た と言え

よ う。

企業にとって まず将来に画 く姿が,第1に 生産の オー トメーシ.ン 化 であり,第2に 事務や情

報 のオ ー トメーシ.ン 化である。 ・

人間が管理す る代 りに,コ ン ピュータがその役割を果 して くれ るとい う姿や,我 々の 思考そ

もの を強力に支援 して くれ るコンピュータを想像出来る ことは非常に このま しい ことである。

コンビ=一 夕利用の第3段 階である トータルシステム化 は この ような 目標の段階である。

現実には この第3段 階に入 ってい る企業はまだないであろ う。 しか しその間 近で準備 してい る

企業は急速に増えているのが現状である。

第2節 進めやすい 目標の選 び方

コン ピュータを導入する以上,少 な くともそれにかけた費用以上の効果を得 たい と考えるのは

当然である。

こうした考え方か ら出て くる対象業務の選 び方は効果優先の考え方である。 しか し,コ ン ピュ

ー タ導入を経験 して くると
,こ の 考え方を素朴に適 用することのむずか しさにつ きあたる。

コン ピュータ導入の 目標設定の因子 と して,効 果性 と難 易性の二つの要素が あるが,効 果性の

高 い ものは実現への努 力度 が高 く,効 果性の低 い ものは実現が容易であると言える。

単一業務の機械化は複数業務の機械化 より楽であるが,そ の メリットは後者がはるかに高い。

しか しその実現は早 く期待出来 る。

この ように判断 した とき,効 果性を後において も,ま ず コン ピュータを導入 して,そ の シス テ

ムを成 功させる考え 方が生れて ぐる。

単一業務の機械化は メリットがないとい うことではな く,こ れまでの手 作業や単能的な事務機

械 に くらべてはるかにす ぐれた効果を もたらす。

そ こでまずコノ ピュー タ導入を成功 させ,定 着 させることを第1目 標 としての進め方が生れて

くる。
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最初から複数業務を 目ざしてのコンピュータ導入で も,単 一業務の 機械化 は当然のスヶジュニ

ルであ り.同 期化がその要点である。 したがって,単 一業務の経験をまずつん でか ら複数業務に

むか うとい う進め方は多 くの ロスが発生す るとい うことは言い きれない面がある。

単一業務の進め方のなかに,将 来構想が織込 まれ ているならば,最 初の投資はかなり生 きて く

る もの と判断 して よい。

特に中堅企業,中 小 企業では コン ピュータ導入の当初か ら,す ぐれ た人材を多数 コン ピュータ

導入 セクシ ・ンにさ くことは困難 なことが多い。また費用面 におい ても,コ ンピュータを半年,

1年 と準備段階で未稼働に近い状 況に してお くことは困難 である。

こうした面か ら見て も,ま ず コン ピュータ化 しやすい単一業務 のなかから対象業務を選定する

方法の 有効性が評価 されて くる。

単一業務をとってみ ると,比 較的業務処理基準が明確になってい る もの をあげると,次 の順位

で示す ことが出来る。

a給 与計算業務

b会 計業務

c販 売業務,仕 入業務

d資 材購買業務

この ほか,在 庫業務,生 産業務,原 価計算業務があるが,上 記 のa～dに くらべると,コ ンピ

ュータ化の面で難か しさが加 わって くる。

始めて コンピュータ導入 と取組む場合には上記 の業務 のなかか ら,自 社の必要度 も考慮 して若

干の順位を決定することを進めたい。

b
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第2章 事 務 シ ス テ ム の コ ン ピ ュ ー タ 化

経営活動にはそれぞれの 部門における業務機能が必要である。事務 システムは,各 部門の機能,

す なわち受注,債 権 債務の 確認,在 庫 品の管理,工 程管理,会 計,労 務,給 与 な どを行 なうの に

o

必要な事務 組織 を示す ものである。『

これらの事務組織は 日常第1線 で発生す るデ ータ処理を基礎 としてつ くられているo・

事務 システムの コイビュータ化は企業が,コ ン ピュータを導入す る場合 には必 らず通 らなけれ

ば ならない通路である。そ して部門 ごとの コン ビ■一夕'化を経験 して,は じめて他 部門にまたが

る コン ビ■ご タ化へ と進む ことが可能 になって くる。

本章ではそれぞれの 企業について,最 も基本的な部門の事務 システムを取 り上 げ,そ のコン ピ

ュータ化 をはかるために考えなけれ ばならない事 項や,そ の 取 り組み方を示す ことに した。

それぞれの企業が,ど の部門か ら着手するかは,す でに述べた通 りである。

本章は希望する部門から読了出来 るよう,各 部門とも独立 して記述 しで蹴るび じたが っ.て読者

はのぞむ部 門をそのまま選んで読んで頂きたい。本章 のなかに出て くる用語や項 目が不明な場合

は,第3部,第4部 を参照 して理 解 してか ら再び進んで頂 きたい。

.第1節 販 売 事 務

■

販売部 門はその企業体の活動に とって入 口と も,窓 口ともなるので あり,こ の 販 売の機能を遂

行 する役割を持つ販売部門 の事務 システムは,取 引先の影響を最 も強 くうけやすい条件 におかれ

て いるo

例 え ば得意先が1社 か或いは数社程度の外注工 場の形態 をと る企業 の販 売事 務 と,多 数の小 売

店 を得意先 とす る卸売業の販 売事務 とでは,そ れぞれ ちが った事務 システムが要求 されて くる。

そ して対得意先 との 力関係に よって も大 きな影響が出てくる。

したがって効率 の高い事務 システムを設計 しようとしで も,取 引先 よりうける制 限条件に よっ

て,理 想 とする事務 システムの設'計が困難 な場合 も多い。・

そ こで販売部 門における事務合理化 の目標は,客 先の,制約をいかにかわ して,社 内 の事務 を最

大の効率 で処理 するか とい う点が問題点¢)一 つ となって くる6
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つ ぎに販売事務はそ の結果が,社 内の他部門へのイ ン プ ッ トデ ー タとして供給 されるとい う

特徴を持 ってい るこ とである。 もし,誤 りが多 く,正 確度 の低い データが他 の部門,た とえ ば倉

庫 ・出荷部 門や,経 理部 門,企 画,管 理部 門に流された とす ると,そ の 影響は マイナスの方向に

拡大 されて出て くるおそれが ある。 したがって事務の質の面において も,十 分 な考慮がなされな

ければな らない。

む

また事務処理 の速度について も同様なことがいえ よう。 倉庫部門や製造部 門に対す る出荷依頼

は急を要することが多く,経 理部門に対 しては それ程 の速度は要求される ことが少ないが,そ

れぞれの タ イ ミングを考えた速さが問題にされ るの で,こ の点 の考慮が必要であ る。

以上販売事務 を機械化する場合の問題事項 につ い て述 べ た 。,これは,コ ンピュー タに よって

販売事務 を機械化す るには,自 分の企業 の販 売事務が どのような特徴 を持 っているか,と い うこ

とを認識 して頂きたかったのである。

次に これ らの特徴 のとらえかたとコンピュータ活用について示 してみよう。

a.販 売 事務の基本機能

販売部 門における販売事務 システムは,販 売基本事務 と販 売管理事務 とに分けるこ とができる。

販売基本事務は"商 品を販 売する"と い う活動に必要 な作業 のすべてに発生 する。 その活動は

基本的 な二つ のシステムに分 けることがで きる。

一つは第2-1に 示 した ように
,製 造手配または発注手配,仕 入手配を直接考慮 しな くて もよ

い もので あり,"受 注","出 荷","債 権 債務 の相互確認"の 三つの販売基 本機能に よって,

シ ステムを構成 してい る場合 である。実際には卸 売業,小 売業,商 社,サ ービス業などが該当す

るo

「一一 ーー 一 一ーー 一一 ー一一}　 一一一一一一「

1
」

1

________________」

第2-1図 販 売 の 基 本,機 能1

`
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他の一つの システムは第2-2図 に示 した ように,商 品の納期 もかな り長 くなる もので,製 造

手 配 一製造または発注 一仕入が入って くる場合 である。

ただ し,納 期が短 くて製造部門が販売部門 と同居 している場合 とか,見 込生産をとるため,製

造手 配が一つ一つの受注 のオー ダーに よらずに出荷可能の場合 は,製 造業であって も前者の シス

テムであるとみ るこ とが出来 る。

また受注か ら納入 までの仕入の サイクルが短い ものも前者の システムとみてよい。

「 一 　 一 一 一

:一 受
1

「

一

一

1

-

L

債 権 ・債務の

相 互確認 申圏

1

◆

第2-2図 販 売の基 本 ・機能ll

つ ぎに第2-1図 に示 した販 売事務 の基本機 能について検討 してみ よう。

① 受 注

客先 より注文 をうけた ことを客先 との間 で確認し,社 内に対 して受注決定の確認を連絡す る。

実 際には受注 メモ,受 注票 とい う伝票に よる。

② 出 荷

受注決定の連 絡を うけ,社 内の出荷部署に出荷を手配 し,そ の確認をする。出荷手配票,出 庫

票が相当す る。

③ 債権 債務 の相互確認

客先 に対 して納品 し,さ らに物品の受渡『しを相互に確認す る。納品書 を客先に 渡 し,物 品受領
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証に検印を求める。そ してお互い の債権 債務を明確にする。客先には請求明細書を渡 し,自 分の

社内では売上伝票 を発行 し,売 掛元帳へ 債権 を記帳する。

現 金取引の場合kは この醐 は必要 ない。

④ 販売実績のま とめと会計経理 部門への伝達

毎 日の販売活動の成果 を早 く把 握する。

また計画 した期間内における累計 した実績を把握す る。

売上 日計表 とい うかたちで,毎 日の 売上をまとめ,こ の 日計表 のなかに,前 日分までの累計 し

た実績 も加える。 これは経理部 門における総勘定元帳作成 とい う作業に対するイ ン プ ッ トデー・

タになるo

以上 説明 した①から④まで の四つ のステ 。プの販売基本機能を,帳 票を入れて関連ずけた事務

システムとして示 したのが第2-3図'で ある。

図で示 している ように,販 売部 門は受注,出 荷,債 権 債務の確認 とい う三 つ の基本的な機 能を

もとにして,必 要 とす る事務 が展開されてい る。

⑥

⇔

出荷 ・債権確

売上決定の伝
作成事務

④

出

庫

伝

票

⑧

納

品

書

控

③

現

品

受

領

書

①

納

品

書

第2-5図 販売基本事務システム

売上日計表
売上管理表

作 成 事 務
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図の一つの プロ。クは1単 位の事務 を示 している ものであり,販 売事務 システムの全 体か ら見

るとサ ブシステムを意味す る。

ブ ロックとブロックの 間に示 した伝票は,こ れ らの サ ブシステムをつな ぐのに必要なデータで

、あ り,情 報である。

手作業中心で行なわれている最 も一般的 な販売事務の一例を第2-4図 に参考 として示 した。

この例はこれか ら展開 する機械化の方式 と対比され る点が 多いので,十 分理解 しておいていただ

きたい基 本的 な事務 システムである。

客 先 倉 庫 販 売 部 経 理 部

1 1

1 納品書控
1

;
得意先元帳

: 2納 品
1

② 3

出
荷

4売 上 伝

5請 求

③

納
入
確
きη
貼9

:

得

l

O

意
請 と
求 り

先
別

時出
にす

に
保

請 坑
L～

求
:

支 !
収

払
入 金 控

I

I

o

;
:

第2-4図 一 般的な販売事務の一例

●
b.販 売形態 と事務 のシステム

販 売事務 の機械化はそれぞれの企業が独 自の もの と して持 らている販売形態 に適合 した システ

ムを考慮 しなければならない。

一 つの出来上 った機械化 システムをすべてに押 しつけるのでは,効 率の高い事務 システムをつ

くりあげることは で きない。

そ こで この販売形態 の特性 をつかみ,そ れ を区分することが必要になる。各社 各様 の形態 とい
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うこと、を述べたカ～実際 に分折してみるとそれ は幾通 りか の区分にわけ ることが可能である。

そ して これらの区分に したがって,そ の事 務 システ ム設計 のポイン トを把握することが で きれ

ば,か な り効率の高い システムを設計することが容易になる。

第2-1表 は,販 売形態 を,「 在庫品 の現金売 り販 売」,「 在庫品の掛 売り販売」,「 在庫nEn

お よび調達期間の短い商品販売」,「 受 注生産に よる商品販 売」の四つに分類 し,そ れぞれの出

荷方 法について も示 した ものである。

第2-1表 販売形態表

販 売 形 態 出 荷 方 法 関 連 事 務

1 在庫品 現金売り販売

商品はその場 で渡す
』

(即 渡 し)

　

発注 事務は仕入事務 とし

て別 のサブシス テムにな

る

2 在庫品の掛売り販売
即渡 しではないが1日 ～

2日 ぐらいの 間に出荷

同上
.

3
在庫品および調達期間の

短い商品販売

即渡 しではないが1日 ～

1週 間以 内に出荷

発注事務が販売事務のな

かに関連 して くる

4 受注生産による商品販売
商品の引渡しまで時間が

かかる

製造手配事務が含まれて

くる

ま た第2-2表 は 出荷 形態についての分析を示 した もので,出 荷形態 とその 手 配の内容,事 務

特性についてまとめた ものである。

第2-2表 出荷形態表

出 荷 形 態 手 配 の 内 容 事 務 の 特 性

受注と同時に出荷手配 し, 受注票と同時に出庫票をはじめと

1 即 時 出 荷 出荷する する必要な伝票を発行しなければ

な らない

当日か翌日出荷手配すれば 受注時点から出庫時点までに必要
2 普 通 出 荷

よい 伝票を発行すればよい

一 定納期 があり,そ れまで 必要伝票の発行は余裕がある
3 納 期 出 荷

に出荷する
.

●
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Q

この二つの形態表からコン ピュータに よる機械化 システムの設計'ポイン トを以下に示す ことに

しよう。,

実 際にはこれ らの形態が混合されてい るのが現状であるが,ま ずその特性 をつかみ,そ の特性

を活かすシステムを積上 げる方式を考えるべ きである。

① 在庫品の現金売 り販 売

この場合商品は取引の場 で渡す形態を とる。

百貨店やスーパ ーなどの小 売店 ・現金問屋な どが身近な例である。 したが って出荷は即時出荷

であ り,受 注決定 と同時 に出荷手配 が必要で,現 金を もらえばお互いの 債権 債務 は解消する。

この場合,事 務 システムの特性 としては受注票と同時に出庫伝票,ま たは出庫手配伝票を発行

しなければならない。受注票 も受注内容 と単価 ・数量のみ としたものでな く,売 上金額 まで計算

ずみの ものでな くてはならない。

したが って,受 注票・=納品書(売 上 票 、とい うことになる。'この納品書 の段階か ら機械化する

場合 には,

Dあ らか じめ商品に商品名,商 品 コー ド,単 価入の値 札をつけてお'き,機 械のオペレータ

は この値札を見てその内容をタイプする。

iD運 ばれた品物の内容 を読みあげて機械のオペレータに聞かせて タイプさせる。

沁 値札をそのまま コン ピュータが読取れる ように した タグカー ドやマークカー ドや エッジ

カー ドを利用する方法を とる。

以上 の三 つの方法を示 したが,こ のほかに簡便な方法と しては金銭登録機 を利用する方法 もあ

る。 しか しこの場 合は商 品数が100点 以 下 にか ぎられているとか,商 品名は数字のみで よい と

か の例外的 な範囲に とどま って しまう。そ して さらに コンピュータ利用 とむす びっけるためには

OJRレ ジスタが必要 であり,そ のジャーナルテープを読取 ることが出来る電子 計算 センターを

利用 しなければ ならない とい う制約 を受 ける。

i)ii)の 方 法の具体的なシステムと しては,超 小型 コン ピュータや小型 コン ピュー タによる

伝票発行が可能 である。

川)は タグカー ド作成機,tタ グ カー ド読取機 の購入が必要に なるので商品 の量 が多い場合 とか,

大 量のデータ処理を必要 とする場合 に適用のメ リットが出て くる。

次に この 現金販売シス テムの機 械化の問題点は,顧 客が来店 して取引 しない限 りその機械化 シ

ステムは稼働せず静止 しているとい うところにある。当然 コン ピュータ の稼働は低 くな り'効率は

■

わ る くな る。
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そ こで当然事務 サー ビスの質が問題 になって くる。 お客 を どの くらい待たせるべ きか,機 械 の

台数は何台にすべ きか の検討が必要である。

また,出 荷サブシス テムと納品書作成 サブシステムとの 同期が とれ ているか どうか も重要な問

題点である。

さらに現金販売 とい う機能に即応したス ピー ディな付帯事務 が,事 務 コス トを高めずに行な う

ことが出来るか どうか とい う点に十分注意 して視る必要が ある。事務 のス ピー ド化をはかるため

の事務 システムは,や や もすると事務 コス トの上昇をまぬがれることはで きない。

これか らの研究 テーマとして,デ ータ通 信を利用 した大型 コンピュータの タイムシェア リン グ

方式の利用 をあげることが出来 よう。現状では コス ト高である とか,シ ステム上の問題点があり

実用段階にない。

② 在庫品の掛 売り販売

この場合,,出 荷形態は即渡 の場合 と,1日 か2日 くらいの間 に出荷すれば よい とい う二つの条

件 を設定する。

発注事務は販売事務 とは直接 の関連がない もの と考え,仕 入事務 として別途のサ ブシステムを

構成す る場合 を条件 として考え て良い。

この事務 システムは現金販売システムと異 なり,出 荷 サ ブシステムと債権 債務確認サブシステ

ムとを分離 し,出 荷サブシステムは即時処理で ス ピーデ ィに行ない,債 権債務確認 サブシステム

は1日 分または半 日分 ぐらいをま とめて処理す るとい うパ ・チ処理 の方法をとるの が事務 システ

ム設計 のポ イン トに なる。 前者の受注票作成を手作業に して商品名,数 量,単 価記入に とどめ,

計 算作業は後者に集中する ようにすれば,事 務 コス トも低 くするこーとが可能で ある。 この ように

二 つ に分離するシステムをとると,デ ータ量に変動が あった場合で も,繰 越 し事務(バ ック ログ)

を 応用 した事務処理の平均化 を行な うことが可能にな り,コ ンピュータの稼働率を向上させる こ

とが 出来る。.

i第2 -5図 は 「在庫品の掛 売 り販売」の 機械化に よる事務 システムの例 として示 した もので あ

るo

ス テ・プ①の受注票作成は手 作業であり,記 入作業はあるが計算作業はない。

ステ ・ブ②は品揃えで,在 庫品がある場合はす ぐにステ 。プ③ の出荷作業に移る。 ここまでは

すべて手作業事務中心で,客 先の納期 状況に応 じてす ぐ出荷するとか,翌 日廻しにするとか判断

して作業を行 なう。

ス テ.プ ④,⑤,⑥ までが コン ピュータに よるデータ処理の準備作業 と本作業である。 ステ ・
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プ④,⑤ の準備作業は,ビ リング機能を中心 とした超小型 コン ピュー タを効率的 に使用す るため

の前作業である。1日 のデータ量が 多量で ない場合 には,こ の ような手 作業に よる仕訳作業や商

品 カー ドや得意先 カー ドの選び出 しは,大 して時間 も要 しないのでコン ピュー タを活用する上 で

有効である。

原始 伝票,即 ち受注票に商品 コー ド記入,得 意先 コー ド記入が出来る場合には,第2-6図 に,

示 す ように,受 注票をみて,そ の内容を紙 テー プや カー ドにせん孔 し,こ れ を イン プ ッ トデ ー

タ としてコン ピュータによって納品明細書作成を行 なわせることが出来る。

この場合 データ処理装置 としては小型,中 型 コン ピュータを利用する。

最近では超小型 コンビ=一 夕でも4000バ イ ト,6000バ イ ト程度の記憶容量を持つ もの

が市場に出ているので,デ ータ量に よっては これ らのデータ処理装置を使用す ることが可能 であ

るo

ステ7プ ◎

揚

第2-5図

P
－口

一◇

第2-6図
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③ 在庫品および調達期間(リ ー ドタイム)の 短い商品販売

商品の引渡 しは2日 か ら1週 間以内に行 なう条件である。 したがって在庫品の場合で も,1週

間 以内に発注 して入荷 出来る商品の場合で も適合す る条件である。

この事務 システムにおいては,出 荷 と債権 債務確認 のための伝票作成事務は同時に処理 できる

可能 性がある。 伝票作成 事務 においては,ワ ン ライテ ィングの範囲を広 くとる ことが出来るの で,

関連事務 の処理 を同 じシス テムの なかで行 な うことが望 ま しい。

しか し次の点に留意 する ことが必要である。

D在 庫量の正確 な把握

注文を受 けた数量を出荷手配 したが,そ の数量がすべて出荷 できない場合,債 権 債務確

認 のため準備 した帳票は訂正 する必要 が生 じる。 そ こで もう一度伝票作成のや り直 しとなる。

手作業の場合 では訂正 の赤線 を引いて訂正数字を書 き入れれば済むが,機 械化の場合 には帳

票発行と同時にコンピュータにインプットする紙 テープや カー ドな どの入 力媒体を作成 して

い るので,修 正 伝票を もう一度新 らたにつ くらなければならない。

このように,受 注数量 と出荷数量 とを必 らず一致 させることがで きるような出荷手配が,

とれる ような場合は問題ないが,そ れが困難な場合には,出 荷の事務処理 と債権 債務確認 の

ための事務処理は,別 個 のサブシステムとして検討 しなければ ならない。

上記の訂正作業はデータ量 の増加 となり,機 械稼働のなかに無効稼働分を増加させる結果

になるので,コ ン ピュータには出来 るか ぎり正確なデータのみを インプ ットする よう,事 務

システムにおいて事前に配慮 してお く必要がある。

伝票上の 出荷量 と実際出荷量 との相違は訂正伝票を調 整すれ ばその件数が把握で きるので,

そ れが10%以 上 もある場合 にはその 原因 を追求 し対策を検討 して,事 務 ゾステムの変 更を

行なわねばならない。

iDバ ッチ処理の活用

納期の早い 特別注文 は別 として,受 注が 出荷まで余裕があるので,で きるか ぎり事務処理

の集中化を行ない,パ ッチ処理 を活用すべ きで ある。

また事務処理の集 中化のみでな く,出 荷 の集 中化 も検討 しそみ る必要がある。特に営業所

が数 ケ所 ある場合 には,営 業所は受注受付事務 のみ とし,商 品の配 送センターと事務処理部

門を一 ケ所 に集中 して,集 中化に よるメ リットが得 られ るように したい。

この場合 には販 売事 務 のみでな く,在 庫管理事務 も含 まれて くるので詳細については次章

にゆず る。
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④ 受 注に より製造手配 し,そ れか ら納品する商品販売

商品を客先に引渡す まで期間 があるので,受 注 ・手配事務 と出荷 ・債権 債務確認事務 とはそれ

ぞれ別の事務 システムとして取上 げ,機 械化を検討 しなければならない。

.出 荷と債権 債務確認 のための事務 は機械化 に よる同一処理が可能になるが,輸 送を運送専門会

社な どの他社 に委託するとい う問題が入って くると,こ の委託条件に よって困難 な問題が 出て く

る心配が ある。すなわ ち,相 手が品物を受領 しない うちに,請 求書のみが先に客先に 届けられ る

とい うことがお きる。 こうした問題 もサブシステムの同期化 とい う点から十分 な検討を要する。

一 般に受注生産 形態 の販売事務 は受注段階での事務 の標準化(同 一 フ
ォーム化)が お くれて い

る面が見 られ る。そ こで機械化にあたっては各種 の受注帳票を整理 ・統一 した り,コ ー ド化をま

ず手 がけることが第1ス テ ップの仕事になる。

この ためには 自社の業務形態 を十分に分析することが重要である。

第2-3表 に示 した業務区分 と区分 コー ドの例は,受 注生産 を主とした製造業 の,引 合 一受注

一生産 一売上 一入金処理 の システム設計の一例である
。

第2-5表 業 務区分 と区分 コー ド

已
業務内容＼

見込発番 受 注 生 産 売 上 入 金

仮 仕 事 仮発番 0 1 内 示 1 1 仮生産 4 1 仮売上 2 1 前 受 3 1

正規仕事 発 番 0 3 決 定 1 3 生 産 4 3 売 上 2 3 入 金 3 3

取 消 全項目 0 4 全項目 1 4 全項 目 4 4 全項 目 2 4 全項目 3 4

訂正変更 一 部 0 6 一 部 1 6 一 部 4 6 一 .部 2 6 一 部 3 6

β

一 般に発生するデータの源泉である業務形態は,受 注,生 産,売 上(出 荷納品),入 金 とい っ

た順序 で単純に 捉える ものと考えやすいが,実 際にそ の区 分を分析 してみるとその業務形態は複

雑 である。

第2-3表 は業務区分 とそれ ぞれの業務内容の形を示 した もの であり,一 つの業務区分には,仮

仕事(内 示を もらって作業 に入る),正 規 仕事,取 消,訂 正変 更といった 四つの内容が存在 して

いるo

C.コ ー ド設 定 の 進 め 方

販 売 事 務 に 必 要 な コ ー ド と して は,商 品 コー ド,得 意 先 コ ー ド,仕 入 先 コー ド,取 引 区 分 コ ー,
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ド,組 織 コー ドが主な ものであるが,こ れ らのうち商品 コー ドと区分 コー ドについて示 してみょ

う。

① 商品 コー ド

コー ド化には次の三 つ の手順が必要で ある。

D商 品の類別

lD管 理 要求からの分類観点の決定

肋 コー ドづけの方法 の決定

1).商 品 の類別

取扱 っている商品お よび今後 も取扱 う可能性 のある商 品を大分類,中 分類,小 分類に類別す る。

大 分類:商 品の特性や用途に よって大分類 する。

中分類,:大 分類 された ものをさ らに中分類する。 例えば材質別 とか染色方法別 とかの製造プ

ロセスを基準にする場合 もある。

小分類:中 分類された ものをさらに価格別 とか,サ イズ別 とか仕様別に分類する。

このように大,中,小 分類 した結果 を整理 してまとめ ると,商 品全体 の姿が明らかになって く

る。 こうして分類 した ものを,1桁 目 の大 分類 を数字で示 し,2桁 目と3桁 目の中分類を2桁 の

数字 で示 し,4桁 民5桁 目,6桁 目の小分類 を3桁 の数字で示す と一つ の商品は6桁 の数字で

表示 され ることになる。

1桁 目2, .3桁 目4,5,6桁 日

大分類 中分類 小分類

ii).管 理上の要求か らの分類観点の 決定

商 品名 コー ドは商品の固有名詞的 なコー ドである。 しか し,一 つの商品名 コー ドに,一 つの商

品を対応 させるか,複 数の商品を対 応させるかは,商 品管理 の基本方針によって決定すべき事 項

で ある。

例えば,色 の種類やサイズの種類に ょる売上の把握が販売管理上必要な場合には,「 靴下」の

みの コー ド設定 では不十分であ り,'色 別 もサイズ別 も コー ドによって区分 しなければならない。

この よ うに,1対1の 対 応の原理 は コー ドにとって必要な もの であ り,こ の限 界は管理 の要求

に よって決定 され るべ き事柄で ある。

ここで注意 しなければならない ことは,管 理 のためと称 して 詳細な コー ド化を行なったが,こ

の結果に より資料のみ数 多 く作成 し,実 際の管理 アクシ 。ンが とれないようでは,詳 細に コー ド

設定 をす ることは無意味になって しま う。
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② 取引区分 コー ド

取 引といえぱ売 り一と買いに よ・り成立つのが常識であるが,一 般にはこの 売りにともなって必ら

1麺 品とか値 引とか順 格証 とかカ∫難 ず る・ak代 鎌 済の方法 も鞠 でlt"n・ 現 金動 ・

:.手形 にょる決済,割 賦販 売な どにわかれ る。 ・.

以 上の取 引区分は,単 に取引形態 を示すのみ でな.く,事 務処理における約束を意味する もので

あ り,機 械化に よるデータ処理 の場合,伝 票を標準化 して統一 した り,プ ログラムを容易にする

ため区分 コー ドが是非 とも必要である。

ニ

一 般に取引区分は1桁 の数字で示す場合が 多く
ご まれにアル ファベ ットを使 う場合 もある。

d.帳 票設計

販売事務の帳票 として原票 となる 受注票,タ イプライタか ら発行 される売上 伝票な どの帳票に

ついてその設計上の注意点を示す ζとに しょう。

① 受注原票の設計.、',

手 書 きの原票の目的 をつ ぎに示す辿∴'

i)コ ン ピュ・=タに インプッ トす るデータ項 目を正確に記入 させ ること。 ・

iDこ の原 票は現場 の第一線において,業 務を遂行する うえでの コミニケーシ 。ンの役割 を

果た している。 この ため,そ の役割 を.も考慮 して原 票上 の各項 目の設計が考慮 されなけれ ば

な らない。

iii)キ ーパンチャや オペレー タの作業能率を高めるための条件が必要で ある。1,

原 票 設計の要点

イ パンチ項 目,:タ イプ項 目をで きるだけ近 くにま、とめる。

ロ 単位を明確に した項 目のレ イア ウト。 ,、 、.・

ハ 不必要な記 入項 目をと
.る。

ニ マルチ 。イ式を活用す る。

ホ 原 票を色区分する。

例えば入金伝票 と受注原票を色で区分 して誤 りを減少 させる。1-i-

・へ 回付先の明 示 ・

② 売上 帳票の設計 ..,.. ,・._

電 子 会計機 や超小型.コン ピュータの帳票発行は タイプライタに よる場合が多 くプ タイプライタ

の機能を活か した帳票設計が必要である。
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D自 動 タイプ項 目と手動 タイプ項 目

帳票の印字 には コン ピュータか ら自動的 にタイプさせる項 目と,手 で打ってタイプさせる

項 目とが ある。 この自動的 に タイプさせる項 目は,で きるか ぎり改行を少な くして,横 一列

に配置す る。 これは電動 タィブラィタの 機能は横方向へ のタイプが最 も能率が高 く,横 方向

が短か くて改行 の多い ときは最 も能率が悪い。

AB

ノ'

/

ン

ー

ノ

/

一 ー ー 一 一
/

ン
●/

一

/
タでプ速度があが り、持続する。

キャリッジリターノf時間が妙 なく

タイプ時間が多くとれる。

/

一 ノ
/

一

〆

一

/

一

/

一 ノ
ー ノ
ー ノ/一 ノ'一

キャリッジ リターン時間が多くタイプ時間

に対する割合が多くなつて非能率になるo

第2-7図 タ イ プ 項 目 の 横 方 向 へ の 集 中

また 自動 タイプと手で のタイプが横方向で入り混 らない ようにすべきぞある。

またキ ャリッジ リター ンに関しても,第2-8図 の売上 伝票の例で示す ように,同 図Aよ

りもBの ような総合計金額欄 の取 り方を して,不 用なタグ時間やキャリッジリターン時間を

減少させる ように しなけれ ばならない。

iD日 付 や伝票ナンバーを 自動 タイプさせる

日付や伝票 ナンバーは手でタイプするよリコン ピュータに よる自動 タイプの方が速度が早

い。 また これ らの項 目は,直 線配置 の原則に よって横一列に集中化 させるっ

初 手で タイプする項 目を明確にする

手 でタイプする ところを明示するため.そ の項 目部分を薄いア ミ入にすると良い。

IV)印 刷 インクは原色を避 ける。

出来るだけ 目がつかれ ない ようやわ らかい色を選ぶよ うにす る。

V)連 続 帳票 フォームの活用

伝票 セ ッ ト時間 が不用に近 くなること,お よび作業 ス ピー ドが上昇 した ころ帳票の差換え

があるとそのス ピー ドが低下するので,連 続帳票 フォームる利用する と作業能率は向上す る。

しか し帳票 代が多少高 くなることと,台 帳 カー ド形 式の フ ォームに適 さない とい うマイナス

面 もあるのでその適用には十分検討 してみ る必要がある。
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亀

A

売L伝 票

商 品 仁 卜商品 名 単1些
. 竺墳 全 額.

合計金額
'

キ ヤ リッジ リター/

フ∠
<

(

～ー

売 卜.伝 票

向 品 品.一 ト 商品名 単1川1 数 ㍑ 金額

`
合計金額

フ∠
(

繍 繍 を打つのにキ・ リ。ジ リ…r紺 湖 を力・・1・舳 蜘 い
.,Eた ・れ 、伝

蹴1が 必要・ 票翻 っためのキャリ
。ジリ・㌧ 川}肘 少

つぎの伝票を打つためのキャリッンリクー ない
。

ソ1糊 が必要.、

第2-8図 合計 金額欄 のとり方

・・売 掛事務 と肪 鯉 勢 ・一 ・
,'

販 売管理事務 は販売活動にお ける機会損失 を減少 させるための活動に必要な事務である。

販売活動 における機会損失 とい う点か ら問題 となる事項を とりあげてみ よう。

① 売掛 債権 の管理

いかに売上 をあげで も,か ん じんの回収ができなければ経営活動』の収 入は実質的 にゼロに近 く

な って レま う。 また1件 の不良売掛 債権が,そ の会社 の収益に匹適する こともあ りうることであ

るo

売掛 債権の管理の出発点は売掛事務である。売掛事務は売掛債権を記帳し,得 意先に対する債

権 をもれ な く回収す るための基本事 務であるが,販 売が小 口多数にわたる場合にはこの事務 を軽

視する乏,請 求 もれが多 くなり債権 の回収が不完全 となって,ザ ルに水 をそそ ぐような販売活動

に なって しま うo

売 掛事務は単純 な記帳事務ではな く,債 権回収活動 を含めた管理的要素 を持 った事務であ ると

言え よう。

売上伝票 と入金伝票に よって売掛台帳に記帳 し,売 掛残高を計算 して記 帳す るとい う事務 作業

のみでな く,信 用限度枠を設定 して常にチ ェ・クをすることや,取 引先の選定のために毎月得意

先別の売掛残高一覧表を作成することも,売 掛事務 の要素 としておかな くては ならない。
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また単純 な残高のみでな く,回 収の条件に よっては月毎の残高を明瞭 に区分 して,古 い売掛 の

請求書を再発行出来る ような事務 システ ムを考慮 しな くてはならない。

第2-4表 は 売掛事務 を機械化す る場合 に必要な システム条件表の一 例を示 した ものである。

この条 件表 にこれか ら設計 しようとする売掛事務 システムの主 な必要条件をチ ェック しておけば

よいo

信用限度枠 得意先別の締切 月末締切 請求書の再発行

10万 円以上 の取 10日,20日, 全得意先について 必要あり

引先に限度枠を設 25日,月 末 管理用として必要

定
、、

残高計算
前月残分の明示 総債権残高

必要ない 手形未決済残を含

めた総債権残高が

必要

請求明細伝票と残 明細一覧表が必要 その都度請求でよ 残高をその まま請求

請求形成 高のかがみで請求 明細伝票の添付は い(当 方締切で) (合 計額)

不要
'

手形支払いが必ら 残高は全部入金す 古い売掛金から入 入金が先になる場合

ず入 る。現金 と小 る 金 し,締 切 内で も がある。 この場合,

入 金
切手と手形と3種 残る場合がある 残高はマ イナス表示

類ある に なる

こげつ き 棚上げされている 確認出来ない売掛

債 権 売掛がある。 が ある。

得意先別の月末残 限度枠をこえた得 売掛残高の多い順

高 リス トと残高総 意先には,超 過信 番に得意先 リス ト
管理資料

計 用額を計算する 作成。たSし10

万円以上

第2-4表 売掛事務システム条件表
●

② 販 売成果 と計画 との チ ェ・クlas・ よびそ の対策

販 売活動はその計画時に,商 品別,部 門別,セ ールスマン別,地 域別,得 意先別な どに基準を

おい て作成 している。 したがって,実 際の成果がその 計画に沿 って進んでいるか どうかを知るこ

とは重要 なことで ある。
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●

もし計画 どお り進んでい ないならば,そ の原 因をさが して適 切な対策を立てなければならない。

計画設定 を綿密に行 なってお くことがそ のポイン トになる。

③ 販売企画に対する基礎 データの提供

商品の需 要予測や次の商品企画に とって現在の販売データは貴重な資料となりうるものである。

ト グ のロ テ

必ず しもそれのみが決定的 な ものではないが,欠 くことQ出 来 なレrデータとなることは事実であ

るo' ,'tt^『.・ ・'-t-

特 に 販売実績資料を月単位,年 単位で必要 な要素 ごとに使用 出来るよ.うにファイルしてお くこ

とが望 ましい。 ・`.

自社 に中型 コンピュータを設置出来ない企業規模であって も,電 子計算センターを利用 して磁

気 テープに よるファイル化 をはかってお くべきであろう。

■ 売掛事務の機械化

売掛事務の機械化は昭和30年 代 か ら会計機に よって広 く行 なわれて きた。 これ らの会計機 は

加 減算のみ の機 械式の もので あった。最近はエ レク トロニク ス化され た電子 会計機や超小型 コ

ン ピュータが,売 掛事務を含あた販売事務め機械化 に活用されるようになって来ている。

第2-9図 の処理②に示す よう1に売掛事務機械化 の第1ス テ 。ブのイ ン プ ッ トデー タは売上

伝票 と入金伝票 であ り,ア ウ トプ ットは売掛台帳である。

この売掛台帳作成 のプログ ラム条件や帳票設計は,管 理目的の範囲 な どの程度にお くか:とい う

こ・・とと,得 意先 との取引条 件によって影響を うける ことはすでに述べたとお りである。

第2-9図 は電子会計機 ・超小型 コンピュータに よる小規模 データ処理の略図を示 した もの で

ある。

・次に請求事務 については 売掛事務 システム条 件表に示 した ように各種の方法があるが
,そ の機

械化 方法を示 してみ よう。

① 明細一覧表が 必要な場合

売掛元 帳 を複写出来 るように して,そ の写 しを明細一覧と して相手に とどける方法が 簡便であ

り,相 手勘定 との照合に も便利である。 ・

② 明細 伝票は不要で残高φみ で よい場合

超小 型 コンピュータの場合 売掛元帳 の内容を紙テープに とり,(磁 気元帳の場合はそのま まで

よい)そ の内容 を請求時点で コン ピュータに読み込ませて,自 動作表す る。

③ 明細伝票が請求時点で必要な場合

あ らか じめ売上伝票発行段階で同時に作成 しておいた方が良い。 整理保管期間が必要であるが,
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Q

Q

■rタ 処環装置の選定により

⑪,、2)を同一ステ7プ で処理

;る ことも可能であるワ

旦し哲」理コストは別。

'/ ・テプ

⊂ コ カ ド

QM'`テ プ

第2-9図 売掛事務と販売事務の機械化

同 じ内容 の場合が多い ので,二 重処理を避け るようにすべ きである。

f.販 売事務の コンピュータ処理方式

販売事務 を コンピュータに よって処理 しようとする場合,ど のような処理 方式を とった らよい

かについて示 してみよう。

① 売上 伝票のみ の機械化

タイプライタと計算機 と連動 した伝票発行機(ビ リングマシン)の なかから,自 社の伝票の計

算式が処理出来 る ものを選定すれ ば良い。

伝票発行のみで なく,売 上統計をとりたい場合には,上 記の ビリングマシンに紙 テープせん孔

装置が附属 した機械を選ぶ。そ してこの売上伝票の内容をせん 孔した紙 テープは,電 子計算 セン

タ ーに毎月1回 ～3回 程度に分けて,そ の処 理を依頼する。

商品 コー ドが 売上 伝票に正確に記入出来 ない事務条件が ある場合には,エ ッジカー ドと呼ぶあ

らか じめ商品名や商品 コー ドをパンチ したカー ドが利用出来る紙テ ープ読取機 つきの機械を選定

す る。

この紙テ ープ読取機 や紙 テ ープせん孔機 のっ いた伝票発行機は商品名 として超小型 コン ピュー

タとかシステムタイプとか呼ばれ てい るが,そ の なかか ら選定すれ ば良い。第2-1・0図 参照
,

●
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商品 エツ ジカ

/

、

売 上伝 票

/!一 一{∴ 一一 ∵ ∴.
せん孔紙 テ プ

紙テ フ読取機
紙テ フせAイ1機

第2-10図 伝票発行機 と紙テープ競取機、紙テープせ ん孔機

② 売上 伝票,売 掛元帳,請 求事務 日報,月 報までを含 めた機械化

売掛元帳の記帳が毎 日必要 な場合,例 えば,販 売担当者がρつで もそれまでの記帳状況を見ること

が 必要 とする場合には 毎日発生した売掛債権の状況 を記帳して明瞭にしておくことが要望 される。 この

場合一覧式,カ ー ド式の台帳を使用する。 この分野 の機械化は従来機械式の 会計機が多 く利 用さ

れたが,最 近では電子式会計機,超 小型 コンピュータが利用 されるようになって来ている。

それは エレ ク トロニ クス化することに より記憶装置 の拡大が容易になり,デ ータの入力,出

力の速度 も早 くなったので,商 品販売の日報 や月報などの統計事務処理が正 確に,ス ピーディに

処理出来るようになったか らである。

しか し販売事務の帳 票発行が主体の機械化 を目的 としているので,詳 細項 目にわたる統計事務

の処理 は困難である。 これはその価格 と性能上 やむ を得 ない。 第2-11図 か ら第2-20図

ま でに ビ リングを中心 と した超小型 コン ピュータに よる販売事務 のフローチ ャー トと帳票例を示

した。

③ 販 売管理資料作成を中心 とした機械化

データ処理機能を中心 として持っている小型 コンピュータを選定する方法 と,中 大型 コン ピュ

ータを持つ計算センターを利用する方法がある
。

い ずれ もこのデータ処理機能は分類 とファイルメンテナンスと作表の三 つが主 な もの である。

この処理装置の選定については,

① 目的資料として何 をつ くるかを明確に し,そ の 処理 システムを設計する。

② その必要 な処理条件に適合 した装置の選定 を行な う。

とい う手順が必要である。

自社 内に コン ピュータを導入する場合,入 力するデータ量の決め方が問題になるが,現 在の デ
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一 夕量を基準 とす る試算のみでな く
,約2～3年 後 データ量の想定 をも行なって,導 入 当初の

稼働計画,2～3年 後の稼働計画 も試算 してお き,こ れ らを前提 として装置の選定 を行な うとよ

いol

第2--21図 に受注統計表 と売上統計表を作成す る プロセス ・フ ローチ ャー トとア ウトプット

の内容を示 しておいたの で参照 してMた だ きたい。 この例は中型 コン ビ;rタ を持つ電子計算 セ

ン ターを利用 した もめである。
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第2--22図 売 上統計表作成のプ ロセスフローチ ャー ト
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第2節 給与計算事務

給与計算は比較的機械化に着手 しやすい対象の業務である。それは事務 システ云が完全にルー

チン化 〔制度化)さ れてお り,給 与計算 の手 順が,こ まかい例外規定 まで含めて出来上 ってい る

からである。

この完全 なル ーチン化は他 の事務(経 理 事務 を除いて)に 見られない点である。 この理 由と し

ては第1に 賃金支払が経営活動の出発点であるとい うことを経営者が重視 している ことをあげる

ことが出来 よう。第2に は この給与計算 のシステムづくりには経営者が率先して参加 していると

い うことである。第3に は このシステムに よって影響を受ける従業員側 も,こ のシステムが うま

く働 くように協力してい るとい うことである。例えば出勤,退 勤 には必らず タイムカー ドを押す

とか,残 業時間 の報告をす るとか と言ったことである。 この協力の基調 には相互 に経営活動の基

本である とい う認識を持 つ点 にあると言 えよう。

しか し非常に着手 しやすい という反面,こ の給与計算事務 のコンピュータ化を軽視するむきが

見られる。そ の一 つの言葉 と して"メ リッ ト"が ない と言われていることが あるo

た しかに中小規模 の企業では従業員数が限 られているだけに,給 与計算 をコンピュータにのせ

たか らと言 って,計 算要員を ごそ っと減 らす こ とは出来 ない。 ただ明瞭に言え ることは,給 与計

算事務に必要な稼働工数,す なわち1人1時 間を1工 数 とした場合の必要 な工数 を1/3か ら

1/5ぐ らいに減少させ ることは 出来 る。

給与計算は コン ピュータ化され る他 の事務に くらべて,デ ータ量が少 ない とい う特徴がある。

このため"メ リ・ ト"は あるのだが,軽 視 されるとい う傾向がつ よい。

しか し,こ うした事務ほ どコン ピュータ化 の手 ならしとして絶好の ものはないのであ る。次に

そ の利 点をあげてみ ようo

① 完全に事 務がルーチン化 されてお り,シ ステム設計 の仕事 がや り易 く,短 い期間でまとめ

る ことが出来る。

② ブ・グ ラムをつ くるための条 件が ととのっている。

③ 手作業 の工数 がつかめているので,コ ンピュータ化 した場合の効果がつかみやすい。

④ 第1線 の現場が インプ ・ト.データ作成に協力 して くれ る。

a.給 与 計算 と他の事務 システムとの関連

給 与計算事務 を コン ピュータ化 しようと する場合,単 純に給 与言]算のみを対象と して考えその
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機械化 を行な うことは,コ ン ピュータ化の メ リ。トが得 られ る幅を狭 くして しまう。

そ こで給与計算そ の ものを取り上げるまえに,給 与計算が他の事務 システムに対 して持 ってい

る関連性をあ らか じめ考えて,出 来 るだけ給与計算の結果が他の事務 システムにインプ 。トデー

タとして送 りこまれ,そ れが活用出来 るような関連 システムを予定 してお くことが必要である。

勿論,他 の事務 システムの コン ピュータ化はす ぐ着手されな くて もよい。 しか し,コ ンピュー

タ化の路線 をあ らか じめ考えてお くことは極 めて重要 なことである。

■ 給与計算 と労務 統計

一般に給与計算と呼 ばれている対象の業務 の内容は
,毎 月の 「個人別給与明細書」 の作成,取

引金融機関に対する現金 引出しを正確に行な うための'r金 程 表」と年に1回 行 なう 「年末調整」

の作成があるq

このほかに関連事務 として労働基準監督署に対する必要書類 としての 「個人別給与台帳」の作

成 がある。 、

主要計算事務は以上 の四つであるが,こ れ らの事務の関連を示 したのが第2-23図 で ある。

給与計算そ のものは単なる計算事務にす ぎないが,こ れを内容か ら見た場合,そ の企業の労務

管理上 における貴重なデータを持っている。 これ らのデータを活用して労務管理や人事管理の運

用 に役立て ることが行なわれている。 これは給与統計 とか労務 統計または人事 統計 とも言われて

いるが,本 章では労務統計 と表現 してお こう。

個人別

給 与基 準

(給 与 マスター)

個人別

給与明細書

勤務デ ータ

金程表

図52一2第

個人別

給与台帳

年末調整

次 に労務統計の内容にっいて示してみ よう。 ・

① 給与項 目中の支払項 目,引 去項 目の集計 と平均値の計算

給与明細書には支払項 目と して,基 本給 役付手当,出 勤手当(皆 勤 手当),家 族手 当,住 宅

手当,普 通残業手当,深 夜残業手当,通 勤手当,そ の他諸手 当がある。また引去項 目としては,

欠 勤引去金額,遅 刻早退引去金額,所 得税,地 方税,健 康保険料,失 業保険料,団 体生 命保険料,
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購買代金な どその他の引去金額がある。.…

こ垣 の瀕 目のう塑 腰 越 ゆ 宇 それひ 錐 頚 輪 計値か平醜 操 出すること

は,コ ン ピュータに よって容易に出来 るこ とでーある。..

例え ば 当社の基本給 の平均は幾 らである・か とか∵ 今月の普通残業,深 夜残業お よび残業の時

間数と金額は部門別順 らで軌1人 当切 平地 嘩 間であ力 その鑑 は幾らであ・たの

か を知ることが出来 よ、うo・ 、 、、

そのほか,健 康保険料'や失業保険料に して も経理 側では当然支払を行な うので》その支払のた

め の事務 を統計とい う作業の もとに,行 なわ て しま'うことが可能である。源泉徴集 の税金の場合

も同様である。

これ らの給与項 目の計算は これ の毎 月値を累積させて,半 年合計,年 合計 を算 出 してお くと,一年

度予算を編成するとぎに参考 どして役立う6例 え1ぱ住宅手 当などが一律でなく,給与 ベースや役付 ベ

ース で支給される場合 など 次年度は どの程 度の予算化をしようかなどと検討 する場合,有 効 な資料

になる6・

・ま た昇給 などを検 討する場合
,賞 与の支給額を基本給 ベースで検討する ときなどには必須 の資

料 である。:.・ ・:'i'・'・ ・'・:'層 ・'丁

以 上述べて来た こと.は手作業で も行 なえる し,今 迄手作業で個々に行 なってき.た事務作業 で も

ある。 しか しこれ ら項 目別 の集計,分 析事務 は,コ ンピュータに よる給与計算の副産物 として,

'容易に処理するご
.とが出来 るどげ う.ことを知って苦 く必要が ある。,

② ・現 場プ管理者別 労務統計 ・一

・・直接作業者と管理者 とにわけて,そ の賃金支払の実体を内容別に示す 資料である。.

こ うした資料はそれぞれ の企業に よって,こ となった内容を必要 とするケースが 多い。

、例え ば,・直接作業者を男女別にわけて統計をとる とか,部 門別にわけて とるとかすることが出

来 る。総務部 の資料,営 業部 や製造部門の資料などを個 々にま とめてみる場合な どがある。

これ らは分類を必要 とするキニ(鍵)を,、 それぞれ の個人別のデ⊥タにつけておけば よい。 し

た がって分類 コー ドのつけ方によってその活用の範囲が決ま って くる。

第2-24図 は キーとなる コー ドを示 した もので ある。

13)年 令 別基本給 リス ト

毎年の昇給や長期の賃金政策 を検 討する場合,年 令別 にその賃金水準を見 たい場合がある。 ま

た この年令別のほかに卒年次別に見たい場合 もあろ う。 こ うした場合 も前項 と同 じよう,に,分 類

・す るための 「キー」を コー ドどしてあ らか じめデータのなかに入れてお くとよい。

一111一



個 人 コ ー ド 給与明細 データ
管理者か作業

者かの区分
男か女かの区分

所属する部 ・

課区分
＼ ノ

は じめか ら追加 してお く分類のための コー ド

必要な コー ドを 「キー」 として分類に使 えば よい。

第2-24図 分類を必要 とする 「キー」 の追加

この場合,現 在 の状況を知ることのみでな く,「 α」 とい う係数を与えた場合,結 果が どう出

るか とい う仮定計算が出来 るように してお くことが望ま しい。 現実計算 のみの プログラムではな

く,将 来計算が可能 な要素 をその プログ ラムのなか に埋め込んでお くと,活 用の範囲をひろげ る

ことがで きようo

■ 給与計算 と原価計算

原価計算 に必要 な労務員 の算出と給与計算 とは本来密接 な関係 を持つべき ものである。 しか し

一般には実 際原 価計算の場合で も
,給 与計算の結果 をそのまま利用することは,割 合 と少ない。

その理 由としては,原 価計算 の場合は1ケ 月を単位 として期間計算を行な っているが,給 与計算

はほ とん どが15日 締 とか,20日 締 とかで,月 末締は少 ない。 このため期間が一 致 していない

ので,給 与計算結果 をそのまま利用 することがむずか しいとい う事情が ある。

また一方給与計算の際に,そ れを部 門別に把握 してい る場合 が少 ない とい うことも理由 として

あげ ることが出来 よう。

すべての原価計算方式に給与計算結果 を利用することは困難ではあるが,部 ・課別 に部門賃金

が つかめて,労 務費算出に この賃金計算結果を活用す ることが可能 であれば,給 与計算 のデータ

は 給与のみでな く,原 価把握の面に も使 うことが出来 るので,コ ン ピュータの有効利用度は向上

す る。

このためには給与計算のコンピュータ処理を設計 するときに,次 の諸点を十分検討 してみるこ

とをすすめたい。

① 給与計算の締 切を月末締にす る。大企業 では月末締に しているところがかなり見 られるが,

中 小企業では一般に少ない。

15日 締 や20日 締 か ら月末締に移行するには,給 与の前払が一時必要になるが,従 業員側の

協力があれば困難なことではない。

② 労務費算 出の区分 と組織区分 を一致さぜる。

原 価計算の方式に よってはむずか しい問題である。 しか し,部 ・課別 に区分 して集計 した給与

計算結果が,工 程別 労務費の算 出に結びつ くか どうか とい う点を検討 してみる必要が ある。 また
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製品が部 門別 には っきりわかれてい る場合には,総 合 ではあるが製品の労務 費として利用出来 る

か どうか を検討 してみるべきである。

このために は現行の手作業に よる原価計算手続を再見直 し,コ ンピュー タ処理 に よる計算方法

を よく検討 してみ なければならない。

b.給 与 計算事務の コンピュータ化 の進め方

前 節において述 べたように給 与計算事務を コン ピュータ化する場合 には,給 与明 細書の作成や

金程表の作成 にのみにとらわれることな く,労 務統計 や原価計算について も十分な検討 を行ない,

給 与のデータを どこまで活用するかとい うことを決めなけれ ばならない。

その範囲が決ま ったならば,そ こで第1段 階 と しての 「給与明細書」や 「金程 表」作成を コン

ピュータにのせる。そ して第2段 階 として 「労務統計」や 「年末調整」をのせ,第3段 階 として

「原 価計算」 との関連事務 をのせ るように したい。

このように第1段 階から第3段 階までを設 けた のはその進 め方を明瞭に示 すためであ り,準 備

体制いかんに よっては第1段 階から第3段 階までを同時に コン ピュータ化をはか ることも可能で

ある。

第2-25図 は以上述べた事務 シxテ ムの関連図を示 した ものである。

給与 マスタ ー

第2-25図 給 与計算 と他の事務 システムとの関連図

これ らの関連 システムを結 びつける ものは分類作業の 「キー」 となる コー ドである。

給与 データの活用は,こ の コー ド設計にかかってい ると言って も良いだろう。

次 にこれ らコードの設定方法について述べ よう。

■ コンピュータの選定

一般に給与計算が主目的 でコン ピュータを選定 する場合は少なく,他 の業務が主役で,脇 役 と

して給与計算が取 りあげ られる場合が多い。 しか しこの級 ならここまで出来るとい う知識 も必要
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で あ ろ う。,、ltt"

そ れ で は コ ン ピ ュ ー タ の 種 類 に よ っ て,ど の 範 囲 ま で の 仕 事 が こ な せ る か を 大 ま か に 示 し で み

よ うo.・.・ ・:・

第2-5表 は 給 与 計 算 の 個 々 の 業 務 内 容 と選 定 す る コ ン ピ ュ ー タの 処 理 速 度 に つ い て 示 し た も

の で あ る 。 実 際 に は 他 の 処 理 業 務 と コ ス ト面 か ら も検 討 す る 必 要 が あ る の で,速 い か ら 良 い とい

う わ け に は 行 か な い 。 … 、..tt1・ こ

、. J..第2-5表 給 与 計 算 と コ ン ピ ュー タ の 選 定 、.、

区
機 種レベル

給畑 細書
給与項目集計

給与台帳
労務統計 原価計算 備 考

分 金 種 表 年末調整

150万 円～ 時間をかけれ ば簡 単な統計 業務は出来る場合が・
O ∩ ⊃ 7

_ 一

超 299万 円 あるo

小 300万 円～
o ◎ ◎ r) o

型 599万 円

600万 円～
◎ ◎ ・ ⇒ ◎ ↓(、)

999万 円

:
1000万 円 ～

2499万 円

◎ .' ◎ ⑥ ⑥ ◎
機器構成の内容 によつて,特 に磁気 ア ーブ付か・

磁気 デ ィスク付かに よって処理時間は 委fヒする,}

中 2501い ∫円

、

《 ～ ◎ ◎ ◎ ◎ ⑥
型 L

、;1超

算
セ+小 o o ◎ ⑥ ◎
ン

多 型

| 1

(注)○ と◎～@は 処理時間の速さを示す。

小型,中 ・大型ほど速くなる。.

c.給 与 計 算 に 必 要 な コ ー ドの設 定 方 法.

給与明細書 と金程表の作成 のみを ≠ンピュ一夕で処理する 目的であるな らば・ コー ド設計の問

題は極めて簡単である。現在使用 されてい る従業員 コー ド,恐 ら1く入社順位に つけ られた もので

あ ろ うが,そ れで も十分用はた りる6

しか し給与明細書のみでな く,労 務統計 や原価計算に も給与データを活用 しようとす るときに

は,こ れ らの アウ トプ ットを考慮 した コー ドづ くりが必要になって くる。 ・

例にあげた従業員 コー ドも入社順位で設定 したのでは,全 く役立た ない コー ドになって しまう。

次に給与 コー ド設定の詳細 について示 してみ よう。

■ 従業員 コー ドの設定 、'1・;

従 業員 コー ドの設定は コン ピュータ処理 の目標に よって設定す ることが必要 であ る。'

したが って給与計算 データの活用を,労 務統計お よび原価計算にまで 目標に入れ ると決めれ ば,
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次 に 示 す 条 件 を 組 込 ま な け れ ば な ら な い 。 、.・ …:・.∵ … 一 ・

・ ① .部 ・課 別 コ ー ド.一 .,・.、.',・.、

2桁 を とれ ば よい 。 最 初 の1桁 目は 部 門 を 示 し,次 の2桁 目は 課 を 示 す こ とに な る 。 ・

② 従 業 員 コ ー ド1、..、.、.一..

これ は 入 社:し た 時1人 の 従 業 員 に 対 応 し て つ け る.背 番 号 で あ る。 入 社 順 位 で 良 い 。

こ の 従 業 員 コ 「 ドと部 ・課 別 、コ ー.ドを 組 合 せ た も の が 従 業 員 コ.-1ド の 基 本 形 に な る 。

国 国 口 口 口 ・ ・,…'・ … 『一.・
　 　　　　　ヤ　　　ノ

部 ・・課 コ ー・『ド ・・背 番 号 コ・-Lド,..1.:/

こ の 背 番 号 コ ー ドを1桁 余 分 に と っ て 卒 年 次 を入 れ る の も=一つ の 方 法 で あ る。・例 え ば46年 率 で

あ れ ば6を 頭 に も っ て く る とい う コ ー ド化 を 行 な う。 、'.・....∵

背 番 号 ・コ:一 ドに 組 織 コ ー・ドを 組 入 れ る と,配 置 転 換 や 転 勤 の と き に 背 番号 コ ー ド を 変 更 しな け

れ ば な ら ない の で,繁 雑 さ を 避 け る た め に 組 織 コニ ドは 別 に し て 組 合 わ せ た 方 が よい 。

背 番 号 コ ー ドは3桁 とれ ば999人 ま,・で 活 用 で き る 。,1000人 ・を 超 え る の が3～4年 後 に 予

測 出来 る よ う で あ れ ば4桁 と っ て お い た 方 が よ'い。 、 ・1"t

部 ・課 コ ー ドは2折 と っ た 場 合 部 が10・ ま で,一 つ の 部 内 で ρ 課 が10ま で 許 容 出 来 る が,も

し部 の 増 設 が 見 込 ま'れ た り,.課 の 増 設 が 見 込 ま れ た り して1』0以 上 に な る こ と が 予 測 出来 る場 合

に は,そ れ ぞ れ1桁 宛 増 加 して お い た 方 が 良 い っ ま た 企 業 内 で の 部 で な くて も,例 え ば 開 発 室 と

か 企 画 室 とか 課 並 み の組 織 で あつ て も,そ れ が 機 能 的 に 部 と し て の 大 区 分 の 扱 い を 必 要 と す る 場

合 に は,部 コ ー ドの なか に 含 め る と良 い 。 ・ ∵_..一 、・

ま た 一 つ か,二 つ の部 だ け が10以 上 の 課 を 持 ち,他 の部 の ほ とん どが 課 の 数 が 少 な い 場 合,

10単 位 の ブ ロ ック 分 類 法 で は な く,都 合 の よい 単 位 数 で 区 区切れ.ばSい 。パ_..1,.,

.一 つ の 例 を 示 すo`'・-t

総 務 部'Ol・yO5

経 理 部06～09

製 造 部10～29.[.、.・..・

○ ○ 工 場.30～49・

営 業 部'50～59',,'・tt.1

・管 理 部
.'60～69,.

技 術 部tt70～79

③ 男 ・女 別 コ ー ド ・
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この取扱いは特殊 な統計上 の要求がある場合にか ぎられるであろう。1桁 を余分にとって,そ

れに ゼロか1を 男 ・女の区分 として決めて入れ るようにするとよい。背番号 コー ドを1桁 ふやす

とい う組合 せ方で も良い。

④ 管理 者 ・非管理者別 コー ド

特にこの区分 ゴー ドを入れ るか どうかは別な検討 も必要 である。 まず第1に 管理者の定義 を明

確に してk・ くことが必要である。 また区分 コー ドを入れ ると1'桁 増 えるので,わ ざわ ざ増やさな

くて も,管 理者手当(役 付手当)が 給与支給内容に入っていれば,管 理者か どうかの選び出 し判

断は,そ の手当金額 のあるな しで判断出来 る。 現場の役付者は労務 統計上の管理者に入れ ない場

合は,一 定 金額以上 を管理者手当 として チェックす る必要がある。

■ データを分類 ・集計の 「キー」 として利 用す る方法

コー ドは アウ トプ ットを得 る手段であり,デ ータを分類 ・集計するための 「キー」 としての役

割を持ってい る。 しか しコー ドのみが 「キー」の役割を果 してい るのではないo給 与 データその

ものが必要な資料を得るための 「キー」の役割を果 さなければならない。

給 与データはいろいろな項 目をデータとして持 っており,こ れ らの個 々の項 目データを分類 ・

集計 の 「キー」乏 して活用するこ とが,コ ンピュータ処理 のポイン トになる。

分類 ・集計は.コー ドの役割であると思ってい る方が少な くないが,デ ータもまた コー ドと同 じ

役割を果たすことが 出来 るのである。

既に述べた ように,給 与明細書の支給項 目,差 引項 目は経営の必要度に応 じて 「キー」 として

コン ピュータ処理で活用 しなければならない。

d.原 始 データの整理統合 と帳票設計

給与計算の原 始データには支払区分 と引去 り区分とがある。 支払区 分には勤務状況を示す変動

デ ータと,手 当な どの固定デ ータがある。引去 り区分には従業員 が支払義務を持 つ食券代,作 業

衣代,貸 付金返済 などの諸費用項 目がある。

これ らの引去b区 分についての事務は,1件1件 のデータの金額が小額であることが多 く,そ

の量 も多い。 そこでそれ らを1件1件 給与計算O原 始 データと して,直 接 コン ピュータに インプ

ッ トする ことは効率的 でないので避けるよ うに したい。 このため,諸 費用項 目はあ らか じめ一括

しておき,給 与か ら差引 く方法が一般にとられている。給与からこれ らの諸費用を差引 くために

は給与計算を行 なう前に勤務 データとともに変動 データと して これ らの諸費用 も整理統合 してお

か なければな らない。
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① タイムカー ドの集計

普通勤務 データはタイムカー ドの集計か ら始まるわけであるが,そ の前にまず タイムカードの

チ ェックが必要である。

タイムカー ドに打刻された時刻から残業時あるいは遅刻,早 退時間の計算がで きるのであるが,

よ り正確なデータにするために毎 日の勤務報告書 との チェックが大事なことである。実際は この

チ ェ・ク作業をまとめて給与計算直前にする とい うことでな くその日の内にあるいは少な くと も

翌 日に処理すべ き ものである。図に示す勤務状況一覧表(第2-26図)に 毎 日記入 してい くとよ

いoチ ェックが終るとデータ整理表第2-28図 の勤務状況欄に各々の合計を記入する。

」

勤 務 状 況 一一覧 表

⊥,・ ・川'‥ 賭

'

月 日 出勤 欠勤 病欠 特休 年休
'r休 羽休 振休 振出 休山 遅 ㌧1時間 普llf!残 業 時 間 深IV残 咄 ～∫間

ミ

'一 「
一へ
＼

一

　 一

＼ へ ＼
一-一 ー ー 一

合 、il

一

「 ・.一

}一 一

＼＼
～,-- ・ ・一

一 一 、..

、

一・一一 ＼一.

一 一 一 一,-F 一}A

}一

－L'一

ひ

一‥ 一 一 婿

.〒

＼
一

w ＼
}一 ラ〒女A－L-'.

.・　 一 一

第2-26図 勤務状況一覧表

② その他 の勤務 データ

そ の企業の給与体系に よって タイムカー ドに表示できない勤務 データ(生 産手当,乗 務手当等)

が ある場合は勤務 報告書に記入できるように してお くのが良い。で きる限 り多種の報告書を作 ら

ない ように したい ものであるo

③ 諸 費用データの集計

諸費用の データとい うのは会社が社員に対 しての食 費,作 業衣等の立替金のことである,費 用

ではないが貸付金に類す るものまで含 めた ものとして考えている。
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前述 したように,こ れ らの費用の徴収は,費 用の発生部 門か,あ るいは取扱った ところで処理

す べ き性質のものであるが,清 算する とい う意味か ら給与計算処理に亡れ らの清算処理を含め る

ことは種々と便利 なことは確かで ある。それでは諸費用 を給与 より差引 くためには どうす るか と

い うと,ま ず費用 を部 門別個人別に集計するのであるが,後 々データの ミスに よリ トラ.ブルを起

こさない ようにするためにとれ らの集計作業は データの発生部 門でおこない,そ の結果 を各個人

に チェ ックさせる ぐらいの慎重さが必要で ある。

○
個人別話費用

明細台帳

個人別話費用

集計表

給与計算係に提出

第2-27図 個人別集計作業の手続

給与計算後は各部 門より報告 された諸費用データを,変 動 デ ータ整理表に記入するに止め前述

した ようにチ 三ック,集 計作業 はする必要はない。'

④ 変動 デー・タ整理表の設計

各部門が項 目別に報告される勤務 デ三夕い諸費用 データを確実に,か つ効率 よくコン ピュータ

に インプ ットするためにはこれ らの データを整理統合 する必要がある。超小型 コンビ ュー久を使

っ』て給与計算処理 を行 う場合は特に次の点に注意 しなければ ならない。

D項 目の配置は給与明細書の項 目配置に注意 して設計 する。

iD項 目と項 目,行 と行の区切bの 線はで きるだけ太 くする。

iiD特 に勤務 データと諸費用は区別 して設計す る。

iv)桁 つ れ ミスを防 ぐ意味 で一 桁毎に細線を入れる ようにする。

.V)給 与 支給 明細書の各項 目の桁数に合致 した ものに しなければ ならない。 、』
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第2-28図 変 動 デ ー ダ 整 理 表

変動 デ ー タ.整理 表

事故区分 O無 才`故
1tfi故 有 り



以上のことを考慮 した帳票を第2-28図 に 示 してある。

e。 変更データの処理方法

変更データには定期的に変更 しなけれ ばな らない ものと,不 定期 に発生するデータの二種類が

あ る。前者に該当する もの としては,地 方税,定 期昇給に よる基本給の変更が ある。超過勤務単

価,健 康保険料,厚 生年金等は基本給の変更に より必 然的 に変更 しなければな らない ものである。

不定期 な変更 データと して考え られ る ものは,入 社.退 社に よる追加,削 除,扶 養親族の増減,

さ らに生命保険料 とか月賦代金を取扱 っていた場合 はこれ らの変更が発生する。

それ ではこれ らの変更を どう処理す るか とい うことについて説明 してみ よう。

エ ッジカー ド方式で処理 する場合の手順は第2-29図 の方 法で行 うのが普通である。

変更のない項 目は旧エ ッジカー ドか らそのまS新 カー ドに コピーを取 り,タ イプライターよリ

イ ンプットされた項 目が変更のあったデータであるとみな して(変 更項 目のみ タイプインをする)

、旧エ ッジカー ドの データと入換えてパンチアウ トする ように プログラ ミング してお くと作業が能

率的である。

変更依頼譜

第2-29図 エ ッジカー ドによる変動データの処理 フ ロー
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マ ス タ ー 変 更 モ ニ タ ー

一

社員No 基本給 役付手当 扶養手当 市民税 定期代 生命保険 月 賦

、

1001 2000

変更のあった項 目 一 ＼タイプイ

項 目は旧

の内容が

ンされない

マスター%

コ ピ ー さ れ る タ イ プ イ ン され た デ ー タは そ の まSエ ッ ジ カ ー ド

に パ ン チ さ れ る

/

一 一 一 一 一 一 一 一 守
一 一 ー ー 一 一 ■一 一 ■ 一一 一 ー 一 －

w-一 一 一 一 ー ー ー 一

新 マ ス タ エ ッ ジ カ ー ド

第2-・50図

f.所 得 税計算の処理方法

給与所得に対する源泉徴収税額は各種の税額表を適用 して求めるのが原則であるが,所 得税法

の規定に より,税 額表に よらないで,機 械計算に よることがで きる特例が設け られている。容量

の大 きな機械で処理する場合には税額表そ の ものを機械に組み込むことができればそれでよいのであ

るが 超小型,あ るいは小型の機械で処理するときはこの計算機による税額計算方法 によらねばならない。

次にこの計算機に よる税額計 算の方法について説明することにする。

'この計 算 機 に よる方法 は大蔵省告示の形で定め られることになり
,税 法改正があればそれ

に 従ってその都度定め られ ることになる。 ここに述べるのH昭 和46年4月1日 告示に よる もの

で ある。

① 月額表 甲表 の甲欄 の税額に代える税額

i)ま ず,そ の月の給与の金額か ら社会保 険料を控除する。

[D(1)で 求 めた社会保険料控除後の給与の金額か ら次の④か ら←)までの金額の合計額を控除

す るo

イ)第2-6表 に定める給与所得控除の額

ロ)控 除対象配偶者がある場合 には,第2-7表 に定 める配偶者控除の額
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ハ)扶 養親族がある場合には,別 表に定める扶養控除の額

・(注)月 額表甲表を適用する場合 と同様に,障 害者,老 年者,寡 婦または勤労学生に

該当する人については,そ の該当することに扶養親族が1人 あるものとし,扶 養親族

等のうちに障害者がある場合には,そ の障害者1人 について他に1人 の扶養親族があ

るものとする。

二)別 表2-2に 定める基礎控除の額

iii)(ji)による控除後の金額(そ の月の課税給与所得金額をいう)に 応じて,第2-8表 に定

める算式により税額を計算する。

これが求める税額である。

② 月額表乙表の税額に代える税額め計算方法も配偶者控除がないという点が違 うだけで甲表

甲欄の税額と同じ要領で求める。

③ 機械計算の特例に よる税額計算に当たっての注意点

D甲 表適用者と乙表適用者との区分

上記の機械計算{(よ る税額計算に当たって4,甲 表と1乙表との適用区分に注意する,tと も

に,甲 表 甲欄 を適用す る人についての控除額と乙表を適用する入 についての控除額が第2-

9表 の ようになることに注意する。

iD機 械 計算の特例に より求めた税額 と税額表に よる税額 との差異

前記3に よる機械計算の特例により求めた税額は源泉徴収税額表のそれぞれ の該当欄 の税

額 とは必ず しも一致 しない。・

これは次 のような理由に よるものである。

イ 税額表の税額は,・その月の 社会保険料控除後の給与の金額の範囲(た とえば,「72,

000円 か ら72,999円 ま で」)の 中間値を基 として計算 してある(た とえば,「

72,000円 か ら72,99。9円 まで」の場合には,72,500円 として計算する。

第2-31図 に 所得税計算ルー チンのプログ ラムチャー トを示 してお く。
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第2-6表

その月の社会保険料控除後の給与の額A
給与所得控除の額B

以 上 以 下

10,834

94,167

177,501

344,167

10,833

94,166

177500

344,166

B=A

B=A×20%+8,667円

B=A×10%+18,084円

B=A×5%+26,959円

B=44,167

注Bの1円 未満の値は切上げる

第2-7表

配偶者控除の額 15,834円

扶養控除の額 10,834円 ×扶養親族の数

基礎控除の額 15,834円

第2-8表

b

その月の課税給与所得金額C
税額の算式

以 上 以 下

2,500 C×10%

25,001 50,000 C×12-、500
'

50,001 75,000 C×14-L500

75,001 100,000 C×16-3,000

100,001 125,000 C×18-5,000

125,001 166,666 C×21-8,750

166,667 208,333 C×24-13,750

208,334 250,000 C×27-20,000

250凡001 291,666 C×30-27,500

291,667 333,333 C×34-39,167

333,334 416,666 C×38-52,500
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第2-9表

区 分 控除対象人員数 控 除 額

甲表適用者

0人(基 礎控除額) 15,834円

1人(基 礎控除+配 偶者控除) 31,668

2人 以上

基礎控除+配 偶者控除+扶 養控除

3L668十(lq834)x(人 数 一1)

乙表適用者 1人 以 上 15,834十10,834×(人 数 一1)

次にさらに簡便な計算方法を示してお く。

1)課 税対象額を次表に基づいて中間値に変換する。(A)

課税対象額の範囲 税額表のキザミ方 中間値のとり方

0以 上 ～99,000円 未 満 1000円 千 円未満切捨てた後500円 プラス

99,000～201,000 2000
""千 の 位 が 奇 数 の 時1000円 プ ラ ス ・

〃"偶 数 の 時0円 プ ラ ス

201,000～300,000 3000 3000で 除 し,余 りを 引 き ・1500円 を プラス

iD給 与所得控除額を次表により算出する。(B)

課税対象額を中間値変換した額(A) 給与所得控除額(B)

0以 上 ～10,833円 以 下 B=A

10,834～94,166 B=Ax20%十8,667

94,167～177.500 B=A×10%+18,084

177,501～344,166 B=A×5%+26,959

344,167～ B=44,167

iii)

iv)

V)

vi)

*円 未満切上 げ

基礎控除額16,667円 … …(C)

扶養 控除額 を次式によb算 出……(D)

甲表 適用者

16,667+(扶 養 人数 一2)×11,667

乙表 適用者

11,667+(扶 養 人数 一2)×11,667

課 税 給与所得金額(E)を 求 め る。

E==A-B-CN-D

課 税 給与所得金額(E)に よ り次表から所得 税を求める。
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課税給与所得金額(E) 所 得 税G

(以 上)33,333(以 下) G=E×10%-0

33,334～66,666 G=E×12-667

66,667～100,000 G=E×14-2,000

100,001～133,333 G=E×16-4,000

133,334～166,666 G=E×18-6,667

166,667～216,666 G=E×21-11,667

216,667～266,666 G=E×24-18,167

266,667～316,666 ・G=E×27-35,667

'(注)課 税給与所得金額が316
,666円 を超える場合は計算不能である。

9。 個人別給与台帳の処理

給与 の機械処理 システムの中で もっ ともシステム化がむずか しい とされてきたのが この個人台

帳の処理 である。それは法的に定め られた,常 に支払状況を一覧 出来 る ように して,税 務署の指

示にいつで も対処できなければならなか ったか らである。 しか しなが ら最近における計算機 の普

及か ら給与計算を機械処理 にする企業が多 く,機 械処理の効率 をあげ る意味において必ず しも一

覧性 がな くとも税務署は認めるようになった。機械処理に移行するに当 っては税務署に事前にそ

の 旨報告 して許可 を取る ようにするのが よい。

もと もと台帳には データのファイル とい う機能を持 っていたのであるが機械処理 に移行 した場

合,そ の ファイル機能を別の手段(磁 気 テープ,デ ィスク,紙 テープ等)に よるのが普通 であり,

そ れ はデータ処理 としてのシステ ム効率をあげる意味において も非常に重要な問題である。機械

処理 システムにおいてアウ トブ 。ト資料 ファイル とデータ ファイル とは意味が違うことに注意 し

なければならない。す なわ ち結果の経歴書 としての個人台帳 とシステムの中間データとして次シ

ステ ムの インプ ットデータのためファイル しなけれ ばならない個人台帳が考え られ るのである。

次にA社 に於ける超小型 コンピュータによる台帳 システムを例示 しておこう。

当初に第2-32図 に示す ように給与明細テープから個人台帳 に コ ン ピュー タ を使 って毎月

記入 し,か つ年末調整処理 のためにそのテープをカ ットして台帳 と一諾にフ ァイルしてお き,12

月 の給与処理後その一年分のテープを コ ン ピュー タ.に インプットして年末調整用の累計 データ

を作成 するシステムであったが,実 際その賃金台帳 を見るのは少 くない ことに気づき,台 帳作成

を して もそれだけのメ リットが見つからなかったわけである。

そ こで第2-33図 に示す ような システムで現在 は処理 を行なってい る。す なわち,給 与明細
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第2-52図

1年 分の

給与 デ_

支給明細
デー

集 計 処 理 後

個 人別に カ プト

給与台帳に
転記

年 調処理 直前にお こな う

給与台帳 に転記後台帳 と
一諾 に ファイル

書の複写枚数 を1枚 増 しそれに も個人別に ミシン目を入れ,そ れを賃金台帳の代 りに バインダー

で個人別にフ ァイル してあるのである。そ して年末には月 々の給与明 細 テープを外部の計算セン

ターに持込み給与台帳 と年末調.整の処理 を委託す る ように している。計算センターでアウ トプッ

一127一



第2-55図

個 人給 与 マスター

集計表作 成後
プアイル

年調暗

算

タ

計

ン

部

セ

外

論晦 変動 デー タ

給 与 計 算

給与 明細
テー プ

給 与 集 計

給 与 台 帳

給 与明細書

給与集計表

個人 別に ファ イル

一128一



トされた給与台帳を保存用 として ファイル し,月 々のバインダーに よる台帳 と交換す るように し

てい るのである。以上 のような方法を一般に簡略形と言われる もので税務 署において も認めてい

るo

h.給 与 計#の 帳票設計例

帳票の設計上注意すべ き点 として,帳 票の もつ機能の美的 効果を上 げるために,紙 質,・色 文

字の大きさ,項 目のバラン ス等が ある,又 作業能率にっいてみれば特に タイプミスを防 ぐ意味で

桁数に合 せて事前に枠取りをしてお く方法がある。給与明細書を設計する場合,そ の処理 システ

ムに よって帳票 フォームも変 って くるのが当然である。特に超小型 コンピュータに よる処理 シス

テ 云では変動 データを直接タイプィン しながら明細書を作成 するのが通常であるか ら,オ ペレー

シ ・ンの容易な ように設計 しなければならない。第2-34図 ～ 第2-38図 に 帳票例を示 して

お くので参考にされたい。

」.給 与計#事 務システムのEDPフ ローチ ャー ト

① 磁気テープ装置を利用 したシステムのフ ローチャー ト(中 型 コン ピュータ)

こ のシステムは三つのサブシステムか らなっている。すなわち,① 給与マス ターメンテナンス

サ ブシステム(01)第2-39図 。② 給与計算サブシステム(02)第2～40図 。③年 末調

整 サブシステム(03)第2-41図 。 として各図表に示 してある。

② エ プジカー ドシステムの フローチャ]ト(超 小型 コン ピュータ)

超 小型 コン ピューターの能力は機種に よってまちまちであ り,そ の処理手順 もその能力に合 せ

て効率の良い ように考え なければな らない。
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第2-34図
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払
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書
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書
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用
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※ ア1川1列1エ1

支 払

を受け

る 者

※区分1 受給者番号

住

所

氏

方 名

フ リ ガ ナ

(役 職名)

種 別 支 払 金 額 給与所得控除後の給与等の金額 源 泉徴 収 税 額

給料・鱗 ④i■ 円⑧lll円 ',r

lll

lIl

⑧llI円1
い1

!'『1

控 除 対 象 配 扶養親族の数

偶 者 の 有 無(配 偶者を除く)

障 害 者 の数(
本人を除 く) 社 会 保 険

料 の 金 額
小 規 模 企 業

共済掛金の額

.

生命保険料

の控 除 額

損害保険料

の控 除額

住宅貯蓄年末

調整控除額特別 その他

◎有⑪無
12

徒 人

有 ・無

徒人 ⑧人 ⑱人 ⑪i円
「
①i円

{

①i円

…

⑧i円

1

②i円

1

川 ケlHlサ 「1シ1'鴇
月 日(摘 要) 受 給 者

明 ・大 ・昭

年 月 日

⑯ 夫

あ

り
1

⑪ 妻
あ
つ
2

⑭来年1⑰

,成者 表
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第3節 在庫管理 事務

コンピュータ導入を希望する企業の導入 目的 を調べてみると,"在 庫 管理"を あげている例が

きわめて多い。それは小企業か ら大企業にまで もおよんでいる。

この ように"在 庫管理"は 企業に とって,合 理化の魅力ある対象 として感 じとられ ている点は

共通 のことの ようである。 この ことは現実に"在 庫が よ く管理され ていない"状 況下 にある企業

が多い とい う事 をも意味 している。

それでは"在 庫管理"は 何故むずか しいのか,ま た企業の望んでいる"在 庫の よく管理されて

いる状態"と い うのは,い ったい どうい う事 なのであろうか。その ような状態 を実現させるには,

どの ような事務が必要なのであろうか。中小企業が利用 出来 る コンピュータでは,在 庫管理事務

に どこまで活用できるであろ うか。

ここでは以上の諸点について述べてみたいo

a.在 庫 の機能

在庫 とはいったい どの よ・うな機能を持ってい るのであろうか,そ の機 能について調べてみ よう。

まず第一に考え られ ることは,在 庫があれば注文に応 じて商品が即納で きるとい うことである。

・顧 客の需要にただちに応 じられる とい うことは ,質 的 にす ぐれた サ ービスである。

この第一 の機能は製造面に も反 映されて くる。すなわち,注 文に よる生産ではな く,あ らかじ

め在庫がで きるならば計画生産が可能であ り,さ らに量産に よるコス トダウンの効果が期待で き

る ことである。 これが第二の機能である。

第三の機能は百貨店や小売店にみ られる ように,在 庫品=展 示品 と考 えると,在 庫品は直接需

要層に働きかけて需要を創造する力を持 っていることである。顧客は豊富 な品ぞろいに魅力を感

じて引 きよせ られる。

第 四の機能は製造部門の一貫 した工程間に,仕 掛品や半製品 として存在す る在庫 は,製 造 の

工程 の流れに対 して,弾 力性 を一与えることがで きるのである。

た とえ,一 つの工 程の機 械が故障 して も,全 体の流れがス ト。プしないのは,こ の仕掛 り在庫

量 に よってい る。 この ような弾力性は販売サ イドにおいて もいえ る。

受注高の変化があ って も在庫に よって;常 に一定の出荷が確保 出来ることは,経 営実績の安定

化を もたらす もので ある。

以上は在庫の機能の良い面のみについて述べて きたが,反 面 こまる面がある。
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まず第一 に在庫が 多い と在庫のための経費がかさむ とい うことである。

まず在庫するために場所が必要であ り,こ の場所を借 りる場合には貸借料が発生する。 また売

れ る とい うはっきり した約束な しに商 品や部品をつ くるので,・前 もって資金が余分に必要になる。

予定通 りに完全に売れて行けば受注生産 ・販売の場合 と同 じ資金量で もよいが,一 般には計画生

産 を行 なうので運転資金が どうして も多く必要 となる。

第二 に在庫期間が長 くなると商品や部品の陳腐化や損耗がお きて くる。 売り損じて しま うとい

う危険性が常につきまとっているといえよう。

以上述べて きた在庫の機能をまとめてみ ると第2-10表 に示す とお りであ る。

第2-10表 在 庫の機能

① 注文に応じて即納できる
良

② 計画生産が可能 で,量 産に よるコス トダウンが期待で きる
い

③ 需要を創造する
面 ・

④ 在庫の切離し効果は製造や販売面での弾力性を高める

悪 ① 在庫のために経費がかかる
い

面 ② 在庫期間が長 くなると商品の陳腐化や損耗がおきる

b.在 庫 計算事務と在庫管理事務

コンピュータで"在 庫管理"を や りたいとい う希望を よく聞いてみる と,こ の"在 庫管理"の

内 容が きわめて あいまいで広い範 囲にわた る場合が多い。 ある場合には,そ れは商品別の在庫 の

数 量を正 しく把 握 したい とい う事 であり,ま た常に販売活動に適合 した在庫数量を持 つように し

た い とい う事 もある。 また多す ぎる現在の在庫量を ともか く減 らしたい とい う事 もある。

一般には この ように在庫に関連 した問題の解決を在庫管理 と呼んでいる場合 が多い。 そこで こ

れ らの在庫に関連 した問題 を,コ ン ピュータに よる解決 という手段を前提 と して,区 分 して整理

してみ よう。

① 在 庫数量 を正確 ・迅速に把握 したい。

この 目的は言 うまで もな く,顧 客か ら引合があった時,間 違いな く出荷 出来る商品の数量 と納

期 を答えることが出来 るようにすることである。現実には正 しく答え られないために,注 文 を取

りそ こなった り,商 品の納入が遅延 して顧 客か ら苦情 を受けた りしている。
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それでは 「入庫」,「 出庫」,「 残高」を商品別や部品別にきちん と記帳すれば,そ の 目的を

達成す るこどが出来るであろうか。 第2-42図 は最 も一般的な在庫数量を把握するための在庫

台帳である。'…

この在庫台帳 は商品別 または部品別 に記入され る ものである。記入するための資料は入庫法票

であ り,出 庫伝票で ある。 この入 ・出庫伝票に より確実に ・物"で ある商品や部品が動 いたとす

る と,「 残高」 は実際に倉庫の中にある"物"の 量 を示 すことになる。 ・

より正確に言 うな らば,例 えば入庫伝票が発行される時刻の3時 間以 内に"物"が 入庫 してお

b,出 庫 伝票が発行 される時刻の3時 間以 内 に"物"が 出庫 している とい う定義の上で,入 ・

出庫伝票が起票後3時 間後に在 庫台帳記入がなされ てい る時,は じめて倉庫内の商品や部品 と在

庫台帳の残高 とが一致 してい ると言え よう。.、..

しか し,物 と伝票と3時 間以上ずれて くると,例 えば物が早 く入って,伝 票発行がずれた り,

伝票発行 したが出庫がお くれた りすると,伝 票の集計 ・計算時点 と倉庫の物 との間に差 が出て く

るo

商 品名(部 品名)

'
日 付 入'庫 出 庫 残

一一
===一 一 一 ←

◇ ◇
i入駈 票日出厳 禁1

'◇

前残+入

第2-42図

前残+入 庫一出庫=残

'
在庫台帳の例

倉庫では保管 している ・物"の 数量を早 くつかむために,保 管場所 の近 くに物別に棚札 をお き,

入 ・出庫の都度,新 しい残高 を記入 している。その とき入 ・出庫量 も記入する場合 も多い。

したが って倉庫内の棚札は,保 管 しでピる量をそのまま表示 しているのに対 して,倉 庫事務係

や営業部 門が記帳 してい る在庫台帳は,帳 票を主体 と して記入 しているため"時 間の遅れtt.を と

もなっている とい うことを考慮 してお くことが必要 である。 このほかに,在 庫台帳には棚札にな

い,・仕入単価 とか,:販 売単価を記久するとい う特徴が ある。

入庫見込み と引当 これ までに述べたように在庫記帳は一般に出 ・入 ・残と考えやすいが,実
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際 には倉庫に商品があって も,だ か らと言 ってそれがす べて 新 しい 引合 に対 して出荷可能であ

ると言 うことは出来ない。 また現時点で在庫台帳が ゼロであっても,顧 客の引合 の内容によって

は,出 荷が可能な場合が出て くる。

実際に倉庫に品物があって も,顧 客の都合 でそれはすでに,5日 後 に出荷が約束され た ものが

あ り,残 があって も出せない場合 がある。すでに発注済で2日 後に入荷がある場 合,出 庫要求が

3日 後であれ ば,現 在の在庫が ゼロで も引合 の納期や数量に よっては出荷は可能で ある。

このように動態的な在庫状況を把握するには,入 庫,出 庫,残 高のみの記録 では不十分な場合

が多い。 そこで,在 庫計算 の記入項 目として,発 注残,引 当合計を加えて実際に引合に応 じるこ

とが出来る在庫量の計算 を行 なうシステムが必要 である。

この在庫計算事務の方法 を第2-43図 に 示 した。

この図に示 した発注残高欄は 常に発注 している残高を示す もので,次 式に より計算する。

繰越発注残+発 注一入庫=発 注残,ま た 引当合 計欄 も常 に引当られてい る合計 を示す もので,

前 合計 一出庫+引 当=引 当合計 として計算する。

日 付 発注残 入 庫 出 庫 在 庫 引当合計 管理在庫(未 引当)

繰 越 6 30 7 29

47.2.1 6 5 25

.

2 29

2.2 0 6 31

.

2 29

2.3 0 31

.

9 22

2.4 12 31

1

9 34

2.5 10 2 33

1

9
.

34

2.6 0 10 43 9 34
.

前合計一出庫+引 当

♀ ↑ ⇒r
繰越発蛾 ・発注一入庫 継 在庫・入庫一出庫 く

=発 注残=在 庫
〉

在庫+発 注残一引当合計=管 理在庫

第2-43図 発注と引当記録による在庫台帳

そ して顧客に対 して応答出来る在庫 として,こ れを管理在庫 とよび,次 のごと く計算す る。在

庫+発 注残 一引当合計=管 理在庫。
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この よ うに在庫数量を正確 ・迅速に把 握す るためには,自 社の在 庫に対する要求機能を十分分

析す ることが重要であ り,そ の要求を満足させるための在庫計算方式の設定が必要になって くる。

そ して この計算方式 を もとに して,コ ン ピュータに よる事務処理を設計することに なる。

上記の引当記録 方式には各種の方法があ り,示 した例はその一例である。

② 販売活動に適合 した在庫 を持 ちたい。

顧客か ら引合のある商品について,品 切れ です と言 って商機を失 うことは利益追求 を目的 とす

る企業に とって出来 るか ぎり避けたい ことである。 したがって常に在庫 を切 らさない ように努力

す るこ とは"在 庫管理"へ の大 きな要望 とな ってい る。

在庫品 目が少なければ人間の注意が行 きとどくが,こ の品 目数が数千点の段階になる と人の努

力のみでは,ど うに もな らな くなって くる。

この品切損失をな くすための在庫 品補充の方式 として よくとられている ものに定点発注方式が

ある。第2-44図 は この方式の内容を示 した ものである。

図にある ように入出庫残高から一定 の最低在庫量を決めておいて,こ の一一定数 を引 き去 り,そ

の残高 を管理在庫量 とする方式である。そ して,こ の最低在庫量 がゼロになる間に次の発注量 を

入庫 させ ようとするやりかたである。

日 付
入庫量

A

出 庫 量

B

在 庫 量

C

最低在庫量

D

管理在庫量

E

1.31 20,000

1

1,100 18,900

2.1 15,000 5,000 3,900

2.2 4,000 1,000 一100

.

第2-44図 発注点による在庫管理例

発注の引 きが ねとしては,こ の管理在庫量が ゼロのときに発注を行なう。

コン ピュータは この ような管理 の自動化は最 も得意 とす るところである。毎 日,入 出庫伝票 を

コンピ ュータに インプットしておけば,発 注を必要 とする商品名を 自動的にプ リン トして くれ る

ようにシステムをつ くってお くo
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■

また発注量は正確には,そ の前後の期間の販売の状況に応 じて,強 い場合 には 多めに発注 し,

弱 い場合には少 なめに発注す ることが必要であるが,1回1回 発注量を変化させる ことが困難な

場合 には,3ケ 月 か6ケ 月に1回 程度,現 場 の情報に よって発注量を修正 して拾 けば良い。

オ ーダーポイン トを示す発注点の在庫量は,発 注 してか ら入庫されるまでの必要期間 と,そ の

間におけ る出庫量の推定 から算出する ことが出来 る。

前 節で示 した発注残 と引当記録 を含めた在 庫管理に,こ の方式を持込 むことも可能であり,よ

り詳細な在庫 管理のシステム設計 を行な うことが必要 になる。

このように単 なる在庫数 を計算す るためのみで な く,管 理 目的を含ん だ在庫計算事務 を在庫管

理事務 とよんでいる。

この ように管理 目的を明確に した在庫管理事務を コンピュータによって処理 しようとす る場合,

管 理 の必要度が低い ものまで コン ピュータ処理 に入れ ようとしが ちである。

しか し当然 コン ピュータに よる管理 コス トは一様に発生 して くるので,ど こまでこの管理に入

れ るか とい う点については,十 分に検討をしなけれ ばならない。

投入する費用 と効果の追求は在庫管理の コンピュータ化に とって忘れては ならないポ イン トで

ある。

③ 在庫を持 ちす ぎない ように したい。

多 くの企業は在庫に対 して非常に敏感に なっている。それは常に在庫が持 ちす ぎではないだろ

うか とい うζ とが働 きす ぎているところか ら来ている ように思える。

しか し在庫にはすでに述べた ように,多 くの利点があ りうまく運用する ことに よって,積 極的

に高収益 を実現する ことが可能なのである。大へん よ く売れている ものを常に品切れ状況に して

お くことは残念 なこ とである。

また不幸に して持 ちす ぎた在庫を知 らずにいつまで も持 ち続けるとい う不手 ぎわ も同時 に発生

している例が よくある。 持ちす ぎている事を知ることも重要 である。 この ように在庫 に関する正 し

しい情報が得 られるならば,そ の対策は機敏 に打 つことが出来 よう。

}在庫回転 率 在庫 の過 不足の指針 として利 用されるのに在庫回転率がある。在庫回転率はつ ぎ

の式か ら求 められ る。,

その期間の出庫総金額
在庫回転率=

その期間の平均在庫金額

2×(そ の期間の出庫総金額)

期首在庫金額+期 末在庫金額
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この金額の計算には原価をつか うのが一般的であるが,販 売業の商品在庫では売価基 準を とる。

回転率は,上 式にみる ように在庫高 と出荷高の両方によらて影響されるので,在 庫の状態 を鋭 鋭

敏に反映する尺度になってい る。

在庫の推移だけ を見ていては,往 々に して在庫調整 の時期 をあやまる恐れが あるが,.回 転 率は

出荷の状況を も反映するので,販 売状況を織 り込んだ:適正在庫の指標 を示すことになる。

在庫が少ないとか多い とか言 って もそれ は販売量に対 して相対的な ものである。例えば月間の

売上 が3億 円のとき,6億 円 の製品在庫があった とする。 もし,翌 月の売上が2億 円に下がる と,

在 庫金額は変 らな くて も,在 庫は実質的に,-50%だ け 増加 したのと同 じ結果 になる。

回転率 を見ていれば,在 庫が増加 していて も,回 転率に変化がない限りその在庫増は心配のな

.い増加であると言え よう。 しかし,在 庫に変 化が ないのに回転率が低下 している場合 には,そ の

商品在庫 の対策即 ちその商品の販売対策を積極的 に取 りあげな くてはならない。

売れている ときの在庫は心配ないが,売 れ行 きが止 まりは じめた時の在庫は,量 が同 じであっ

て も大 きな問題 となって くる。

回転率の適正値を直接理論的に求め る方法は ないが,適 正在庫量が決まればそれか ら計算する

こ とは可能である。 しか し一般には,経 験的に きめられるぱあいが多い。 同業他社の数字や自分

の会社の過去の実績 から推定 する。

個 々の商 品の在庫回転率を手作業で算出する ことは大へんなことである。 しか し,在 庫計算事

務 をコン ピュータによって処理す る場合,こ の回転率を算出す ることはむずか しい ことではない。

コン ピュータを利用する ことによ ってはじめて この面倒な計算が正確,迅 速に処理 出来 る ように

な るo

在 庫年令 販売競争がはげ しくなって くると商品 の多様化が盛んになり・手持商品め陳腐化が

早 くなって くるo

この陳腐化を防 ぐには,単 に回転率 だけでは不十分であ り,在 庫の古 さ,即 ち仕入れか ら経過

した期 間を見てい なければ ならない。在庫年令 のチェックが必要に なる。

在庫年令は現品と在庫台帳な どの事務手段 と二通 りあるが,両 方を併 用する ことが 必要である。

在 庫記録 には仕入 月日が入 っているので,コ ン ピュータ処理で在庫年令を計算すれ ば良い。 この

事 務 もコン ピュータ処理に よりは じめて全商品のチ ェックが 自動的 に出来ると言え よう。手作業

では全 く繁雑な事務にな って しま う。 同じ商品が断続的に仕入れ られて在庫が累積 している場合,

現 物にっいては先入先出の方式 を必 ず とる こ とが 必要 である。 もし,こ の方法が とられずに現
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状が進 んでいる場合には在庫年令の把 握があいまいになる。 したが って在庫品を点検 して商品価

値の評価 を行な う必要 がある。

これ によって大巾に値段を下げて も見切 り処分を行な う場合 も出て こよう。

④ 在庫の動 きを会計計算 と結びつけたい。

在庫品の入庫 ・出庫を単純に入 った,出 たとい うことではな く,ど の ような内容の入庫 だ った

のか,何 のために出たのか とい う点 を視 ることも必要 である。在庫管理 を販売活動 と結びつけて

考え る一方,在 庫を一 つの資産 としてその動 きを管理する立場 も必要になって くる。

例えば出庫され る在庫 品はすべて売上 に結 びつ くもの とは限らない。それは試用 として提供す

る見本 品 として出庫され,そ の価値は広告宣伝費用 として取 り扱われる もの もある。また工場見

学者や招待客におみやげとして出庫される もの もある。 これは接待交際費用 として取 り扱 うもの

で あろうo

部 品在庫に して もそれは社内の組立加工のみに出庫 されるのみでな く,協 力工場 に有償で支給

す る もの もある。 この場合 売上 としての性格が 出て くる。

このように,出 庫伝票,入 庫伝票の内容を区分 して,そ れ を資産の増減,資 産の消費として管

理 したい分野がある。

第2-11表 は 出庫伝票,入 庫 伝票の内容区分 を示 した一つの例である。

第2-11表 出鼠 入庫 の区分

'

●

出庫区分 入庫区分

1保 管移動 1倉 入(現 場 より)

2工 場戻し 2保 管移動

3提 供 3出 荷戻し(返 品)

4サ ン プ ル

5代 納

6廃 棄

7売 上

注1保 管移動 とは 自社倉庫間の移動,得 意先倉庫への売上 でない移動。・

入 庫伝票 にあらか じめこの ような区分をコー ドとして記入 しておけば,コ ン ピュータでは,在

庫の動 きを会計の立場で 自動的に把握することが可能である。

勿論在庫品そ の ものは棚卸資産 として,定 期 に棚卸計算 を コンピュータに よって処理す ること
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は言 うまで もない。

C。 在庫管理 とコンピュータ処理

コン ピュータに よる事務処理の速さ と正確さを在庫管理 に利用する場合,二 つの方向がある。

一 つはいつで も在 庫状況を把握 していたい とい う要望であ り
,一 つは半 日お くれ,1日 お くれで

も良い が,正 しい在庫状況 をつかんでお きたい とい うことである。

前者の場合 には即時処理とか リアル タイムとい う言葉 で表現 され る処理方法であり,後 者の場

合,一 括処理 とか パッチ処理 とい う言葉で表現されている。

即時処理は入庫や,納 入 日のはっきりしている発注が あったとき,た だ ちに コン ピュータにそ

の内容をインプットし,出 庫や納期のはっきり決 った引当があったとき,入 庫 と同じ ように コンピ

ュータにその内容を インプ ットとして,い つ要求 されて も,常 に正 しい在庫状況が報告出来る よ

うに システム化 されている処理方式である。

この場合 には,単 に在庫を管理 する部門のみ でな く,営 業部門 も,仕 入部門や製造手配部門 も

同時に コン ピュータ化の対象 として検討 しなくては ならない。

また在庫の及ぼす機能が1ケ 所 の営 業所のみでな く,一 地域あるいは全国の営業所 に及ぶ場合

には,1ケ 所 の営業所の コン ビ;一 夕化のみでは意味をなさな くな り,全 営業所の コン ピュータ

化が必要に なる。 この点は,銀 行の"オ ン ライン預金"や,国 鉄の"緑 の窓口"な どがそのいい

例である。

この即時処理に必要なコン,ビュータの性能は,即 時処理 の要求か ら考える と,い つで も要求に

答 えられ る性能 と,こ のため機械の遊 び時間 をな くすために並 行的に他 の事務処理(例 えばパ ッ

チ処理)が 可能 な,多 重処理 が出来る性能が望ま しい。 もし即時処理のみであるとその機械の

100%の 稼 働時間に持って行 くのはかな り困難である。

バ ッチ処理に よる在庫管理は,要 求がきびしくないだけに,超 小型,小 型 コンピュー タでほと

ん ど処理'出来 る場合が多い。

電子計算 センターを利用する場合 には,一 般にこのパ ッチ処理が 多 くなっている。その場合 に

は,週 間 とか旬間 とか月間 とい った単位で在庫状況をつかむ例 が多 く,そ れ でも,管 理 目的を果

してい ると考 えている企業 も多い。

しか し今後は データ通信 サー ビスを利用 した タイムシェア リング ・コン ピュータによる電子 計

算 セン ターが増加 して くる ものと考 えられる。

とは言え管理対所要 コス トは常に問題になるので,そ の得失は期待する管理効果に よっておの
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ず と定 まる と言え よう。

ノ

自社内の コン ピュータで処理 する場合,上 記の ように目的をはっきりさせておけば,必 要 とす .

る条件内において,在 庫計算事務や在庫管理事務の パ ッチ処理 による コンピュータ化に決 してむ

ずか しい ことではない。

次にその要点を示 してみ よう。

① 部 門別に扱い商品が 決 っている場合 で,商 品のおき場所 と取引の場 が同一か近い場合,例

えば卸売業 や小売業の ような業種の場合。

② 在庫量 にゆとりがある場合,即 ち2日 分 や3日 分 ぐらい の販売量に対する在庫余裕 を常時

持っている場合。

③ 季節商品や流行商品の ように年間継続販 売する ものでな く,一 回の仕入叉は発注のみで在

庫 になっているものが在庫 管理の対象である場 合。

以上に示すよ うに,一 般 には在庫回転率 から見て も,ま た定 点発注方式の ように,あ る程度 在

庫に余裕を もたせる場合が多いので,パ ッチ処理に よる方式は即時処理方式 に くらべてコス トも

少な くて済むので,実 用性 の高い方式 であると言える。

バ ッチ処理方式の場 合,在 庫 ファイルとしては磁気 テープや磁気 ドラムが使用される ことが多

い。また即時処理方式の場 合には,磁 気 ディス クや大容量磁気 ドラムが主 としてファイルと して

使用される。

在庫管理品目が多い場合 には,ど うして もコンピュータの機器構成が大 きくなる傾向がある。

したがって管理 コス トも高 くなる ものと考えなければならない。

在庫管理品目が少ない場合 には磁気 ドラムを中心に使用することが 出来るので構成は余 り大 き.

く しないで済む ことが多い。

ψ d.在 庫 管理 と口座設 定

コン ピュータで在庫管理 を行 なう場合,必 らず問題 になるのが,在 庫 としてファイルする商品

や部品の コー ド設定 である。

新 らしい商品が倉庫に入 って来た とき,入 庫 伝票に その品物 のコードが入っていないまま,商

品が出荷され,そ の伝票 が コン ピュータ室にや って くる。 また逆に,出 庫伝票に コード未記入の

まま出荷 して,入 庫 伝票がお くれて,出 庫 伝票が先にコンピュータ室にやって くる場合 もある。

これ らのデ ータが コン ピュータに インプ ットされる と,チ ェ ックされてたち どころにつまみ出さ

れ て しま うo・
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商品や部品がつ ぎつ ぎに生れて くる現状では こうした現象は決 して珍 らしくない。

在庫管理では これ らの コー ド設定 を口座 とよぶ。その口座にば,品 名や品名 コー ドのみでな く,

仕 入単価,売 単価,最 低在庫量な どのデータが含 まれている。 これ らの口座内のデータは一応 固

定 されているとみるのは無理であ って,必 らず改訂されるものと考えて も良い くらいである。そ

こで,口 座 もれを防 ぐための口座登録台帳や,新 規 口座登録規定,お よび口座内の 固定 データの

変更 を正確に行 なうための変更手続規定 をつ くり,こ れらの追加,変 更規定の運用を厳密に行なわ

なければならない。

登録が確実に行 なわれた ことを示す記録を残 してお くことは是非 とも必要である。

新規に扱い商品が決まった時点で,そ の商品の口座登録を商品管理部 門に申請する。商品管理

部 門はその口座内容を決 めて,口 座登録 台帳に記帳し,そ の内容を コン ピュータ部門に通知す る。

コン ピュータ部 門は在庫 ファイルに新 口座を新 らたに設定 する作業 を行 な う。

口座内容の変更 も同 じよ うな手続で実施する。

e.在 庫 管理品目の決定

在庫品のあ らゆる品 目を機械化の対象 として選ぶと,膨 大 な在庫 ファイルを用意 しなければな

らないし,大 容量の記憶装置を必要 とする。 この ことは在庫品 目の範囲を拡大すれ ば,そ れだけ

処理 コス トが上昇することを意味する。

そ こで在庫管理事務 をとりあげるとき,場 合によっては在庫品を分析 して,機 械化にあたいす

る品 目を選定する必要が 生 じる。

この品目選定の基準 としては

① 入出庫の頻度の高い ものを選ぶ。

② 主力製品を中心に選ぶ。 これは管理を必要 とする もので,力 を入れている商品を さす。

③ 管理上 の強い要求の ある品目については詳細な在庫管理を実施出来 るようにする。

大へん大 まかではあるが一応の基 準 としてあげておきたい。

以上の饒 前の作業 としてあ らかじめt.在 庫 品va対 して'ABC分 析"を 実施 してis〈 と参考

に なるo

ABC分 析は金額価値の面か ら見 た管理 品目のウエイ トづけであるが,こ れ とは別に時間尺度

か ら見た管理品目の ウエイ トづけ も必要である。次にこの点について述 べてみ よう。

■ 納入期間 と管理品 目

資材 や部品の在庫管理を考える とき,そ の管理品 目には二通 りの内容がある。一つは,発 注す
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る とす ぐ納入 して くれ る もの,一 つは,一 ケ月 もニ ケ月 もかかるなかなか入手出来 ない ものであ

るo

そ こで前者のす ぐ入手出来 る ものについ ての管理はあまり厳 密に行な う必要が ない と考え られ

るが,後 者についてはかな り厳密な管理を必要 とする。そ こで在庫品目の調達期間に よる区分や

そ の分析が重要である。

コン ピュータに よる在庫管理の目的が,ど こにおかれ るかに よって在庫管理 品目の決定や,管

理 システムの内容がかわって くることになる。

この点管理 目的の明確化を忘れ てはならない。

f.在 庫管理 とアウ トプ ット

在庫管理の コン ピュータ処理は第2-45図 に示す ように,入 出庫 データを在庫 ファイルと照

合 し,同 じ口座 ナンバーの在庫 ファイルを見つけ出 して,在 庫計算を行な う。そ して,そ の結果

を新 らしい ファイルに書 きうつす。

磁気 ドラム,磁 気 ディスクの場 合は,発 生 した入出庫データの口座のみ を更新す る。 磁気 テー

プの場合 の更新は,入 出庫のない 口座 も新 らしい ファイルに書 きうつす必要がある。

入庫 ・出庫データ

在庫 ファイル

Q＼

○ 更新在庫・・イル
新 らしい残高を記録 した在庫 ファイル

第2-45図 在 庫管理 のコンピ ュータ処 理

第2-45図 は 磁気 テープ処理 の例を示 した ものである。

在庫内容を示すアウ トプ・トは移動のあった口座のみをプ リン トすることも出来る し,在 庫 フ

ァイルを最初か ら全口座の内容を プリン トすることも出来る。
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在庫管理 で問題 になるのは,ど のよ うな資料をつ くるか とい う点にある。

この考え方の基本 を示す と,

① 問題になる在庫品のみ をプ リン トす る。

② 棚卸な どの必要がある場合 のみ,全 在庫品について プ リン トする。

③ 在庫管理のア ウ トブ ・トは,管 理基準 を明確に設定 することに よってのみ,活 用出来る。

④ 問題を発見 し,解 決するアウ トプ・トは 口座ナ ンバー,例 えば商品 マー ド順にならべてい

るのみで'は駄 目である。問題項 目の順位でならべてあるアウ トプットでなければならない。

まず① について述べ よう。第2-46図 に示 したのは商品在庫管理表の一例である。例えば

4000点 あ る在庫品をこの フォームで示す と,40'00行 プ リン トしなければならない。

この4000行 の なかには,問 題になる 口座 とそ うでない ものが入 りまじっているはず である。

問題 になる口座をひろい出すには,と もか く4000行 に 目を通 さなけれ ばな らない。

しか し,問 題点をあらかじめ設定 出来れば作成するアウ トプ ットの フォームは同 じで も内容は

全 くことなって くる。

例えば在庫回転率が10以 上 の ものを一番高い ものの順 にプリントするとい う指示を コン ピュー

タに与え,そ の基準以上の もののみ プ リン トする。

この ようなアウ トプットのつ くり方によって,こ れ をみる管理者に余分 な苦労を与えないよう

にする ことが出来 る。

こうしたアウ トプ・トを得るには,③ に示 した ように,管 理 者のアクシ ・ンに必要な管理基 準

を決め,こ れ をコンピュータに与 える必要がある。 この基 準は理論的 な ものより,経 験的に定め

た もので良い。

第2-46表 商 品 管 理 表 例

卜衡品 」 卜' 商`t、 」,,1 λ=1・"臼 λ[中 、倫 λ1合 簡 社 人散口 n人 中 価 仙 人 夕 阻 1・弓`:ε 白鳳散 ぼ 6:眉 金額

〉 一 ＼ ＼ ./
/
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,

9.在 庫 管理 と問題点 の解決

在庫管理はその 目的 を要約する と,在 庫損失 をいかに少な くするか,在 庫の品切損失をいかに

す るかにある。 コン ビ;一 夕に よる在庫管理 はこの二つの損失 をうま く解決 して くれ るで あろ うo

残念 なが ら,入 出庫 データと在庫 フ ァイル と管理基準をベ ースにした コンピュータ処理では,

この問題解決の足がか りは与えて くれるが,そ の本質的解決 には別の努力が必要である。次に こ

の点に.ついて更に掘 り下げて考えてみ よう。

在庫損失 は"つ くられ たものが,求 やられ ない ものとなっている状況"で あり,品 切損失は"

求 められている ものが,求 め られただけ作 られてい ない状況"で ある。

つ くられた ものが,求 められ ない状況 とは,お 客がほ しが るはずだとい う予定 が,欲 しくない

とい う結果になって現れている もの とみる ことが出来 よう。

したが って欲 しい理 由 として想定 した ことが,欲 し くない結果 となった ことを より重視 してみ

る必要がある。欲 しい理由が何故 くつれたのか,そ の原因は何か。在庫管理の本質的問題解決の

一 つの出発点が ここにあるこ とを認識 しなければならない
。

問題の本質は売上 の量や在庫 の量にあるのではな く,何 故お客が買わなかったのか,何 故他 社

の ものを買ったのか とい う点にある。在庫問題の本格的解決は この点に求 めなけれ ならない。買

わ なかった人の理 由を明 らかに し,買 いやすい条件に変え ることが必要である。

またこれだけ求め られ るはずだとい う想定が くずれて,予 定以上に求められる とい う結果が,

作 られていなかった とい うことで,品 切損失をおこしたが,こ の場合 も,何 故予想以上 に求め ら

れたのか とい う原因追求が,在 庫不足問題の追求の出発点である。

何故当社の ものを選び,他 社の ものを選ばなかったのか,何 故他社の ものを買わなか ったのか,

この理 由を明 らかにすることに より,在 庫問題 の解決は,は じめて一歩前進する。

コンピュータに よる在庫管理はこれ らの問題 を直接解決 して くれ ない。 これ はデータ処理の分

野 とい うより,調 査 ・研究 の分野 であり,こ れか らの在庫管理へのコン ピュータの適用は,こ の

分野に進んで行 くことが必要 であろ う。

コンピュータに より在庫問題 を解決す るという希望は現在 ではまだ容 易ではない。 しか し,在

庫 事務や在庫管理事務のデータ処理を とお して,解 決の糸口をつかむ ことには十分役立つ もので

ある。.
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第4節 資 材 購 買 事 務

a.資 材購買事務の基本機能

購売の基本機能は必要な量を必要な時期に適切な価格でその要求される品物を購入することで

あると・・える・それではどうすれば以上醐 肯εを充分遂行できるかとい うとは ず(雌 備計繊

能 として・市場計画 ・購入計 画・資金計 画.在 庫計画等が重要な問題 であ り、そ して これ らの計

画の もとに(2)市場 調査.材 料分析,資 金調達,資 材 貯蔵,資 材の調達等 をす るわけ である
。 これ

に(3)コ ン トロールする機 能である市場管理 .外 注管理.資 金管理,品 質管理,在 庫 管理,納 期管

理等まで,細 部にわたって 管理を行なわなければ充分 とはいえ ないのである
。 図(2-3」 ・1)

図2-51 購 買 機 能 図

譜買 先情語

流通経路 情 報

計 画 機 能

o資 金調達計画

C購 買計画O支 払計画

o輸 送計画

基 本 機 能

資 研 の 講 入

]納 期管 理 事務

o在 庫 管理 事務

=買 掛 管理事 務

C文 ζム菅三里事 務

b.購 買形態と事務システム

鮒 をその搬 によ・て常備在庫品とヲ惜 備碓 品にわけることができる.そ の購買形態も,

在庫品であるか.そ うでないかによっておのつから変 って ぐると考え られる。

同一資材を大量に使用する場合.例 えば見込生産,あ るいは受注生産の形態であ
って同一製品の

受注齢 多噛 合・さらに共通資材として使用する鮒 敢 闘 しては常備縮 として言+画的願
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をする必要がある。

① 購買市場調査

要求書通りあるいは もっと良い条 件において購買するためには常に新 しい情報を もつ必要 があ

る。購買計 画をたてるためには.そ れに必要な資料を市場調査を行左い準 備しておか 左ければ左

らない。

そ して情報パ ンクとして ファイル してお き.購 買要求に対 して的確な処置が とれ る様に
,図2-

3-2に 示 す ような情報検索 システムと して購 買事務 システ ムの サブシステム的に活用すること

がで きる。'

市場調査資料

購買先の資料

市 場 情 報

購買先情報

購 買 条 件

購買先の決定

② 在庫状況の把握

在庫量を知ることにより再発注の時期と再発注量を決定するこができる。そしてこの発注の仕

方には定量発注と不定量発注法があり.必 らず しもどの方法が良いとはいえない,そ の企業に合

った方法を選ぶべきである.

ftx'事務作業の簡素化という面から見るならば定量発注の方が処理が容易である。注文量を一一定
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量とすることにより溌 注必額 ・す勧 ち在髄 が適正在韓 を割。たとき,あ るいは故 点

噂 し塒 常に一題 を離 すればよいという利点があり,あ らか じめも。とも望ま し蝿 を_

定の注文量として定めて醐 ば 超・」・型・ンピ一 夕による場合で も難 時期を自動的蜘 るこ

とができる。'(図2-3-3)

㈲ 川在庫マスターにO.t購先名1住 所、注交点、

発注吊'等をいれてお・く。

ぽ(2}在 庫計算をしながら在庫量が注文点に達 っ

したとき自動的に発注データを作成する。

③ 発注事務処 理

継続購買す なわち特に在庫品に関 しての発注はすでに固定化 され ていると考えられるが
,1社 の

みに限定す ることは購買機能を充分に遂行する うえにおいて
.非 常 に危険で ある。 そ こで購買担

当部門としてet,予 備 の購買先 を少な くとも1社 ぐらいは 決めておかなければな らない
。発 注条

件通 り必 らず納入され るとは限 らないのであるか ら,発 注側において も,綿 密 な発注計画をたて

る ことが重要 なポ イン トとな ってくるのである
。 ぷ

i)発 注 先の決定

発注先の選定 はその発注先の納入能力を あらか じめ調査 して拾 ぐ必要がある
。そ して実
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際 に発注す る場 合その能 力に応 じて発注 する ように しなければ.納 期の遅れや不 良品の多発

生 産が おこる結果になるの である。

例えば一・一一回の発注量が500個 以上の ときはA社 へ,そ れ以下のときはB社 に発注す る。ま

た,A社 の 発注残数量が1000個 を 超えた場 合はB社 に発注する。 な どの よ うに発注先に

対 して発注者は常に条件通 り納入で きる よ うに 配慮する必要 がある。

コンピュー タで自動 発注 処理 をお こな うシス テムにおいては
,発 注,購 買先 マス ターに,こ.

れ らの諸条件 を も加味 しておかなければ ならkい のである。図(2-3-4)

品 名 二ト ド 品 名

㊨

規格 品 質 価格

優 先1制" 購 口 〃1,・ ド 購'1''"先 γ、

一 一

[lll在 地 TEL

娼ム条w

一 、.

納 期 ・ 刷 間 刷 間1ケ 月2ケ 月

発日数 個 個 個 個 個
A－ 「 一 一'

ii)注 文 書の 作成

発注条件通 り必 らず購買で きるとい う前提に立って考 えるな らば,発 注デー タは時間の

経過 とともに発注先 のイ.受 注承諾書,ロ.納 品書.ハ.請 求書.と な り発注側の ≒ 入庫

票,ホ.仕 入伝票,へ.支 払伝票等になる ことに注意 し左ければ左らない。

す なわ ち,ワ ンライティングで注文書作成 と同時に上 記の①～③ の伝票 を前 もって作成す る

ことが可能で ある と考え られ る。
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しか し実 際問題 として計画(注 文条件)ど うり購買できるとは限らないのであるか ら,変 更

及び修正が で きる ようにそ の手 順を システ ム化 してお くことも重要 な問題である。そ して各

部門ごとに修 正データを与 えることにより,こ れを確認情報 として原始デー タを各部所の確

定 データに正当化することができる。 図(2-3-5)

受注承諾書

確 認 情 報

納 品『書

確 認 情 報

w Ψ

仮 発 注 書 ,
正 発 注 書

(仮購買書)
●
正(買 掛書)

購 買 書

注文書に対して 外注先でそれを承諾するまではそれ以上先の事務処理をすることがで

きないのである。つまり承諾書を得てはじめて納期管理事務が可能なのであって未確認の段

階で作業を始めることは無駄で,無 意味なことである。

iiD納 期管理と入庫チ ェック'

購買部門の仕事の うち,納 期管理が一番作業量も多く,か つその作業がむつかしいとさ

れている。納期遅延に よる企業損失には計りしれ ない ものがあるのだ坑 最 も納期遅延率の

少ない企業vatsいてもそれが30%以 下になることはないという現状からみて,企 業計画あ

いは生産計画にそれ らを加味しなければな らないことはやむをえないことである。納期遅延

を防 ぐための手段としてイ.納期遅延の現状分析,原 因分析とm.事務改善による情報のス ピー

ド化を計 り的確な対策を事前にえる ようにしなければならないのである。

前者の分析資料を今後の発注の参考資料として活用し,少 ぐとも発注者側の原因に帰する

ような発注は少なくすることができる。

後者の場合はこXで とbあ げねばならない問題がある。すkわ ち納入請書に基づき購買先

別発注台帳に記入 し,さ らに納期別の納入予定表を作成 しこれを倉庫部門に配付して常に予

定通り入庫 したかどうかをチェックする必要がある。そ して遅延が発注 した場合はたs'ちに

関係部門にその旨報告し老ければ左ら左いのである。

～)支 払事務

本来 購買代金の支払は経理部門で支払資金計画に基づいて鉛 こなうのであるが,経 理
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部門の一方的左都 合によるもので左 ぐ,購 買契約に基づいてその支払条件に応 じた支払をし

鮒 れ顕 ら左いのであ,る・そのためには購買部門では充分頒 金調轡 画をたて 発注す

る際に無理のない計画に基づいた方法で左ければ左らない。

購買部門では購買先別 支払期日別に買掛金額を明確に し 常に支払予算との調整をしなが

ら発注するような配慮が必要であろう。

当月の支払予算を超過するようなときは支払条件を翌月払いにして発注するとい うことも考

えられる。

支払予算を超過 しない限り.購 買部からの支払要求に対 して経理部門で再度支払調整をする

こと左 く購買部の要求通り支払ができるものである。

C.資 材購買事務と他の事務システムとの関連

資材購買部門というのは.そ の機能面か らみて 生産部門の補助部門と考え られるか ら当然資

材購買事務においても生産事務か ら切 り離 しては処理 しえないものである。

その企業の管理レベルに もよる ものであるが,通 常は生産事務システムのサブシステムとして資

材購買事務をとりあげることができる。

しかしなが ら最近は管理の強化 あるいは合理性の追求とい う面から資材購買を独立部門として

組識されているようである。

① 在庫事務と資材購買事務

資材にはその使用頻度により常備在庫のものと非常備在庫品がある。そ して前者の購買部門に

対する購買依頼元は倉庫であり.後 者の購買依頼部門はその使用部門であると考えられる。'そこ

で常備在庫品の発注依頼元である倉庫部門とは非常に密接な関係にあると考え られる。それは購

L

納

ft.il・li荷 ・ハ'多if、

常備 白・庫 品の晴買f順

購 買 報;↓1,il

非 常 備 品 の 購 買 手 順
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買先の固定化.ざ らに取引き条 件を固定化 して,発 注事務 を本来は購買部 門でおこな うのである。

図2-3-6に 示 す ような手続 きにすることができるか らである。

在庫 計算事務部門では適正 在庫量,あ るいは発注点を決め ておくことに より,適 正在庫量 を割っ

た とき,あ るいは発注点に達 したときに発注できる。す左わち常備在庫品に関 しては発注事務を

在庫計算事務部門でおこなうこともできる。

② 資材購買事務と原価計算

原価計算部門vak・ける材料費の集計手順は次に示す通りである。図(2-3-7)'

購 買 報告 書

(購 買部')

出庫 報 告 書

(倉 庫部門)

原 価 集 計

(原価計算部門)

購買部門では 購買報告書の提出義務が あるが,たS'va告 するということでftく,購 買報告書を

原価単位制に集計 した形で報告 したい ものである。そのためには製造部門の購入依頼書にすでに

その原価集計部門コー ド(ロ ットコー ド.製 品コー ド,etc)を 付けておく必要がある。

③ 資材購買事務と会 計処理

経理部門では購買掛金勘定を計上するための買掛金補助簿を必要とする。買掛金の発生部門で

ある購買部門でこの買掛金補助簿を作成するのが普通である。また,そ れに基づ く実際の支払事

務も会計部門でおこなうのであるが購買部門では,資 金調達あるいは購買計画をたてるときには

会計部門の資金計画の資料を充分に検討してから計画を立てるべきものである,そ う+る ことに

より購買部門の支払い要求に対 して会計部門では新たに支払に対 し苦慮すること左 く支払事務が

スムーズに処理できるのである。'

d.資 材 購買事務 とコン ピュータ化のポイン ト

資材購買事務は他の事務に比べて複雑多岐にわたる もの であ り,コ ン ピュー タシステム を導入

するのは非常 にむずか しい とされてい る。 その システ ム化をする事務範囲に よって は簡単に導入
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することがで きるが.コ ン ピュー タシステ ム化効果 をみて検討 する必 要がある
。 導入する コンビ

S二:タil)処 理能 力によって おのつか らその システ ム化範囲 も決って くるで あろうし,効 果 も限定

されて ぐる・ 又一旅 祐 て購 買事務 を・ンピ。一夕 システム化する雛 超小 型あるい劇 ・

'
型 コン ピュー タでは効果が少左い とされ てい る。それ は購 買事務の事務内容に よるもゐで,購 買

事務は作業事務 より も管理事務 の比重が高い ことにある。:

そ こで,'① 管理態勢の強化を計 らねば コンピ ュー タシステム化 でも効果がないと思 われる。例え

ば コン ピュータに よる自動発注 を計画 して も,在 庫管理がおこなわれてい ない と発 注量の決定は

不 可能である。又購買先の管理資料が なければ購 買先の決定さ えもで きないのであ る。②.作 業'

事 務 と作業事務 との連続性の重視。すなわち 発注デー タが時間の経過 とともに,入 庫 デー タ,
ンヘ ト

買掛金 データに変化 することは前述 したが,一 度 コン ピュータに インプッ トした デー タは他の処理

に活用,あ るいは応用 できるよう左システ ム設計の方が有効 である。 ③.注 文書 のカー ド化(エ

ッジカー ド.パ ンチ カー ド)。 これ は発 注 デ ー タ と入庫 デー タは原 則として同 じである とい

うことか ら,発 注時にそ の内容 とカー ドあるいはエ ッジカー ドにブレパン チ してお'き,納 品のと

きに変更がなければその カー ドをそのまS入 庫データあるいは仕入 デー タと して活用するもので

あ る。 もし変 更が あれば変 更分のみ修正 してインプ ットすれば よいのである。④.作 業 事務に ょ

る管理事務 資料作成 。作業事務 と考え られ る注文書発行事務 買掛金事務,支 払事務等は通 常コ

ン ピュー タシステムのインプッ トシステ ムであ り
,作 業事務だけの機械化 では直接効果は あると

して も'本 来 のコン ピュー タシステムの 効果 とみ左される間接 効果 は殆ん ど考 え られない.す な

わち超小型 コンピュー タに よる資材購 買事務の機械化はむつか しい,逆 に中型機以 上の コン ピュ

ー タに よる場 合は管理事務 まで処理で きる とい う意味でかな りの効果 が期待で きる
。⑤.マ スタ

ニ フ ァィルの特殊 性 。購 買の最 も重要 な機 能である購買要求の 品質,価 格.納 期等 を考えて.最

も適切な購買先を決定 しなければな らない,す なわち他の事務 システムにはみ られ ない情 報検索

的な購買先情 報マスターが必要 である。 この マスターは常に新 情報によって メンテ ナンスをお こ

なわな くてはな ら左い。

e.コ ー ド設定の進 め方

資材購買事務の主たる対象物 と して コー ド化 を しなければな らないのは,資 材(品 名)と 購買

先 である こ.n.らの コー ドは一般 にデータを識別する という意味 で識別 コー ドと呼ばれてい る もの

である。そ の他にデータの性 質を示す デー タ区分 コー ド,及 び管理のための管理区分コー ドがあ

る。 一
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① 識別コー ドの設定

物をコー ド化するとい うとき,ま ず重要なことは機械処理の効率をよくするためのものではあるが

機械処理の前と後では人間が何かの型で処理 しなければなら安いのだとい うことを留意しなけれ

ばならない。少ぐともその事務担当者にはそのコー ドが何んであるかおSよ その見当のつ くよケ

な設定の'fl方をすべきである。それではどのようにするのかというとi)対 象物の管理特性を列挙 ・

する。例えば購買先の管理特性をみると.地 区別 規模別 取扱い品種別等がある。次にii)これら

の特性を2桁 以内(1桁 の方が良い)に おさまるように区分けを むこなう。(人 間が記憶できる

限度が大体2桁 とされている。)iiDそ してこの管理特性の重み付げをしその順番にならべてみる。

:理特:恕 羅[謬[[[□
順 位1234

iv)最 下 位の 特性に含まれ る最大品目数 を計算 し.そ の桁数をその後上 図の4に 付け る。 これがコ

ー ド体系であbコ ー ドの大きさになるのである
。V)さ らに 出来 なかった コー ドにな じみをもたせる

意味で(次 図の ように コー ドの 中に(一)を 入れ る と更に わか りやす く在る ものである。一
地 区 規 模 業 種 連 番

② データ区分 コー ドの設定

デー タ区分 コー ドには,業 務形態に よるもの とそ の業務の中に発生す るデー タの 内容を示す も

のがあ る。そ の一 例を表(2-3-1)に 示 してある ように,実 際は この2つ のコー ドの組 合せ

で構成され る もの である。

業務 区分 コー ド

内容区分コー ド

0 1 2

発 注 入 庫 支 払

0 仮 デ ー タ 納 入 請書 無 し 検 収 ま ち 仮 支 払

1 正 規 デ ー タ 納 入 請書 有 り 購 買 支 払

2 取 消 全 項 目 全 項 目 全 項 目

3 訂 正 変 更 一 部 一 部 一 部
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f.共 同利用計算センターの資材購買事務 ・

資材購買部門は一応独立 した一部門とみることができるが,も ともと生産部門の補助部門とし

ての機能をもっているものであるか ら.生 産事務 と生産事務との間には常に密接な情報交換が必

要である。それに生産事務は通常リアル性に富んでいるか ら,資 材購買事務にむいて も.そ の事

務内容によっては リアルに処理せねばならない事務もある。

外部の共同計算センターを利用するには,'そ の対象事務はむのつか ら制限され る。 しか し 事務
ア

処理システムには必らず月末に1回 あるいは数回のバッチ処理で充分な事務があるものである。

多少の不便さはあろが三ッチ処理でも業務元は支障はきたさない事務があればその事務処理を外

部の計算センターに委託計算た出すの も事務合理化の一つの方法ではないかと思われる。企業に
く

よ・ては多少の差峻 ると肋 れる頒 搬 買事務シ・九 のうち外部共同讃 セ・・一瞬 託
、
へ ・'

tl

で きる もの を上げて おこ う。

1

①.買 掛金台帳

②.買 掛金残高 表

③.支 払一覧表

④.仕 入実績表

⑤.入 庫予定表 ・ …'・"'

次 に 実際に計算 センンーを利用する場 合 少 なくともイシプ 。トデ一夕作成 の段階 は 自社 で処

:
理 する ようにすべきで ある。

そ の理 由として,① 乞ごタ作成 ミスの発見が困難 である。② データの 記入 ミスの 発見がで きない。

例 えば桁違し(の単価記入 ミス,1"en筆1本 の 単価が1000円 と記入されてい る ような場 合業 務担

当者であれば,す ぐに発見できる。③ 伝票等の受 渡 しが意外とわず らわ しい ものである。④ イン

プ ット作成料金は,処 理料金た比べて高い もの である。等が一般に指適されてい る。図(2-3

-8)は 計 算 センターに よる購 買処理 フローである。

g.資 材 購買事務システ ムのフ ローチ ャー ト

コン ピュー タの処理能力に よって,そ の処理 シス テムの範 囲,あ るいはそ の手順 を考慮 しなけ

れ ば左らない。その コンピュー タに最 もふさわ しい システム化 を計る事が最 も重要な ことである
。

こ こに超小型 コン ピュー タによる発注事務 システム と.フ ァイル機能 をもつコン ピュータに よる

システムフローを示 してお く。
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物

超小型 コンピュータによ る発注事務処理7ロ ー

(転 記用)

未完納 発注

購買先、及び
購 買条件の決

定

発 注 デ 三 夕カ ー ド

(マ ス ター)

発 注 デー タカー ド

に コー ト数 ・鋤 期

等 を転 記

納 期 別

納 入 予 定 表

ラベルの

付けられ

た発注 デ

未完 納 発注

デ ー タ ファイル
発 注 デー タ カー ドを

検 索

分納 、 完 納
チエプク'分 納'の 場 合 は'弓碇

欄に数字を証人
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第5節 生'産 計 画

a.生 産計 画と超小型コンピュ ータ

生 産計画の方式に応 じたコンビ=一 夕Z)活 用 が行 なわれなければなら左 広 ことはいまさ ら言 うま

でもない。

生産計画の方式はそれぞれ の企業が今 日の よ うな状態になるまで数多 くの 問題を解決 しながら

作 り上げて きた もので あり.企 業 ごとにそ の特徴があ るものになっている。 したが って'コンビュー:

タの活 用を検討する際には,現 在の生産計画の方式が どの ような ものであるか
,そ れをコンピュー

タに どの ように活用 させるか.ま たさせた ら良いかを充分に理解 してお く必要がある
。

生産計画へのコンピュータの適用 は 刻 々と変化す る情報を随時にしか も即時的 に処理 をしなけ

れば意味がない として リアル タイ ムシステ ムの導入 を検討する企業 もあるか もしれ ない
。 しか し

一 般エ場の作業方式や設備 を考え てみる と
,一 つの製品になるまでの加工時間 あるいは各部品 ご

との力旺 時間を助 クルとし鱒 位で指示を出せばよい.少 なくとも半日あるいは一 日とい蝉

位 で作 業指示を出せればよ く,そ れ以上に細 分化すると,か えって工場が 混乱する恐れがある。

最 終 目標は オンライン ・リアル タイム処理に よる生産計画 の機械化であって も
,そ の第 一歩は コ

ンピュータに依存できる部分を少 しつつ大 き くしてゆ ぐことに努力をはら うことである
。それには

生産計画の各条件 とコンピュータ処理での限界 を整理 してみる ことである
。 ボタンーつで製品が加

工され出来上がって くるとい う状態での コンピュータの活用 法と,現 場管理 者の創意工夫 が反映で

きる融通性のある実用 システ ムを要求する状態 での活 用の仕方 とを明確に分けてか く必要が ある
。

'コンピ
ュータに何をどこまでや らせるか,不 明確のま ま活用すると コンピュータに振 りまわされ る

結果 とな りかね左い。 小さなコンピュータ で もその活用の目的と機械化の内容が明確に認識 されて

いれば 活用の方向と正当性ははっきりする
。

生 産計画の方式 を整理するには生産形態をいろいろな角度か ら眺 めてみるこ とが必要で
,ま ず

生 産の開始時期 生産する もの の仕様 品種 の数 と量 ,生 産 周期といった よう主点か らの整理で

ある。つ ぎに進捗管理の仕方 .さ らに事務制度面か らの整理 を し.そ れぞれ問題 となる点 ,将 来

まで 力をいれていかねば なら左い ことを明確 にす る。

① 受 注生産形 と見込生産形

受注生産は注文に応 じて設計 し資材 を調達するのが一般 的であるか ら
,設 計 や資材を調達の

生産計画 に重点がおかれ.作 業 面での生産計画には負荷の把握に 中心がおかれる
。

見 込生産は工場 活動の安定 化 効率化が重要に なって くるか ら設備関係が遊ばない よう工場内
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の物の流れをスムーズにすべ ぐ材料と工程の同期化に重点がおかれる
。 しかし注文の品物でも繰

延 しのもの もあるし・標準品を働 ものもあるので,靴 受注生産と言う区分だけでは機械化

のシステムは決まるもの ではない。

② 品種の数 と量

一 般に多種少量生産と少種多量生産にわけることができる
。多種少量生産は品種 ごとの総作業

時間は短かぐ・段取 りの回数が多いのが特徴である。そのために作業の安定鹿 稼動率が低下す

るので生産計画の「うまさ,ま ずさ」によって工場活動は大 きく左右される。

少種多量生顔 材端 品の調達時期 仕掛品の在蹴 搬 ど同期化を重点に品刷 りの作業時間

の連続化に努力することが必要とされている。

③ 個別生産と連続生産

個別生産は命令,作 業指示がその都度だされ品種や量がたえず変化し
,納 期を守るのが難かし

く在るので生産計画噸 裾 ものとなる・一方の連続生敵 一乱 た命令によ
。て予麟 量を連

続 して長期にわたって生産するのでコス トの引き下げや品質の向上に重点をお・く必要がある
。

④ 進捗管理

職 鯉 性 法計画 とも勧 鍛 なもので この 目的は綱 の鮪 と仕掛品の減少にある遁

路 チ・ックする基準紅 程であるか品物であるかによ。て.故 把握す微 量が。。ト単位で

あるか累計生産数であるかによって管理の仕方が異なる。

b.生 産計画の手法

① 計画のしくみ

生産計敵1国 々の工程について・作業の着手醐 と完了時期を勘 るものと,言+敵 したが。

た差立・作業 日轍 どによる作業嚇 みぐあいの調整 難 産計画のサイクルで行動 れる
.現

在まではこれらの手法として担当者の勘や経験によ句 法
.工 綴 諏 よる方法,輪 的妨 法

主どいくつかの手法が用いられている・近代的な工場では科学的に詳搬 計画をたてて,最 康

生齢 徹 う茄 にあ硝 搬 的に中小企業に紬 て雌 産計巌 どたてなくても時 はでき

るという現場 かせのところが 多い・その繰 嚇 の管理者は生敵 追畝 仕事の重要度や
,

作類 の能力・技術の向上 正しい業績の評価 ど効率をあげるための管理者としての職務を果

せない状態におかれている。

生産計画をたてて生 産活動を最適円滑化するためには まずどんな手法を採用 したらよいか

それには管理の仕方と工場の性格を考えて中心となる日程計画のしくみを作り上げる
。
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1)納 期と進行度を対比 して管理する しくみか

li)能 力と仕事量を対比 して管理する しくみか

iij)生 産数量を計画に対比 して管理するしくみか

生産期間が長 く少量を生産する工場では納期を重点にした生産計画が要求される。す左わち先

行工程の完了時期と後続工程の着手時期 どの間隔,各 工程の所要時間又は日数を計画に合わせて,

差異が生 じれば直ちに修正 して統制 してい くしくみである。また仕事量が能力を越えてむり,納

期遅れが多い工場では納期の適正化をはかる意味において納期管理を中心としたしくみに検討を

する。

汎用の設備を効率よく働かせる工場に赴いては能力と仕事量のバランスを重点にした生産計画

が要求される。工程の負荷を平均化するとともに 仕事量の過不足を明らかにするしくみである。

継続 して一定の製品を生産するエ場では生産実績と計画の差異を明らかにできるような生産計画

のしくみが要求される。以上のように工場の性格を充分考慮 して簡単なしくみになるように検討

する。

工場の特徴に応 じた生産計画の骨組が出き上がると,次 に具体的な作業配分する方法が問題と

なる。

酒己分の方法として,一 つは生産能力と生産順序を考慮して計画する。二つは生産能力のみを考

慮 して計画する。三つは生産順序のみを考慮 して計画するなどがあげられるが,今 もって望まし

い方法は体系化されておらず コンピュータを利用 して生産計画をするには制約条件が多すぎる。

現在多くの工場ではガン トチャー トによる計画表が普及しているが,負 荷を割当てるプ・セズは

人間の思考に委ねられている。モデル化 して小型 コンピュータで行なうにしても工場の実態に対

応 して計画をたてるしくみは今後の課題であろう。

② 生産量の指示を中心とした生産計画

注文により各部品の加工 組立の作業期間が決められると,次 に作業着手可能で納期がはやい

ものから順に生産能力に応 じて作業指示票を発行するb作 業指示票の発行には作業着手日か1ら納

期までの期間の生産能力とその部品の生産量 とを対比させて1日 単位で生産可能量を計算する。

各工程での生産の遅れの発生や計画以上の進捗を した場 合当然各工程とも変更されなくては浸 ら

ない。そ こで各工程 に発 行された作業指示票どおり進捗しなかった場合は作業 日報として報告

させ計画 どむりの場 合は報告はさせない方法を とる。 小型 コンピュータで処理するには,生 産

能力の設定の しかたと,仕 事量の計算のしかたに,管 理者の調整が必要になります。しかし中小

企業においては管理者の能力の向上に,こ の点を充分活用することにより企業内の統制に.生 産
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性の向上に役立つ もの と思 う。 このプロセス を簡単 に整 理す ると次のステ ップになる。

j)オ ーダー別 エ 程期間の把握

ii)オ ー ダー別,工 程別の仕事 量の把握

iiD工 程 別 生産能 力の把握

iv)エ 程 別 日程制約 条件 の把握

V)生 産計画の変 更

この うち(j)(iiX凧v)は 種 々の条件はあっても 「機械的に作れるゴーものであり
,v)も その変 更された もの を

もの を再びiij)jii)iv)の ス テ ップで繰 り返せ ばよい。

c・ 超小型コンピュータによ る生産計画システムの事例 一印刷業一

① 買物印刷の生産計画 シス テムの概要

当 業界は受注生産形の業態 で,あ らか じめ見込で計画をたてることがむずか しく
.さ らに一 定

の進度管理が むずか しい。

当業 界を大き く分けてみ ると.頁 物 端物.商 業美術印刷 と3グ ルー プに分けることが 出来る
。

そこでそ の中か ら要 求度 が最 も高い買物 を主体 とする生産計画の コンピュータ化をと りあげた。

しか し基本的な考え方と しては頁物に とどまらず.端 物,商 業美術印刷 な どに も適用で きる よう

な,汎 用性の ある システ ムである。

i)生 産 部品 プ ログラムの適用企業規 模

超 小型 コンピュータで生産計画をたて,さ らに これを修正 し,計 画と実績 を把握 しすべての計画に フ

ィー ドバ ックできる よう左システムを組上げることは 今までのコンピュータ利用概念 にとらわれてい

ては考え られ ないこ とである。今 までの利用 概念では 人間に代わ
ってコンピュータに何んでもやらせ,

我 々人間は築 く;をしようというのであったが
,こ れからのコンピュータの利用 においては まず第_に

大 背の もつ㌃ジ5'経 験 に もとつ く感を,・今まで以上に発揮 し,少ない人数で最高の生 産性をあげ な

くてぱ らない・ このためには燗 の最 搬 秀な助手 としての・ンピ.一 夕としてあけられるの力撮

近開発され は じめた超小型 コンピュータである。では超小型 コンピュータで どの程度ま での企業規模に適

要で きるでしょうか。ここに貢物30%以 上 を主体 とする活版 印刷企業 を例にあげてみ ると2
,5_1

表 の ように なる。
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2・5-1表 適 要 企 業 規 模(買 物)

τ 程 台 数 能 力(1日)

全 自動モノタイプ(8P) 3台 90,000本

々(9P) 3台 〃

手動モノタイプ 9台 〃

社 内 手 文 選 9人 〃

外 注 6人 〃

植 字
一 450頁

そ の他,印 刷,製 本 な ど 一 一

山積1工 程期 間……`・・14・日(文 選開 始～植字終了)

年 商2億 円以上

参考表 一 コンピュータ利用時間帯例 一

角

(受注書変更)(製 版) (印 届[D (作.業進 行遅れ)

ミ
ミ

ミ
＼

定
期
物

計
画

不
定
期
物
計
画

他 一 般 業 務

1

計

画

他 一 般 業 務

lll

＼＼＼、

計 、

＼画 、

、 、

＼修 、

＼正 ＼

＼＼＼ ll
1,時1。 時1、 時 、2時13時14時15時 、6時17時18時

ii)生 産計画プ ログラムは どの ような問題 を解決するか。

印刷業 界の現状を分析 してみる と,次 のように解決すべき問題点が 整理 され る。

イ.適 確な作 業指示 を迅速にお こな うこと。

ロ,作 成 された作業指示の内容は ,現 状に応じて 自由に迅速 かつ正確に修正 できるこ と。

'、 作業進行予定表(工 程別)が 作成で き,い つ も利用できる こと。

r原 価計 算のためのデー タが抽出で きること。

屯 見積原価計算を行 うこ とによって,利 益計画を前向 きにたて られ ること。

へ 情報は全 てのステ ップにフ ィー ドバ ックできること。

イ.適 確 な作業指示 を迅速にお こな うこと。

適確 な作業指示をだすためには,受 注量の内容及び原稿内容を正確に理解 し,仕 事量 を定量化

するための諸条件 を見つけ だす ことが第一 で.次 に これを計算 しその 計算結果 を現在 までの工程
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別作業量 と見 くらべ,作 業状況に応じた適確な判断をしなくてはならない。

超小型コンピュータでこの作業をするためには まず人間の もつ能力を充分に発揮 してもらい.定 量

化をするための諸条件(文 選係数,文 選難易度 原稿難易度,'植 字難易度)を データとして受注

内容に加えてもらい,そ の後はコンピュータのもつ能力により定量化をし 現在までの工程別 作業量

に山積を赴こない,つ ねに能力線を判定しながら理想的な結果を作業指示として作業指示書に出

力させる。

.ロ・作成された作業指示の内容は現状に応 じて一 自由に迅速,か つ正確 に修正で きる こ

と。

生産計画システムで最も重要左ことは 計画変更にたいしいつでも適確に修正できることである。

この生産計画プログラムでは前項の作業指示書作成 次項の作業進行予定表作成において も計画

変更にたいしょできるよう,修 正処理が容易なように組上げられる。まず第一 として受注内容の

変更による修正 第二として作業指示後の現場での作業の遅れ進みによる修正である。 とくに第

二の作業の遅れや,進 みによる修正は計画にたいしての実積把握には欠 くことのできない もので

あり,い わゆる工数管理を行 ううえでの重要なデー.タとなるものである。しか し.た とえこのよ

うに容易に修正ができるか らといってやたらに修正があったのでは,ど の ように立派左システム

を組上げて も意味がないものである。

生産計画プログラムでは実績把握に よるフィ三 ドパックシステムと高度な人間の能力による判

断とによって作成される生産計画により,今 までの計画法と比べると修正の回数は.は るかに少

ない ものになる。

ハ.作 業進行予定表(工 程別)が 作成でき,い つも利用できること。

受注量に もとついて作成された作業指示書の作業指示内容はいつでも工程別に集計作表され作

業進行予定表として.営 業部門においては受注計画用として利用でき,業 務,経 理又 他の各部

門においては進行状況 をつねに正確に把握でき.円 滑な管理が出来るようになる。 とくに営業部

門での利用においては,工 程のバランスを考えた最適受注ができ,こ の最適受注こそ,印 刷業界

に封!、ての第一工程であると考えられるのではないだろうか。この第一工程が適切なものであれ

ば第二 第三 工程は容易に正確なものができるはずである。

二.原 価計算のためのデータが抽出できること。

どのような業界において も利益を潤滑油として企業を継続する以上.原 価計算はな ぐてはなら

左いものである。原価計算はどの ようにすば らしい計算式を作ってみても,イ ンプットデータが

正確でな くては,正 確左原価はでてこないものである。とくに生産を主とする業界においてはそ
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のエ…縮慣 が正確に出来てい 鮒 れ ばならない.d生産計画プ・グラムではこの原価計算のため

の正殿 データを作るために も・前項までのよう鴫 適受注 適切な作業綜 正確迅速な修正

左ど計画と実積とをつねに等 しい状態にしている。つまり実積による正確な工数計算がいつでも

できるようになっている。

ホ・ 見積原価計算を行 うことによって,利 益計画を前向きにたてられること。

受注による利益獲得の保証をえるためには.見積原価計算はなくてはならないものである。

そこで受注書に よって作成される作業指示書に計画工数による見積原価を計算 して
.利 益獲得の

保証をえられる ようにしてある・扶 朋 の予想禾犠 を境 赴 にも計上 してみた
。

へ・ 情報 は全てのステ
ッフ'にフ ィー ドバックできること。

フ ィー ドバ ックシステムは古 くか らあらゆる分野に利用 されている
。 オーデ ィオの世界に,"工

作 機械の精度 を上げるために.そ して事務 合理化 生産性の向上のため に
.生 産計画プ ログ ラム

は もちろん どのス テップに もフ
ィードバ ックが できるよう設計され ているので,作 成され るあ らゆる

る情 報は正確でかつ深さを もってし(る。

以上の よ う嫡 題繍 決す ることに より,生 産性の 向上と労働 力の円靴 が計れ
,今 後の労賃

の上昇,労 働力の不足に対処出来 るもの と信 じる
。参考 としてその予想される成果 を2--5-2

表 に示 してみた。

② コンピュータによる処理 の概要
コ

人間がある一つの問題を与え られた場 合 その問題に関係ある知識をより多く持つ人ほど正確

に迅速に解決していくものである。この知識が経験にもとついたもので,か つ大量なものであれ

ばあるほ馨 として表敬 現われて くるものである.そ して敵 よ。て鰍 された ものを,さ ら

に フィー ドバ ックをし確認 修正 をし
.よ り完全 なものに作 り上げてい くものである。反面なに

も知識のない ものは問題を与え られて も解決 の糸 口さえ もつかめ ない ものであり
.た とえ糸口を

つかん だ として も正確 に迅速 にとい う言葉にはほ ど遠い ものに左
って しま う。

コンピュータも人間とまったく同じで・ けっ して天才で も秀オでもない。 しか し人間 と違 うところが

ある。 この違い こそ 人間には まねの出来 左いコンピュータ特有のナばらじ能 力であ り,場 合によって

は,こ れ を電子頭脳 左ど とよばれ人間以上の 能力 をも
っているかの ように誤解 され て しま うこと

もある。 この違いとはなんであろ うカ㍉ それは一与え られ たデー タを
,与 え られた条件 と与え られ

た計算にしたが って.忠 実.正 確 ,迅 速 に処理 して くれ る事である。忠実 正確.迅 速は人間の

もつ能力をはるかに越え た超能 力ともいえるもので
,コンピュータの特長で ある。 この ようなすば らし

い能 力をもつコンピュータによって生産管理 をおこなうのですから この能 力を十二 分に発揮 して もら
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2-5-1表 生 産計画 プログラムによる生 産計画
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2-5-2表 従 来の方法による生産計 画
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<

うために・デー タを処理 するための諸条件,計 算方式をもれなくコンピュータに記憶 さ也 そ して正確

な データをあたえてやる事 である。

それではその処理手順の概要 を説 明しょう。

i)仕 事量の定量化

受 注活動に よって得 られ た仕事を定量化する ことは生産計 画システムに とって,左 くては左 ら

左い作業の一つで あん しか しその まえに仕事を定 量化するための諸条 件と計算方式を作 りあげ

な くては ならない。いまNで この作業は永い経験を もった技術者に よって,感 と計算 とに よって

長時間を要 していたわけである。

イ.条 件(1)

作 業人員 機械台数によb各 工程1日 当bの 能力を設定す る。2.5-3表

2・5-3表 工 程 別1日 当 リ 能 力(例)

.

工 数 標 準 エ 数 人員又は台数 1日 当 り能力

全 自動モノタイプ(9P) 35千 本/台 ・日 1 35千 本

全自動モノタイプ(8P) 35千 本/台 ・日 1 35千 本

手動モノタイプ 10千 本/台 ・日 4 40千 本

手 文 選(社 内) 10千 本/人 ・日 7 70千 本

手 文 選(外 注) 14千 本/人 ・本 4 56千 本

文 選 合 計 236千 本

植 字 20頁/入 ・日 14 280頁

工 数 単 位∫建 碑/人 ・・(手捌

千 字/台 ・日(モ ノタイプ)

恒 字 頁/人 ・日

植字標準工数B5版 縦ペタ組

一日標準工数9時 間

ロ.条 件(2)

コンピュータは与えられた文字 数字な どのデータを判別する ことは出来るが.例 えば1ペ ー ジに し

め る活字の割合とか,原 稿の 見にくさなどはコンピュータで判別 することはできない。 そ こで,そ れ ら

を文字,数 字に変換 してやる。
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ラ ン ク 1ペ ー ジ に 活 字 の し め る 割 合 係 数

A ・ 活'字 左 し 0.00

B 0～30% 0.25

C 30～60% 0.50

D 60～90% 0.75

E 90～100% 1.00

活 字 の種 類 係 数 原 稿 内 容

6P 1.2 40%増 非常 に見 に くい

7P L2 20%増 見 に くい

8P 1.0 一 普 通

9P 1.2 20%滅 特 に見 や す い

9Pル ビ付 L5

10P 1.5

そ の 他 L5

)例(数係算換撰文表4一ほ2

数係

0

5

0

5

0

0

2

5

7

0

0

α

α

α

L

合割る

し

%

%

%

%

めし

左

0

0

0

0

の

3

6

9

0

字

字

-

活

・

～

～

～

～

に

活

ジ

0

0

0

0

一

3

6

9

ぺー

)例(度易難稿原、数係度易難選文表4一ほ2

稿原数係類極

月

い

や

に

く

通

見

常

に

に

非

見

普

特

増

増

滅

%

%

一

%

0

0

0

4

り
】

2

2

2

0

2

5

5

5

■

L

L

r

L

L

L

付

他

P

P

P

P

ビ

P

;

'

,

ー

レ

ー

)

)例(数係算換字植表4一ゐ2

版 の 大 き さ 植 字 標 準 工 数 係 数

B4 10頁/人 ・ 日 2.0

A4 15〃 1.3

B5 20〃 1.0

A5 30〃 0.7
〉

B6 50〃 0.4

A6 60、 〃 0.3

新 書 50〃 0.4
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2.5-4表 植 字 難 易 度 係 数(例)

蓼

・

ま

ビ

・

り

真

組

ざ

文

ル

ま

写

表

表

欧

全

組(縦 組)

組(横 組)

組(]段 につ き)

凸 版

数 式

数 式 ま ざ り

ざ

ハ.計 算式

文選量の計算式

標準字詰×文選換算係数×実員数=実 総字数

実総字数×文選難易度係数.原 稿難易度=換 算総字数

1行 当b字 詰 ×行数×.段数=標 準字詰

植字量の計算式

実真数×植字換算係数×植字難易度係数=換 算植字真数

ii)作 業予定の指示(山 積法による作業指示書の作成)

定量化された仕事量と受注書内容をデータとして,山 積法による工数の割合をおこなう。

現在までの生産計画(実 績)をコンピュータに記憶させ,記憶された生産計画(実 績)の うえに受注

書内容(入 稿畑.校 正開始fiHltど)に したが。て.1日 に処理能 力線内に割当ができるiO、t:

うかの判定及び処理おこ左いなが ら全仕事量を適格に計算割当をする。そ して.そ の結果を受注

書内の作業指示欄に印字する。例えば定期物8P活 字を使用 した場合,第 一ステ ップで全 自動

モノタイプ(8P)に 割当が出来るかどうかを判定 し,能 力線内に割当が出来れば割当処理をお

こなう。 もし出来なければ第ニスチ ップとして社内手文選に割当をおこない
,と もに能力線内に

割当が出来ない場合は.こ の能力線を上昇させて割当る。
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例1第 一 ス テ ッ プ で 割 当が 出 来 る 場 合

一 割当 られた仕事量

工)

数 第一ステ ップ

月 日

例2第 一 ステ ップて割当が出来ず第ニスチップに割当てた場合

一 例ー ー ピ ± 一

工

力線 一 一 ー 一
割当期間

一 ー 一 一 ー 一 一控＼
現在までの計画(実

全 自動 モ ノ タ イ

ー

L

.

数

線力能

川

い
L

.

胴

工

数

線力能

ー
工

数

全 自 動 モ ノ タ イ プ(8P)第 一 ス テ ッ プ

日

… 一一一 … 一一寸き些 塑 … 一ーー 一

割 当られた仕事量

現在までの計 画(実 線)

社 内手文選 ・第ニスチ ップ

日

第一ステップ、第ニスチップとも割合が出来ない場合

上昇された能 力線 割当期間

割当 られた仕事量

現在 までら 画(実 績)

月 日

全 自動 モ ノ タ イ プ(8 .P)
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注
号
受
書 60051 受 注 書

得意先 」.B.C 殿
昭和46年6月1日

判

別
B5

書 生 産 計 画
、 プ'ログ ラム 説 明 書名

書 名
コード

6005
受注区分

新 再 依

仕 様 内 訳 数量 見積単価 金 額,

組
(

新
・

象
・

欺
)

活 字
ボ 正 新 小
8号 略 字 旧 カナ 促音大

、

18,000

組 方

従 総

横 組80字33行1段,・ ラルピポ 奇 縦 ボ上

桂 号 偶 数 横 ノンブル 号下

員数100

累 計

文選換算係数 5・ 』 駿係数 1.0植 字換算係数 1.0 植字難易度係数 1.0

入稿日 6月13日 朋 ・1月 ・ 趾 ・ 月 日 校 正 ・1・ ・月25目

鴎
0
工 番 発行 年 月 日

60051・46.06.01 認11亨 。 18,000
受注金額 書 名コー ド入 稿自校正 日

6005 6.18 625 r騰
行

33

段

1

係数 文選換算
50
文選難易度
10
植字換算
10
植字難易度 実総次数
10132000

換 算総字 徴
132,000

換算植字数
100

作 業 方 法
2

6月 18 19 20 21 2考 23 24 25
備
考

越 20 20 40 32 20
.

植定 15 15 30 24 15

仕 様 内 訳 数 量 見積単価 金 額

翻

印

・宇

`

＼

部数 負数

刷 色 用紙

製本 調 製 とじ
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ρ

書 名 ポ
r

文選『
区分 六番 発行年月日 判 頁 受注金額 入潮 日 イ 字詰 行 段 1

コ ー ド

ζ
算係数

数 ～

植字換算
選難易度

係 数
植字難易度 実総字数 換算総字数 換算植字数 作業方法 日数

`了 日一入編 目+1
1

文選本数
校了日一入編 目+1

植字真数
校 了 日一入編 目+1 B/E

繰 り 返 し 繰座 し 繰 り 返 し

マ ス タ ー テ ～ プ フ ォ ー マ ッ ト

川戊山積結果の表示(作 業進行予定表の作成)

月又は週単位で期間内に作成された作業指示書の指示内容は一括 して,作 業進行予定表によっ

て表わされる。この作業進行予定表は営業活動に,管 理に使用される。

年 月 日 作成

作 業 進 行 予 定 表

、

名 コ ー ド番 号 1 2 3 4 5 6 〃25 26 27 28 29 30 31 計 適 要

、

「

ト 分選

ll 植字

ll 分選

植字
■

〃 分選
ll

植字

ll 分選

v 植字

分選
■

〃 植字

一

レ

単位 分選 千本

植字 頁数
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iv)変 更 データによる計画 の迅速 な修正

一 度立て られた計画 が修正され る場 合
,二 つの ケースが考え られる。第一に客先か らの受注 内

容 の変更 とくに入稿 日の変更な ど.第 二に作業現場 での作業の遅れによる変更である。 しか し,

こ の ような変更に よる計 画の修正はけっして複雑 な もの ではな く,基 本的には計画 の取消しと,再 計

再計画作業 にほか な らないの である。 この修正の基本 をす なおに生産計画 プログラムは採用 して

み た。

イ.客 先か らの受注内容変更の場合

営

業

よ
り

→ 超 小 型 →
コンピュータ

取消 し(

再作業指示

現

場

へ

ロ.作 業現場での作業遅れなどによる変更の場合

噌

《

り

超 小 型
一一ー一〉 →

コ ン ピ ュー タ

・一部取 消 し

(再作業指示

叫

現

場

へ

レ

馳
得意先

工 程 変 更 通 知 書

殿

墜

醐
昭和[口年[日 月[[1日

変 更 内 容

項 目
ヂろ

変 更 前 変 更 後

入 稿 日

枝 正 日

文 選 量

植 字 量

月 日

月 日

本

真

月 日

月 日

本

真

なお.変 更による再作業指示書は受注書を使用 し㊥の印を押 して区分する。
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v)工 番別受注実績表の作成(予 想利益Ft算)

見積金額計算方式

換算総字数 換算植字頁数
・+=所 要時間

単位時間字数 単位時間真数

所要時間×時間単価(原 価+経 費+利 潤戊=見 積金額

年 月 日 作成

工 蕃 別 受 注 一 覧 表

工番
発 行

年月日

書 名

コー ド

入稿

月 日

校了

月 日

換 算

総字数

換 算

植字数

'所要

時 間

見 積

金 額

受 牲

金 額

て摘 要

5 6

＼

4 4 4 8 8 4

、

8 8

1
一一 一
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コンピュータ導入指 針作成委員会

(敬称略

委員長

委 員

事務局

鵜 沢昌和

荒井裕蔵

池田良一

木村一嘉

久保篤平

佐藤和宏

塩田俊朗

篠崎 敬

島由清一

高橋澄夫

中谷道達

(財)

50音 順)

青 山学院大学

中小企業振興事業団

立川株式 会社

東 京理科 大学

(財)日 本情報処理 開発センター

通 商産業 省

イ ンターナシ。ナル ・システ ムサー ビス(株)

(財)日 本情報処理開発 センター

日本 ビジネス ・コン ピュータ(株)

(財)日 本情報処 理開発セ ンター
.

中 小企業庁

日本情報処理開発センター

技術部教育課
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第6節 会 計 事 務

過去6年 くらいの間に著者の属する会社では1200社 あまbの 中小規模企業に対 して,コ ン

ピュータ導入の援助 を行 な ってきたのであるが,そ れ らの企業 において,実 際 にコンピュー タの

導 入を企画 し,そ れを担当 した部門を見ると会計部門が40%近 くの比率 を示 し最高で あった。

しか し,こ れ らの会計部 門の責任者 たちが,着 手 した第一の コンピュータ化対象事務は,販 売事

務,給 与計算 などがほ とん どで,会 計事務 を第1に 対象 として着手 した ケースは少ない。

それは,コ ンピュータ導入の大 きなねらいが ライン部門におかれていた ことを意味 し,会 計部

門に とって ライン部門のシステム改善は大 きなプラスを もた らす とい う確信の上においてなされ

たか らで あろ う。

この ことは決 して会計事務 のコンピュータ化が効果が ない とい う意味ではな く,あ る程度 ルー

チン化 されているか ら,す ぐや らな くて も,と い う意識 か ら出てきているものと思われる。

会計事務は給与計算 とともに,コ ンピュー タに とっても最 も魅力ある対象である。

この二 つの事務 は一般 にたい したことの ない部類 として評価 されてい る。.

しか し,こ れは大 きな誤解 である。企業 のなかで最 もルーチン化 されてお り,プ ログ ラム化する

のに大 きな障害が少ない という特徴 を,こ の二つの事務は もってい る。

またデータ量が他の事務 と異 なり少 ないため,こ れを機械 化 して も,5～6人 がい っぺんに必

要 な くなるとい うような,は でな効果はない。しかし,確実に事務工数(人 ×時間)を 数分の1に

減少 させ ることが可能で ある。

a .会 計 の機能

会計部門が本来持 っているお もな機能は,つ ぎに示す三 つに区分す ることができる。

① 毎 日の企業活動の結果を,取 引 として,ま た価値 の移動 として記録す ることに より,損 益

計算 お よび財産計算の基礎 とす る。すなわち"会 計記録"を 重点 として業務 を行 なう機能である。

② 貸借対照表,損 益計算書な どの財務諸表を作成する とい う会計 の"外 部報告機能"

③ 経営管理 のための各種の統計,分 析報告書,予 算な どの資料 を作成 し,"内 部 管理を推進

す る機能 袖

以上の三つの機能はそれぞれ,① は簿記,原 価計算,② お よび③は①の記 録を中心に して会計

の もつ"測 定 と評価の機能"に より展開す るものである。
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なお,会 計部門にはまだ多 くの機能が残 っている。

資金業務,金 銭や有価証 券などの 出納保管業務,監 査や税務関係の業務 などがそれである。 し

か し,こ こでは デー タ処 理 とい う観点か らの会計の基本的な機 能を中心 として:取 り上げてみ よう。

b.会 計基本事務

複式簿記の基本 シス テムは簿記教科書的な示 し方をす ると第7-1図 に示す ように,取 引記録

か ら仕訳帳へ,そ れか ら総勘定元帳 と補助簿への記録 とい う経路で示 されるが,最 近に おける伝

票会計の普及は こうした従来の方式 から,い ちじる しく変化 し,第7-2図 に示す ように取引伝

票か ら補助簿 へ,そ れか ら総勘定元帳へ とい う経路の傾向が強 くなってきてい る。

これは現 在の取引がすべて帳票の発行 とい う方式 をとって行 なわれてい るので,原 始記入簿 と

しての仕訳帳 の本質が くずれて しまい,そ の必要度が低 くなってきた点 にある。 したが って伝票

方式であれば,ワ ンライ トで1枚 余分に伝票を作成 し,こ れを発生順 に重ねて綴 ることによって

仕訳帳(J・urnal)の 目的である,"取 引 の発生順の記録"を 行 なうことがで きるので問題は

な くな ってしまう。

補助 元 帳

第7-1図 複 式簿記の基 本 システム

ノクノ//Z///////〃 ン/ノ〃///〃 ノ〃〃7z〃〃z∠〃〃 ク〃〃ン〃!z

z

取 引 記 録 ◇ 補 助 簿 一◇ 総勘 定元帳

第7-2図 伝 票会計 による基本 システム

伝票会計か ら見た複式簿記の構造は,次 の表に示す よ うになる。

No 作 業 作 業 内 容

1 取引の仕訳 伝票の起票

2 補助簿の作成 伝票の綴り込み,残 高更新

3 総勘定元帳の作成 補助簿の合計転記、綴込,残 高更新

4 貸借 バ ランス 試 算 表
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C.会 計 事務と販売事務 との関・連

会計事務 と関連する他の事務 システムには各種 の事務が あるが,販 売事務はそ のなかで も日常

的関連の要素が多いので,次 の関連性 を示 してみ よう。

第7-3図 は.起 票か ら回収までの売掛事務 と会計事務 とのつながbを 示 した ものである。

売掛事務は図 に示 した ように,売 上伝票,請 求書,入 金伝票の三つ のインプッ ト データに よ

って行なわれている。実際には売 上伝票以外に値引伝票 とか取消伝票 とかが あるが これの正常取

引以外のものは省略する。

売上伝票は一 日の単位で売上日計表 として集計される。この集計は二つの要素 を必要 としてい

る。一つは,総 勘定元帳に進む もので あり,他 の一つは得意先別にま とめ て,売 掛補助元帳の記

帳へ と進む ものである。前者は仕訳 日計表の過程を他の会計伝票 といっしよに通 って行 く。

総勘定

元 帳

売掛金%

一
|
1照合

↓

売上伝票の発行 売上日計表
作成

仕
訳
日
計
表

、ダ,⇒

一[〈〉

→

,

一
売

掛

補

助

元

帳

、

売集

掛計

金表

請 求書 の発 行 ノ'

→

一[ブ 領収 証) の発行入金伝票 入金集計表
'

〉 ,

k

第7-3図 会計事務と販売事務との関係
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入金伝票 も売上伝票 と同 じような過程 を通 って処理 される。

こうして売掛補助元帳 は毎月末に売掛金集計表 としてその残高がまとめ られ,総 勘定元帳 の売

掛 金勘定 と照合 し確認 される。

以上の売掛金勘定 における総勘定元帳 と,補 助簿 との関係 を,簿 記的分析 して示す と,例 えば,

大和株式会社 の4月1日 の売掛の取引が次に示す ようにあった としよう。

売 上 取 引 一 山 田 商 会 へ 掛 売 額20,000円

田 中 商 会 へ 〃40,000

中 山 商 店 へ 〃40,000

売 上 合 計100,000

これを仕訳で示す と,,

(借 方)売 掛 金100,000(貸 方)100,'000

{

山 田 商 会20,000

日 中 商 会40,000

中 山 商 店40,000

『
山田商会 より小切手にて入金

田中商会 〃

中山商店 〃

入 金 合 計

これを仕訳 で示す と,

(借 方)1現 ・預金50,000

10,000

20,000

20,000

売 掛 金'

礫
となり,次 に示す ように,総 勘 定元帳 と,補 助簿に記入 される。

(総勘定元帳)

山 田 売上

田 中

中 山

小 計

売 掛 金 勘 定

20,000

40,000

40,000

50,000

50,000

10,000

20,000

20,000

山 田 入金

田中

中 山

小 計

10,0』00

20,000

20,000
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売掛金元帳 山 田 商 会

4/1売 上 20,0004/1

田 中 商 会

入 金 10,000

4/1売 上 40,0004/1

中 山 商 店

入 金 20,000

4/1売 上40,0004/1入 金20,000

この ように総勘定 元帳は事業全体の売掛金総額 を示すのみであって,個 々の売先に対 して,ど

の くらい掛売 を したか,い くら入金があったか,残 高は どうか,貸 付限度額(借 用限度)に 対す

る残は どうかなどの売掛管理上の情報は示 されてい ない。

d.会 計事務 システムとコンピュータ化 のポイ ント

他の部門事務 と違 い,会 計事務 システムの場合には,ア ウ トプゥ トは初めか らほ とん ど決 まっ

てお り,事 務処理 のロジタクも借方 ・貸方の判断,加 減の計算 など比較的簡単である。 したが っ

て正確 なインプシト デ一夕を確保出来れば よい と言 うことが で きる。

そ こで"正 確 なインプv卜 原票"を いかに得 るか とい うことが,コ ンピュータ化 の第1の ポイ

ン トになる。

次にコンピュータにインプッ トする伝票は,会 計部門で発行す る伝票以外 に,他 の部門か らの

帳票 も含 まれて くるはず である。そこで会計事務 システムのコンピュータ処理 の途中過程でイン

プッ トする場合が出て くる。

しか し〆」・さい コンピュー タを使用す る場合 には,で きるか ぎり同 じレベルですべてのデ ータを

イ ンブ タトすることが望 ま しいので,シ ステ ム設計上の工夫が必要ある。

第三のポ イン トは コンピュータの選定であ る。 コン ピュー タの記憶装置 の容量が小 さい場合 と

大 きい場合 とではその システムも大巾に変 わ ってくる。

現在の会計 システ ムとして補助元帳 の作成 から入 る場合には,補 助元帳までの事務作業は,高

度 の事務処理はで きないが,区 分け,集 計 はかなりの速度で処理す ることが可能で ある。記 憶容

量の大 きい コンピュー タの場合にはハ ン ドリングに よる事務処理は必要 な くなる。 したが って大

きい機械 を選ぶか,小 さい機械 を選ぶかは データ量が一つの 目やすになる もの と言え よう。

次に インプシト デ一夕の正確性確保 について示 してみ よう。

① インプフ ト デ 一夕の正確性

会計事務の最大 の注意点が インプシ ド データの正確 性を維持することにあることをのべたが,
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その具体的な方法kら 已て示そ う。"崎 』"-1・'tt';1`""』t't三

コ ンピュー タuak－け る会計事務処理上の問題は二 つに区分 して考え ることが必要であるb・まず

原始デー タが作 られ,そ れが コンピュータにインプシ トされるまでの問題 ど ーデー タが イ ンプッ

トされ てか らの問題 とに大 きく分けて考えなければ ならない。

まず前者 について示す と,手 作業過程でのデータ(伝 票類)の 作成,'そ のチェックのため のデ

ー タの量のま とめ方
,お よびデータの送達 に関す る問題力1ある。'∴'ー

インプッ ト デ一夕については次の五つ の事項 をとくに注意 じだければ な らない。

i)コ ン ピュータにインプ ットされ る伝票類には,そ の送 り出す順に したが って,'必 ず 個

個 に一連番号を与え ること。

これは伝票類 の紛失 を防いだ り,そ れに よる誤 りを未然に防 ぐためである。ま・た問題が起

った時 に,伝 票の原 データとの照合が容易になる6

ii)適 切 な区分,も しくは管理可能な量 に伝票類 を小 グループ化(Batching)し て,コ

ンピュータに投入す るまでに,内 容の正 しさ を検照す ること。また・1・分け(BatCh)に も

一連番号が与え られ ること
。.,

iii)伝 票類は,さ きに設定 したパッチ番号順に永久保管されること。"-t…

iv)パ ッチ毎に,数 量 ・.金額 ・枚数そ の他 の項 目の合計が把握 され ること。 これ ちの合計

は,そ のバ ッチの コンピュー タ化への プルーフ ・トー タルになる。

・)手 作業 による日計表の合計や残高の集計区分は・'・ンピズ 那 イ ガ ・トす る伝票

の パ ッ チ 区 分 と 一 致 さ せ る こ と 。

② コ ン ピ ュ ー タ 内 にお け る イ ン プ ッ ト デ ー タ の.取 り扱 い 。 、

1日 分 の発生伝票 を1パ ッチ と恒 と嘩
、巳 場合・=yピ ・一夕へは観 ・.橡 となる伝票

が1パ ッチ宛送達され るこ とになる式 このパ ッチを受 入れるコy・ビューB・pt理 に よって作成 され

るプルーフ●}ぽ 嚇 ぽ 常・ぽ の発生順(烈 二連番号順)に伝票騨 ・プリ… さ

れ必要 な合計額が表示され る。 、

これに よって手作業段階で把握 されていた合計 との照合が行なわれる。'これ らの処理は,伝 票

内容 とせん孔 カー ドやテープなどの媒体 の内容を照合 ・確認す ることになるわけで ある。

コンピュータでの作業は1ケ 月分'め全 パシ・チが集め られて,月 次の作業 ど'して処理 されるが,

この場合インプット デー梧 ゾ・ピ・一'iで興 部チエ魂 して1竺 良データを取 り出す

ことが必要で ある。 このチ エシ家はで きるか ぎり.t.の範 囲を拡げZ∫〉乏が望 ま しV>6'し か しこの

チェックのため
.に内部記憶装置 を使 えば使'うだけ∫それだけ主に なら処 理の使用範囲が狭 くなる

一」89二:
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ので,有 効適切 なチェックを限 られた条件 内で行な うことが考え られなければな らない。

これ らのチェックの主な ものを示す と,

i)

ii)

i∬)

め

v)

vi)

vii)

コー ドの 自動 チェック

一連番号 の欠番 チェ ック

パ ッチ番号 のチェック

数量 ・金額 ・枚数 などのチェック

デー タの決め られた桁数 のチェ ック

バランス チェック

計算 のチェ ック

などである。

これまで述べて来た ことを第7-4図 に 示す。

取引の発生

∈一 一 ー ー 一 一

「-h-一 一 ー ー ー 一 一 ー 一 一1

㌍ 内容のチエ・クと謹 翻 づ川 ト
12 .パ ッチに区分 ・パッチ番号づけl
ll

l3・ 控 の パ ッチ 別 保 管l

l4.プ ル ー フ ・ トー タ ルl

Li・.壁 塾㌘ミ竺 巳墜t.一 」

伝 票

↓

表計日

一一

イ
一、

ト ー タ ル

手作業過程

カ ト ・・ノ 乙プ
コ ン ピ ュー タ過 程

'

コ ン ピ ュ ー タ に よる

イ ン プ ッ ト 処 理

第7-4図 イ ン プ ッ ト ・デ ー タ の チ ェ ッ ク
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●.会 計事務の コンピュー タ処理 フロー

ここでは中小規模企業で も単独利用が可能 な超小型 コンピュータによる会計事務 の処理 フロー

を示す ことに した。

この処理 フローは会計事務の コンピュー タ処理 の基本 として,中 ・大型機 でもそ の考え方を活

用す ることがで きるはずである。中 ・大型機 ではすべてが 自動処理 で きるところが ,超 小型 コン

ピュータでは手作業の必要度が どうして も出て くる点はやむを得ない ところで ある
。

処理方式 としては インプッ ト デー タである会計伝票を ランダムに打込み,さ らにこれ を勘定

別 に分類 して作成 を行 な う。そ して,月 次試算表作成 と同時に管理資料 としての,「 予算実績対

比表」,「 主要経営比率表」,な らびに 「資金繰 り実績表」の作表がで きる ようになっている。

使用するコ ンピュータに よってこの処理 フローはかわってくる坑 起小型機に よる基本 フローと

して参考 に してほ しい。

① 作成帳票

i)日 常 処理

イ.仕 訳 日計表

口.総 勘定 日計表

ハ.資 金繰実績表

五)月 次処理

イ.合 計残高試算表

ロ.予 算実績対 比表

ハ.比 率分析表

② 処理 システム利用上 の注意点

i)

ii)

iii)

め

③ シスアム

会計事務 の システム

について次に示す。

会計 伝票は,単 一伝票で も複合伝票で もよい。

伝票には伝票ナンバーを必ず記入する。

インプットお よびア ウ トプットするテープは1本 化 してお く。

勘定科 目数(総 勘定科 目)は

貸借対照表勘 定g8種 類 まで

損益計算書勘定98種 類 まで

一 フ
ローチャー ト

フローチャー トを日常処理,月 次処理,テ ープフォーム. ア ウ トプ ッ ト

－t91一



匡 ⊇

繋

麓 江ブ

現預金
ア ー フ

6

瓢

仕訳
ア ー フ

テ ー プ変 換

テ ー プ変 換

㎡ 別

日計テー

仕訳 日計 表

チ ェ ・・ ク

リ ス ト 表

ピ ィ・ル… り

♂ 別

日計テ.

総 勘 定 元帳

(日計表)

一192一

o転 記 ミス,転 記漏れの チェ

ックは会計伝票 からの打ち

込みが終 った後に次の よう

に行な う。

① 予め伝票枚数,合 計金額

を集計 してお く。

②仕訳 日計表の合計欄の伝

票枚数 と金額 を見 る。

③仕訳 日計表に打 ち込 まれ

た伝票%を 調べ て打 ち込

み漏 れが ない ことを確か

める。

o仕 訳 テープが正 しくパンチ

されているか どうかをチェ

ックす ると同時 にソー トテ

ープを作成す る。

oソ ー トテー プをハイス ピー

ド・リーダに読 ませて,

a/c別 に集計 しa/c別

日計 テープを作成す る。

o集 計は総勘定 コー ドの小 さ

い順に行な う。

01度 で集計できるのは7勘

定までである。

oa/c別 前 日までの月累計

テープとa/c別 日計テー

プとをマ ッチングさせ なが

ら総勘定元帳を作成 する。

(あ るいは総勘定 日計表で

もよい)

oオ ペ レーションを自動化 させ

飲 めの連続用紙を使用する。

oこ の とき当日発生 しない勘

定の 日計額 は0を プリントする。

o貸 借の合計金額 を 自動集計

してい るのでバランスチェック

が容易である。



前 口

費

経費日
計テ

鰺

ダ ∠ア ル セ ッ トに

注 意

○

金繰累
言伊

⊂≡) ,

現'握
＼計
テ ー プ

累計テ_プ

a%矧

フーテ
計
＼

月累計零

更新テ. 合 計

残高試算

一'1・93『 一

泊 予算実績対比表 を作成 す る

㌧
,ための準備 ステップである。

o『 ㌍ チップはデプ 件数

に'よ っ て は 週 か 旬,・ あ る い

.は 月4 .堰 で も1よい・

oハ イス ピー ド ・リー ダ に よ り

,i経費科 目・QfbLを集 計 し経 費

'日計元一プを 作成 する
。

.ノ'

o・現 ・預 金 日計テープより項 目

.別集計 し資金繰表を作成 す

る 。

.学 用 累言+テづ ≒読
別期累計 デー=,プを マッチン

グ しなが ら合計残高試算表

を作成す る。



予算実

績テー

予算

㌔

経 費累計

テープ

費累
計零テプ

δ

計 テ_プ

予 算 実 績
対 比 衰

齢 現'預 金 日

計

資 金 繰

実 績表

一194一

o経 費 累計 テー プと予算実績

テープをマッチング しなが

ら予算実績対比表 を作成す

る。

oa/6別 期 累計 テープを読ま

せ集計 しなが ら比率分析表

の作成 をす る。

o現 ・預金日計テープと前 日資

金繰累計 テープをマッチン

グしなが ら資金繰実績表を

作成す る。



テ ー プ フ ォ ー ム

繰越残 高テー プ

コ ー ド

T

A

B
金 額

T

A

B

71
1

6 10 、

a/6別 月 累計テープ

科 目

コ 『 ド

L
/
E

前月末残高 L
/
E

月 累 計 額 L

/
E

終
止
区
分

L
/
E フ ィ ー ド

科 目

コ ー ド

L
/
E借 方

2貸 方

ア

、
6 10 10 10 1 5 6

皐

読 別期累計テープ

科 目

コ ー ド

L

/

E

期 累 計 額 L
/
E
ブ イー ド

科 目

コ ー ド

/

借 方 2貸 方

L
/「
E

6 10 10 5 ・ 、

Lテー〔 分
{鵬

予算実績累計テープ

科 目

コー ド

L
/
E

月 予 算 額1

1月 目 2・ 月 ・
シ
E
3月 目 シ

EI
・ 月 ∋

6 10 10 10 ・・(

前月末

実績累計額

j」

/

E

終
止
区分

L

/

E

'

～
5月 目 ン

E
6月 目

L

〆

ノ 10 10 11 1 |

経 費累計テープ

テ ープ終止区分

0の 時続 く

1の 時終了

科 目

コ ー ド

L

/

E

借方金額

一貸方金額

L
/
E
フ ィー ド

科 目

コ ー ド

L
/
E

借方金

一貸方

6 10 5 6 |
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資金繰累計 テープ

コ ー ド

L

/
E
累計金額

L

/

E

ブ イ ー ド コ ー ド

L
/
E
累/

6 10 5 6
、

仕 訳 テ ー プ,現 金 ・預 金 テ ー プ

伝票%
T

A

B

科 目 コ ー ド T

A

B
金 額

T

A

B借 方 天
B
貸 方

5 6 6 10 ヴ

ソ ー トテ ー プ

H

S

R

T

借 方 H

S

R

E

H

S

R

T

貸 方 H

S

R

E

フ

『
ド

借
コ

ー

ド

■

金 額

コ

1

ド

金 額

コ
1金

ド

3 10 3 10 5 3/

コー ド構 成

科 目 コ ー ド(6桁)よ リ ソ ー ト用 の コ ー ド(3桁)の 変 換 は 次 の よ う に な る。

× × ×

総勘定 コー ド

貸借区分

,貸 借勘定 の場合 借 方1貸 方2

損益勘定の場合 借方3貸 方4

読 別 日計 テープ,経 費 日計テープ

借方金額
L
/
E
貸方金額

L
/
E
ブ イー ド 借方金額

L
/
E
貸
r

10 10 5 10
～
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仕 訳 日 計 表

年 月 日 一
科 目 コー ド伝票%

借 方 貸 方
摘 要. 金 額

a

前 日 繰 越

b'cde'b

××××× ××××× ××××× ××××××××××××××××××××××××××

××××××××××

××××××××××

"

1 」
..、 一

伝 票

、

枚 数
9

××
・

合 計 金 額

h
『
〉〈×〉〈×× ×× 〉く××

奄

繰 越 金 額

i

× ×× ×× ×× ×××

.

件

.

a

b

条

C

tO

e

前 日繰越 テープ より

伝票がかわるごとに1度 手打ち ・・

手 打ち

手打 ち

手 打ち(カ ナ文字)

f

9

h

1

手打 ち

自動 カウン トした ものをプ リン ト

fを 合計 した ものを プリン ト

a十h

年 月 日 勘定別 日計残高表

'

科 目 コ ー ド
前 日 残 高 日 計 残 高
借 方 貸 方 借 方 貸 方 借 方 貸 方

a
×× ××× ×× ×

i

『
b
×××××××

!、

C
×.××× ×××

・

d
×××××××

e
×××××××

ぺ

f
・× ×××X× ×

-

.・

'蔓
×××x× ×

i
,

..」

==こ ～1＼ 〒=
.

「

合 計
h

×・×× × ×× ×

i

××× ××× ×
j×××x× ×× k1

×・×× ×× × ×
1
×××××××

m

メ ××××××

条件

a

b

C

累 計 テ ー プ よ り

aのMSD1桁 目 が1と6の 場 合 に

プリン ト.
、そ の 他 の 場 合 に は とば す 。'

aのMSD.1桁 目 が2と3と5の 場 合
'にプリン ト

,そ.の 他 の 場 合 に は とば す 。

d

e

f

.9

h

日言十テ ー プ よ り

日計 テ ー プ よ り

b・に 準 ず る

cに 準 ず る

bの タ'テ計

b十(d-e)'

c+(e-d)

i

.戊

k

l

・
m

cの タテ'計

dの 〃

eの 〃 .

fの 〃

9の"
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○ ○総 勘

.「定 元 帳
=

○

○

○

、

年 月 日 科 目コード 摘 要

'

日 計 残 高 貸
借

○

○

○

借 方 貸 方

a
×× ×× ××

b
×××××

一

C

、

d

×××××××
e
×××××××

f
×××××× 隻

「、 一

件

a

b

c

d

e

条

定数 より

累計テープより

手書 き

日計テープより

日計 テープより

fbのMSD1桁 目が

1と6の 場合,前 日敷高+(d-e)

2と3と5の 場合前 日残高+(e-d)

gbのMSD1桁 目が2と3と5の 場合にのみ
*を プリン ト

合 計 残 高 試 算 表

年 月

科 目 コード

.
借 方

勘定科目名
貸 方

残 高 期 累計 月 計 月 計 期 累 計 残 高

a
×××××

一

b
×××××

C
×××××

一

d
×××××

e
×××××

-

h

f
×××××

く ・-

i

9 ×××××

＼ 一＼
プ

i＼ ＼ ＼ ＼ 当 期 利益 ××××× ××××× ××××××

ざ 一 へ～

k

××××××

r

×××××

m

×××××× 合 計
n

×××××

0

×××××
P
××××××

'-198 -1



件

a

b

条

C

d

e

fI

9

累計 テープより

aのMSD1桁 目が1と6の 場合にのみ

プ リン ト,そ の他の場合 はとばす。

前月末期累計+当 月月計

当月累計テー プより

当月累計テープより

前月末期 累計+当 月月計

aのMSD1桁 目が2と3と5の 場合に

のみ プ リント,そ の他の場合は とばす。

h

・1

.j

k

-

m

n

0

P

貸方合計一借方合計

〃 〃

〃 ー 〃

bの タ テ 計

Cの"

dの 〃

eの タテ計ただ しhは 除 く

fの 〃iは 除 く

gの 〃jは 除 く

予 算 実 績 対 比 表

科 目コ ード

,月 当
科 目名 予 算 実 績 差 異 比率 予 算 実 績 差 異'比 率

a

××××××

b.cdefghi

×××××× ××××× ××× ××× ××××× ××××× ××××× ×××

＼ 一
一

一 2一 一

＼

.

合 計 j
××××××

k

×××××

1

×××××

m

×××

n

×××××

0

×××××
P
×××××

q

×××

件

a

b

条

C

lq

e

'
1

9

h

・1

予算実績 テープより

予算実績 テープより

経費累計 テープより

b.c

8・1・ ・㈲

前月予算累計+当 月予算

前月実績累計+当 月実績

f}9

手・… ㈲

」

■K

-

m

n

0

P

q

bの タ テ 計

Cの 〃

j-k

皐 ×100@)
j

fの タ テ 計

9の"

n-0

9×100(i粉
n

－199 -1



比 率 分 析 表

年 月

. 項 目 A' B・ A-B・ A/B, 日 数

流 動 比 率 ××××××××× ××××××××× ××××××××× ××××××

当 座 比 率 ××××××××× ××××××××× ××××××××× ××××××

受取債権回転期間 ××××××××× ××××××××× ×××

製 品回 転 期 間 ××××××××× ×××××××××

売上高支払利子率 ××××××××× 、×× ××× ××× × ××××××

売上高 人件 費 率 ××××××××× ××××××××× ××××××

年 月 日

、

資 金 繰 実 績 表

コ]ド 項 目
科 目

ト

日 計 累 計
現 金 当座預金 普通預金 定期預金 其他預金

、 前 日 残 高 / / ×××××× /
売 上 入 金 ×××××× ××××× ×××××× ×××××× ××××× ×××××× ×××××

割 引 入 金

借 入 入 金

収 入 小 計 ×××××× ××××× ×××××× ×××××× ××××× ×××××× ×××××

支払手形決済
.

仕 入 支 払

経 費 人件 費

利 子 割 引料

借 入金返 済 ,

-

支 出 小 計 ×××××× ××××× '× ×× ×× × ×××××× ××××× ××××× ×××××

残 高 / /
、

××××× /

注)前 日および当日残高を科 目毎 に打出す ことも可能 。ただ しプログラムとステ ップ数が

増える。

h

－200 一

↓



④ コー ド構成 と勘定 コー ド例

● コー ド構成

大 分 類 中 分 類 追 番 総勘定 コー ド(連 番)

資 産1 流 動 資 産1 01～99

固 定 資 産2 01～99 、

そ の 他3 01～99

負 債2 流 動 負 債1 01～99

固 定 負 債2 01～99 01～99

引 当 金3 01～99

そ の 他4 01～99

資 本3 0 01～99

利 益5 売 上1 Ol～99

営 業 外 収 益2 01～99

そ の 他3 01～99

損 失6 仕 入1 01～99 01～99

営 業 外 費 用2 01～99

販 売 費.一般 管理費3 01～99

そ の 他4 01～99

110101

111102

111202

111302

111402

111502

A銀 行

B銀 行

C銀 行

D銀 行

E銀 行

111002

● 勘定 コー ド例

現 金

当 座 預 金

112103

～

112503

A銀 行

～

112003普 通 預 金

113104

～

113504

E銀 行

A銀 行

～

E銀 行

113004定 期 預 金

一201一
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其 他 預 金114005

"
受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券.

商 品

前 渡 金

貸 付 金

建 物

車 輌 運 搬 具

器具および備品

土 地

無 形 固定資産.

投 資

支 払 手 形

115006

115107

115208

115309

115410

115511

120112

1202 .13

120314

120415

120516

120617

211018

割 引 手 形212019

買 掛 金213120

短 期 借 入 金214021

金

金

金

払

受

り

未

前

預

215122

215223

.216024

A銀 行

～

E銀 行

A銀 行

～

E銀 行

A銀 行

～

E銀 行

A銀 行

～

E銀 行

料

金

他

険保諸

税

其

一202一
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114105

～

114505

211118

～

211518

212119

～

212519

214121

～

214521

216124

216224

216324

ノ



仮 受 金

長 期 借 入 金

貸 倒 引 当 金

減価償却引当金

賞 与 引 当 金

退職給与引当金

価格変動準備金

資 本 金

利 益 準 借 金

配当準備積立金 層

退職給与積立金

別 途 積 立 金

当期朱処分利益

217125

221026

230127

230228

230329

230430

240131

300132

300233

3 .00334

300435

300536

300637

A銀 行

～

E銀 行

221126

～

221526

売 上 高

営 業 外 収 益

土 入 高

営 業 外 費 用

販売費,一 般管理費

510101

520102

610103

620104

630105
、

一203一



第3章 管 理 シ ス テ ム の コ ン ピ ュ ータ 化

第1節 管 理 シ ステ ムの研 究

コ,ン ピュ一 夕の利用は,事 務作業の能率を向上する段階か ら,経 営情報 処理 とい う総合的な利

用を指向する段階へ と発展 してきた。

事務作業の コンピュータ化の段階 では,現 状の分析 に よ'って,コ ンピュー タ処理 システムの構

築はわりと容易に完成することができた。しかし.社 会の要求する価値の創造と生産性の向上を

はか り,経 営 の維持発展を推進する管理過程での コンピュー タの利 用になると,現 状の分析 のみ

では処理 システムの構築はむつか しくなった。む しろ,シ ステムに対す る哲理 とシステム設計の

思想が重要で,コ ンピュー タを利用する新 しい管理構造,あ るいは管理方式 の創造 を要請される

ようになったのである。 したが って,管 理 システムの コンピュータ化 については,未 だ模索の段

階にあるといえる。

本章 でぱ管理 システ ムのコンピュー タ化について,考 え方や視点を整理 し コンピュー タ利用

の研究課題 を提供 する ことに したい。

a.管 理 システム形成の必要性

あらゆる資源を効率的に活用する体系が管理 システムで あるとすれば,ま ず資源利用の システ

ムを形成 しなければな らない。

システムの形成 をすす めてゆ く考え方として次の事項が有用である。

① システムの構成要素 を明 らか にする。

② 各構成要素の目的を明 らかにす る。

③ 目的指向に合致す る ように各要素相互の関連を秩序だてる。

言いかえれば,経 営 は何 らかの 目的 を指 向 して活動 してい るか ら,そ の 目的を達成す るために,

管 理項 目を明確に し,手 段の構成 と目的に対する手段 の関連 を正 しく位置 づけるこ とが必要であ

り,重 要なのである。

b.管 理 項 目

経営 目的に よb管 理 の項 目も多岐 にわたるが.要 約すれば次の5つ が あげ られる。

一204一



① 品質またはサー ビスの度合 を維持向上す る管理項 目

② 原価 を維持低減す る管理項 目

③ 時間または納期 を厳守短縮する管理項 目

④ 販売量 または生産量 を適正にす る管理項 目

⑤ 前記4項 目実施 に対す る生産性を維持向上する管理項 目

た とえば,販 売業 にお いては,商 品の流通 という目的から,仕 入 ・保管 ・販売の過程 を通 じて,

商 品の提供速度,提 供価格,提 供品質の管理 に焦点がおかれ る。そ して補完 的に代金回収,支 払

の管理が ある。

ここで,仕 入 ・保管 ・販売 ・回収 ・支払は販売業の基本機能であり,構 成要素である。

製造業では商品の製造 とい う目的か ら,開 発設計,原 材料調達,製 造の過程 を通 じて.商 品の

提供速度,提 供価格,提 供品質の管理 に焦点がおかれる。製造業 の開発設計,資 材調達,製 造は

基本機能であ り,ま た構成要素 である。

これ ら販売業,製 造業は活動全体 の生産性 と,活 動の方向性 についての管理項 目も当然必要で

あ り,設 定すべ き管理項 目を確認 しておか なければな らない。

)

9

c.管 理 の過程

経営vak・け る5つ の管理項 目を具体的に システムとして形成 してゆ くために,管 理の過程 ある

いは管理 の方法 に目を向け てみ よう。・

一般 に管理 の方法は第3-1図 に示す ように
,何 らかの刺戟を与えて行動 させ,そ の行動結果

を反応 として とらえ,刺 戟 を修 正する形で行 なわれる。

第5-1図 管理の方法

いま,在 庫管理におけ る簡 単な例 を説明す ると次の ようになる。

① 在庫予算 を設定 して在庫品種を決め,在 庫量の基準を与える。

② 発注 ・入庫 ・出庫 の行動 をする。

③ 行動後 の在庫量 を調べ る。

一205一



④ 基 準 と在庫量 を比較 して基 準を修正す る。

前記4項 目を時間系列か ら眺め,実 際の場面にあてはめる と,ま ず在庫品種の決定 と基準の設

定は,経 営 目的遂行のための事前 の準備であ って計画で ある。次に発注 ・入庫 ・出庫は,具 体的

に商品の移動を伴 な う実施である。行動後 の在庫量を調べ,基 準 との対比は計画 と実施の評価 で

あり,基 準 の修正は次の計画行為 である。

ところが,計 画 と実施の時点にはずれがあ り,実 施結果 と一致す る計画を策定するのは難 しい。

また計画は在庫品種の決定 とい うように活動 の方向ずけ をす る働 きをもつべ きであるか ら,基 準

の修正は実施 に合わせ て迅速 に修正できる管理の過程 を もつ ことが実際的である。

そこで一般的な管理の過程は,計 画 ・統制 ・実施 ・評価か ら成 っている。

d.ろ つのサ ブシステム

管理過程は計画 ・実施統制 ・評価 の3つ か ら構成 されるが,こ れを関連づけると第3-2図 の

ようになる。

、

経 営 目 標

「rw、

∈ 施計∋ 巳 制II統 縫 司

`1

実 訂

ll

ll
ll

l↓l
ll

|l
ll

|l

L____」

結 果1

↓

修 正

第5-2図 管理の過程

在庫管理 の例で説明す ると次の ようにな る。

① 経営 目標・…・…在 庫総額 と回転率を設定する。(計 画への刺戟)

②"実 施計画 ………品種別の需要量 を調査 し,品 種別に在庫額,回 転率を決める。

③ 統制基準………最低在庫量,発 注量 などを決め る。

④ 実 施

⑤ 実施結果 に基づいて計画 ・統制基準の修正 を行ない,目 標 に近似 させる。

ここで注意すべきことは実施計画 と統制基準に よる刺戟の2面 性 である。時間の経過 を無視す

●
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れば,実 施計画を精密に設定 し,計 画の修正により目標近似が可能である。しかし,現 実には多

くの変更が発生する。変更を受入れる管理システムの形成を考えておかなければならない。その

ような実際的な管理の必要性から管理過程を見ると.次 の3つ のサブシステムに分けることがで

きる。このサブシステムを管理項目あるいは管理分野ごどに形成する。

① 実施統制サブシステム"

② 計画サブシステム

③ 評価サブシステム

前記区分はコンピュータ処理システム設計の面からも,で きるだけ明確にしてお くことが望ま

しい。"

●.物 的 システムと情報処理 システム

見方を変 えて経営活動の構成要素か ら管理 システムを眺 める と,次 の ようにも考え られる。

経営活動は入 ・物(商 品,材 料)・ 資金 ・設備(エ ネルギ ー)な どに よ」、て構成 され ている。

'
これ らの構成要素の働 きは,各 要素の属性 についての情報 を収集処理 し,得 られた情報に よって

計画 ・統制 され ている。すなわち,物 的 システムを形成する要素は ,そ の働 きについての情報 を

提供 し,情 報処理 システムか らの韻脚 情報 によって働 きがコ ン トロールされるのである。

したがって.管 理 システムの形成に当 っては,ま ず物的 システムを明 らかに し,次 に情報処理

システムを考え るととになる。 この関連 を示す と第3-3図 の ようになる。

び

(物 的 シ ス テ ム)

(情 報処理 システム)

第5-5図 経 営管理体系

一207 一



つま り,コ ンピュー タ処理 システムの形成 とい う側面か ら,情 報処理 システムについての追究

が過度 にな り,管 理 の対象 とな る物的 システムの追究が不足 しない ように システムの形成 をすす

めてゆかねば ならない。

物的 システムが明 らかになれば,何 らかの情報を与え,物 的 システムを作動 し,作 動結果の情

報 を収集処理 し,作 動結果が満足 しない場合,与 える情報を変えて遂次修 正する管理過程を形成

することが できる。

f.情 報 とファイル

管理 シス テムの形成 で情報 とファイルは,重 要 な要素で ある。 ・

情報は物的 システムの作動 に必要な基本的情報一 通常伝票 一 と,物 的 システムの作動効果

を測定する情報 および物的 システムに負荷 を与え る情報,物 的 システムの構造改善のための情報

などが ある。 これは管理過 程 と密接に関連 しているため,全 て列挙 して明 らか にしてお く。情報

はルー トと役割 を重視 し整理す る。

ファイル もまた重要である。現在のアウ トプッ トは過去の インプ ットの影響を受けてい ると考

え られるので,過 去 のインプッ トをプール してお く必要が ある。特に管理 システムの コンピュー

タ化 は,管 理者 が蓄積す る知識 をコンピュータに蓄積 しておかなけ ればな らない。その意味でシ

ステ ム形成 におけるファイルの設定は,充 分な研究が必要である。

9.コ ン ピュー タ化の5段 階

管理 シス テムをコンピュータ化する段階は種 々考え られるが,第3-4図 に示す ように5段 階

に整理できる。 ビジネスにおけるコ ンピュータの利用は

① 活動記録 から日計 ・月計 などを作成 する。

② 活動記録 の蓄積 を し,そ の中か ら必要情報を検索する。

③ 数学的手法を用い て計画策定や統制基準 の設定に有用な情報 を作成する。

の3つ に分け ることがで きる。

これ らは コンピュー タ処理 システムの有効性 よりも,活 動記録を迅速 ・正確 に収集で きるかど

うか によって,利 用の効果 や意義を評価す ることができる。

したが って,コ ンピュータ化 の段階は

① 日常の定型業務の処理 と活動記録の蓄積

② 日常 の定型業務処理 に必要 な問合せ処理
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③ 統制基準設定情報の処理

④ 計画情報の処理

⑤ 長期的総合問題解決に必要な情報の処理の5段 階を経て.管 理システムのコンピュー タ化

を指向することが実際的であり,得 策であろう。

第5段 階 経 営 総 合 問 題 解 決 の コ ン ピ ュー タ化

ノ
へ
、

第4段 階 計 画 策 定 の コ ン ピ ュ ー タ化

!
(
、

第3段 階 統 制 基 準 設 定 の コ ン ピ ュー タ化

'
(
、

第2段 階 実 施 統 制 に お け る 問 合 せ の コンピュー タ化

ノ
(
㌧

第1段 階 実 施 結 果 集 約 の コ ン ピ ュー タ化

〆
A
㌧

準備 段 階 物 的 シス テ ムの改 善

第5-4図 管 理 システムコンピュータ化の段階

第2節 販売 在 庫管 理 シス テム

a・ 販売管理の分野

一般 に販売管理は大 きく分けて2つ の分野 に分解することができる
。

① 商品 の選択 ・価格 の設定 ・経路の創造 ・商品の宣伝 など市場を把握す る分野

② 販売員の配置 ・商品在庫 ・配送 ・代金 回収な ど内部の活動を把握す る分野

これ らを情報処理モデルとして見ると,需 要を予測または創造するための情報処理 と,受 注 ・
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納品 ・回収の過程で発生 する情報処理に分けることができる。前者の情報処理 には

① 需要者 の意 思を直接把握す るモデル

② 需要傾向を経済分析的に把握 するモデル

③ 需要傾向を統計的に把握す るモデル

④ 種 々の条件 を変化させ て実験的に需要 傾向を把握す るモデル

などが あり,管 理 目的や管理範囲 に応 じてモデルの形成が試み られてい る。

② 予測情報処理 モデル

一般に市場把握 の問題は個人または法人の意思 に よって購入される商品の適正配置 を予測する

ことであり,正 確 な解 を求めるには膨大な情報量 と精度 の高 い予測モデルが必要である。 したが

って,こ の種の管理 モデルの重要性 を認識 しえて も,直 ちにコン ピュータ化 に よって解決す るこ

とは難 しい。

現在用い られてい る一般的 な予測 方法は,過 去 の実績の変化の度合を統計 的に処理するモデル

や,入 口 ・所得 ・消費量 などの関係式 を用いた計量経済 モデルに依存 している。 これ らのモデル

は過去 の実績値 を中心 に した見方であり,モ デルの範囲 も実績の収集 と分析 に重点を置いたもの

となっている。 したがって,予 測 に必要十分 な情報の収集 モデルを設計することが前提 となる。

② 販売情報処理 モデル

さて,後 者の情報処理 は受注によって発生する諸活動を最 も効率的に組織化す ることを目的と

したモデルで,い わゆる伝票 と台帳を用具 とした事務 モデルである。一般 にこの種 のモデルは次

の2つ に要約 される。

i)受 注 ・出荷 ・請求 ・回収 の事務モ デル

ii)手 配(発 注)・ 検収 ・支払の事務 モデル

したが って,モ デルの範 囲 としては

イ.受 注工程 ホ.出 荷 ・配送工程

ロ.在 庫引当工程 へ.請 求工程

ハ.手 配(発 注)工 程 ト.回 収 工程

二.検 収(入 庫)工 程 チ.支 払工程

以上の各工程を通過する諸量 と活動 の生産性 を,商 品種類 ・取引先 ・販売員または組織 ・経路

(代 理店 ・特約店)な どの観 点か らコントロールで きることが要求 される。

b.販 売 在庫管理の特性
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正確な需要量 を求めて在庫管理 を行 なうことは望ま しい。 しか し,現 実 には生産 期間 ない しは

調達期間が必要であり,需 要 に先行する期間 を確保 しておかなければ ならない。そのためには

① 予測 ・受注活動

② 手配 ・納品活動

の両面か ら販 売在庫 の問題 を考 えてゆか なければな らない。すなわち両系列 の接点が販売在庫管

理の問題で ある。

いま,販 売在庫管理 の特性を列挙 してみ ると第3-5図 の ようになる。

販売手続

管
庫在

理

基

準
測予

販売出先機関

売

組

織

販 取扱品目区分 商

品

特
販売計画 性

販売員 取扱単位 特

性

経路 ・販売拠点 特
性
価格体系

販売組織在庫

調 達

物

虚

辞

挫

倉 庫

配 送
一.

デ ッ トス トッ ク

販売在

庫管理

地 城

頭客層

取引条件

注文量

第5-5図 販売在庫管理特性要因図
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c.商 品 特 性

① 商品取扱 品の区分

通常,商 品を管理する場合,取 扱 いによって管理 の仕方 を変えている。す なわち第3-6図 の

如 くである。

<品汲取
中央倉庫在庫品

常噸 品く 営業獅 在庫品
店展示用品

_<㌶ ぺ ㌶
常備未指定品

第5-6図 取 扱品の区 分

まず,常 備在庫品は

i)緊 急 需要品

ii)在 庫効率か らみた配置需要品

に分けて考える ことがで きる。緊急需要品は低価格で即納 を必要とする商 品群 であり,店 頭展示

あるいは営業所倉庫に配置 する商品 である。配置需要品は,わ りと高価格 で納入期間に若干 の余

裕 を認 められる商品群 で,中 央倉庫 に一括在庫す る商品である。

次に,非 常備 品は

i)顧 客の信用 を厚 くするため や,顧 客に便宜 を与え るためにサービス として提供する当用

買品

ii)顧 客 の要求仕様 を満足させる特別受注品

iii)在 庫 効率か らみ て常備品に指定 していない常備未指定 品

に分けて考 えることがで きる。当用買品は利益 の確保が少な く,か つ顧客が要求す る場合に提供

する商品で付属品 ・類 似品 の類 である。

この ように在庫管理の基本は取扱商品の選定 と区分が出発点であり,こ れに対応 して管理の仕

方を決定す ることが要求 され る。前述 の区分 に したが って管理上の問題を考えてみ ると,第3-

1表 に示す ように経営活動 を計画 ・統制 ・評価する観点が理解 できよう。すなわち,一 般に経営

活動は計画に始ま って実施 し,統 制 を通 じて実施結果 を評価 するとい う周期 で行なわれてい る。

したが って

i)諸 活動が計画的 に行なわれ ること
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ii)即 答 ・即決を可能 とす る体制が確立 され ていること

などが要求され るわけ である。計画 ・即答の体制の確立 とい う立場か ら現状の在庫管理の体制 を

検討 しておか なければな らない。

第5-1表 取扱品別管理の内容例

区 分
在庫
管理
引合
見積
納 期
回 答
価格
交渉 利益 納品速度 返品

価格
基準 手配 入庫

常
備
在
庫
品

中央 倉庫 計画 即答
'

即 答 即決 計画 輸送期間 受入 計画 計画 計 画

営業所倉庫 計画 即答 即 答 即決 計画 1～2日 受入 計画 計画 計画

店 展 示 計画 即答 即 答 即決 計画 即納 受入 計画 計画 計画

非

常

備

品

当 用 買 注意 見積 即 答 事後 都度 即納 拒否 都度 都度 都度

特別 注文 注意 見積
生産部
回 答 内示 都度 調達期間 交渉 都度 都度 都度

常備未指定 注意 見積
生産部
回 答 概算 都度 調達期間 交渉 都度 都度 都度

② 商品取扱単位

取扱品目の区分 と同時 に取扱単位の設定が必要 である。1個 単位の取扱いは別 として,包 装単

位は端数在庫や陳腐化を誘 発す る。さ らに倉庫スペースの合理的使用を妨げ,現 場の混乱は必至

である。取扱い効率 と消費単位量の最適点を求 め,取 扱単位量 と包装形態 を決定 してお く必要が

ある。

将来,自 動化 倉庫形式 の機械 による入 出庫を計画 する場合に も単位量 の体系 を確立 してお くこ

とは 重要である。

③ 商品価格体系

価格 と需要,需 要 と在庫 の関連 か ら価格体系 の整備は重要 で ある。在庫品は競争 に勝て る商 品

であり,政 策商品でなければ な らない。単純な乗率の設定ではな く,顧 客 に自信 をもって奉仕 で

きる価格体系で対応すべ きである。つま り安 く提供すべ き商品を高 く,高 く提供すべ き商品を安

くするとい った市場体制主義 は排除 してゆかなければ ならない。

価格体系は商品種類に応 じて商品 ランクを設け,加 えて経営維持価格,適 正成長価格 の両面か

ら律する ような体系が望ま しい。たとえば第3-2表 に示す よ うな体系である。

商品 ランクの設定は,取 扱量 ・競争力 ・成長力 ・絶対粗利益 ・回転率 などの要素 を評価 し.取

扱品 目,原 価な どの区分 との関連において政策的に行 な う。 したがって経営者 自らが商品 ランク

を設定 し,実 際 に個 々の商品にあてはめて,価 格体系面か らの年間粗利益 目標,在 庫量 を吟味 し

なければな らない。
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第5-2表 価 格体系の例 数字は指数

× 一原 価 限界価格 適正価格 市場価格

A 100 110 116 120

B 100 112 117 120

C 106 115 130 130

D 100 120 140 135

E 100 125 145 130

F 100 130 150
・

125

第3-2表 の意味は例えば次のようなことである。

原 価:販 売部の仕入価格 。

限界価格:経 営 を維持す るために必要 とする粗利益を原価 に加えた価格。

適正価格:経 営を成長 させるために必要 とする目標粗利益 か ら逆算 して求めた価格 。販売員の

遵守価格 。

市場価格:同 業他社の通常の販売価格 。

ランクA:中 央 倉庫常備,原 価1円 以上

ランクB:営 業 倉庫常備,原 価Jl～Jn円 以内

ランクC:店 展 示常備,原 価K円 以内

ランクD:常 備未指定 原価Ll～Ln円 以 内

ランクE:当 用 買 原価M円 以上

ランクF:当 用 買 原価N円 以内

この他,大 口取引先 ・特定顧 客に限定 して特定商品ごとに特別価格 を設け ることもある。特別

価格 は上位管理者の決裁事項 として別の体系で管理することが混乱を招 かないために得策であろう。

④ 商品のデ ッドス トック

死蔵品は商品管理の ミスに よって,あ る時間経過後判明することが多い。た とえば次の ような

事 由による。

1)在 庫基準設定 の ミス
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lD発 注 量の ミス ・

川)販 売予測量の ミス

lV)商 品 選定 の ミス

V)大 量返品の受入れ

Vl)新 製 品 ・競争品の台頭 ・ライフサイクル

V‖)分 析 ミス

Vゆ 単価割引 による大量入庫

IX)季 節 変動に よる残 り

以上の事由は諸活動の監視 を強化 することに より,事 前に発見できる ような体制 に しておかね

ば ならない。す なわち,次 のような監視体制である。

i)計 画 回転率 と実際回転率 の差異分析

iD移 動 平均在庫 と実際在庫の差異分析'

iii)計 画 発注量 と実際発注量の差異分析

]V)計 画 出庫量 と実際出庫量の差異分析

V)計 画返品量 と実際返品量の差異分析

vP出 庫量 変化率 の追跡分析

vil)計 画単価 と実際単価 の差異分析

viii)計画 調達期 間と実 際調達期間の差異分析

以 上 在庫管理 におけ る商品特性 として4つ の面か ら問題 を提起 した。 これ らは業種 ・品目に

よって具体的 内容は異 なるであろう。 しか し,基 本的 には単 に在庫計算を試みるのでは な く,そ

の前提が重要 である こと。すなわち管理対象相互間 の関連づけが秩序だてであり,問 題 の所在が

常に明確 にしうる管理 体制 にな っていることが重要 なのである。

¶

C.市 場 特 性

① 地 域

需要を適切に予測するには,ま ず現在の顧客 の位置 を明 らかに し,需 要の広が りを把握する必

要が ある。地域特性は他社 の進 出状況,価 格の状況 需要者 の総数など市場管理 の基礎事項 とし

て市場地図を作成 してお くことが望ま しい。この地図には販売組織特性 ・物流特性に関連 して,

必 要 な事項 を追記 し,商 品の流通量を多角的に管理で きるように してお くわけである。地図の構

造は いろいろ考え られるが.具 体的には全対象地域 を方眼状に区分 し,ブ ロック番号 を設定す る。
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このブロック番号 ごとに台帳 を作成 して,固 定事項及 び変動事項 を記入 し,そ の地域 の販 売履歴

を蓄積す るとい う形の もので もよい。 もちろん交通 ・経済 ・行政 などの条件 に応 じて,ブ ロック

相 互の関連 や特性 を明 らかに してお く必要がある。

② 顧 客 層

顧客 に対する貢献度合が市場の拡 大 ・安 定を促進す る もので あり,ひ いては在庫管理の安定 を

保証するわけである。 ところが顧客へ の貢献性は均一的に,は か りきれるものではなく,い わゆ

る顧客層の要求 に合致 した商品の提供 を通 じて,こ れを達成 してゆ くことになる。

したが って,顧 客層 の区分は顧客の要求 を分析 し,将 来 の需要傾向を推定す るための手掛 りに

'な る よう設定する。た とえば,生 産材 の販売であれば,そ の生産材が使用され る最終製品による

区分 をし,単 に購入す る会社の業種区分や規模区分に よって顧客層を分類 しないことである。す

なわち,顧 客の製 作す る最終製品の販売情報が,自 社 の在庫管理に影響 を与え るからである。

消費材の場合も同様 の考え方が成立す るが,商 品に よっては最終需要者 よりも購買者を層別す

ることが,需 要量 を適切に予測 する情報 を得 られることがある。

この ように商品の利用 目的に応 じた顧客区分を研究 することが必要である。

③ 取 引 条 件

一般 に取引条件は経理的側面か らの設定が少 なくない。在庫 に関与する取 引条件は ,商 品を利

用 者に預けて消化 した量だけ売上 を計上す る販売方式 や,商 品の無償支給 に より最終商品が完成

した時点で,売 上を計上す る販売方式,さ らには,一 定期間貸与試用後,売 上を計上する販売方

式 など,商 品が通常の販売手続 で移動 されない場合について.そ の取扱 いを明確 にす るため設定

してお く必要がある。

取引条件は過去 の商慣習の積み重ねのまま,明 確に されてお らず,販 売担当者の独断 で入出庫

され る場合がある。在庫管理 を徹底す るには商品の移動 に関 して,移 動条件 と手続を明確に し,

金銭 の授受 と同様 正確 を期 さなければ ならない。当然 のこととして商品や数量について,現 品 と

情報の一致 をチェ ックする管理体制が在庫管理 の前提 である。

④ 注文量(販 売量)

在庫量の計画 において.顧 客か らの一回の注文量 のバラツキ度合を示す情報は有用である。

A地 域のB顧 客 か らC取 引条件 でD注 文量をE周 期 で受注す るとい う情報は,需 要の頻度分析

を始め在庫量の決定,販 売員の訪門時期設定に有 効である。 ところが,実 際 には情報処理量を少

な くして手数 をはぶ くためや,見 掛上の販売 目標を達成 させ るために,一 括 受注 とい う形で情報

が提供 される場合が少な くない。 しか し.商 品の移動は分割納入の形 で遂 次行 なわれる。 これ と
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同 じケースは本社 →括購入方式の企業か ら大量受注 し.事 業所へ分散出荷す る場合である。

コンピュータ化 におい ては,で きるだけ最終需要者の情報 を蓄積すぺ きで,一 回の注文量 を販

売目標達成 の観点か らではな く,市 場特性分析の面か ら重視す ることが大切 である。

以上市場特性を4つ の観点 から眺め,在 庫管理 との結び付 きを述べた。この他,顧 客 ・経営者

・購買担 当者 などの特性 ,資 本系統,業 務提携系列,購 売方式 など市場の構造 に関連す る要因を

列挙 して,特 性 を明 らかにす る必要がある。

e.物 的流通特性

① 調 達

在庫を管理 する重要 な側面 と して,調 達 の問題が ある。商品選択 に関 しては技術部門あるいは

仕入先 との協議,カ タログの収集 ・整理,原 価設定,調 達期間の設定,手 配手続の整備,調 達量

の確定,納 入方法 ・場所 の指定 など,必 要の時間に必要量,許 容原価で調達 できるよう,物 的体

・系の能力に見合 った管理 が要求され る。

② 倉 庫

在庫管理を具体的 に展開するには,倉 庫設備 ・倉庫 スペースの確保が先行 しなければ な らない。

往 々にして,高 速道路の渋滞 に累似 した倉庫現象がみ られ,管 理情報 と現品 の不一致は 日常茶飯

事 として放置 されている。倉庫 も1顧 客 として管理するルールの確立が望 ま しい。

倉庫の要件は管理 ルールに一致させ,少 な くとも

i)

ii)

川)

IV)

V)

入出庫の方法

荷捌 きのスペース

運搬 ・収納器具

収納場所と番地,収 納方法

在庫確認方法

などを整備 し,倉 庫担 当者以外の者 にも容易に理解で きるよう標準化を推進す る。

次に政策的な問題 として,倉 庫配置 ・倉庫機能 ・倉庫構造な ど経営計画 の一貫 として検討 を加

え,コ ンピュータ利用の場合 の倉庫 との関連 を検討 してゆ くべ きである。

③ 配 送

倉庫に密接 に関連する配送は,経 済的 に正確 ・迅速 を期す体制 を確立す る必要が あり,次 のよ

うな整備が先決 である。

1)配 送 方面区分の設定
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)

)

)

)

)

)

)

)

)

‥11

川

W

V

W

引

W

区

X

配送ルー トの設定

配送計画手順の設定

荷札書き等の標準化

物品受領書による出荷完了報告の定型化

梱包 ・包装方法の標準化(設 備配置を含む)

配送滞留時間監視の定型化

配送手段別地域別標準配送時間の設定

配送待ち商品置場の指定

配送手段別能力の設定

f.管 理基準特性

① 在庫基準

全ての在庫品に均一 の管理 をする ことが,経 済性の点で不利 な場 合は管理 ランクを設定 し,管

理 ランクに応 じて基準を設定することが得策である。

一般的な方法 としては重点管理思想を基盤 としたGE社 の デ ィッキー氏の開発に よるABC分

析手法が挙げ られる。これは在庫品種 を百 分率 に置 きかえ,ま た各品 目の出庫金額 を百分率に置

きかえて品 目と金額の関連をみると表3-3に 示 す ような結果 になり,一 部分の品目を管理す る

ことに よって,金 額か らみて70%～80%を 管理す ることができる とい う方法である。

ca5--5表ABC分 析 結果 の例

ラ ン ク 品 目 金 額

A 8% 75%

B 25% 20%

C 67% 5%

もちろん,業 種 ・品目数に より分析結果 の比率は一定にな らないが,見 込生産 方式で製作され

た商品を販売す るケースでは,だ いたい一致す るもの と考え る。その場合A品 目にランクされ る

商品は,で きるだけ需要量 を正確に予測 し,必 要量を在庫す る方式を採用す る。B品 目は年間単

位 の販売量を予測 し,か つ手配の費用 ・在庫 の費用を考慮 し,総 費 用が最小になる ような量 を在

庫す る方式を採 用す る。C品 目は在庫の下限 と上限を定め,下 限になったら上限になるまでの量

を在庫す る方式を採 用する。 ここで用い る計算式は需要予測 や在庫管理 の文献に詳 しく紹介 され
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ているので参考にされたい。』ここでは在庫の基準設定に関するコンピュータ ァプ リケーシ
ョン

プ ・グ ラムIMPACT(イ ンパク ト)*1に つ いて概 要を述べ ることに しよ う。

〔IMPACT〕

IMPACTは 望 ま しい顧客 サー ビス水準 と最経済的な在庫水準を求め るプログ ラムで,過 去

の実績 を基に次の ような処理 を行な う。

i)指 数平滑法に よる次期の予測*2(い くら売れ るか)

ji)安 全 在庫量の算 出(い くつ余裕 を もつべ きか)

ili)発 注方式の選定(単 独発注か組合せ発注か)

lV)発 注 点の算出(い つ発注すべ きか)

V)発 注量 の算出(い くつ発注すべ きか)

この プログ ラムを利用す るには,在 庫記録 を コンピュータに蓄積す るプ ログ ラムや,指 定 され

る初期値やパラメータの準備,ま たIMPACTプ ログ ラムを利用するための接続 プログラムの作

成な ど,正 確 な情報処理 をするための日常の準備が必要 である。したが って,実 務的には

i)商 品の受払記録が コンピュータに蓄積され,そ の内容が常に更新 されていること。

lD情 報 処理費用や在庫維持費用が分析 されている こと。

iii)管 理 の締 性か ら全ての商品に適用するのでは なくこのプ・グ ラムで処理す ることが有

効で ある商 品を選定できること。

～)調 達期間に関す る情報が確保されている こと。

などコンピュー タ化以前の問題解決が進め られてい なければ ならない。

しか し.管 理 システムのコ ンピュータ化 を試み るには,種 々の管理モデルを実験的に運用 し,

独 自の管理 モデルの作成ぺ とステ ヅプを踏む ご'とが現実的で ある。その過程 を経て必要情報 を確

保 してゆ く努力が肝要である。

② 予測基準

在庫に影響 を与え る基本的要因は需要量で ある。需要量の予測は長期予測 と短期予測 に分ける

ことができる。長期 予測は少 な くと も1年 以上の需要の水準や傾向を求める目的を もち
,個 々の

商品 よりは商品群全体の需要について求めるのが得策である。長期傾向は経済 の動き と密接な関

*11MPACT(lnventoryManagementProgramAndControlTech
n-

iqueの 略)はIBM社 の 在 庫 管 理 用 ア プ リ ケ ー シ ョン プ ロ グ ラ・ム 。

*2指 数 平 滑 法R .ブ ラ ウ ン著 関 根 智 明 訳 在 庫 管 理 の た め の 需 要 予 測 参 照 。
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連 があり,経 済分析 モデルの設定 と,い わ ゆる経済関係の記録 を蓄積 したデー タバンクの創設が

必要にな り大がか りな ものとなる。既 にコンピュー タメー カと共 同開発の形で発表 されたアプリ

ケーシ ⇒ンプログ ラムもある。

短期予測 は翌 月の需要や向 う3ケ 月間の需要を求める場合をいい,個 々の商品の需要を求める

目的をもっている。典形的な手法に時系列分析法 と相関 ・回帰分析法が ある。

時系列分析は過去の実績 の変化の度合 を参考にす る方法 で,移 動平均法 が代表的である。最近

はデー タ数が少 なくて済む指数平滑法の採用が多 くな ってきてい るが,予 測値曲線 と実績値曲線

をくらべてみる と,予 測値が実績値 にお くれを とる ような形になり,そ の修正 を必要 とする。

相関 ・回帰分析 は商品相互間 に売上高の関係が あるか どうかを調べ.相 関関係が あれば代表的

な商品の実績値 を基 に回帰方程式を解 いて予測値を求めるなどの方法である。

いずれに しても.実 績値は種 々の要因の相互用の結果 として求め られた ものであり,多 くの変

動 をもっている。

i)傾 向変動:上 昇 ・下降 ・水平の傾向

ii)循 環 変動:景 気 ・新製 品な どの影響

lli)季 節 変動:月 別売上高の変化度合

lV)不 規則変動:販 売促進 ・ス トライキなどの影響

これ らの変動 と除去 す る方法 も合せ て考え る必要が ある。 したが って,特 定の商品につい て.ま

ず実験的 に予測式 を作 り,実 際 にあてはめを行 なう業務が,日 常から分掌 として明確化 されてい

る ことが大切である。

③ 販売計画基準

潜在的需要 を喚起 し,市 場を拡大する一方策は販売の力である。販売力は計画に よって統制さ

れ るか ら,計 画の ルールを明 らかにしておかねばな らない。計画は次の ような観点か ら相互に調

整 し作成 す ることが考 え られる。

〔言柄 単位〕

i)本 社(部)計 画く 蟻 璽 嬬)値 ①

ii)営 業所計画 実行組織の統制値③

川)販 売員計画 販売員実施値④

〔調整単位 〕

1)経 営者希望値 とスタッフ計画値(本 社計画)

ii)本 社計画値 と実行組織の統制値(営 業所計画)
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llD営 業所計画値と販売員実施値(行 動計画)

L言+画内容 〕

1)商 品別(商 品群別)

ii)得 意先別(地 区別)

llD販 売員別(組 織別)

重要 なことは計画 の評価 である。いま経営者の希望が販売能 力を上まわ っていたために達成 で

きなかった場合は,経 営者の未達成責任が ある。逆 に販売能力 よりも低めに希望 した とすれば,

これ も経営者の過小計画責任が ある。3種 の計画 を合 わせ1っ の計画 を作成す る場合は,相 互に

責任 の所在が明確になる計画値を基準に設定す る。た とえば第3-4表 に示す如 くである。

第5-4表 計画作成の関連表
「 調 整

前 調 整 後

経 営 者 本社 ス タッフ 営 業 所 販 売 員 決
定
計
画
値

実

績

値

計
画
実
績
差
異

計

画

差 異
計

画

差 異
計

画

差 異
計

画

差 異

決
定
実
績
疾
走
実
績

決
定
実
績

計

画

実
績

商品A

50 0 2 50 48 一2

48 一2 一6 50 54 4

105 ・1・ 1・・11・L…1 1 一1 98
一2 一4 100 102 2

/ ＼ 層

1

, '

1

』 一＼ 一 一 一

/

一 方 ,販 売組織及び販売員 に対する割当及び差異は,第3-5表 に 示す ような情報 に よって分

析 する方法 もある。特 に差異 については,

i)販 売員 と顧客 に関 しての問題

iD販 売 員 と地区 〃

m)販 売員相互間 〃

lV)販 売組織相互間 〃

など.問 題の所在 を統計的 に求めて もよい。商品の販売高が安定 している箇所,不 安定な箇所 を

把握する ことは在庫管理 に有用 である。
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第5-5表 販売割当計画差異分析

顧 客商

品 織 販 売 員

地 区1 地 区2

顧客1 顧客2 顧客1

商

品

群

A

商

品

A

販売組織 、

販売員1

計画値

実績値

差 異

販売員2

販売組織b 販売員1

商

品

B

販売組織a
販売員1

販売員2

販売組織b 販売員1

また販売費が割当計画 と対応 して集計できれば,販 売員配置の効率測定を試みることも可能で

ある。

販売在庫管理における主な要因をあげて,そ の特性を述べた。管理効果の向上や管理の客観化

を推進 してゆくためには,各 企業での要因特性を列挙 し,相 互の関連づけを行なうことが大切で

ある。

9.販 売 在庫管理特性の関連 と情報

管理特性 の関連づけがモデルの構造 に影響 を与える。前述 した販売在庫管理の特性を関連づけ

ると第3-7図 の ようになる。なる。1基 準 評 価1

1

1

マ商

委品

↓

フ
セ

管理基準特性1
■

マ顧 マ 調

ス ス
タ客 タ達

lI
フ フ
ア ア
イ イ

}

マ組

禄(繍 の離↓

2
>

.,1,

1商品酬 隔 特性1 1販売組織特性ll物 流特性1
」し 」し

1日 常行動 統制 手続1

第5-7図 販売在庫管理特性関連図
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この図 に示 した各特性 を分解 して,情 報 を分析す ると以下の ように展開することができる。

① 商品特性 の整理

商品特性 を整理する具体的 な方法は次の如 き手順で進 める。

i)カ タログの収集 ・整理

商品 を分類するためには商品コー ドの設定か ら始める。 もし設計図面 と商品の関連 を体系

化 する必要が あるときは,設 計図面番号 を含 めて検討 しなければな らない。また名称 も標準

化 する。 コー ドは数字または,数 字 と英字の組合せが望ま しい。

ij)価 格 の設定

iil)常 備 ・非常備 ・商品 ランクの指定

lV)包 装単位の指定

V)作 成 する資料

*3,商 品
マス ター. 商 品 コー ドブック,価 格 体系表 商品ランク表,包 装単位表

以上 の情報 を図示すると第3-8図 の よ うになる。

カタログ1現 状在庫品目1市 場価格 原 価

＼

商品・・ク表1商 品・一・ブ・ク川 商品・ス・-1匝 亟]包 騨 位表

第3--8図 商 品特性 の情報

② 市場特性の整理

市場特性は顧客 を中心に整理す るのが現実的で ある。'

i)顧 客 に関する情報の収集 ・整理

現状の顧客につい て市場分析 に必要な項 目を設定 し,情 報を収集す る。また展示会 やその

他の機会 で得た住所な どがある場合は,そ れに含めて整理 し,必 要情報 をで きるだけ追記 し

てゆく○顧客 コー ドは特に意味 づけをせず連続番号で設定 してよい。

加 地域 コー ドの設定

将来の営業圏 を考慮 し,現 在重視 していない地域 に も大分類のコー ドは設定 し,営 業圏の

*3商 品 マス ターとは商品 に関す る記 録を盛 り込ん だ台帳の意
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拡大 と共 に中 ・小分類がで きるよ う設定す る。

管理基 準特性 の整理は具体的 な販売 ・物流の行動 を計画 ・統制 ・評価する中枢部分であり,各

特性 を整理 した結果,明 らかになった情報 と密接 な関連 を もっている。

イ.在 庫許容量の設定

年間の総販売目標か ら政策的に総在庫許容量を求め,商 品 ランク別 の売上構成比に配分

し,品 目別に在庫許容値を設定する。

ロ.調 達期間の設定

品目別に標準調達期間を設定す る。

へ 目標回転 日数の設定

在庫許容量 との関連で 目標回転 日数 を設定する。

二.保 管 スペースの設定

品目別単位容積に在庫許容量 を乗 じ保管スペースの概略 を設定する。

ホ.予 測式の設定

実験的に得 た予測式に コー ドを設定す る。

へ.安 全在庫量 の設定

ト.発 注点の設定

チ.発 注方式の設定

リ.発 注量の設定

ヌ.販 売計画値の設定

ル.発 注費 ・在庫維持費の設定

これ らは常に変動す るため,項 目内容の更新を必要 とする。 したがって管理基 準の変更を容易

にす るための評価情報 を作成 し.監 視が できる ようにする。

ヲ.作 成資料

在庫管理基 準評価表

以上の関連を示す と第3-12図 の ようになる。

販売計画 ・実績 在 庫 兀 帳

在 庫 管 理基 準評 価 表

第5-12図 管理基準特性の情報
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'

L

lli)顧 客 層区分 コー ドの設定

lV)取 引条件 コー ドの設定

取引条件は売上 ・返品 ・値増 ・値引 ・受注 ・修理受注 ・手 配済受注 ・取消 ・交換 ・支給 ・

委託 ・改造 ・見本 ・貸与 ・配達 ・取引 ・発送など商品の移動の方法や理 由を列挙 しコー ド化

す る。会 計に関連づけ る場合は掛売 り,現 金売 り請求方法 などの コー ドも設定す る。

V)作 成 する資料

顧客マスター,顧 客 ゴー ドブック,地 域 コー ド表,顧 客層区分コード表 取引条件 コー ド表

以上 の情報 をま とめ ると第3-9図 の ようになる。

繭

第5-9図 市場特性の情報

③ 販売組織特性 の整理

販 売組織特性は独立採算的経理処理 を行なっている場合や,本 社 と営業所 の関連 に よって整理

の仕方は異 なるが,基 本的には営業所 を特別の顧客 と考え れば よい。

i)販 売組織 コー ドの設定

地域 コー ドに関連 して設定す るとよい。

‖)販 売員 コー ドの設定

販 売員 に「連の コー ドをつける。販売員の業績測定 など個人記録 を整理す る場合は一連 に

してお く方が便利である。入退職 ・配置転換 などに より空番がで きれば,一 定の周期で充養

す る。

ill)経 路 コー ドの設定

代理店 ・特約店 など媒介者を経 由する取引形態をとる場合は,'経 路 コー ドを設け る。

～)販 売手続 の設定

販売手続は販売部 の業務分掌を始 め,伝 票台帳 ・規則類 など,い わゆ る事務 セ ットを列挙

し,定 型的情報処理 の論理 を明 らかにす る。具体的には帳票類の コー ド設定,株 式設計,情

報媒体の作成方法及び送達方法など,販 売事務手続の整理 である。
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V)作 成 する資料

組織 マス ター,組 織 コー ド表,販 売員 コー ド表,経 路 コー ド表,帳 票区分 コー ド,販 売手

続。

作成す る資料 の関連は第3-10図 の とお りである。

社 規 社 則 販 売 情 報 人 事 記 録 特約契約書

販 売 組 織 特 性 の 整 理

組織 コード表 販売員 コード表

第5-10図 販売組織特性の情報

④ 物的流通特性の整理

物的流通特性は手配か ら納入までの過程 において必要 な情報を整理 する。

1)調 達先 に関する情報の収集 ・整理

卸売 り,小 売 り菜 などは調達先が複数 になるので調達先 コー ドの設定が必要 である。

iD手 配手続の設定

販売手続 の設定 と同様 帳票 コー ド,様 式,事 務作業標準を設定す る。

lli)倉 庫 に関す る情報 の収集 ・整理

倉庫 コー ド,棚 コー ド,容 器 コー ドなど倉庫設備のコー ドを設定す る。

lV)倉 庫手続の設定

V)配 送 に関する情報の収集 ・整理

配送 方面 コー ド,配 送業者 コー ド,配 送設備 コー ドなどを設定する。

vD配 送手続の設定

以上の関係は第3-11図 の とお りである。

調達先名簿 調達先元帳 調達情報 倉庫情報 配送 報

(仕 入 先 マ ス タ ー)

調達手続 倉庫手続

(帳 票区分 カー ド)

第5-11図 物 的流通特性の情報
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⑤ 管理基準特性の整理

h.販 売在庫管理 の コンピュータ化の手1頂

一般にコン ピ
ュータ化の手順は次の ように区分される。

1)シ ステ ム調査

ji)シ ス テム形成

iii)シ ス テム分析

iv)シ ステ ム設計

V)プ ログ ラミング'

Vl)テ ス ト・移行実施

viD評 価 ・修正

しか し、管理 シス テムの分析 や設計には膨大な情報処理が必要で,こ の段階 でのコンピュー タ

の利用 も考えなければならない。 したが って見方を変え ると次のような段階で進める ことになる。

1)マ ス ター ファイルの作成段階

iD日 常定型情報処理 システムの作成段階

iii)管 理 資料の作成段階

`

1.販 売 ・在庫 の ファイル

① マス ターフ ァイルの種類

管理に必要 な情報 を一元的 にファイル し,必 要に応 じて処理を行な う思想は,コ ンピュータ化

の基本的考え方である。

販売 ・在庫管理におけるマスター ファイルは,少 な くとも前述 した商品 ・顧客 ・組織 ・調達 の

4フ ァイルに代表され るが,処 理効率やコンピュー タ使用の経済性か らす ると,次 のファイルを

準備することが得策である。

i)商 品 マス ター ファイル

ii)在 庫 マス ター ファイル(倉 庫別)

iii)顧 客 マス ターファイル

lV)売 掛 マス ターファイル

V)調 達 マス ター ファイル

vD販 売組織 マスター ファイル
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⑫ マス ターファイルの役割

商品マス ターファイルは現在取扱 っている商品に関連す るもの.経 営方針に沿 った新分野 の商

品など商品 ダイジェス トとしての役割 をもたせ る。す なわち登録商品 ファイルである。

在庫 マスター ファイルは商品マス ターファイルの中か ら,在 庫品 に指定 された商品 について,

移動状況 を記録 してお くファ イルである。 ファイルの内容は一般的 な受払項 目の他,単 価 ・金額

・予測用項 目 ・管理基準項 目 ・引当 ・発注先に関する項 目な どである
。

顧客マスターファイルは顧客名簿に相当す るもので,商 品案 内や通信販売な どに利用す る。

売掛 マス ターファイルは経常的に債権が発生 している顧客の販売状況 を記録 してお くファイル

である。 ファイルの内容は固定項 目の他,売 上・回収 ・売掛 などの項 目か らなる。

調達マス ターファイルは調達先 に関する情報 をファイルしてお くもので,債 務処理を必要 とす

る場合は買掛 マスター ファイルとして仕入 ・支払 ・買掛などの項 目も加 わる。

販売組織 マス ター ファイルは,営 業所 の販売 ・調達 ・在庫な どに関する記録 をファイルしてお

く役割 をもち,会 計 と物品の一致性 を確認する こと,販 売成果 を評価す る情報 を加工するための

もの である。

6種 類の マスターフ ァイルの関連は第3-13図 の如 くなる。

嘆
調

達
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品

マ

ス
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.マ

ス

タ
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(日 常 発生)

顧

客

マ

ス

タ

ー

死

掛

マ

ス

タ

ー

睡

マ販
ス冗(販 売員 ファイルを含む)

タ組

i織

鏑5-15図 マスチ ファイルの関連図
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③ マス ター ファイルの登録 ・変更 ・削除

マス ターファイルの内容は商 品の新規追加や削除,顧 客の名称の変更など日々変動す る。 した

が って第3-14図 に 示す ように登録用紙 を作成 し,常 に正 しい状態に管理 しておか ねばな らな

LAol

マス ターファイル

作 成 通 知

ヲマ

アス

イ タ

ル1

(登 録 ・変更 ・削除用紙)

処 理 内容

ス

第5-14図 マ ス タ ー フ ァ イ ルの 管 理

④ トランザ クション ・ファイル

日常発生する情報を1件 ごとに記録 してk・くファイルを トランザク ション ・ファイル とい う。

つま り各伝票の内容を記録 した明細 ファイルで ある。

日常の定型情報処理 を円滑にするためには この明細 フ ァイルの関連 づけが重要で ある。

`

j.販 売 ・在庫管理 の工程(機 能)

一般 に販売活動の工程を考え ると第3-15図 の ようにな
っているg

各工程 で問題 になることは,進 行状況 ・残高 ・実績値である。たとえば,納 期はいつになるか

?,在 庫 は あるか?,出 荷 したか?.'価 格 はい くらか?,売 掛 金はい くらあるか?,売 上 はい く

らか?な ど顧客の質問 に回 答することや,管 理上必要 とす る問 に答えることである。

手作業の段階 では情報が分散 しているため回答に時間 を要 している。,そこで1つ の注文が完 了

するまでの情報 を一元化 し,1各 種 の問合せに回答できる よう明細 ファイルを作成す る。 コンピュ

ー タ内部での具体的方法は
,そ うした思想 の もとに開発 されているソフ トウエアの利用が適当で

ある。 しか し,記 憶容量が小さいコンピュータでは独 自に開発 をするこ とになる。 ここでい う明
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発注基準 特注品
発 注

第3-15図 販 売活動の関連図

細 ファイルの概念は第3-16図 に示す よ うなものである。

いま受注か ら回収まで平均4ケ 月 を要する とすれば.常 に4～5ケ 月分の記録 を蓄積 し,完 了

した記録か ら別の ファイルへ移 してゆく考え方である。

1締 請求書 注 検 収
通知書' 、' 、' 、

↑

共通

事項

受注

事項

出荷

事項

請求

事項

回収

事項

発注

事項

検収

事項

被請求

事 項

支払

事項

その他
チェック

事 項

↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ ↑

巨額曝 注文
請書

↑

1入鋼 睡 書11請求書ll出錫ll轍 票1

第5-16図 明細 ファイルの概念

一方,事 故処理は各工程 で発生する。この事故 の事由に応 じて正確な処置を とり,取 引内容の
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不明確 さを皆無 にす ることが可能である。

その他,ト ラ ンザクション ・ファイルとしては,引 当 ファイル,会 計手続 を経ないで移動 した商

品の管理 ファイルなど,明 細記録 と して蓄積す るファイルがあげられる。,

k.販 売 ・在庫管理の情報媒体 ・

情報媒体は いわゆ る帳票である。帳票は人間 と機械 を結ぶ手段であり,コ ンピュータ化 の度合

に応 じて種類や内容は異なる。

一般 には次の種類 が必要である
。

i)受 注 内容を伝達す る媒体,

iD事 故 内容を伝達す る媒体

lii)会 計 手続 を経 ない商品の移動 を伝達する媒体l

lV)納 品内容を伝達す る媒体

V)請 求 内容 を伝達す る媒体

vD発 注 内容 を伝達する媒体

vil)検 収 内容 を伝達す る媒体

viil)回 収 内容を伝達す る媒体 、`・ ・

X)支 払 内容を伝達する媒体

、理論 的には1～3ま でが基 本 インプッ トであるが
,取 引慣行や経済変動 により変更が伴 な うの

で,8～9も 基本 インプッ トに してお くほ うが よい。他はア ウ トプッ トである。

情報媒体の様式は コン ピュー タの入 出力装置 に応 じて設計する。また媒体の取扱 いは手続 とし

てまとめ ることになる。

L.販 売 ・在庫管理の管理情報

管理特性の分析で多くのコード設定を行なった。これらのコードは管理情報作成の観点を示唆

する。また計画の種類は活動の方向性をチェックする。さらに管理基準は管理の水準を論 じる問

題を提起するであろ う。これらの活動を評価するための数量表示は,集 計値 ・残高値 ・指標値な

どで,次 のような形でまとめるのが一般的である。

① 活動の推移を把握する情報

② 問題の所在を分析する情報

③ 活動結果の要素の構成を把握する情報
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活動の推移を把握す る情報は計画 ・実績 の対比が通 常である。問題の所在を分析す る情報は,

在庫切れのために受注に結 び付 かない,予 定 した回転 日数で出庫 され なかった,特 定商 品の価格

が下落 した,な ど原因を追跡 した管理情報 である。

要素の構成 を把握す る情 報は,商 品の構成,顧 客の構成 など,次 期 の計画 に役立てるための管

理情報である。IBM社 のCOSMOS(コ ス モス)と い うスーパー マー ケット向き,売 上 と粗

利の構成を求め る商品構成分析 のプログ ラ ムがある。このプログ ラムで作成す る管理情報は,こ

れに該当 しよう。

以上の ように管理は次の ようなステ ップを繰返 して行な う。

① 能力への負荷(計 画)

② 推移把握(統 制)

③ 問題の所在 の分析(評 価)

④ 要素の構成把握(評 価)、

したが って,各 ステ ップの 目的 にあった管理情報 を求めることが重要である。それ らは前述 し

たマス ターファイル,ト ランザクションフ ァイルか ら求めることがで きる。

m.販 売 在庫管理 のコンピ ュータ処理 システム

情報の蓄積について実施面 を述べ てきた ので,蓄 積 した情報の利用を中心 に展開 しよう。

予算か ら発注までの工程 を考え ると第3-17図 の ようになる。す なわち,要 素の構成 を分析

し,能 力への負荷 をする過程 である。

経営者販売計画

本 社 ス タッフ

販 冗 計 画

商品構成分析

在 庫 品設 定

販売員販売計画

調 達期 間 分析

第5-17図 予 測 から発注 までの工程
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① 商品構成を分析 する

必要期間に わた ⇔て明細 ファイルか ら情報を求めれば,ど の ような商品構成で売上 粗利益が

得 られているかを把握で きる。あるいは顧客層別に分析す ることもで きる。 これ らは販売方針 に

照 らして,政 策的に在庫品を選定す ることができる。

⑫ 在庫品 目を決定する。

③ 予測す る。

在庫品に指定された商品の過去 の情報を一在庫マス ター ファイルか ら求め,最 も予測誤差 の少

ない式にあてはめて予測値 を求め る。 これ を在庫 マス ターファイルに記録する。

④ 販売計画を作成 する。

不定型情報 の活 用をはか ると共 に総意 を結集するため.経 営者 ・本社スタ ッフ ・営業所 ・販売

員 の販売計画 と,予 測 値をもとに販売計画 を作成する。組織 ファイルに記録 する。

⑤ 在庫基準を設定 する。

在庫 予算,在 庫 スペース,在 庫 回転 日数,割 引率,調 達期間 などの条件 を与え,か つ販売計画

に合致する在庫基準 を設定す る。 これを在庫 マス ター ファイルに記録する。

⑥ 基準に従 って発注する。

在庫 マス ター ファイル,調 達 ファイルで注文書 を作成する。

発注以後 の推移及び問題分析は,計 画 との差異 や異常品目を監視 し,次 期計画 に反映させるわ

けである。

以上,販 売在庫管理 のコンピュータ化について述べ たが,問 題提起 の域 を脱 してい ない。また

どの程度 コン ピュータ ・プ・グラムの作成が可能かの点について も言及 しなか った。 これ らは他

の章を参考されたい。

b

第3節 工 程 管理 シ ステ ム

a.工 程 管理 とコンビュータ

工程管理 は工場 の資源 を有効に活用することを目的 とした管理技術 である。 したが って生産 予

測か ら納品ま での過程が対象 とな る。 しか し.実 際 に工場の管理活動 を遂行す るには,機 械 ・材

料 ・治工具 ・作業者 ・作業時間 といった生産活動 の諸要素を,物 を作る過程 として組織化 し,具

体的に運 用 してゆかなければな らない。そ こで 「もの」 を生産す る過程を基礎に して,生 産活動
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の計画 と実施統制 とい う観点か らコンピュータの利用を考 えてみ よう。

① コンピュータ利 用のね らい

工場における工程は4つ に区分 できる。すなわち,貯 蔵 ・停滞工程,作 業工程,移 動工程.検

査工程である。 この4つ の工程が うま く働 くようにす ることが工程管理の主要な役割 であるか ら,

各 工程 のなすべき目標 を決め,そ の とおり実行させ,目 標 を達成 させ てゆかなければ ならない。

いいかえれば.「 もの」の流れを形成す る工程の計画 ・統制 と,「 もの」 の流れを制御する情報

の計画 ・統制を考え ることになる。 したが って,生 産技術 と情報処理技術 を結合 して,「 もの」

の流れ を円滑に し,要 求品質の製 品を必要時期までに必要量,最 小の原価 で提供できるシステム

の設計 と運用が,工 程管理におけ るコンピュータ利用の目的である。

② 工程管理におけ るコンピュータの利用方式

工程管理におけ るユンピュ一 夕の利用には,生 産設備に直結 した方式 と,計 画表や伝票な どに

よって間接的に工程を制御す る方式 とが考 え られる。前者は工程 の自動化 であ り,数 値制御工作

機械,工 業用 ロボッ ト,ラ ックビルなどを連続工程 と して形成す る コンピュータ利用の方式であ

る。後者は,生 産数量 の決定,所 要資材量の算定,作 業時間の割 当,治 工具 の準備指示 といった

生産事務工程の統合を促進する コンピュー タ利用の方式で ある。

現在,一 般 に述べ られる工程管理の コンピュータ化 は後者に属する問題が殆ん どである。

い うまでもな く.工 程の 自動化 は生産設備 の固定化 を促進 し,多 様化 した製品の生産 を受入れ

る工場 にとっては,経 済的負担が大 き く,経 営効率か らみた場合得策ではない。む しろ,管 理活

動 を効率化す るコンピュータの利 用方式 の研究が当面 の課題 であり,こ の問題解決が焦点 になっ

ているわけ である。

③ 工程管理の範囲

生産活動の直接の目標は,「 よい製品をやす く早 くつ くる」 ことである。 このためには,受 注

・設計 ・資材の調達 ・工場作業 ・倉庫 ・輸送な ど,納 品までの一連の過程 において,品 質 ・原価

・時間の計画 と統制が要求される。 これ らの3つ の管理視点は相互に関連 しあってい るか ら,単

独 に とりあげ られる事項 ではない。 しか し,一 般には品質管理 ・原価管理 ・工程管理 として,そ

の追求 を専門化 している。 したが って,工 程管理は主 として時間的 ・数量的面での計画統制にね

らいをおいてい ることになる。 いいかえれば工程管理 では,生 産 に必要 な機械 ・人 ・材料な どを

時間 ・数量の観点か らとりあげ,そ れ らの最 も有効適切な組合 せをはかることであるといえ る。

したが って,工 程管理 の コンピュー タ化 を推進 してゆ く過程は.時 間 ・数量 の問題 をベースに,

品質 ・原価の管理 面へ拡大 してゆ くことが,最 も一般的方法であろう。
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④ 工程管理の機能

時間と数量を計画 ・統制するという狭義の工程管理の役割を考えると.次 の機能があげ られる。

L

a

3

4

5

6

7

8

9

軌1

何 を,い つ,い くら製作するか。

どの ような作業順序 ・方法(工 程)で 製作するか。

どれ だけの時間 で製作するか。

機械 ・工具 ・人員は どれだけ必要か。

必要 な資材 はどれ くらいか。

どの工程に,い つか ら着手 させ るか。

加工 ・検査 ・運 搬等 の指示 ・必要材料 ・必要治工具等の払出指示 をする。

作業の進行度合は計画 どお りか。

工程の余力や負荷 のバランスは よいか。

活動結果 は充分で あったか。

これらの機能は,生 産形態に よって製造の都度必要なものと.変 更が生 じなければ製造に先 き

だ って1度 だけ必要な ものとある。また,そ の機能の重要性や内容が異 なるので,生 産形態 に応

じて工程管理機能の重要度を位置づけす る必要がある。

た とえば.生 産様式 ・工 程数 ・納期 ・部品数 ・外注依存度 ・品質の安定度 ・生産数量 などは工

程管理の難易を左右 する事項 である。

⑤2つ の管理系列 とコンピュータ利用

一般的 な工程管理 の機能 の相互関連 をみる と第3-18図 の ようになる
。すなわち,生 産計画

を始点 と して資材の調達 ・供給のル ートと手順の設定 ・工数計画 ・日程 計画 ・差立 ・進行統制の

2ル ー トである。

見込生産形態 では.生 産計画 ・資材調達に重点が ある。 したが って,資 材管理 か ら原価計算 へ

拡 大す るコンピュー タ化事例が多い 。

注文生産形態 では,生 産計画 ・手順計画 ・日程計画 ・進行統制に重点が ある。 したがって,工

程 の能力や負荷 に関 しての把握 を し,日 程管理面での コンピュー タ利用が多い。

⑥ コンピュー タ化 のすすめ方

ある事例では第3-6表 の ような段階 を経 て生産部門の コンピュータ化がすすめ られている。

もちろん.生 産部門のコンピュー タ化を実施す るには営業部門の コンピュータ化を始 めとして,

原価 や給与計算 についても機械化されている場合が多 く,必 ず しも生産部門に限 ってのすすめ方

ではない。 したが って.こ の事例は生産部門で コンピュータを専 用的に利用す るのではな く,い
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工 場 オ ペ レー シ ョン

第3-18図 工程 管理機能 関連図

わぱ汎用的に利用す るケースである。利用技術 の習得,社 内の利用体制の確立 とい う面などか ら,

一 般のすすめ方の参考になるものと考える
。

第5-6表 生 産管理部門のコンピュータ化の段階

第1段 階 第2段 階 第3段 階

在 庫管 理
製 品展 開

在庫 管理

部品表管理

製 品展 開

在庫 管 理

生産 手 配
生産 手 配

負荷 計 画

生産 手 配

負 荷計 画

実績集計 実績集計 実績集計

原価 計 算 原価 計 算

品 質保 証

b.工 程 管理の しくみ

一般的な工程管理の流れ を眺 めてみ ると.次 の8つ に要約で きる。

① 営業部か ら生産予定表または製造命令書が生産部へ 出され る。

② 設計図か ら,材 料の種類 と所要量を計算 し.調 達手配 をする。(資 材一覧表)

③ また設計図か ら作業 の順序 ・方法を決め.所 要時間 ・人員 ・機械 ・工具な どの所要量 を計

算 し,作 業の準備をす る。(工 程一覧 表)

④ 一定期間 の仕事量を集計 して,機 械 や人員数の過不足を検討 し,外 注量や残業量 を計算 し,

作業の準備をす る(工 数 ・負荷 一覧表,外 注量一覧表)
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⑤ 完了の時期 に合わせて着手時期 を決め,職 場または工程別に作業 日程 を計 算す る。(作 業

日程一覧表)

⑥ 治工具 ・材料 ・人員 などの準備完了を確認 して,治 工具の払出 し,材 料 の払出 し.作 業 指

示を出す。(作 業票,出 庫票)

⑦ 各報告に基 づいて日程表 をチェ ック し.進 行状況 を確認すると共に.各 職場または工程 の

余力 と負荷 を計算 し,特 急 作業 の対策,納 期遅延対策などをたてる。(進 行一覧表,負 荷 一覧表)

⑧ 作業結果 のデータを集計 して生産統計を行 な う(統 計表)

'以 上 の
ステップが工程管理 の しくみであ る。注文生産 の場合は①か ら⑧までの各ステ ップが注

文品 ごとに必要で あるが,見 込生産の場合は,⑫ と③ のステ ップを省略す ることが 多い。

c。 工程管理 の情報

工程管理 を情報 とい う面か ら見る と,基 本的情報 として次の ものがあげ られる。

① 生産予定または製造命令

生産 予定または製造 命令は具体的生産活動の始点になる情報 である。生産予定は設備能力 ・販

売見込みなど長期計画 に関連す る段階 で作成す る場合と,材 料手配や作業 の割 当 とい う月次あ る

いは短期の単位で作成 する場合 とがある。 この生産の始点 となる情報 を どの時点 でコンピュー タ

シス テムに入力す るかが重要な意味をもつ。一般には数ケ月分 の受注残 とか生産予定 として,情

報 を管理す ることにな る。

② 資材一覧表

資材一覧は生産予定 に対 し必要 とされ る材料 の仕様,数 量,必 要時期 な どを購買部門へ示 し,

材 料の調達 を行な うための ものである。

一般 に製造には原料 ・材料 ・部品 ・補助材料 などが必要である
。 したが って製品 を構成す る段

階 ごとに原料 ・材料 ・部品 ・補助材料 などの一覧表を作成する ことになる。

これ らは機械工場 ・組立工場 ・化学 工場 など製造形態に よって異な るが,製 品 を材料 について

分析 し,用 途や管理 目的に応 じて,そ の取扱いが明確になるようにしてお く必要が ある。特 に資

材 の所要量 の算定に際 し,仕 掛品の数量 を含めて所要量 を計算する場合は,仕 掛品段階 ごとに資

材一覧表 を準備 しておかなければな らない。

加工 ・組立の工場においては製品を構成する部品表 と,部 品を製作するための材料表が基本情

報 である。 これは後に示す工程表か ら求 めることができる。 しか し同一部品の製作,同 一材料 の

消費 とい う観点か らまとめてお くことが便利なため,次 の ようなまとめ方 をする。
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i)製 品 別 ・部品別 ・材料一覧

ii)部 品 別 ・材料一覧

liD材 料 別 ・部品一覧

このように製品を構成 する部品 ・材料の点数 や.調 達の方法に よって選択することになる。

③ 工程一覧表

工程一覧表は製品を工程について分析 した情報 で,加 工 ・組立工場では部品工程表 と組立工程

表がそれである。 これ らの情報は工程管理の基準になるもので,工 数 ・治工具 ・部品払出等,具

体的 な計画 ・統制 に影響 を与えるものである。 コンピュー タ処理 では.こ の情報が手順 マス ター

ファイルとして.工 程管理の原始情報提供の役割を果 たす。情報項 目は第3-7表 第3-8表

に示す ような事項が盛 られ る。

工程一覧表の作 り方に よって,材 料計画や 日程計画 の難 易が決 まる。す なわち,手 順計画は,

材 料 ・工程の選定 に よる見積値であって,多 くの情報項 目を要求 すれば正確性 に欠け,少 ない情

報項 目であれば,以 後の計画に支障をきたす。 したが って,常 に変更修正が行 なわれるとい う前

提に立 って情報項 目を設定 することになる。

笛5-7表 部品工程表の情報項目

部 品 製品名,部 品名,図 番,単 位数量,ロ ッ ト数,全 工程数

材 料 材料名,寸 法,定 尺取数 調達区分,不 良率

第一工程 工程名(職 場名),機 械 名,治 工具名,標 準時間,作 業人員

前工程,後 工程

第二工程

＼
第5-8表 組立工程表の情報項 目

製 品 製品名.工 程名,図 番,単 位数,ロ ヅ ト数.全 工程数,不 良率

第工

一程

工程 工程名,機 械,治 工具,標 準時間,作 業人員,前 工程,後 工程

部品 部品 名,図 番,数 量

第工

二程

＼

工

程 ＼
④ 工数 ・負荷一覧表

工数 ・負荷一覧表は工数計画表で もあ り,生 産量 に対 し.

らかにする役割 を もつ。

人員 ・機械の能力と負荷の関係を明
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一般に毎 日の作業の割当は職場長 に依存 し柔軟な進行統制を行 なう方が現状 では得策である
。

したがって.工 程 負荷一覧表は計画的 にアクションが とれる周期,す なわち3ケ 月 とか1ケ 月の

単位 で作成する。

能力は作業人員数 や機械台数だけで決め られる ものではな く,稼 動率 ・工程 の安定性 ・設備の

保全状況 ・作業者の熟練度合 など,い くつかの要因の相乗的効果である。これ らの要因は常 に改

善が加え られてお り静的 に とらえた数値で計画 することは問題が ある。 したが って前述 の工程表

とは別に.職 場別 あるいは工程別の最新の情報 に よって計画できるように,工 程基準能力表 を準

備 し計画策定することが現実的である。

一般に工数計画 は部品別 あるいは工程別に必要 な工数を算定す る
。 これに現在の負荷 を加え,

計 画期間の総工数 との対比に よって工程負荷 一覧表が作成で きる。工数 の単位は入 日 ・人時 ・人

分 の ように計画期間の長 さに応 じて設定する。

ここで,大 幅な過 不足があれば,外 注量や残業時間の設定 ・生産予定の繰上げ実施等に役立つ

情報 を作成 することになる。

⑤ 作業 日程一覧表

作業 日程一覧表の作成は 日程計画 と呼ばれ るもので,通 常は現場作業を何 日着手 して,何 日完 ・

了させ るか とい う日程を決 める役割 を もつ。 日程は工程表,所 要工数,負 荷工数,能 力,作 業の

緩急度,現 場の状況な どの要素が相互に関連 しており.作 業 ごとに着手 ・完了の時間 を指定 して,

そ の とお り統制 してゆ くことは難 しい。特に コン ピュータで実行 しようとする場合,時 間値は現

状に適合 する ものであり,作 業の着手 ・完了が刻 々と報告 される体制が なければ ならない。

現在は,工 程数が極端 に少 なく,工 程が安定 しており,作 業数が多い とい う状況 にお いて,コ

ンピュー タの利用が考え られている。

さて,日 程表 を作成 するには,製 品 ごとに材料の調達 ・部品の加工 ・製品の組立について時間

を求め,こ の時間を基準 と して日程 を設定する。 この日程 を基準 日程 とい う。この基準 日程 をネ

ッ トワークとしてとらえ,日 程管理 を行なう代表的な手法がPERT(パ ー ト)と 呼 ばれ るもの

である。
イ

日程管理 の手法は開発が遅 れてお り,現 在は,PERT法 や 山積法 と呼 ばれる方法が採用され,

一 部にシ ミ
ュ レーションに よる方法が挙げ られている。

〔日程計画の型 〕

① 製造期間が長い.一 品生産工場では.前 工程の完了時刻 と後工程の着手時刻の差.お よ

び各工程の実際時間と計画時間 との差について対策をたてやす くする計画の型。
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② 汎用設備の工場では,作 業量 と能力の差 について対策をたてやす くする計画の型。

③ 一定の製品を継続生産する工場 では,生 産数 と計画数 の差 について対策をたてやす くする

計画の型。

す なわ ち,期 日に遅れている工程 を重点的に発見 して対策をたてる型はPERTが 適 用で きる

工程負荷の平均化 と仕事量の過不足を管理す る ことに よって.円 滑 な工程 の管理 が望める型は

山積法が適用できる。

継 続生産の型は完成個数が重要であり,標 準生産個数 を与えて,こ れ との比較で 日程の進度が

把握 で きるので,個 数 を棒 グラフで表示する累積度数法 で充分である。

〔作業割当の方法 〕

ところで,能 力が一定の ところへ,い くつかの作業 を割当る場合,ど の作業を優先 して着手

すべ きかは,極 めて難 しい問題で ある。一般 に作業の割当には次の3つ が考え られ る。

① 加工順序だけ を考慮す る方法

② 加工能力だけを考慮する方法

③ 加工順序 と加工能 力を考慮 する方法

①は先行工程 ・後続工程 というように加工 の順序 を明確 に し,各 工程 の時間的余裕を求め,全

体 の日程で余裕の少ない工程を最優先に割当る。 これは納期重点の割当方法 で,能 力 と作業量

のバランスは現場管理者 に委 ねることになる。

②は稼動率 を高めるために能力に応 じた作業量 を割当る方法 である。 これは工場活動を効率化

するが,納 期遅れの防止や,作 業時間が細か く指定 される ような場合は.現 場管理者に負 うと

ころが 多い 。

③ は最 も望ま しい割当方法 であるが,数 学的手法に よって,明 解 に割当る規則が考え られてい

ないo

この ように作業 日程計画 の理論 と手法は未開発であり,ま た計画 タイプによって も重点が異

なるので,コ ンピュー タで処理 しうる論理 の構成 を創出す ることが望 まれている。

⑥ 生産実施諸票

具体的に工場の生産活動を行なうためには次のような情報が必要である。

1)材 料出庫票(材 料戻入票)

iD治 工具出庫票(治 工具返却票)

iiD作 業 票

iv)移 動 票
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V)検 査 票

工程表 ・日程表な どによって計画された内容が,実 際に現場へ伝達 される場合伝票を用いてい

る。伝票の種類 は 「もの」の流 れを形成 する工程の種類だけ必要であ り,一 般に材料 の貯蔵工程

(倉 庫),治 工具 の貯蔵工程,加 工 ・組立工程,運 搬エ程,検 査工程 に対 して発行 される。 これ

らの伝票は結果の報告情報 を伝達する役割 も果 たす。

工程管理で コン ピュー タを利用す る場合,こ の伝票の発行と作業結果の報 告内容を,ど の時点

でコ ンピュー タと結び付け るかに よって,コ ンピュータ処理 システムのあり方が大 きく変わる。

す なわち,現 品が工程 を通過す る時間に合わせ てコンピュータの利用 を考え るか,あ るいは1日

とか3日 とい う一定時間単位で コン ピュータの利用を考え るかである。工程の状況把握 ・現品の

把握 ・現品 と台帳の一致性 など現実の動 きをコンピュー タに反映 させるには技術的に もむつか し

い問題が ある。そ の選択 にあた っては計画 と実際 の差異が小さ く,か つ計画 の密度が高 い,い わ

ゆる安 定 した工程に対 しては,そ の都度 コンピュータの利用を指向 し,通 常 はせめて一 日単位の

処理 と して利用す ることが得策 であろ う。

伝票の内容は生産形態に よって異 なるが,基 本的には,ど こで,何 を.い つ,い くつ,ど うし

た とい う項 目に要約 される。

⑦ 進行一覧表

進行一覧表 は時間的統制を行 なう役割 をもち,遅 延対策の情報を提供す るところか ら,工 程の

余力 ・負荷を把握す る情報である。進行状況は 日程計画 に基づいて作業指示 をし,作 業完了の報

告 を待 って計画 どおり進行 してい るか どうかチェックする。同時に工程の能 力 と負荷 か ら余 力を

知 る。

進度 の把握 の仕方は次の ようにす る。

i)個 別 生産 の場合 は完 了工程 と消費工数 を計 画 と対比 し差異を明らか にする。 また残工数

と納期までの残 日数 で,以 後の必要作業ス ピー ドを明 らかにする。

ii)継 続 生産 の場合は完成数 と計画数の差異 を明 らかにする。 あるいは部品の準備数(率)

で 進度を把握 する。

余力は計画 よりも進ん でいる場 合6〕になり,遅 れてい る場合円になる。余力を把握 する必要が

あるのは,日 程計画が精密に策定 しに くい工場の場合である。余力は能 力か ら負荷 を差 引いた も

のである。通常は能力を一定 として負荷 を調査 し,余 力を算出す る。 この場合負荷の とらえ方に

注意す る。

i)作 業 日程計画上の負荷
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作業指示 に対 して完了報告 のない作業量 あるいは未完成数に対する作業量

il)工 数 計画上の負荷

作業 日程計画 より長 い期間 を単位 と して,未 着手作業(指 示 しない作業)量 を含 めた負荷

量,あ るいは生産 予定数 に対する作業量

つま り,工 場の作業量 を極限的 にとらえるか,一 定 の計画期間 としてとらえるかの問題 である。

計画 どお りに作業が進行 しない原因は,仕 様 の変更や 串勤率低下,標 準時間の誤 まり,材 料供

給の遅れ など種々あり,む しろ現場管理者に適切 な情報 を提 供して対処する方策 をたてお くこと

が望ま しい。

⑧ 生産統計

生産統計は工程管理組織 とも関連 してお り,ま た他部門へ提供 すべ き必要情報 によって決 まる。

一般的 には生産活動結果 を次の ように整理 している。

1)時 間 の観点か らみ る

ii)原 価 の観点か らみ る

m)品 質 の観点か らみ る

iv)生 産量の観点か らみ る

V)生 産 性の観点か らみる

これ らの観点か ら作成 される統計は,製 品別 とか工程別,職 場別.月 別に整理で きる し,製 品の

滞留時間,正 味標 準時間な ど工程改善に役立つ分析情報 と してまとめ ることもで きる。

コ ンピュータを管理情報作成の手段 として利用す る場合は,ま ず作成すべき情報ア ウ トプヅ ト

を決定 し,ア ウ トプットの作成に必要な最小限度の情報 をインプットする。 しか し,日 常の工程

管理 に コツピ 。一 夕を利用す る場合は,工 場の現 象をコンビ三一 タに蓄積 してお くので,目 標設

定 や計画策定,さ らには問題の分析に役だつ諸統計表を作成することができる。

以上,生 産 予定か ら生産統計作成までの工程管理 の しくみについて,情 報 とい う面か ら展開 し

てみた 。これをコンピュー タ処理 するには どうすべ きか?と い う観点か ら考察 してみ よう。

d.工 程 管理 におけ るコンピュータ処理の枠組

工程管理に コン ピュータを利用する考え方 は種 々ある。特定のパ ターン化 した システムをモデ

ルとして具体的適用を研究する方法,生 産管理 の部分 システムとして研究す る方法 実績工数な

どの集計の適用か ら拡大 して研究する方法 などいろい ろある。

ここでは,工 程管理 の構造を情報 の流れ としてと らえ,コ ンピュー タ化 の問題 を考 えることに
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す る。

① 工程管理 におけ る情報の関連

工程管理 におけ る情報 を生産予定か ら生産統計 までの過程で とらえ ると,次 のような種類が あ

げ られ る。

i)生 産 予定

加 資材一覧

iii)工 程 一覧

IV)工 数 ・負荷一覧,外 注一覧

V)作 業 日程一覧

vD材 料 出庫票,治 工具 出庫票,作 業票,移 動票,検 査票

vil)進 行 一覧

vijD生 産 統計

これ らを管理活動 の時間経過に合わせて.そ の関連 をみ ると,第3-19図 の ように整理 で き

るo
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情報

一
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Ψ Ψ ▽
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第5-19図 工程管理情報の関連図
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注意す る点は生産予定 と生産確定の情報 をインプッ トす るために,生 産予定情報の処理を,ど

の段 階まで行 な うかで ある。3ケ 月程度 を内示 と して先行す るには,工 数負荷情報 の作成ま で処

理 をすすめてお く必要がある。

第3-19図 の情報は基本的な工程管理機能 の説明 のため に列挙 した もので,管 理の範囲や管

理 の対象に よって,必 要情報 を設定で きる。

コ ンピュー タ処理 システムを設計す る場合,重 要なことは情報 の関連 である。第3-19図 を

再び見ると上 か ら下へ 計画情報,統 制情報,評 価情報を示 していることがわかる。

② 工程管理 の3サ ブシステム

工 程管理 システムを大 き く区分す ると次の ようになる。

i)計 画 情報処理 サブシステム

ii)統 制情 報処理 サブシステム

iii)評 価 情報処理サ ブシステム

③ 計画情報処理 の範囲

一般 に工程管理における計画は
,生 産計画 ・手順計画 ・日程計画 ・材料計画が あげ られる。 し

か し,日 程計画は計画の理論や手法が明確 では な く,現 状 においては一定期間の作業量 の提示 と

い う形で,現 場へ作業指示 を している。 したがって,コ ン ピュータ処理 の場合,作 業日程計画は

統制情報処理 サ ブシステ ムとして,設 計 するのが現実的である。また材料計 画は 資材 の在庫管理

・調達 と関連 して,資 材調達サ ブシス テムに含め,資 材の調達情報 を作業 日程計画へ関連づけ る

ことが考え られる。さ らに生産計画は,受 注状況 ・製品在庫状況 との関連 や、利益を最大にす る

生産計画,長 期経営計画 と関連 し,む しろ工程管理のサブシステムと別個に考えた方が よい。

そ の ような意味か ら,工 程管理におけ る計画情報処理サブシステムは,生 産予定情報 を始点 と

して.手 順 ・材料 ・工数 に関する手配情報 の処理 を範囲 としてまとめる ことができる。

④ 統制情報処理 の範囲

工程管理 の統制は差 立.進 度管理,余 力管理 をあげ ることができる。統制 情報の処理 は計画 と

実際 の一致 を達成させ る役割を もつか ら,現 場 に密着 していなければ ならない1す なわち,現 品

の移動 ・作業 の進行が円滑に行 なわれ るよう指示 し,報 告を受入れ,状 況 に応 じて変更で きるシ

ステムが要求 され る。 したがって統制情報処理は ,コ ンピュータを専用的 に利用するシステムと

して設計すべ きである。特に特急作業 の受入れ,不 良品の手直 し,材 料待 ちによる作業変更 など,

修 正が容易な システムとして範囲を限定すべ きである。

⑤ 評価情報処理の範囲
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生産活動 の結果 により計画の修正をする管理規 則に従えば,評 価 のための情報は作業の報告情

報を始点 と して範 囲を設け ることができる。

諸伝票 に予定(計 画)と 実際が記入 され ていれば,製 品別,工 程別,職 場別 ,月 日別 などに分

類 し,計 画 実績 の差異,実 績 の傾向 と推移 ,実 績の全体に占める比率など管理 目的別 に統計 を作

成で きる。 したがって評価情報処理 も個別 システ ムと して範囲 を設け ることがで きる。

O.工 程管理の コンピュータ ファイル

① ファイルの種類

コンピュータ化 をすす めるには,マ ス ター ファイルを何種類作成す るかが重要 である。 コンピ

ュー タの規模や設計思想 によって も異 なるが,マ スターフ ァイルとデー タファイルが必要である。

マス ターファ イルは工程管理に必要な基本的固定項 目を盛 り込ん だ もので
,手 順 マス ターファイ

ル と.工 程基準能力マス ターファイルをあげ ることができる
。

データファイルは計画 情報や統制情報,評 価情報を貯えてお くもので ,生 産予定 ファイル,負

荷 ファイル,作 業 日程 ファイル,生 産記録 ファイルなどを あげることが できる。

② 手 順マス ターファイル

手順マス ター ファイルは製品→ 部品→ 材料 を1系 列 としてま とめる方法 と,製 品→部品,部 品

→材料の2系 列 にま とめ る方法がある
。 これは製品の種類,総 部品点数,共 通部品点数,補 給部

品点数 などの条件 に より,フ ァイルの量 処理 時間,コ ンピュータの装置構成 など技術的 ・経済

的に検討 を加え選択す ることになる。

手順 マス ターファイルの内容は部品や組立に関 しての工程 ・材料な どの基 本情報である。 この

マス ターを作成 するには,少 な くとも次の事項 につい てコー ドの設定 と
,正 しい名称付 げを して

おかなければな らない。

i)製 品 名 ・製品 コー ド

ii)部 品 名 ・部品 コー ド

iii)エ 程 名 ・工程 コー ド

jv)材 料 名 ・材料 コー ド

V)設 備 名 ・設備 コー ド

vD治 工具 名 ・治工具 コー ド

viD職 場 名 ・職場 コー ド

vm)倉 庫 名 ・倉庫 コー ド
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また図面については名称 ・図番 の体系 を整備 してお くことが望ま しい。

この他,単 位当 りの所要量,ロ ッ ト数,製 作工程数,材 料寸法形状,材 料取 り,不 良率,作 業

時間,材 料調達区分,作 業人員な ど計画数値 として利用できるように決定 しておかなければな ら

ないo

③ 工程基準能力 マス ター ファイル

工程基準能力マス ター ファイルは.現 状 の工程能 力を示す情報を保有す る役割 を もたせ る。た

とえば作業 人員 ・機械 台数 ・出勤率 ・稼動率 ・停滞率な ど工程 の時間当 りまたは期間当 りの稼動

能力 を示す ものである。工程改善 は常に行 なわれてお り,不 良率の減少,原 価 の低減,作 業熟練

度の向上等,工 程能力の変動 を迅速 に計画 に反映す るためのマスターファイルである。

この他に資材 マス ター ファイルを必要 とす るが説明を省略する。

④ 生産 予定 フ ァイル

生産予定 ファイルは先行手配を必要 とする期 間分 につ いて,材 料所要量や工数所要量 を求め る

ための一種の計画 データファイルで ある。 ファイルの内容は材料 ・工程 についての手配 内容を諸

伝票 が発行できる形式 に して記録 してお く。

⑤ 負荷 ファイル

負荷 ファイルは作業 日程 ファイル と同 じ役割 を果 たす ものである。作業 日程 ファイルへ組入れ

られ ない計画期間外 の負荷工数や、 全部のロッ トが完成 していない工事 名のデー タな どを貯えて

お く。 このフ ァイルか らは,手 配すべ き工数 を知 ることができる。

⑥ 作業 日程 ファイル

作業 日程 ファイルは1週 間分 とか10日 分 とい う短期の作業指示デー タを貯 えてお き,進 行状

況 をチェ ックし,完 了 した作業か ら取 り除い てゆ くしくみに してお く。

⑦ 生産記録 プアイル

生産活動 の全データを記録 してお くファイルである。

LJ上 の ファイルを前述 した工程管理情報の関連図 にあてはめると,第3-20図 の ようになる。

この図は生産量 の情報 をインプッ トすれば,作 業伝票 の発行 まで連続 して行 な うような体系に

なっている。 しか し,加 工 ・組立 とい う2段 階 の時間的断層が あり,加 工 と組立 では作業指示の

内容 も異 なって くる。そ こで,加 工 と組立について分離 し.図 は部 品の生産 とい う形にしてみれ

ば理解 しやす くなろ う。

工程管理 の コンピュー タ化 について,論 郭 を述べ た。 これを実際に展開す るには,設 計変 更の

受入れや.資 材在庫量 の削減 の仕 方など研究が必要である。

'
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生産予定情報

生産予定

ア アイル

生産 統 計

手 順 マ ス タ ー

フ ァ イル

工程基準能力

マスターフ ィル

　 一 一 ⊥ 一 ー －

t資 材 マ ス タ ーt ,

t－エ 早 を一」

(入庫速報)

作 業 日 程
フ ァ イ ル

生 産 記 録

フ イ

……線は資材調達部門

との関連
」

】1

他部門へ

第5-20図 工程管理 における情報 とコンピュータファイル

参考のために事例 におけ るシステム仕様 と,一 般的 な生産管理における コンピュー タ利用 の歩

みを述べてお こう。

f.シ ステム仕様の明示

ある社の加工 ・組立 の事例か ら工程管理におけるコンピュー タ化の考え方を拾 ってみ ると次の

ことがあげ られ る。

① 仕様変更に対処するため,手 配周期 を1週 間単位にできるようにす る。

② 部品構成 の変更 に対処す るため,仕 掛中の製品をで きるだけ把握 して修正損失 を少な くす

るo
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③ また変更の部分だけ を取 り出 して修正 できるよ うにす る。

④ 在庫回転率 を高 くするため引当 を徹底する。

⑤ 外部調達品は3ケ 月分の内示を して納期遅れを少な くする。

⑥ 重要品 ・新規 品の品質特性 は明確 に して注意 を喚起する。

⑦ 計画修正の混乱 を避け るため,生 産 実施の日程 は職 場長に行 なわせ る
。原則 として指示順

位 とする。

⑧ 標準時間の現場への適用を円滑にす るため ,実 績時間に よって修正 した時間値 を実際の工

数計算に用 いる。で きるだけ現実に 合った工数計算をする。

⑨ 完成品 ごとに使用部品一覧表を作成 し.採 来の補給部品要求に対処する。

⑩ 予定原価 と実際原価を対比 して計画利益 の達成 をチェ ックする。

この ような要求は システ ム設計に当 って,明 確 にしておかなければな らない。特にコ ンピュー

タ化に よって何が得 られるかとい う質問や疑問は少な くない
。 システムの性格 を明確 にする意味

で,ま ず コンピュータに よる工程管理 に期待 したいこ とを列挙 してみ るの も一方法である
。

9、 コ ン ピ ュ ー タ化 の 歩 み

生産管理 の問題 をコン ピュータに よって解 決 しようとす る試みは,十 数年前に在庫と進行統制

の分野 で行 なわれた。 これ らが基礎 となって
,生 産管理問題 に コンピュータを適用する考え方が

整理 され,IBM社 か らそ の概念が示された。この概念体系はMOS(モ ス)と 呼 ばれ
.生 産管

鯛 題の コン ビ・一靴 に多 くの示唆 を与えたのである・ しか し,こ の聡 も躰 的適用の面で

は解決すべ き問題 を残 した。 この体系の特徴は,予 測 ・資材計画 ・在庫 ・生産手順 ・生産実施.

生産評価の各機 能か ら構成され るもので,生 産管理 ファイルを中心 とした
,情 報処理の展開であ

った。その後,具 体的な在庫管理 プログラムの開発や部品展開用 プログ ラムの開発 ・実用化が伴

なって.生 産管理vatsけ る コン ピュータ利用の
,よb具 体的 な体系がIBM社 か ら示された。こ

れはPICS(ピ クス)と 呼ばれてい る。 この体系の特徴は,MOSに な かった仕様変更へ の対

処・ 日程及び進度管理の追求 などが あげ られる。

生産管理の分野 におけるコンピュータの利用については
,個 々の問題解決のためのプ ログ ラム

の開発 をは じめ,理 論 づけがなされている。 しか し,戦 後.経 済の成長 と共 に発展 してきた生産

管理 の分野 には.直 ちに論理 の導入を是 とす る体制がな く,逆 に急激な技術革新の中にあ っては,

科学 的な管理手法 をもって しても対処 しきれない問題が あった。 したがって
,日 程計画 のための

理論 や手法,ま た統計的在庫管理理論 や手法の適用が.必 ず しも採用で きる状況にない
。
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工程管理の コンピュータ化 を考え るに当 っては,最 も簡単で独創的 な方法の開発が待 たれ てい

るのである。

第4節 資 材管 理 シス テム

a・ 資材管理の範囲

一般 に資材管理は資金 を資材に転換する一切の分野 を計画 ・統制 ・評価 することを目的と して

いる。そ して,

① 調達市場 の情報収集

② 調達量の計画

③ 購買(発 注か ら検収)

④ 保管 ・出納(入 出庫 ・棚卸 ・処分)

を通 じて,要 求 資材 の品質 ・数量 ・価格 ・時期 お よび調達先の選定,調 達条件 などの最適化 をす

る活動分野を範囲 としている。

そ こでの管理対象は次の ものが あげ られ る。

① 生産(販 売)用 の原材料 ・部品(商 品)

② 仕掛 品 ・半成品

③ 生産 用副資材

④ 設備 保全用資材,

⑤ 生産用治工具類

⑥ 運送 ・水道 ・ガス ・電気 などの購入用役

⑦ 事務用資材

⑧ その他資材

この ように資材管理の範囲は広いが,こ こでは生産用の原材料 ・部品を中心に コンピ
ュー タ化

を考えることにする。

b・ 資材管理の構造

いま,生 産に必要な原材料 ・部品 という有形物 を対象に して考えると
,そ の管理の構造は第3

-21図 に示す ような機能 の関連 として とらえ ることがで きる
。主な機能をあげると次の とお り
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である。

① 製品を構成する資材の仕様の決定

② 製品の生産数量の決定

③ 製品の生産時期の決定

④ 資材を必要とする工程または外注先の決定

⑤ 調達先の決定

⑥ 資材予算の決定

⑦ 調達期間の決定

⑧ 保管場所の決定

⑨ 在庫量の決定

⑪ 資材の価格の決定

,手 順計画 → 日程計画
' `

、'

販 売

『
→生間 司

、

`

'

計ト→製出纏 巨 立
1設 , b

'

↓

調達市場
情報収集

構成資材
の 決 定

」

匡
、

'

一

'

`

程l

J

ζ 在庫計画

`

`
、

、

1調達計画 ト 1
・

↑・ 二「1、,

調達先 ・(

、

「

雁
・

注l!→ 検収入庫康 庫口 製品凶
' 」' '1

、 ↓

管H出

工

1単観 積ト 1醐 預1 弓酬 処分1
'/
、 、

'

' `'、

1支
臼 極 管理1払F=

第5-21図 資材管理機能の関連

したが って.資 材管理 を行 なうには,

① 研究開発 ・設計部門

次の専門分野 との情報交換が密接でなければならなピ。
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② 生産管理部門

③ 生産技術部門

④ 倉庫部門

⑤ 原価管理部門

⑥ 購売部門 ・

⑦ 資材計画部門

⑧ 調達先

これらの部門間で交換される情報内容の特性を整理すると第3-22図 の如 くなる。

購売方式 払出工程 量の単位 完成品

常備 ・非常備

躍

資

材

資
材
管
理
情
報

の
特
性

第5-22図 資 材管理情報の特性
c・ 資材管理の特性

資材管理 のコ ンピュータ化 を推進す るには,何 を管理すべ きか,そ の対象 を明 らかに してお く

必要が ある。第3-22図 に 資材管理情報の特性を示 したが.こ れは資材 の調 達 ・供給過程を構

成す る要素の属性である。資材を どのような観 点か ら管理するかに よって,重 要 な属性 を選択す
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る。 ここでは次の ような観点か ら属性の情報を収集 し,コ ン ピュータ化 に際 しての留意事項 を述

べた。

① 資材区分

② 資材の流れ

③ 資材の量'

④ 資材の原価

⑤ 場 所

⑥ 時 間

⑦ 調達方法

資材の調達過程におけるコンピュータの利 用は,か なりすすん でお り,事 例 も発表されている。

したが って.コ ンピュー タ処理の内容 では なく,資 材管理 システムの形成 において,ど の ような

考え方をす るか,い くつかの観点 をランダムに列挙 してみた。

① 資材の区分

資材管理の基本的対象である資材 の区分を明 らかにす ることが 出発点 である。分類の仕方は業

種 ・製品により異 なるが,一 般的には次のよ うな区分を してい る。

i)製 品

ii)半 成 品(中 間 品 ・合成 品)

iiD仕 掛 品

lV)原 料

V)材 料

vi)部 品

vil)副 資 材

原料:加 工に よって形 態や質が大 きく変 わる資材をい う。

材料:加 工後 も同質の資材 をい う。

部品:製 品の組立部分を構成 する資材をい う。

副資材:各 種消耗品や梱包資材 などで,製 品の実体 を構成 しない資材 をい う。

資材の区分は資材 を管理す るための見方を設定するわけであるか ら,資 材の性質か らだけでは

な く,用 途に よる区分,原 価管理上の区分,在 庫管理上 の区分,調 達管理上の区分な ど合 目的に

行 なう必要が ある。

また具体的なコー ドの設定においては,将 来取扱 う可能性 のある資材 について も,追 加設定が
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できるよう配慮 しておか なければ ならない。さ らに弦材を回収 して再加工 できる資材,仕 損 品,

補 修品などの区別 もできるよ うにする。

② 資材 の流れ

加工組立 生産 における資材 の流れは第3.-23図 に示す よ うになる。すなわち,原 材料倉庫か

ら製品倉庫 まで資材が移動 する過程があ り,ま た外部工場や当用買品倉庫か らも資材が移動する。

この間 に製品が形成 され る。 したが って出庫 ・工場 ・入庫の3段 階の資材に対 し,す べて区分が

必要になるわけである。

廃棄

第5-25図 資材 から製品までの流れ

③ 資材 名称 の統一

資材の名称 は統一 して命名す る必要がある。現在 のところコ ンピュータはカナ文字 ・英字 ・数

字 ・特殊記号 な ど約100種 類 の文字表現 である。製品名 ・半成品名 ・仕掛品名 ・資材 名につい

て,名 称 ・規格 の表現方法 を決め,さ らに色 ・容量 ・材質 ・特殊用途 などの記号化 も検討する。

一般 には20字 か ら30字 程度 の範囲で設定 している
。

④ 資材の量単位 の統一

資材の量 単位 は資材の扱 い単位 を示す目的の他に,数 量欄の桁数 の指定 に影響 を与える。たと

えば,金1グ ラムは数量欄 が1桁 で あるが,ネ ジ100,000本 で は6桁 必要 になる。その よう

な場合,キ ログ ラム とか トン表示を用い,ま た包装 の単位 で数量 を表わす ようにす る。 したが っ

て資材名称 の統一 に合わせ て資材単位一覧表 を作成する。

⑤ 資材分析
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製品1単 位を構成する資材 を明確にす る。 この場合2通bの 分析 方法が ある。

i)各 加工 ・組立の段階 ごとに資材を分析する方法。

ii)各 加工 ・組立の段階 ごとではなく,最 初に必要 とする資材を分析する方法。

Dの 方法 をス トラクチュア法 といい,ii)の 方法 をサマ リー法 とい う。ス トラクチ=ア 法は半

成品 ・中間品や仕掛品を把握 して,最 終製品を製造するために,最 小限必要 となる資材を求める

方法で ある。サ マ リー法は新規にすべてを加工 ・組立する場合に必要 となる資材 を求 める方法で

ある。

最終製品A(1単 位)i)ス トラクチュア法

半成品b(2単 位)半 成品c(1単 位)

[m
単7品 ア② イ(1)ア(2)ウ(1)エ(2)(1)

A

ア(4)イ(2) ア② ウ(1)エ (2)エ (1)

ii)サ マ リー法

・ 第5-24図 製品分析の方法

サマ リー法で も一定の加工 ・組立段階 ごとに区切 って分析すれ ば,ス トラクチュァ法 と同様の

結果が得 られる。いずれ かの方法で資材分析表 を作成する。

⑥ 資材所要量基準の分析

資材所要量基準は資材分析 の結果得 られた製品1単 位 当りの各資材の数量で ある。 この場合.

次の事項 に注意する。

i)材 料取 りに必要 な寸法 ・重量 などの基準

ii)加 工不良に よる資材 ロス基準

iii)目 減 りに対する基準

iv)ロ ッ ト単位当bの 基準

すなわち,正 味所要量 の他に加工に よって消費される量,不 良に なる量 を余裕量 として見込む

ことが必要 である。 この基準は材質や生産技術の影響 を受けて変動す る。また設計変更や代替品

・-254一



採用など常に資材の変更や数量の変更があるので,最 新の技術情報か ら求められるようにしてお

かなければならない。分析結果は所要資材基準表にまとめる。

⑦ 資材原価の分析

自社製作にすべきヵ・購買とすべ きかを決定する1つ の大きな要因は原価である。また具体的に

資材管理活動を統制する場合にも資材予算が用いられる。したがって資材原価はできるだけ正確

に しておかなければな らない。資材の単価 に管理 費を配賦 した額 を資材原価 とする と,単 価 と管

理費の和が最小に なる ような原価 を維持 してゆかなければ な らない。しか し,輸 入品や需給 バ ラ

ンスのとりに くい資材 ,大 量調達の場合割引され る資材 など,単 価に影響を与える要因は,そ の

都度変化するので一般 には標準原価を設けて管理することになる。

一方 在庫 ・払出な どについて実際原価 を求めることも必要である
。 この場合一定期間単位で

算出する方法を決めてお く。た とえば,総 平均法 最終購入法,ロ ッ ト平均法 などである。そ う

して標準 と実際 の差異 を監視する と共 に,標 準原価 の改訂 を円滑 にして ゆく。

⑧ 工程分析

製品の工程分析を行 なって,資 材 の受払場所 を明確 に してお く。倉庫 から資材を払出す工程及

び半成品 ・製品を倉庫へ 受入れる工程 を製品別に区分 し,現 品 の出納 ・仕掛 品の把握を容易にす

る。 同時 に工程の歩留まり,仕 損品 の回収資材 も分析す る。

工程分析の程度は工程管理 のコンピュータ化 との関連 もあるが,当 面 は資材管理 との関連 する

事項にとどめて,工 程 コー ドの設定 と名称の整理,工 程におけ る標準滞留時間な どを明 らかにす

る。

⑨ 調達先の分析

調達先 は購入業者,協 力工場 とい うように性格の異 なる対象があるので,購 買管理 と外注管理

の2つ の面か ら分析す る。

共通事項は調達先 コー ドの設定で ある。その場合,1企 業 の複数事業所 との間に取引を行な う

ときは.支 払に便 ならしめる ような コー ドの設定を検討する。また相互購買のある場合は販売部

門の管理する顧客 コー ドとの関連 を検討 してみ る。名称表示の統一をす る。

調達先 の数の選定は原則的には複数の購買先か ら最 も条件 の よい単一 の購 買先を選ぶべ きであ

るが.コ ンピュータ化 において最 も条件 のよい購買先を選定 するには,か な りの情報量が必要 に

なる。そ こで独占的購 入品 を除いて,資 材種類 ごとに2～3の 購入先を選定 し 一定期間ごとに

これ を評価 する方法を考える ことになる。た とえば次のような項 目の評価 である。

i)価 格 の引下げに対す る貢献度
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ii)調 達期間短縮に対す る貢献度

1")納 入期 日遵守に対す る貢献度

IV)最 低在庫量の引下げに対する貢献度

V)品 質合格率に対す る貢献度

以上の項目の他に代金支払条件,輸 送 サービスなどあげ られ るが,評 価 方法が難 しいので5項 目

程度 の採点 を行 ない比較 してみ る。もちろん全 ての品目につい て行 な うのでは なく,特 定品目に

限定 して管理効果 を実証す ることが先決である。

⑩ 外注先の分析

加工や組立を外部 に依存する場合,外 注先 の工程能力 あるいは管理能 力を明 らか にしてお く必

要が ある。その要点 として次の事項が考え られる。

D設 備稼 動率

‖)設 備数

i加 作業者稼働率

jv)作 業者数

V)作 業 者出勤率

vD週 間 勤務時間

vii)外 注中の標準負荷 時間

vi① 工程 及び出荷の検査方法 と不良率

ix)単 価 見積精度(見 積差異)

X)支 給 資材棚卸差異数

xD支 払額

この他前述 した調達先 としての評価項 目も当然 加わる。

一方
,外 注先 には指導 ・打合せ ・研修 など技術及び管理に関 しての協 力関係が もたれ る。 これ

らの内容にづいて も記録 を整理 し,コ ンピュー タファイルが作成で きるよ う日常 の努力が必要 で

ある。

⑪ 調達期間 の分析

調達期間が長い場合は,資 材計画 をそれだけ先行 しなければ ならない。また調達期間 を正確 に
　

把握 していないために,納 入期 日が遅 れ生産に支障 を生 じさせ ることもしば しばある。品目ごと

に調達期間を整理 する。調達期間 の設定は,「 納期 は早ければ早い程 よい」 とい う考え方を捨 て,

「指定 日に納入す る」 とい う考え方を恒久化す ることにある。

'
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◆

いま,統 計的方法によって調達期間を決める場合,ポ アソンの確率を応用する計算式がある。

調達期間=平 均調達期間+平 均調達期間

た とえば1・ 日必要 であ・場合 は1・+ψ τ ・ ・4日

6・ 日の場合は6・+vg'5'・68日 となる。

調達期間は発注方式に関連するのでその基準に合せて決めてもよい。

1 .検 査期間の分析

検査期間は納入件数の集中度に影響を受けるが,過 去の実績から数量当りの検査期間を知 り一

覧表を作成する。その場合正味期間とするが,前 述の調達期間と合算 し発注日を設定する際,暦

期日への変換方法に注意する。

① 数量の分析

資材管理における日常の中心課題は,購 入数量の決め方にある。いうまでもなく資材の調達か

ら生産を経て販売に結びつ くまでは,か なりの日時を必要とする。したがって生産や販売の進行

に支障をきたすことなく,ま た購入期間の制約を少なくできるよう,適 正な在庫量を保有 し,最

も安い原価で調達できる購入数量を決める必要がある。

そ こで一般には次の2つ の観点から購入数量を決めている。

i)非 常備資材の発注量

ii)常 備資材の発注量

② 非常備資材の発注量

特別仕様の資材は,製 品単位当りの所用量に製造数量を乗じて求める。その際余裕量として次

のことを考慮する。

i)不 良数 の推定

ii)注 文数量に よる割引率

非常品はその入手が簡単な資材である場合や.逆 に特定仕様で調達期間が受注段階で確認され

ている場合など、わ りと確定 した情報により発注量を決めることができる
。

③ 常備資材の発注量

常備資材の発注量を決定する要因として.次 の事項が考え られる。

i)一 定期間の消費額

ii)調 達期間

iiD保 管費または保管費率
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●

iy)発 注費

V)単 価割引額

vD単 位当り保管スペース

これらの要因を基に経済的な発注量を求める公式が発表されているが,基 本的な考え方は年間

の消費額(消 費量)を 基tevaし 手 在庫管理費用が最1」・に好 発醐(発 題)を 求める もので

あ る。

た とえば次の式が ある。

1回 の発注額 一

1回 の発注費

・人件 費

・通信費

・事務消耗 品費

・その他事務処理費

2×1回 の発注費 ×年間消費額

保 管 費 率

保管費率

・金利

・陳腐化 ・減耗

・保管費

・保険料

(発注部門の管理費を発注件数で除 して ・祖税

求めてもよい)・ 倉庫管理費

・不定費

前述 の公式が あてはまる資材 もあるが.実 際には消費量の増減 に よる在庫切れの安全性 も考え

なければな らない。

さ らに発注す る時期 も定期 的ではな く,消 費量の変動に合わせて行 なう必要が ある。 これちの

ことを考慮 し次の式がある。

安全在庫一 αx調 達期間中の平均消費量

発注点=調 達期間中の平均消費量+安 全在庫

但 しαは品切れの確率で次の ような値を任意に決める。

α 1.0 1.1

可

1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 L9 2.0 2.1 2.2' 2.3 2.33

品切れ率
%
15.9 13.6 n.5 9.7 8.1 6.7 5.5 4.5 3.6 29 2.3 .1.8 1.4 1.1 0.8

たとえば100回 の うち5回 品切れを認めるとすればαは1.6と な る。

しか し,常 備 品のすべてに同 じよ うな考え方を適用 して よい とはいえ ない。そ こで常備資材の

品 目を在庫 とい う面か ら区分 して,そ の区分 に従 って発注量 を決 めるのが現 実的である。また発
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注手続の面か ら月 に1回 とか,2回 とい うように決め て発注量 をチェックするのも実際的で ある。

したが って発注量 の決め方は次の考え方に よることになる。

i)定 期 に必要量 を発注する。

ii)定 期 に一 定量 を発注す る。

iii)不 定 期(発 注 点)に 一定量 を発注す る。

IV)不 定 期に必要量 を発注する。..

どの 方式 を採用するかは消費量の変動 を参考にす る。変動量が小さければ発注点 に一定量発注

する。変動量が大きければ定期的に必要量を求めて発注する。

発注量や発注方式を決めるには.当 初少な くとも6ケ 月分LJ上 の情報量が必要であり,コ ンピ

ュー タ化 の進度 に合わせて考え てゆ くことが得策 であろう。

この他,調 達 に際 しての種 々の条件 や調達区分,ま た時間的特性である在庫年令 と処分,生 産

期間 と払出期 日など,資 材管理情報 を詳細 に列挙 して,相 互の関連を明 らかに してお くことも必

要である。

資材管理 をコンピュータ化 するには,管 理対象をできるだけ詳細 に分析 し,何 を制御 しなけれ

ばな らないかを論理的に明 らかにす ることである。

種 々の観点か ら資材管理の特性をあげたが,コ ンピュー タ化 に際 しては.細 か く決めなければ

な らない事項 が山積 みしていることを指摘 したのであり.特 定 の品目について モデルを作成 して検

討す ることが肝要 である。

d.資 材管理業務の流れ

日常の定型化 した資材管理業務は次 のような基本過程を経 て行 なわれる。

① 生産品種 ・量 ・時期 の調達依頼の受付

② 資材所要量の算出

③ 在庫引当

④ 調達量 の算 出

⑤ 調達先への発注

⑥ 納期 の統制

⑦ 検査 ・入庫

⑧ 保 管 ・払出 し

⑨ 支払い依頼
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この他,業 務の円滑を計るため次の準備過程がある。

① 製品を構成する資材 の所要基準量の算出

② 単価の設定

③ 調達先の選定

④ 資材購入予算の設定

⑤ 資材受入検査基準の設定

⑥ 在庫棚卸 しの実施

⑦ 保管品の処分

⑧ 資材使用歩留りの設定

⑨ 仕掛品の調査

⑯ 新資材に関する市場情報の収集 ・提供

さらに業務の実施結果についての反省と,次 期計画への準備として次の過程が加わる。

① 資材原価計算

② 納期遅延分析

③ 在庫効率の分析'

④ 資材購入予算の消込み

⑤ 統 計

・6.資 材 管理の コンピュータ化手順

資材管理業務の コン ピュータ化を推進する場合,ど の過程か ら着手 すべ きかは,管 理水準に よ

って異なるが,原 則的 には生産予定 の受付けか ら始める。 つま り第3-25図 に 示す ように,生

産 予定か ら資材 の展開,在 庫 の引当,調 達量 の算定,注 文書 の発行 と各過 程を順次行 な うことに

なる。

その場合,生 産計画の受付け は,調 達に要す る最高期間分だけ先行 した時点 になる。た とえば,

最 高3ケ 月の調達期間 を要する資材 が あれば,4ケ 月分の先行生産予定の受付けか らとなる。4

ケ月先行 した生産予定 を受付け るた めには,4ケ 月前の在庫の状況や発注の状況が把握できてい

なければな らないか ら,コ ン ピュー タ処理 もそ の時点か ら実施 しておかなければ な らない。

コン ピコ一 夕処理 を行な うには,マ ス ターフ ァイルが必要になる。さ らに正確 なデータが確保

で きることが前提である。 したが って.コ ンピュー タ化の順序は.次 の段階を経て行な うこ とに

なる。

'
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ヒ

調 達 先
マス ター

発 注

データファイル

第5-25図 生産計画 から注文書 までの流れ

① 資材 マス ターファイルの作成

② 在庫高の登録

③'在 庫高の更新

④ 現品 とコンビ■一夕ファイル の照合

◎ 入出庫実績 の分析

⑥ 引当 ・発注 デー タの インプッ ト

⑦ 保管スペースの分析

⑧ 生産予定量のイ ンプッ ト

⑨ 注文書の発行

これ らの各段階は完全に コンピュータ

化するまで,手 作業 と並行処理 を行 な う

ため,長 期化す る と切換 えが難 しく在る。

① 資材 〔ス ターフテイルの作成

工程管理 と結び付けて コンピュータ化

をすすめる場合は,生 産 予定に基 づいて

資材 の所要量が算 出され提供 される。 しか し 資材管理 を単独 ですすめる場合は,生 産 予定 と資

材一覧が処理 の始点 となる。

そ こで資材管理 におけ るマス ター ファイルは,資 材一覧マス ター,在 庫 マス ター,調 達先マス

タ ーの3種 類 となる。 「 ・

資材一覧 マス ターは,部 品 ごとに材料の所要量を展開 した内容を もって いる。

在庫 マス ターは,在 庫台帳 の様式だけで,未 だ数値は記録 されていない。

調達 マス ターは調達先についての内容が記録 されている。マスターの作成はコー ドの設定に始

ま り,最 初 に記録す る内容 を決め,こ れ を順次 インプッ トして完成 させ るので,労 力は莫大で あ

る。

② 在庫高の登録L

－ 定の時点で棚卸 を実施 し
,在 庫数量をマス ター ファイルに登録す る。 これ も人手に よる照 合

で正確性を期す ことになる。

③ 在庫高の更新

在庫高を登録 した後は,入 出庫デー タをコンピュ一 夕ヘ インプッ トし,在 庫高を更新す る。
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出庫データだけを インプ ットすると在庫高はマイナスとな り,実 用 に供せな くなる。

この種の ミスは当初必ず発生 する。

④ 現品 とファイルのチェ ック

在庫 マス ターの更新が開始 され ると.コ ン ピュー タファイルの在庫高 と現品 の照合 を頻繁に行

ない正確性 を期 す。利用当初は現品 との一致 に多 くの労力を費やす。

⑤ 入 出庫実績の分析

在庫管理 を統計的方法に よって行な うには,過 去の実績か ら傾向 を知 るこ とが必要 である。分

析 のね らいは,予 測式 の適合度,最 大在庫,最 ・」在 庫 安 全在庫,発 注量.発 注点な どの設定に

ある。発注量を 自動的 に求め るには,こ の ような基礎データの分析が重要 である。

⑥ 引当 ・発注の インプッ ト

受払残 の管理 から一歩進めて,有 効残高の把握 をするためには.引 当量 や発注量を インプッ ト

して,こ れを求め有効残に よる管理が可能で あるか どうか検討す る。同時に発注か ら入庫までの

期間を分析 し,調 達期間 ・検査期間 についてもデー タを確保す る。

⑦ 保管 スペースの分析

毎 日の在庫量の変動を調査 し,保 管スペースを設定 すると共に倉庫 の棚番 を設定する。

⑧ 生産予定のインプッ ト

生産 予定量をインプッ トし,製 品 を部品に,部 品 を材料に分解 して,資 材の所要量 を算出する。

次に常備品 については在庫 の引当を し調達量を算 出す る。その際,ス トラクチュァ法 で分解 した

'中 間品についても在庫 の引 当を行な う場合は,在 庫 マス ターファイルに登録 しておかねば な らな

い。ス トラクチュァ法は,展 開 ・引 当を した後 で,取 消 とか変更が あった場合,そ の修正が難 し

いので注意 を要する。 これ らはファイルのもちかたに よって解決 できる よう検討する。

調達量を算 出 した後,い ったん調達畳表を作成 し.調 達先 ・価格 ・納期 などについて,担 当者

の判断を仰 ぐことが よい。た とえば,調 達先が2社LJ上 ある場合.ま た納期 が著 しくかたよって

いる場合など.人 間 の判断を入れる方が実務的である。

このよ うに して,調 達指示 を受け注文書の発行を行 な う。やがて入庫が あると,そ れは在庫高

の更新に戻 って,い よいよコンピュータ処理 のループに入 ることになる。

⑨ そ の他 の処理

資材在庫管理において得 られた情報は,管 理 め評価や,問 題分析,原 価計算 などに も共通に利

用で きる。 これらは入出庫情報 を中心に管理 資料 の作成 システム として,コ ンピュー タの利用を

考える ことが できる。
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一 方 発注内容はデータファイルとして残 し
.検 収の都度 消込みを行な うことができる。その

結果,納 期管理 に も利用できる し,ま た買掛金の計上 と支払依頼の情報 を作成す るこ とが可能 と

なる。この過程を図解 すると第3-26図 の ようになる。

'

注 文

プ ア イ ル

横

掛

イ ル

支 払 依 頼 ・・「

支 払通 知 一

箱5-26図 注文 から支払 まで

工程管理の項 で も触れたが,生 産統計 のように在庫基 準の設定や,在 庫分析のみ をコンピュー

タに よって行 な うには,入 出庫票を基に処理を行なえば よい。 しか し,毎 日の管理 に反映させ る

ためには,受 払管理 と一体になっていなければ実用的ではない。そ うした意味か らインライ ンシ

ステ ムに よる在庫管理の研究がすすめ られて くるのである。

曹

f.イ ン ライン在庫管理 システム

このシステ ムは ライン組織で コンピュータを利用するとい う思想 にもとついている。典形的事

例は,数 台の タイプライタを端末装置 として,デ ィス クファイルとの間 で情 報を交換す る装置構

成 になっている。

生産管理に結びついた資材在庫管理は,変 化 に即応す る機動性が要求 される。

大量 デー タの事後処理か ら,現 在の問題の処理 へとコンピコー タの利 用がすすむにつれ,イ ン

ラインの思想が要求されて くる。

細 かな処理条件 を列挙 すれば,同 業種 ・同規模 であって も同一では ない。 しか し,「 もの」 の

流れ と情報の流れが一致 する ように改善 された システムでは,コ ンピュー タファイルを中心に簡

単な入出力情報 で,「 もの」が 円滑に流れてゆ くので ある。i

こ とさら,『例外処理を尊重 し,処 理内容を複雑 にす る傾 向が あ る 中で,単 純 な論理 に ょって

業務 を円滑に運営 するには,わ れわれの考え方を変えることにつ きるの である。
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9.細 かな諸条件の整理

コンピュータの利用を推進するには単純化 して割り切ることであるが,細 かな諸条件の整理事

項をあげると次のものがある。

① 納期の設定方法

② 注文泥の設定

③ 分納の決め方

④ 注文の取消方法

⑤ 計画の変更方法

⑥ 月末在庫のとらえ方

⑦ 先行注文数の決め方

⑧ コンピュータ処理 と手作業の併用箇所

⑨ 用語の使い方

⑩ 在庫 ・払出単価の設定方法

⑪ 処分原価の設定方法

⑫ 不良回収品の処置方法

⑬ その他

第5節 財 務管理 シス テ ム

a.一 般 会計事務の処理 システム と他業務の管理 システムの連結

一般会計事務の コンピ
ュータに よる処理は,従 来 のマニュアル作業で行 なって きた会計 事務の

処理 に大 きい変革 を もた らすのがふつ うである。

その1は.伝 票一仕訳帳一総勘 定元帳へ の転記を重ねてきた記録中心 の簿記会計が,い やお う

なしに,伝 票 一累積 デー タ・フ ァイル ー 各種 の リポー トの作成 という手順をふむ,報 告中心の

簿記会計に考え方を変 えざるをえ ないこと。そ の2は,磁 気記録 のデー タ・ファイルによって一

般会計事務の処理 システ ムと他 のシステム,た とえば,販 売管理 システ ム,購 買管理 システムな

どとの間を,自 動的に連結 させる可能性が生 じることである。

さて,従 来の簿記会計 の資料で もっとも重要 なもの とされてきたのは,総 勘定元帳であった。

しか し現実に規模 の大 きい企業 で,い っさいの取引 を個々に元帳 に記録す ることは,能 率の点で

むだが多いため,実 務的 には業務分担に応 じた各種 の補助簿が利用 され,元 帳へは補助簿の合計

じ
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を転記 してずませ るようになって きていた。

このことは.逆 に補助簿がひ とつの手がか りとなって,周 辺 の各業務 システムの中に会計事務

の処理が入 りこむ準備がで きて きた とも考 えられ るわけである。

補助簿に記録 される取引は.も ちろん会計情報として扱 うことのできる』ものに限 られてい るが

もし周辺の各種業務 システ ムの中のサブ ・システムとしそ補助簿の作成が行なわれる ようになれ

ぼ,補 助薄 だ記録する取引 のもとになるデータは,必 らず しも会計情報 と しての要件を備えた も

のであるとはか ぎらない。

つまり,非 会計情報 として入力され,フ ァイルに蓄積 され'ていたデー タか ら,会 計情報 として

の要件 を備えたデータを作 り出し,そ れを補助簿に記録する方法をとることもでぎる¢)である。

周辺 の業務 システ ムでは.'原 始 情報の発生の時点か らとり扱 うほ うが,管 理面での メ リヅ トが

大 きいケースが 多い。

た とえば販売管理の シス テムでは.商 品が納品を終 わり,検 収を受け たあ とで売上データを入

力すれば販売会計 の処理は 正し く行 なえるが,商 品の在庫 の問い合わせや,別 の倉庫か らめ手 配
ヨ

莞法 燵 し舗 品噸 蔽 ど いわゆ'る在庫管理のシステ。とは結びっか輸 し もし,在 庫
ト ビ

管理のシステムを別 に実施するとした ら.別 の入力データを注文を受けた時点で作 って入力す る

方法をとらなければな らない〔

在庫管理 の システムを含 めたデー タの一貫的 な処理 の最終 の段階 で補助簿 の作成を行な う』'とす

坑ば,こ の問題ば解決 され るかわ りにこのシステムへ入力される最初 のデータは,引 合 いない し

注文 のデ 三夕で あり,非 会計情報 であるとい うことになゐわけ である。

同様 のことが生産管理 の シス テムから派生する材料の購買業務の処理 などにっいて もV>え る'。

発注の段階 で入力されたデー タに よって,外 注品の納期督促が行 なわれ,入 庫,検 収 を終 った

段階で買掛に あが り会計情報 と して扱われ ることになる。

とのような早 い時点 か らの原始デー タの入力によって,従 来,そ れぞれの現場で結果が 出て し

ま うまでつかむ ことのできなか6'fe情 報 が,業 務の進行中 に把握 で きる よ うになって,'管 理 の水

準を高められること知 ンピ.一 。の管理面べゐ棚 の犬きいメリ。トであるとすれば 最終段

階 での非会計情報か らの会計情報の生成,補 助簿の作成 とい'6た 処理が一般会計の処理 システ ム

の外部で行なわれ ることを問題 祝する よりも.経 理の システムが周辺 の各業務システム'の中に,

拡 散 して入 いりこむ と解釈 し,シ ステムの発展を喜ぶべ きであろう。

各業務 システムの中での管理 の手段 と して利用される予算制度 も,制 度 の運 用の しかたに よっ

ては,会 計 情報 どしその要件が備わる以前 のデー タを対象に含 めなければ な ら左 くなつ て ぐる.
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っまり,納 品.検 収をす ませた購買デー タを対象 とす るだけ でな く,発 注手続を とったデー タ

を対象 として,予 算 との対比が行 なわれた りす るか らで ある。

この ような場合.予 算統制のための基礎 データと,一 般会計の処理に必要 なデータとの間 には.

精度の点の問題,た とえば一般会計 の場合は円単位 の正確 さを求め られるのに対 し.予 算統制の

場合は千円以下の単位は問題 としない ような精度 の くい違 いか ら,同 じデー タを共通 に使用す る

ことが よいか判断 に迷 うところであるが,予 算統制の性質上,早 い時点 でデータを とらえ るほ ど

管理 の実をあげやすいことはた しかである。

現実に進行 している業務 の状況が,で きるだけ現実に近い時点でつかめるか らである。

この ような一般会計事務 の処理 と他の業務 の処理 シス テムとの連けいは,従 来,規 模 の大きい

企業 で考え ることとされてきたが.今 日では,コ ン ピュータの中小規模 の企業への導入 もすすみ,

システムとして大企業のみ に適用される ものではな くな って きている。

b.広 義 の財務管理 システム

財務管理 とい う場合,一 般的には取引の実績 にもとず いて処理 された簿記会計の結果 をフィー

ドバック した ような考え方で行 なわれる。近い将来 から現在までを対象 とす るものと,5年 ある

いは10年 先 といった将来 の計画を財務 的な観点か ら判断す るための資料 を提供す るものまでが

対象 として含まれて くる。

長期にわたる計画の判断は.予 測 の要素を多 く含み,か つ機 会利益,機 会損失 とい った概念 も

加え て得失の判断 を行 なう必要が あるわけで.コ ンピュー タを利用 して行 な うシ ミュ レーション

などに興味を持つ人 びとに とっては,と くに とり組んでみたいテ ーマとい うことが できる。

ただ し,こ の ような予測は.特 定 の企業を対象 としてではな く,一 般 的な傾向.あ るいは業界

とい うような大 きい単位 を対象 として行 な う場合には,条 件 もか なり整理 して行 なえるので,ま

ずまずの結果 を得 ることが できて も,特 定の企業の場合 となるととり上げるべき条件が 多す ぎて,

.現実 に役立つ ような結果 を得 ることは,ほ とん ど不 可能 とい って もよい。

したが って,現 在,こ の種 の長期間 にわた る予測 は,条 件を ごくかんたん にして売上の伸び と

設備投資 と利益 の関係が どう変るか を計算 してみ るとい った程度 のことしか行なわれていない と

いえ る。

また,予 測 と同 じようなケースに経営分析がある。従来 の経営分析 においては,財 務諸表にあ

らわれた数字ばか りを扱 うケースが 多か ったため,"死 亡診断書"の 酷評を受けていたが,現 在

では,長 期間 にわた る財務比率の変化 をとらえて,過 去の動 きをみ るとともに.現 在の管理水準.
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技術水準を診断 して,生 産性,安 全性 を評価 しようとい う考え方が強 くなってきた。

しか し,分 析 の場合 でも,成 長性の評価 とい う点では,過 去の成長度合い よりも,予 測 に属す

る範囲 に重点を置かねばな らないため,精 度 の高 い評価 を行 な うことは困難 で あるといわ ざるを

えない。

とくに中小企業 の場合には,計 数的に把握 され るもの よりも,経 営者個人の信用あるいは能力

が 経営 の成果の大 きい部分を左右 していた り,ま た成長性 を診断す る場合 でも,単 一 の企業の

過去 のデー タをい くらつみ上げてみて も,協 業化あ るいは業種転換の ような事態 を前に してはほ

とん ど無力にひ としい とい う特殊性 もあるので,経 営分析の限界に十分の注意 を払 う必要がある。

ただ し,計 数的な分析,管 理水準の分析がまった く役に立たない と考えるのは早計 である。

経営の成果 を経営者 自身が評価 するの と,財 務的な観点で計数を評価す る場合 とでは,違 った

見方がされる こともあろ うし,管 理水準の判断 も,経 営者 自身の判断 と.標 準的な判断 との間に

は微妙な差が生 じることもあろ う。

その差 があることを認識 し,そ の差の生 じる原因を追及す ることに よって,次 に打つべ き手が

見出され,あ るいは,次 の時期に設定すべ き財務 的な標準が導 き出されれば,そ れなりに役 に立

った と考え られるわけである。

また,こ の種 の経営分析へ のコンピュータの利 用は,従 来 の経営分析 なり,診 断 の内容を,い

っそ う深める うえで,大 きな力となることが期待 され ている。

つま り,従 来の方式の診断員に よる診断では.事 前 に十分の時間をかけて,財 務上の問題点,

現 在の管理水準 経営者の態度 な どを検討す ることが できない場合があった り.診 断員個人の専

門分野の違 いか ら.総 合的な診断 を行互 うに して も個人差が生 じることが あった点を,事 前に入

手で きるデータの コンピュー タに よる処理に よって補 なうことが可能 と考え られ るか らで ある。

さて.以 上の ように長期間 を対象 とした予測を含む総合的な財務管理 の システ ム化 には,条 件

の整理 とい う点で問題が多 く,そ の実現はほ とん ど不可能 といえるが.次 の1年 程 度の短期間 を対

象 とする財務管理 の システム化は別に とりあげ られる分野 といえ る。

一般に管理会計 といわれている分野が これで
.現 在までにつみ上げ られて きた過去の客観的な

事実,つ ま り,財 務 で扱われてい る計数 をもとに して,次 期 の方針をた て,そ れ を もとに,財 務

的な観点か ら,次 期 の各種の 目標 を設定 し.予 算 などのいわゆる標準 をきめて.日 常の業務活動

を統制 し,目 標への接近 をはかろ・うとするものである。

"マ テ ジ
ッヒ(MATHESICH)の モ デル"と 呼 ばれる計算編成のモ デル ・システムが この分

野 での古典 の ように扱 われた ことがある。
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この ような管理会計は,現 実の数字を基礎 として,そ れに主観的 な判断を加えた 目標～利益 目

標 をたて,そ こか ら逆算 して,期 間中の製造計画,販 売計画,設 備更新計画,人 員計画 などをた

て,予 算をきめて,現 実 の活動 をコン トロールするのが目的である。

ただ し.一 定の期間ご とに現実の活動の結果 をフ ィー ドバックして,計 画の修正を行 なってい

か なければ,期 間中 に すでに 目標 と現実 との大 きいずれ を生 じ.コ ン トロール不可能 の事態 を

ひきおこ しやすい。

そ のため,現 実の活動 を把握 するのに適 した予算を編成 し,で きるだけ早い期間内に現実 の動

きが つかめるような データのとらえ方を研究する ことが コ'ンピュー タの有効な利用に結びつ くと

され てい る。

c.一 般 会計事務 と日常的な財務管理 システム

一般会計事務の処理をするシステムでは
,ふ つ う,取 引が発生 した ところで仕訳 けが行なわれ,

伝票が起票される。 ところで,コ ンピュータを利用する場合,こ の仕訳けた結果がそのままデー

タと して個 々に入力され るのが よいのカ㍉1日 分の伝票 をとりまとめて,科 目別の 日計 をとb.

日計 表に集約 された結果 をデータとして投入するほ うが よいのかは,い ちがいに論 じえ ない。

もし,主 要な取引 きが,別 の補助簿,た とえば 口座別 の売上帳や仕入帳にさきに記帳されてい

た り.あ るいは 伝票会計 の方式で,起 票 された伝票の うちの1葉 が綴 りこまれて補助簿 をさきに

作ってい る場合,1日 の集計結果が科 目別にひとつの デー タとして投入された として も,一 般会

'計 の処理 としては
,そ れ で十分である。

もちろん,こ の ような方法 をとる とす れば中型,大 型の コンピュータの使用を必要 とせず,せ

いぜい,会 計機 の レベル よりす こし高級 な小型 のコンピュータでも十分に間に合 うわけである。

また.従 来の経理事務担当者か らすれば,手 元に一覧性のある帳簿が存在す るほ うが,仕 事 を

する うえでの安 心感 もあ わ,こ の種 の集計 データの入 力のほ うが,デ ー タ量 も少 なく,し たがっ

て.エ ラーデー タの修正 の ようなめん どうさも少 ないので観迎されるか もしれない。

しか し.こ のよ うな集計 された結果 をデー タとして入力す る方法は,一 般会計の処理 を行な う

だけ な らそれで十分 であるか わりに.そ れ以上 なん らの詳細な管理 レポー トも作れない とい う

大 きい欠陥がある。

つま り,売 上高そ のものの集計は誤 まりなくで きて も,個 々の取引 デー タは入力され ているわ

けではないか ら.得 意先別の売上 売掛 の残高な どを機械的 に算出することが不可能であるし,

預金 口座 の残高 も トータルと してはわか っても.個 別の口座 の残高 はわか らないとい うわけであ
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る。

また,仕 入れのほ うも同 じことで,仕 入れた商品の内訳や仕入先の口座 別の残高 などは,瘍1]に

補 助簿 を設けて.そ のほ うを集計 しな くては詳細が わか らない し,さ らに売掛を回収 したきいに

受け取 った手形 や支払 のために振 り出 した手形 の現物を管理 したり,手 形の期 日別に入金の 予定

を組ん だ り,支 払いの準備の ようなことをするのはデータの性質上 不可能 とい うことがで きる。

これまでのところ,大 企業 でかえって一般会計事務 のコ ンピュー タに よる処理が遅れでい るの

は,分 業がすすみ,そ れにともなって補助簿を各担当のつ こ うのよい ように整理す る習慣がつい

てお り,そ れに ともな って,取 引先 コー ドひ とつを きめるに も,担 当ごとの利害が相反す るよう

な ぐあいになって,話 しのま とま らない ことが多かったせ いといわれている。

実際の ところ,大 企業では,製 造業の場合,生 産管理 ・購買管理事務 との関連か ら行 なわれる

原価計 算が まず手がけ られ.商 業 の場合には、仕入れ に重点 を置 く小売業では仕入事務 にともな

う買掛 の処理.販 売に重点を置 く卸 売業や掛売 りの多い小売,サ ービス業 などでは販売事務にと

もなう売掛 の処理 が コンピュー タを利用 して行 なわれ るのがふつ うで,そ の後 の決算にいたるま

・での一般会計の事務め処理ぱ コ ンピュータよbも1む しろ,手 作業で行なわれ ていることが多

か ったのである。

『しか し
,最 近 では,そ れぞれの業務 システ ムの コンビ一一 タ化がすすんできたため,補 助簿に

記帳されるデ ータが各 システ ムか ら一般会計処理 にむ いた形式 のデータに自動的に変換 されbそ

れを集中 して処理する方法が ようや く実施 にう・つされは じめている。

また,各 システムで使用するデー タを同 じファイルに収容 し,統 合データ ・ファイル(デ ー タ

・ベース)と して相互に利用する方法が実用化の方向にむ かいつつ あり,一 般会計 の処理が他の

システムの処理 と同時 にス ムーズに行なえ るようになろうと している。

とこ;ろで,大 企業 ほ ど∴分 業が極端に細分化 していない中小企業でば 大企業 よりも,各 種 の

シス テムと一般会計 の処理 を直結 し,さ らに一般会計の事 務 と手形管理,取 引先管理 などを結 び

つけた 日常財務 の総合的 な管理システ:ムを作るのは容易と'いえる。・

ただ し,そ のためには,・日計め レベルで集約 したデータでなく,・個別 のデータを1件 ずつ入力

してい くことが必要であるが,大 企業ほ どデータの発生量の 多くない ところでは,デ ータの精度

を低 くしないように,十 分のチェック体制が とられれば 効果的な運 用をはか ることがで きる。

た とえば.一 般の会計事務 に使用す るデ⊥タは次ρ要件が必要である。'

伝票の発行部所,日 付,伝 票番号……… 証表など との照合 に必要

勘定科 目…… …借 方.貸 方め勘定科 目"一 ・㌧':

一一26g －

'



取引額

摘要………どうい う取引 であったかを説明する。

他のシステムあるいは 日常財務の管理 をするシス テムと結びつけるのには,こ の摘要を次の よ

うに拡充す る方法が とられ るのがふつ うである。

a.手 形 の場合

手形番号,取 扱 銀行,期 日

振 出人(支 払人)

b.販 売.仕 入の場合

請求書,注 文書 の番号,取 引先

プ ロジェク ト(開 発,大 規模 な取引,工 事 などで予算統制 をしている ときにとくに必要)の

区分

c.預 金 の出納

取 引銀行

この ような摘要が固定的に各データに付加されてい ると,次 の ような ことがで きるわけである。

① 手形管理

日常の取引データか ら手形に関連の あるデー タを抽 出し,手 形のみの累積データファイルを作

るo

受取手形,支 払手形 のほか受取手形の割引き分は割引手形 として収容 してお く。

この種の ファイルか らは,手 形の期 日別の残高一覧表を作り,資 金 ぐり予定 をたてる資料 とす

ることがで きる。

② 資金管理

手形の収支のほか,買 掛 の処理 か ら抽 出できる支払予定,売 掛 の処理か らくる入金予定 などに

より資金 ぐり予定表を作る。

また,借 入金 預金 の管理 システ ムか らのデータも資金 ぐり予定に組み 入れる必要が ある。

預金の出納デー タか らは月間 の資金の運用実績を作 り,よ り効率の よい運用をはか る資料 とす

ることもできる。

③ 取引先管理

売掛 の管理で とくに必要 なのは不 良債権 の発生防止 のための与信限度のチェ ック ・システムで

ある。

取引先 ごとの買掛,売 掛 が常に把握 でき るよ うなシステムが できているこ とを前提 とする。
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さて.一 般会計の処理とは別個の経理事務 として原価計算.棚 卸事務,固 定資産償却事務があ

る。

原価計算は製品,仕 掛品の原価を計算し.決 算時に売上原価と手持資金の価格を算出するため

に行なわれるが,同 時に管理的な考え方か らは,コ ス トの引下げ,生 産効率の向上のめどをつか

むために行なうものといえる。

また棚卸計算も同じことであるが.ABC分 析などの方法で在庫の効率的な管理を行 なう手が

かりとすれば管理面での効果をね らうことになる。

固定資産の償却 も,償 却費の計算 固定資産税の申告処理を目的として行な うほか,現 在の手

持設備に対する将来の償却原資.更 新時期の必要投資額の推計などの基礎資料を提供するような
●

利用の しかたも くふ うされ てよい。

↓り上の ような日常的 な会計 の処理か ら副次的に とれる財務管理 費料は,ご く短期間の資金 ぐり

や現在に近 い時点での プロジェク ト予算の集計.フ ィー ドバックとい うよ うなことに しか役だた

ないが,長 期間の計画 を検討す るシステム と並行 して.重 要な管理 システムであると認 識したい。

第6節 人 事,労 務 管理 システ ム

a.給 与 計算 システムと人事 ・労務管理 システムの関連

一般に給与計算 システムが,人 事,労 務管理 システムをコ ンピュータ化す る場 合に先導的な役

割 りをはたす ことになるのは,給 与計算をするために必要な情報の大半が人事,労 務管理上 も必

要 な情報であり,そ れ らが定形化 した情報 として ファイルされ ることに より,人 事,労 務管理 シ

ステムに必要なデー タ ・ベ ースの基礎 が,自 然に作 り上げ られるか らである。

給与計算 システムに含まれる各種 の計算事務 には前項ですでに説明された ように

① 月次給 与計算事務

② 各種控除金計算事務

③ 社内預金計算事務

④ 社会保険料率算定事務

⑤ 臨時給与計算事務

⑥ 所得税源泉徴収.地 方税特別徴収事務

⑦ 昇 給 ベースア ップにともな う支給 ずみ給与の精算事務
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な どがある。

これらの各種サブ ・システムが運用されるためには,基 本的に次のような情報が必要 とされる。

① 月次給与計算のため
'
個人別の基準賃金(本 給,職 務手当,扶 養手当などを含む)

月間の勤怠状況(時 間外勤務.特 殊作業従事時間などを含む)に 関するデータ

'個人ごとの所属組織
,支 払方法.地 方税納付先などのデータ

② 各種控除金計算のため

社宅.利 用電話使用料,貸 付金返済額,月 賦購買代金.生 命保険料など各種変動データ

③ 社内預金計算のため

預入れ,引 出しなどの変動データ

④ 臨時給与計算事務のため

期間の勤務成績,業 績評価(査 定)に もとずく支給率などのデータ

:⑤ 昇 給事務のため

期間の勤務成績.業 績,職 務遂行能力の向上度などにもとず く昇給率などのデータ

これ らの情報は大別すると

① その時現在の状態を示す基本情報

基準賃金,所 属組織.支 払方法などに関するもの

② 一定期間に発生 した変動情報

勤怠状況,各 種控除,・預金の預入れ,引 出し.'臨時給,昇 給査定などに関するもの

に分けられるが.基 本情報が現在の状態を正確に示すためには,変 更が生じたときに基本情報を

修正するためのデータが付随的に必要 となる

③ 基本情報を変更するための情報

所属,職 務,資 格,職 級などの変更,扶 養家族数の異動,支 払方法,地 方税納付先の変更など

に関するもの

を必要な情報の分類につけ加えておかねばならない。

さて,こ れらの情報を使用して,給 与計算 システムでは

給与支給明細書,給 与支給一覧表,金 程別表,控 除明細書,控 除種類別集計表.社 内預金通帳

臨時給支給明細書。臨時給支給一覧表,所 得税 地方税納付一覧表 源泉徴収票・所得税還付請

求書,年 末調整一覧表.社 会保除料算定書,賃 金台帳など,給 与や臨時給の支給,各 種の控除金

の徴収 所得税,地 方税,社 会保険料の納付などの事務を行なううえに必要とする資料を作成す
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'るわけ であるが
,同 じ情報 を使用 して,一 般会計 システ ムのために

給与,臨 時給支払伝票,所 得税.地 方税.社 会保険料などの仮受,社 宅使用料その他の一括立

替分のれい入,社 内預金 の預入れなどに ともな う振替伝票 などの作成,退 職給与引 当金の計上

などを 自動的 に行な うことが できる。

人事.労 務管理 システ ムは.以 上 の ような給与の支給 や控 除に関す る事務に必要 な資料 の作成

は 目的 とす る給 与計算 シス テム とは基本的 に違 って

適材適所を本 旨とする人材 の配置

定着率の向上を 目的 とす る施策の策定

人材開発を目的 とす る施策の策定,

を行な うために必要 な資料 を作成す るシステムとい うことができるが,こ れ らの資料 の中には.

給 与計算に使用す る情報か ら自動的 に作 り出す ことが でき るもの も多い。

た とえば,人 材の配置が合理 的に行 なわれているかを計か るため のひ とつの手が かりとして.

、組織 ごとの残業,特 殊作業,遅 刻,欠 勤,長 期欠勤 などの統計が使われ ることが多いが,こ れは

個 人ご との勤怠状況 のデー タをもとに して作 り出すことがで きるわけである。

また,基 本情報 として,給 与支給 には直接関係のないこ とが 多いが,昇 給事務 に必要 な要素と

して

性別

採用年月 日,勤 続年数

採用区分

前歴評価

取扱,職 種

資格,職 位

所属組織,在 籍期間

な どがつけ加わ っているときは,こ れ らの 要素と勤怠 状況が組み合わされ ることに より非常に精

密な勤怠状況 の統計が 作り出され,人 材の配置を検討 するよ うに有用 な資料 を得 ることがで きる。

また,定 着率の向上 を目的 とす る諸施策のひとつとして,賃 金の引上げ,.臨 時給 の支給,福 利

厚生費の増額 などが行 なわれ るさいに.財 務上 どの程度 の負担増 となるか を計算す ることも,給

与計算 システ ムに必要な情報を もとに自動的 に行 な うことが できる。

現在の取扱,職 種,職 位,資 格 などを本給.手 当の額.勤 続年数 な どを要素 として.賃 金 の引

上 げにと もな う人件費負担の増加や臨時給 の支給 に必要な原資をは じき出 した り,現 在の通勤手
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当支給額か ら運賃値上げ に ともな う負担増加須を推定 したり.各 種 の福利厚生諸施策の受益 対象

を選び出 して,負 担額 を積算する ようなととで,施 策をス ムースに遂行する うえに有用 な資料が

提供 されるわけ である。

人材開発を目的 とする施策や適材適所への配置の施策 をきめこまかに策定するためには.個 人

の履歴をとることが.ぜ ひ とも必要 とされるが,個 人 に関する履歴 の うえで外面的な要素の大部

分は.基 本情報の追加,変 更をす るための情報や勤怠状況,査 定の情報な どか ら得 る ことができ

る。

つま り,所 属の変更や職級,職 種,職 位,資 格 などの変更,一 定期間の勤怠状況 と当該期間 の

査定 データな どを個人別 にファイル してい くことで,組 織内 で公式に扱 われ た記録 の大部分 を履

歴 として利用できる状態 で残す ことが可能 となるわけで ある。'

b.人 事 ・労務管理 システムの理想図

人事.労 務管理 の要点は.さ きに述べた ように,人 材の適材適所への配置,定 着率の向上 能

力開発にある といえ るが,管 理の実をあげるためには,次 の ような情報がつねに整理 され,活 用

で きる状態 とな っていることが理想 とされる。

① 各個人の経歴

i)外 面 的な要素 としての公式記録を進 めた もの

採用年月 日,勤 続年数

経験職種,経 験年数(前 歴 を含む)

経 験職位.経 験年数,昇 給経過

異動記録

学歴,専 攻科 目

研修受講記録

各種技術活動.部 外活動記録

勤怠状況,査 定実績

配偶者,扶 養家族

ii)内 面 的 な要素 としての能力,性 格 などに関す るもの

知識

技能

性格
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趣味

交友関係,家 族関係 ・

② 個人別 の育成計画

個人別 の昇任.ロ ーテー ション予定

必要 とする技能 を得 させ るため の研修予定

③ 組織別 の現在員 と配置転換計画

職位別

学歴別

職 種別

年令別

と在籍期間 などを組み合わ せた人員構成

組織 ごとの業績.重 点配置計画に もとず く人員 の補 充,削 減予定

組織 ごとの勤怠状況

④ 現在 の人事.労 務管理諸施策への構成員の反応

部門別(職 場別)の モラール(士 気)

職 種別のモ ラール'

各 種施策の受益 者.非 受益者 の反応 受益預Uの希望(要 求)

⑤ 離職者(自 己つ こうに よる退職者).不 適格者 の調査

離職原因別

勤続年数別

出身地 方別

勤怠状況,各 種控除金,社 内預金な どとの相関

⑥ 長期採用.人 員補充計画

⑦ 賃金制度.厚 生 施策に関 する長期計画

⑧ 人件費.福 利厚生費につい ての長期資金計画

⑨ 退職金積立な どの制度 と運用の長期計画

もちろん.こ の ような情報 を理想的な形式で整理 し,デ ー タ ・ベース として持つ ことは,現 在

の ところ,よ ほど大規模 な官庁 企業でさえ.計 画の緒についたばか りとら うのが 実状で,そ の

コン ピュータ化 にいた るまでには なお多 くの日時 を必要 とす るはずで ある。

しか し,人 事.労 務管理 の要点は,企 業規模の大小を問 わず.同 じことといえ るわけで,そ の
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意味か らは中小規模 の企業 で も,こ の種の システムを検討 し,可 能 な部分か ら着手する態度 での

ぞむ ことがたいせつであろ う。 ・

c.適 用の対象 と問題点

さて,さ きにあげた理想 的な人事,労 務管理 システムに必要な情報は,大 別す ると,

① 個 々の構成員 に関す るもの

個人の経歴 と育成予定.離 職者,不 適格者の調査結果な どで,組 織計画,育 成計画の基礎資

料となる。また,採 用時 の適性発見の手がか りとなる資料 を提供す ることもできる。

② 組織の現状に関する もの

組織 ごとの定員.現 在員構成補充.削 減 予定.勤 怠状況 などの情 報や,各 種 のモラール ・サ

ーベイの結果 な どで.現 在の組織の内在する問題点や人事労務管理施策の問題点 を発見 し,

改善の手がか りを与え るとともに,将 来の組織計画の基礎 資料 となる。

③ 長期計画 に関するもの

将来の組織 の拡 大 とそれにと もな う新規採用や退職者 の補充、教 育訓練 の実施計画 と労務管

理上の各種施策の実施計画 の内容 お よびそれに必要な費用を推定 し,経 営上の重要決定をす

るための資料 を作 る。

の3つ に分類 できる。

これ ら3つ の分類 にあては まる情報を扱 うサブ ・システ ムが,そ れぞれ人事,労 務管理 システ

ムでの コンピュー タ化 の適 用対象 と考え られるわけであるが.具 体的な適用の段階では実行の容

易なもの と問題点の多い ものが ある。

まず,実 行可能性について.容 易な ものか らあげてい くと次の ようになる。

① 個人別の基本情報 ファイルを もとにして.長 期計画 にもとず く人件費や福利厚生費の負担

額 を推定する。同 じように退職金制度の改善 にともなう負担増加須 を推定する。

これ らは組織全体 としての合計額 を求 めた り,退 職予定人員 と必要補充人員を求めたりする

もので,現 実 の個人ご との昇給率の差や 自己都 合に よる退職 などの事態の発生の可能性など

を個々に考慮 しな くて もよいのが実行上の利点 となり.か な り精 度の 高 い情 報 を提供 する

ことが できる。

② 個人別の基本情報 ファイルの内容と勤怠データにもとずいて組織別の人員構成資料 と勤務

統計を作る。いずれも給与計算に必要な情報を中心として作られる資料であるのでその作成

はもっとも容易に行なえる。
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これに組織別の業績評価や重点配置計画 などが結びつけ られれぱ.組 織単位での問題点の

発見や問題発生 を防止する方策が とれ ることになる。

③ 各個人の公式の記録 を集ため履歴 ファイルを作 り.経 験.学 歴.勤 怠実績などファイルさ

れている要素項 目にもとず く人事情報検索 システムを運用する。

ただ し,こ の種 の人事情報検索 システ ムは,新 組織 を編成す るときめ要員 の選定,組 織構

成員 の ローテーション.人 材開発 を目的 とする個人別の育成計画の立案 などに役 だてること

も目的 とするもので.そ れには外面 的な要素 といえる公式 の記録ばか りでは不十分 であり.

内面的な要素 をつけ加え ることが必要 とされる。

しか し.内 面的 な要素 をつけ加えることには,後 述する ような問題点が あり,そ の実行は

容易では ないことを認識 しておいていただきたい。

④ 離職者や不適格者 につ いて詳細 な調査 を行ない.採 用時の評価 との相関.出 身地 や住宅事

情,家 族構成 との相関;学 歴.昇 級 経過 との相関,勤 怠状況 との相関,各 種の貸付金の利用

や社 内預金額 との相関 な どを在職 の適格 者 と対比 し,採 用方法.昇 進制度,福 利厚生制度な

どの改善のための資料 を作る。

たとえば,社 内預金の金額が多い ものほ ど離職率は低い とい うような相関関係が報告 され

たり,離 職率の高い独 身寮が発見された りして,定 着率向上のための手が打 たれている例は

多数存在 してい る。"

さ て,実 行が容易 といえない もの としては まず,モ ラールの調査が あげ られ る。

経営者 や人事 ・労務管理の担 当者が,有 効 と考えた施策が,実 際kは 反感 をもって迎え られて

いた り.経 営者 や管理者の方針が末端まで理解 されなかったために職場の士気の低下を招き,生

産性 の向上を阻害 している例は数多 く報告 されているが,こ の ような状態 を謙虚 に とらえ て反省

の材料 とするために,職 場のモラールの調査は有効 な手段 である。

しか し,こ の種の調査では調査結果 を集計 し.解 折する システムを作 ることもか な り複雑 で難

か しいが,そ れ よりも,そ れぞれの調査時点で一般的な内容のほかに重点 をおいて調査 したい項

目をつけ加え,調 査対象 としたい人び とにあか らさまに目的 を知 られることな く,ひ ずみ の少な

いデータが得 られるような質問項目を設定し,実 際の調査 をス ムースに実行す ることのほ うが難

か しいわけである。

さらにシステムとして難 か しい ものは.内 面的な要素を値入の経歴 ファイルにつけ加え ること

である。

それには次の よ うな大きい問題点が あるか らといえる。
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① 必要な技能(ス キル)と はなにかが明確で はない。

r般 にスキルズ ・インベン トリイ・システ ム・といえぱ.人 材の適材適所への配置 と長期育成計

画 にもとず く昇進の機会 を得 させるための研修 などの基礎資料を得 るため,学 歴,職 場での経歴

研修記録 な どの外面的要素 と潜在 的な能力,趣 味,性 格 など内面的要素をあわせて持つ個人別の

履歴 ファイルを作 り.人 事情報の検索 ができるよ うにする システ ムと考え られている。

しか し,実 際 に どの ような職務.職 位にあてる場合.ど の ような経歴.能 力,趣 味 を持つ人が

適当かとい うことが正確 につかめていなくては,検 索された結果 が役立つ とはかぎらない。

外国の駐在員を選ぶのに外国語 が喋れて性格が まじめな社員が ノイ ローゼにかか って成績 が あ

が らず,か え って外国語 がにが手で遊び好 きな社員 のほ うが好成績 をあげる率が高い ような皮肉

な結果が出た りする。

② 能力 とはなにか も明確 ではない。

値入の能力 とい うとき,な にかがで きるとい うことは概念的にわか るが.現 在の担当業務 につ

い てなにがで きるかまでは.あ る程度 の評価 はできて も,直 接担 当 してい ない業務についての能

力は,自 己申告 と評定をつき合わせたい として も,正 確 につかめるものではない。

学力に して も同 じことで.学 歴が高 くて も能力は低いことはありうる。

また,個 人の能力に友人や家族,姻 せ きの中の有力者 などの能力が加え られた ものが真実の個

人の能力と考え ることもで きる。実務では この ような能力が実効 をあ らわす ことが多いか らであ

る。

また,趣 味 も含めて能力はつねに一定ではな く,常 時向上 した り低下 したりす るものである。

したがって検索の時点 での能力 を正確 につかむため には,常 時,能 力の評価を して情報 をメン

テ ナンス してお く必要が あるが,友 人 などまで含 める と,こ の種の メンテナンスは実行不可能な

ことになる。

③ 個人の性格 も明確 につかめ ない'

個 人の性格 は自己評価 と他人の評価 で表面的に把握 されたものばか りで な く.潜 在 していた も

のが問題 となる ことが多い。

しか し,性 格 の検査 方式やその結果 の評価 については,プ ライバ シーの侵害 の問題 も含 めて,

研 究の余地が多 く.現 在の段階 で,フ ァイルに どの ような性格の評価 要素 を記録 してむ くかは判

断 の難 かしい ところである。

いずれにせ よ.個 人 の能力は

① 経験(職 種.職 位.外 国生活 など)
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② 学問歴.研 修歴

③ 交友関係で の付 加能力

④ 家族.姻 せ き関係 での付加能 力

⑤ 趣味.技 能 と程度

⑥ 勤怠記録.健 康状態

⑦ 性格

などをあわせて.は じめて,お よその把握 が できる ものとい って よく,軽 々にス キルズ ・イン

ベ ン トリイ・システムの実務への適用 をはかることには問題が 多いといえ るのである。

第7節PERT

生産活動 を合理化す ることは,「 よい製品を安 く.早 く作 ること」であり,そ れは企業 の使命

にほか ならない。 この合理化の一手法がPERTで ある。PERT(ProgramEvaluation

andReviewTechnique)は,ネ ッ トワーク手法 とも呼ばれてお り,大 規模 で複雑な ブ

・ジェク トを短期間で.し か も最 も経済的に完成 されるための総合的な管理手法 と して開発 され

た ものである。

a.PERTの 利 点

PERTを 導入 した場合の利点 と して次の事項が あげ られる。

① 問題点 の早期発見が容易で ある。

ネッ トワー クを通 じてプロジェク トの全貌が把握で きる ことから,プ ロジェク トに着手する以

前の段階 で,工 程 上の問題点が明確 になる。 したがって,問 題点 についての有効 な対策が事前 に

立て られる。

② 数種の案に対 して,細 部まで比較検討ができる。

仕事 を細分 してネッ トワーク表示す ることか ら,仕 事の内容が分りやす い とい う特 色を もって

い るので,数 種の計画 を日程,費 用 などの面か ら詳細 に比較検討 できる。

③ 計画の精度 が向上する。

各種の情報 を定量的 に把握 す ることか ら,経 験の少ない プロ ジェク トにおいて も,各 部門の担

当者が仕事の内容や,資 料 を詳細 に検討 した り,納 期 に間 にあ う確率 を算 出 して計画を評価す る
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ことが可能 である ことか ら,計 画 の精度が向上す る。

④ 現実的 な管理がで きる。

計画の修正が容易で あることか ら,事 故の発生,作 業の遅延,納 期変更な どの変化に対処する

ことができる。

⑤ 巨大な プロジェク トほ ど利用効果が大きい。

元来,PERTは 巨大 な プロジェク トに対す る管理手法 として開発 された ものである。 この よ

うなことか ら,ア ポロ計画 にみ られ るように,巨 大 でしか も複雑 なプロジェク トに対 して,そ の

効果が大 きい といえ る。

⑥ 総合的な作業順序や時間関連 ¢把 握が容易である。

プロジェク トを総合的 なネ ッ トワー クで表示す ることか ら,個 々の作業が全体に及ぼす影響 の

程度 を容易に把握 できる。た とえば,計 画通 り作業が進 まなか った場合,作 業 の進度 をチ ェック

す ることに より,プ ロジェク トの完成に 与える影響 を容易につかむ ことができる。

⑦ 重複 した ムダな作業が発見で きる。

ネッ トワークを組立 てSい く過程 において.プ ロジェク トを構成する作業 内容や手順の詳細 な

検討が行 なわれ ることか ら,不 必要 な作業は あらかじめ取除 くことができる。

⑧ 少ない情報で対処 で きる。

プロジェク トの計画,統 制に必要な最」・限の デー タを収集 する ことに より,効 果 的な運営が で

きる。この ようなことから,ム ダなデー タの収集が少 なくなる。

⑨ 計画の信頼 性が高い。

ネッ トワークを組立 てSい く過程 で,計 画 の論理性が詳 しく検討され るため,計 画 もれがな く

なり,ト ラブルが著 しく減少 し,計 画 の信頼度が高 くなる。

⑩ 大局的に判断ができる。

計画立案時点で納期 が オーバーに なる場合は もちろん のこと,作 業 の進行途上で問題が生 じた

場合,資 料 に もとつい て対策を立て ることがで きる。 したが って,プ ロジェク ト全体か らみて,

急 がな くて もよい作業 に資金を投 じるとい った ロスが 減少する。

⑪ 管理 の重点が分か る。

プロジェク トの実施 にあた って,管 理上か らみて最 蔓注意が必要な作業(ク リテ ィカル ・パス)

と,そ うでない作業が明確に区分で きるので,ど の作業 を重点管理 すれば効果が最 も良いかが容

易にわかる。'

PERTはLJ上 に述べた ような利点をもっているが.次 にPERTの 基 本的な手法 について述
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b.PERTの 基 礎的手法

① ネッ トワークの種類

プロジェク トの目的を達成す るために必要 な要素作業 を漏れ なく拾い あげ,各 要素作業間の相

互関係 を図示 したものをネ ットワークと呼ん でいる。ネ ットワークはPERTの 心臓部 ともいえ

る もので.プ ロジェク ト全体の相互関係を明確 に表示する ことが出来 ることか ら..こ の表 示が完

全 にできればPERTは70～80%成 功 した ものと考えて もさしつかえない。

ネ ットワークの表示 方法 を大別する と,ア ロー型 ネッ トワーク(第4・21図)と イベ ン ト型

ネ ッ トワーク(第4・22図)が ある。

i)ア ロー型 ネ ットワーク

ア ロー型ネ ッ トワークは,作 業 を中心 にネッ トワークが構成 されていることか ら,キ メこ

まかな管理 が必要な場合に適 してお り,第 一線の担当者向 きともいえる。また,現 場 の変化

に対処 しやす く,修 正.変 更が容易で あることか らPERTに …bけるネッ トワークとして ア

ロー型が多 く用い られている。

ii)イ ベ ン ト型 ネ ットワーク

イベ ン ト型 ネ ットワー クは.チ ェ ック ・ポイン トとなる作業 結果 を中心 として表示す るこ

とか ら.作 業結果 のチ ェックが容易 にでき,プ ロジェク ト全体をおSま かに管理する場合 に

適 しているので,管 理者 向け といえるc

iiDア ロー型 とイベ ン,ト型 の相違

一般 に巨大な プロジニ ク トにおいては
,最 初か らアロー型で プロジェク ト全体のネ ッ トワ

ークを組む ことは不可能 に近い。そ こで.プ ロジェク トの構成要因をおSま かに区分 してネ

ットワークを作成 し,さ らに..そ れ を幾つかの サブ ・'ネ.ト ワークに分ける。 とい う段階 を

経て ネ・トワークに分ける・ とい 頒 階 を経 てネ ・ト・づ をまとめて・・くカ㍉ この ような

場合 は イベン ト型の表示が便利で ある。

この ようにア ロ・一型 とイベント型の特長があるので,使 いなれてい る表示方法や プロジェ

ク ト全体を明確に表示できる方法を用いるのが よい。 この ようなことから,使 用 目的に両者

を使いわけることが望 ま しい。
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c.ア ロー 型 ネ ッ トワ ー クの 組 み 方

ア ロー 型 ネ ッ トワー ク で は 個 々 の 作 業 を矢 線(Arrow)を 用 い て 示 し.そ の 作 業 の 元(Tail)

と先(Head)に 丸 を つ け て 始 点 終 点 を 明 示 す る 。 こ の矢 線 を ア ク テ ィ ビ ィテ ィ(Activity)

設 計

テ イ ル ヘ ッ ド

イ ベ ン ト イ ベ ン ト

とよび,丸 印をイベ ン ト(EVent)と よぶ。また各 イベ ン トの中の番号 をイベ ン ト番号 と よび,

イベ ン トを識別す るために使用する。

ア クテ ィビィテイは.作 業 とか品物 の入手期間の ように時間 を必要 とす る一連の活動を意味 し

ている。また,イ ベ ン トは,各 作業の着手 と完了 を意味 してお り,イ ベ ン ト番号は テイルイベ ン

トよリヘ ッ ドイペン トの番号 の方が大 きくなるようにつける。

第4・2・5図 ダミーの表示

第4・2・3図 に示す点線 の矢線 をダ ミー と呼ぶ。 プロジェクトの前後関係 をイベン トとアロ

ーだけで表示す ることが困難 な場合が ある。 このような場合 に所要期間 ゼロの仮想作業 を設定 し.

作業の前後 関係 を示す方法が用 いられる。この所要期間 ゼロの仮想作業 をダ ミーと呼ん でいる。

① ア ・一型 ネッ トワークの作成要領

ア ロー型ネ ットワークは次の要領で作成される。

D最 初 のイベン トを書 く

ii)そ の イベン トに仮番号 を記入する

iii)そ の イベン トに関連 する作業(ア クテ ィビ ィテ ィ)を 矢線で示す。

iv)作 業(矢 線の先)に イベ ン トをつける。

V)各 イベ ン トに仮番号を記入す る。

以 上の ように してネッ トワークを作成 し.最 終的にネ ッ トワークが見やすいように工夫 した後,

イベ ン ト番号を整理 する。

② 基本 ルール

ネ ットワークを作成 するにあた って,下 記の基本 ルールを考慮すると よい。
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i)先 行 作業 と後続 作業の関係

先行作業がすべて終了 しない と.そ れに続 く作業は着手できない。すなわ ち,イ ベン トの

先行作業群がすべて完了 した後でない と,そ のイベン トの後続作業は開始で きない。

ii)ネ ッ トワーク表示上の注意

ネッ トワークを作成 しやす く,理 解 しやす く,ま た使 いやす くするために次の点を注意す

るとよい。

イ.ネ ッ トワークの流れの方向を,左 か ら右え,あ るいは上か ら下へ と統一する。

ロ・矢線は できるだけ直線 で表示する。

ハ・矢線の角度 を広 くとる。

二.矢 線 のクロスを避け る。

iiD同 時 作業の表示

2つ 以上 の作業が同一 イベ ン トから始まって,同 一 イベ ントで終 る場合は必 らず ダ ミーを

使って表示する。

～)並 行作業 の表示

作業が並行 して行 なわれる場合は.そ れぞれ並行 して表示す る。第4・2・1図 の基礎工事.

資材手 配が これにあた る。

V)複 雑 な作業.繰 返 し作業の表示

複雑 な作業,お よび繰返 して行 なわれる作業群 は.ま とめてネッ トワーク表示す るとよい。

d.日 程 計 算

ネッ トワークが完成する と次に 日程 を計算 して ク リテ ィカル ・パスを求めることになる。

クリテ ィカル ・パスは最長経路 ともいわれ.プ ロジェク トの着手か ら完了までに最 も時間 を要

す る経路の ことをい う。 ク リテ ィカル ・パスはプロジェク トに少 なくとも1つ.ま たはそれ以上

存在する。 このク リテ ィカル ・パスは次の理由か ら求め られ る。

① 資源 の有効利用をはかる。

② 管理 ポイン トを把握す る。

③ 見積 り(時 間.コ ス トな ど)誤 差に対処する。

④ 一部の作業 の遅れが プロジェク ト全体 にお よぼす影響 の程度 を把握す る。

⑤ 目標納期 にプロジェク トを完成 させ る。 これはPERTの 特 色でもあ り.最 も利用範囲 も

広 く.最 も利用効果 の大 きい ところで もある。

'
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さて.プ ロジェクトの中か らク リテ ィカル ・パスを発見す るには,日 程を計算す る必要がある。

ここでい う日程 とは最早 日程,最 遅 日程の ことで.前 者は最早着手 日(Es)と 最早完了 日(EF)

が あb.後 者 には最遅着手 日( .LS)と 最 遅完了 日(LF・)が ある。

では次に日程計算 の方法 について述べることにする。

① 計算表による日程計算

日程計算は ネッ トワークの表示が アロー型 か,イ ベ ン ト型 かに よって異 なるが,PERTで 一

般 的に用い られているア ロー型について述べ ることにす る。

日程計 算には.最 早日程 と最遅 日程が あることは前述の とおりであるが,最 早着手 日(ES;

EarliestStartTime .)と最早完了 日(EF;EarliestFinishTime)を 計 算

し.次 に最遅着手 日(LS;LatestStartTime)と 最遅完了 日(LF;Lhtes

FinishTime)を 計算 する。 この後で余裕 も計算すると,最 早日程 と最遅 日程が等 しいパス

が発生する。 これがク リテ ィカル ・パスである。

ネ ッ トワークの日程計算 を計算表に より行 なうには,次 の ような手順で行 なう。

i)ダ ミーを含めたすべ ての作業を表に あげる。

ii)各 作 業を イベ ン ト番号 で表わす。

iii)各 作業の所要期間を記入する。

iv)最 早 日程 を計算する。

V)最 遅 日程 を計算する。

vD余 裕 を計算する。 　

② 最早 日程の計算 、

プロジェク トは 日程 ゼロか ら始 まる もの と考え る。す なわ ち,第4・2・1図 の最初の作業(イ

ベ ン ト番号1～2)の 着 手 日は
.ゼロになる。EFは そ の作業のESに.所 要期 間(t)を加 算 して求

める。 したが って.イ ベ ン ト番号(1～2)の 作 業の最早完 了 日EFは

EF=0十14ニ14

とな る。

作業(2～3).(2～4),(2～5).(2～6).(2～8)のESは 作業(1～2)

のEFに 一 致する。また.作 業(2～3)のEFは'

EF=14十5=19

とな り,作 業(3～7)のESは19と なる。

作業(2～6).(4～6),(5～6)のEFは 各 々,20,17,17と なb ,作 業(6
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～7)のESは20と な る。

以 下同様 に して計算 を進めてい くと第4・2・1表 に示す ような結果 が得 られる。

第4・2・1表 計算 による日程.余 裕計算

作 業 名 イベ ン ト孤 期 間 最早着手日
(ES)

最早完 了日

(EF)

最遅着手日
(LS)

最遅完了日

(LF)

想体余裕
(TF)

設 計 1～2 14 0 14 0 14 0

資材手配(1) 2～3 5 14 19 14 19 0

水 道 工 事 2～4 3 14 17 26 29 12

ガ ス 工 事 2～5 3 14 17 26 29 12

基礎工事(1) 2～6 6 14 20 23 29 9

資材手配 ② 2～8 5 14 19 38 43 24

資 材 加 工 3～7 20 19 39 19 39 0

ダ ミ ー 4～6 0 17 17 29 29 12

〃 5～6 0 17 17 29 29 12

基礎工事 ② 6～7 10 20 30 29 39 9

棟 上 7～8 4 39 43 39 43 0

屋 根 工 事 8～9 3 43 46 43 46 0

家 回 り工事 9～10 5 46 51 46 51 0

屋内配線工事 10～11 4 51 55 57 61 6

屋 内 工 事 10～12 10 51 61 51 61 0

ダ ミ ー 11～12 0 55 55 61 61 6

壁 塗 工 事 12～13 20 61 81 61 81 0

外 装 工 事 13～14 6 81 87 90 96 9

内 装 工 事 13～15 15 81 96 81 96 0

ダ ミ ー 14～15 0 87 87 96 96 9

屋 外 整 備 15～16 2 96 98 96 98 0 ■

③ 最遅 日程の計

最遅 日程は最終作業の最早完了日,ま たは納期 を基準 として逆算す る。

第4・2・1図 のネ ットワークでみ ると,最 終作業(15～16)のLFは98で あ る。 この98

は(15～16)のEFで もあるが.も し納期を基準 とする場合は.納 期をLFと して以後の計

算 を行 なうと よい。

作業(15～16)のLSは.LFか ら所要期間を減算 して求める。
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LS=-LF-t=98-2;96

次 に.イ ベ ン ト番 号15で 終 る作 業(13～15),(14～15)のLFは,作 業(15～

16)のLSと 一 致 す る 。

作 業(12～13)のLFは,作 業(13～14).(13～15)のLSで 早 い 方,つ ま り

値 の 小 さ い 方 と 一 致 す る 。 こ こ では,作 業(13～15)のLS81が,作 業(12～13)の

LF81と な る。

LJ下 同様 に して 計 算 を 行 な う と第4・2・1表 の 結果 が 得 られ る 。

④ 余 裕 計 算

プ ・ ジ ェ ク トの納 期 ま た は,完 了 予 定 日 に対 して.こ れ に影 響 を 与 え な い 範 囲 で 個 々 の 作 業 の

ヅ

着手 日,完 了日をズ ラス ことが 出来 る日数のことを余裕 と呼ぶ。 この余裕は主 として次の目的か

ら求め られる。

D負 荷 の均一化 をはか る。

加 費用を最低 にして,日 程(工 期)の 短縮をはかる。

iii)各 資源の有効利用 をはかる。

iv)ク リティカル ・パス を容易に発見す る。

余裕は全体余裕(TF;TotalFloat),自 由余裕(FF;FreeFloat),独 立 余裕

(IdF;IndependentFloat).干 渉余裕(ItF;InterferingFloat)な どが

あるが.こ こでは全体余裕 を とりあげるこ とにする。

全体余裕(TF)は,プ ロジェク トの納期を遅 らせ ることな く.あ る作業 の着手 日.完 了日を

ズ ラス ことが出来 る期間の ことで.先 行の作業はすべ て最 良で着手 し,完 了すると考え ,後 続の

作業はすべて最遅 で着手 し,完 了するものと考えた場 合の余裕 である。

TFは 次式で表 わされる。

TF=LS-ES

LS:当 作業の最遅着手日

ES:当 作 業の最早着手 日

この ように して計算 を進めてい くと第4・2・1表 に示す よ うな結果 が得 られる。

●.PERTの 適 応分野

PERTは 時 代 とともに進歩 してお り,各 社 で独 自の方式が研究.開 発 されている。PERT

が開 発された当初は.PERTで 処理 され る問題は 日程 および,日 程 とコス トであったが,そ の後
、
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各種 の方式が開発され.現 在では次の ような問題まで進んでいる。処理の対象 と しては,日 程 と

工数 日程 と材料,日 程 と機械.日 程 ・コス トと工数,日 程 ・コス トと設備,そ の他である。

これ らの問題 を処理す るための代 表的 な方法 に,PERT/COST,ePM,RAMPS,

PRISMな どが ある。

また.PERTの 対象 プロジェ ク トには,新 製品開発計画.研 究開発計画,受 注生産計画,土

木 ・建築工事,造 船.保 全工事 などが ある。

f.PERT導 入 の前提条件

・PERTを 導 入するにあた
って,PERTを 適用するための対象(プ ロジェク ト)の 条件 と,

効果を最大限に発揮 させ るための条件 があげ られる。前者 はPERTの 限 界 ともいえるものであ

b,一 方,後 者 はPERT導 入 の前提条件であるといえ る。

① プ ロジ ェク トの前提条件

i)プ ロ ジェク トの所要期間

対象プ ロジェク トを完成 させ るのに必要な所要期間で あるtos,PERTを 適 用するプロジ

ェク トの期間は.最 低で も2～3週 間以上 の規模 であることが必要である。 これは実施 と統

'制
の関連 から来 ている もので,ーこれ.LJ下の規模においてはPERTの 効果が明確に現われな

い。ただ しPERTQ適 用方法,計 算手段.工 数 の山積,コ ス ト.設 備 などの対象 プ ロジ

ェク トの複雑さ,な どに よって異 なって くる。-

加 作業の分解

プロジェク トは各作業 から成 り立 っているが,各 仕事が明確 に分解で きることが要求 され

る。換言すれば,各 作業の始まり と終 りが明確にできる プロジェク トで あることが必要 であ

る。

これは,プ ロジェク トを各作業に分解 し,そ れ らの順序関係,特 に時間的 な関係を明確 に

するため で・つ勧 ネ ・ ト㌃ クで表現 嘩 り・管理す るために必要なことである・

ili)各 作業の順序関係

プロジェク トの各 作業は順序関係 を保 っている必要が ある。これは.当 該作業が開始 され

るまでに,先 行する作業がすべて終了 している必要がある。先行 作業の1つ でも終了 してい

ない場合は,そ の作業に着手できない。

jiv)繰 り返 し行 なわれる作業

ブ・ジェク トの順序関係は上記 のとおりで あるが,そ の順序関係のなかで次の ような例を

■

■

一288一



ネ ッ トワーク表示する場合を考えてみる。

作業Aは 作業Bの 前 に行な、われ.作 業Bは 作業Cの 前に行なわれる。作業Aは 作業Cが1

度 終了 してか ら再び開始され る。 これが数回繰 り返される。以上の作業 を第4・2・4図 の よ

うに図示 した とすると.作 業A,B,Cは ループとな り終了を表示することが出来 ない。

この ような作業 においては第4・2・5図 の ように表示す るが,ル ープのあるプロジェク ト

はPERTを 適用する ことが 困難 である。

第4・2・4図 誤 りの ネ ッ トワ ー ク

o-AL・ 〈〉 一 一 ー ー ー ー 一 一 一 一 →9Aa・ 〈)一 ー ー ー一 一

111

;:;B2
'一 当} 一一ー 一一 ーサ ー⊥{ナ ー→ρ

ロ コ

Clll コ

、 一 －rこ)→()一 一 ー ー ー ー ー ー一 一 ・」」 一 一

・第4・2・5図 正 しい ネ ッ トワ ー ク

●

② 推進上 の前提条件

PERTは 分業化 された仕事を総合的に処理する ことにより,は じめ て最大の威 力を発揮 する

ことがで きる。そのため には,少 な くとも次の ような前提が必要となる。

i)全 社 的な活動を行 なう

ll)個 人 の能力 を最大に引 き出せる ように社内 の環境 を整備する。

PERTの 導入.推 進に あたっては.総 合的な活動 を必要 とする。 したが って.PERTは 特

定の専門家,特 定の部門.特 定のチー ムの人達だけ のものではな く,プ ロジェク トにたずさわる

人達すべてで推進 してい くこ とが必要である。また,各 担 当者 の能力を十分に引き出せ るような

環境 を整備するためにも運営の組織が必要 となる。
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PERT業 務 分解図 ネットワークと
スケジューリン

教育担当 作 成 担 当 担 当

ハ
者
み
理
力
管

作業指一 進捗管 費用管理

作成担当 担 当 担 当

第4・2・6図 プ ロ ジ ェ ク ト ・チー ム

PERT運 営 のための組織形態 としては,ス タ ッフ型,ラ イン型があげ られる。またtプ ロジ

ェ ク ト ・チ ー ム と して は,第4・2・6図 に 示 す よ うに,フ ㌔ ジ ェ ク ト管 理 者 の 下 に.各 担 当 者 を

お くカ～ プ ロジェク ト・チームに大 人数 を投入する ことは.費 用が かさむと同時にコミニュケー

ションを欠 く結果 となり.円 滑な運営 が期待 できない。必要人員はプロジェク トの内容.期 間 に

よっても変 わるが.2～3人 か ら,5～6人 とい った必要最少限 に押え ることが望ましい。

9.PERTの 進 め方

PERTの 目的は プロジェクトの計画 と管理 にあるが,OR的 手 法 とは異 なり経験 と勘 を排除

す るものではな く,逆 に十分 に活用するものである。 しか し.そ の運用 方法が十分でないとその

目的を達成す ることは不可能 となる。

PERTの 進 め方は各企業,各 プロジェク ト.対 象(日 程,コ ス ト.設 備 など)に よb異 なる

が.一 般的には第4・2・7図 に示す ような手順 で進めるのが効果的である。

① プ ・ジェク トの業務分解

業務分解は プロジ ェク トの作業 と,そ の段階を示す もので.プ ロ,ジェク トの縦 方向の構造 を示

す。第4・2・8図 ぽ業務分解図であるが,構 成要因を分類する際は次の事項 を考慮 して分類 して

い く必要がある。

i)目 的,用 途 の明確化

il)PERTチ ー ムの組織.能 力

川)各 構成要因の不確定要素の程度(時 間.コ ス ト.そ の他)

iv)計 画 を立て るのに利 用で きる期間の長短

V)プ ロ ジェク トの規模,複 雑性

また,構 成要因の分類においては次の事項について注意 しなければな らない。

i)工 程 の重要 な区切 りになるポイン トで分類す る。

iD相 互 の関連で重要 となるポ イントで分類する。
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iii)大 き く全体 を把握す る上 であポイ

ン トで分類す る。

～)次 のステ ップ と関連 してい く上で

のポ イン トで分類す る。

V)実 績 集計 の単位で分類す る。

ネ ットワーク表示

業務分解図は プ ロジェク トを構成する

要因の縦方向の構造 を示す ものであっ

たが.杉 トワー クは プ・ジ。ク ト構

成す る要因 の横 方向の構造 を示す もの

で ある。

ネッ トワー クの表示方法については.

前述 のとおりであるが,こ こではネ ッ

トワーク表示で考慮すべ き事項を述べ

る。

1)ネ ッ トワークの修 正.追 加 を容

易 にするために.イ ベン ト番号 をと

ってお く。`

ii)業 務 分解図の レベル単位にネッ

トワークを作成 してお くと.各 レベ

ル単位で修正が できる。

iiDネ ッ トワLク は大まか にま とめ,

次 に細か く表示す る。 これはニ ネッ

第4・2・7図PERTの 進め方
トワー クを どの程度細 か く表 わすか

とい うこと＼ 見積 り(時 間.コ ス トなど)の 精度 と関係す る。

iv)ア ロー ・ダイヤグ ラムの矢線は.時 間 とは関係が ないので,ネ ッ トワークが見やすい よ

うに表 示する。

V)ネ ッ トワー クは変更が多いことか ら.容 易に修正が出来る方法で作成 してtsく と便利 で

ある。

vDネ ッ トワークはプ ロジェク トの関係者に配布され 利用され ることか ら見やす く.ま た,
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レ ベ ル1

レベル2

レベ ル3

レベル4

第4・2・8図 業務分解 図

利用 しやす く表示することが よい。尚,作 業の名称や略号な どは統一 して簡単 な表現にする

ことが望 ましい。

③ 見 積 リ

ネ ッ トワー クが完成す ると,ネ ッ トワークで表 示された作業(ア クテ ィ ビ ィテ ィ)の 所要時

間,コ ス ト,設 備,人 員な どについて見積 りを行な うが,こ こでは,時 間とコス トの見積 りにつ

いて述べ る。

i)時 間 見積 り

時間見積bの 方法 として,1点 見積 りと3点 見積bが ある。前者は,各 作業が標準状態で

遂行された場合に要する期間(時 間)を1つ の見積値 で表わすものである。 したが って,比

較的経験 が多 く,時 間見積 りが正確に行なえ るような(不 確定要素 の少 ない)プ ロジェク ト

に対 して適用される。

後者 は,悲 観値,最 可能値,楽 観値の3点 から時間を見積る方法 である。そこで,こ れ ら

3点 の平均値(期 待値)を 用いて見積 り計算 を行 な うことになる。 したが って.こ の3点 見

積 りは非常 に不確定要素 の多いプロジェク トに対 して適用される。

ii)コ ス ト見積b

コス ト見積 りは主 として直接費の見積 りで あるが,各 作業 を標 準で行 なった場合の コス ト.

特急 で行 なった場合の コス トの2点 で見積 りを行 な う。前者は能率的な状態 でそ の作業 を遂
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行ず るのに要する期間,す なわち標準 ベースでの所要時間 とコス トであり.後 者は,あ る作

業を短縮する場合.経 済的.技 術 的にみて,そ の作業 の所要 期間をそれ以上 短縮できない限

界の所要期間 とコス トである。

④ 日程計算 と工数 山積み

PERTの 日程計算は前述 の方法に より行 ない余裕 を算出 してい くが.日 程計算 の方法を利用

して工数山積み計画を行な うことができる。 この方法 は各作業の余裕 と人員制限な どの制約条件

により,作 業 の着手順位を決 め,山 積み してい くが,各 作業をで きるだけ早 く着手させるために.

人員手配の都合上 再調整を必要 とす ることもある。

ここで.第4・2・2表 に示す プロジェク トの条件で工数山積みを行 なったのが第4・2・10図

で あり,計 算例が第4・2・3表 である。また.第4・2・9図 はそのプロジェク ト.のネ ットワーク

を示 した ものである。

第4・2・2表 プロジェク トの条件(1日 当 り最高)

作 業 所要期間 1日 当り必要人員数 先行作業

A 4日 2人 －

B 2 2 －

C 1 1 －

D 4 2 A

E 3 3 B,D

F 2 2 A

G 2 3 A

H 4 3 B,D

1' 6 2 C,E

J 7 2 G,H

K 6 2 1

D-4G-2

H-J-7

第4・2・9図 ネ ッ トワ ー ク
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⑤ 計画 の評価.検 討

プロジェク トの計画案 が作成されると,さ らに検討を加えるとともに.計 画案について評価 す

る必要が ある。計画案の検討.修 正は.ま ず計画案の段階で行ない.次 に計画が実施 に移 されて

からも行なわれる。

そ こで.検 討 にあた6て は次の ような事項 に留意するとよい。

1)時 間(日 程)的 条件

ii)人 的条件'

ili)機 械 的条件

iv)費 用 的条件

また.計 画 の評価はプ ロジェク トに よって異 なるが.一 般的には次の項 目によって評価すると

よい。

D負 荷 の均一性

∬)各 作業の納期 に対する余裕 の有無

iii)日 程 の長 短

.jv)費 用 の大小

V)ネ ッ トワーク表示の適否

vj)ト ップ ・ポ リシーの反映度

⑥ ガン ト・チャー ト等の表示

プ ロジェク トの計画が立案,決 定 されると,次 に計画 を実施 に移すための予定表 を作成 しなけ

れば ならない。 この場合、 ネ ットワー クをそ のまX予 定表 として使用すると,利 用上で不便 なこ

とが あるので,ガ ン ト・チ 夢一 トの ような形式で表現 してお くことが望ま しい。

また.ネ ッ トワー クと暦 日を組合 せた形式の ものを予定表 として用いることも可能で あるが.

プ ロジェク・トが長期間にわたる場合は,プ ロ ジェク トの一部を ガン ト・チャー トで表示 してもよ

い。 これは.小 日程,中 日程計画の段階で特に必要 なもので.個 々の作業や レベル単位の計画 と

統制に用い られる。

⑦ 統制 ・報告

プロジェク トの計画 がいかに優れたものであ っても.計 画はあぐまでも計画 であるか ら,計 画

通 りに生産が進行 してい くとは限 らない。そ こで.プ ロジェク トを円滑に進めてい くため に報告

と統制が必要 となる。

計画の 日程 を狂 わす要素は無数にあるが,こ れ らの要素をできるだけ取 り除 くごとは.他 の諸
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管理 と同様 であるが.PERTに お いては.工 程 に遅延が生 じた場合適確なアクシ ョンが とれる。

この ようにPERTに よ る管理 では,現 場の変化 に対応 して,い つでも言樋 の修正が可能 であ

る。また.各 作業のチェックは,日 程.費 用 などについて一定期間 ごとに行 なうとよい。

⑧ 再検討 ・修正

計画が実施に移 され てか ら,一 部の作業 に遅れが発生する と,そ の作業の遅れが プロジェク ト

全体 に与 える影響 を予測 し,早 期 に ・しか も正確 ・迅速 な処置 をとる必要がある。

このようなことか ら.再 検討,修 正は定期 的に統制 ・報告された資料に もとついて行 なわれ,

部 分的修正 か全面的修正かを決定 して細部の修正に移 る。両者は実際 には並行 して進め られる場

合が多 く.ク リテ ィカル ・パスが全体に与える影響 を計算 しなが ら再検討 ・修正が行 なわれる。

h.コ ン ピュー タによるPERT処 理

PERTを 導 入 し,実 施す る段階 においては.前 述 の ような各種の計算処理 が必要であり,プ

ロジェク トの進行状況を適確 に管理 するためにも.た びたび再 計算が要求されるこ・とになる。そ

こで,こ れ らの計算処理 を どの ような手段 で行 なうかが問題 となる。

計算の手段を考える と手計算 とコンピュー タによる処理があるが,ど ち らで行 なうかについて

は次の ような諸 要因を考慮 して決 めるとよい。

①

②

③

④

⑤

上記 の①,② については,

み られ るが.手 計算では イベ ン ト数200程 度 で,

て よい。

また.次 の ような場合は コンピュー タに よる処理が望ま しい。

① 管理 サ イクルが短かい

②PERT/TIME以 外 の手法 をとb入 れる

③ 自社 設置 のコン ピュー タに余力が ある場 合や.依 託計算が可能 な場合

以上 の ようなことか ら,コ ンピュータ処理が 当然考 え られるので以下 にPERTを コ ンピュー

タに よって処理する場合 の方法について述べ る。

プロジェク トの大 きさ,複 雑 さ

アクテ ィビィテ ィ,ま たは イベ ント数

フォローアップの しかた

PERTの 種 類

コンピュータの有無

イベ ン ト数300～500が 手計算 とコンピュー タ処理 の分岐点 と

プロジェク トの工期が1年 前後を限度 と考え ⑳

●
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① 使 用機器構成

PERT/TIMEで 使用 されるコンピュータの最・j・構成は第4・2・11図,第4・2・12図

に示す とお りであるが,入 力装置は紙テープ読取装置 のかわ りにカー ド読取装置を接続すること

もできる。

MD

.TP

中央 処理装置

磁気 ドラム装置

磁気 テープ装置

入出力 タイプライタ

紙 テープ読取装置

ラインプ リンタ

(CPU)

(MD)

(MT)

(i/oTW)

(PTR)

(LP)

/。
輌

第4・2・11図 最 小機器構成

8KB

1

3

1

1

1

A
ロ

ム
ロ

ム
ロ

ム
ロ

ム
ロ

中央処理装置(CPU)4KC

磁 気 テープ装置(MT)3台

紙 テープ読取装置(PTR)1台

ラ インプ リンタ(LP)1台

第4・2・12図 最小機器構成

PERTを コ ンピュータに よって処理す る場合,重 要 なこ とは中央処理装置の記憶容量があげ

られる。 これは記憶装置の大 きさに よって処理で きる イベン ト数が変 わ って くるか らで ある。そ
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こで記憶容量 と処理できる最大 イベン ト数の関係の一例 を示す と,第4・2・4表 の ようになる。

第4・2・4表(NEAC-2200ア プ リケー ションより)

記憶容量と最大イベン ト数の 関係

記憶容量 最大 イベン ト数 記憶容量 最大イベン ト数

4K 200 20K 2240

8K 710 24K 2750

12K 1220 28K 3260

16K 1730 r32K
3770

第4・2・4表 は コンピュー タの記憶容量 と処理 できる最大 イベ ン ト数の一例 であるが.表 で も

分 る ように,記 憶容量 に よってイベ ン ト数が決 って しま うので,使 用するコンピュー タの記憶容

量 にみあったネッ トワーク しか処理 できない とい う点に留意す る必要がある。

また,対 象 として.日 程 ・コス トと工数.日 程 ・コス トと設備な どの問題について処理する場

合は,記 憶 容量や機器構成 が更 に大 きくなることも併せて留意 する とよい。

② 処理 の段階

コンピュータによるPERT処 理 のための プログ ラムは.一 般的 に コンピュータ ・メーカや,

ソ フ トウエア会社な どでアプ リケー ション ・プログ ラムとして準備され ているので.こ れ らの シ

ステ ムを利用す ることもできるが.処 理の段階 においては.ア プリケーション ・プ ログ ラムの シ

ステ ムによって多少 ことな っている そ こで,こ こでは基本的な処理手順について述べ る。

一般的にみ ると.PERT処 理 の段階は第4・2・13図 に示す ように大 きく分け て3つ の段階

か ら構成 されており.各 段階はい くつかの プログ ラムか ら成 ってい る。

Phase1

ア クテ ィビィテ ィを紙テープ.ま たは パン チ カー ド'から読み込み.デ ータのエラーをチェッ

クし.PERT計 算 の準備 をする。

Phase2

Phase1で 出 力されたデー タを読み,PERT計 算 を行ない,各 アクテ ィビィテ ィの最早着

手 日(ES),最 早完 了 日(EF),最 遅 着手 日(LS),最 遅完 了日(LF)の 計算やク リテ

ィカ ル パス,工 数の山積計算 を行な う。

Phase3

Phase2で 計 算された結果 をレポー トとして出力す る段階 で,各 種の資料 を作成す る。

こ
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以 上がPERT処 理段階の概要 であるが,実 際

に運 用する場 合は.PERT計 算 の段階お よび.

結 果の出力段階が くり返 されることになる。

③ 入力様 式a

PERT処 理 を行な うにあたって.PERT計

算 の基礎資料 であるネッ トワークの各 アクテ ィビ

ィテ ィ,お よび完 了報告 をコンピュータに入 力 し

なければ ならない。そ こで.こ れ らの入力様式 を

示す と第4・2・14図.第4・2・15図 の ように

なる。

第4・2・14図 は 各アクテ ィビィテ ィの所要 日

数がほX'確 定 してい る場合の入力様 式であるが.

所要 日数が不確 定である場合は所要 日数を3点 見

積bで 行な うので第4・2・15図 の ような入力様

式 となる。 尚.PERT/TIMEの 処理 におい

ては.見 積 リコス トは不・要である。

ノ　 コ 　 　 　 　 　 　ぱロゴ

r「
:1
L-一 一ー ー ー 一 一 ー 一 」

ビ ア ィ

ア クア イ

PERT計 算

Phase3

ア ウトプッ ト

レ ポ ー ト

笛4・2・15図 処理の段階

先

行

後

続
z
テ

見

積

見

積 、
イ

ベ

ン

イ

ベ

ン

ε

チ
イ

所

要

日

コ

ス
1

ト ト 名
称

数 ト

1

第4・2・14図1点 見積 りの入力様式

先 後
z 見 積 所 要 日 数 見 .下

行 続 z 積
イ イ ビ

±
楽 最 悲 コ

ベ

ン

ベ

ン
z
名
観

可

能
観 ス

ト ト
称 値 値 値

ト

【

第4・2・15図5点 見積 りの入力様式
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ネ ットワーク計算の基礎資料は上記の とお りであるが,次 に作業報告 デー タに より.PERT

の再計算が行なわれる。

区

先

行

後

続
実
際

実
際

、
'

イ イ
に
要

に
要

べ べ
し し

分 ン ン た た

ト ト
日 費
数 用 1

注)区 分:作 業完了,未 完 了区分

第4・2・16図 作業完了,未 完了区分

作業報 告デー タは第4・2・16図 の様式で実績をコ ンピュー タに投入す るとよいが,PERT

/T工MEの 処理においては,実 際 に要 した費用は不要である。

④ 出力様式

ア ク テ ィ ビ ィテ ィお よび作業報告を投入す ることによって,コ ン ピュータ処理が行 なわれ る

が,そ の結果 として各種の レポー トが作成 される。 レポー トの内容については.PERTの 各 ア

プ リケー ション ・システムに よって多少 ことなるが,そ の一例 を示す と次の ようなレポー トが あ

る。

oス ケジュール ・リス ト

oガ ン ト・チャー ト

o山 積 み表

o完 了作業報告書

o遅 延 作業報告書

o進 行中作業報告書

o作 業状況 報告書

以上 のよ うな表の他に,図 表作図用機器で ある プロッターを利用する ことに より,ネ ッ トワー

クの作図や.各 種 図表を作成 する ことも可能である。

1.コ ン ピュー タによるPERT処 理 の効果

PERTを コ ンピュー タによって処理す る場合の最大の効果 として.処 理の高速化,お よび,

対 象の拡 大があげ られ る。PERTを 手 計算 で行な う時 の限度 としては,イ ベ ン ト数が約200
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程度 までは可能 であるが,計 算処理に著 しく時間を費やす結果 となる。 また,再 計算 を行な うに

して も同様 の結果 となることか ら.
,本 格 的 にプ ロジェク トにPERTを 導入する場合は現実問題

としてコン ピュータがな くては,実 質的に処理が困難 であるといえ る。

上記の ような時間的 な効果 の他に.計 算の精度 の向上 と,PERTの 対象の拡大が ある。手計

算に よる処理においては,誤 計算が発生す る恐れ もあることか ら.必 らずチェックが行 なわれ る

ことか ら著 しく時間を費やす結果 となる。また,PERTの 対象を拡大 してい くと,ネ ッ トワー

クも太 きぐなり、計算 も複雑化する ことか ら.入 手 に よっては処理力「困難 となる。 しか しなが ら.

コ ンピュータに よる処理においては,対 象が拡大 して も容易に.し かも高速で処理が可能である。

L){上の ようなことから.PERTを コ ンピコ一 夕に よって処理す ることにより.プ ロジェク ト

の進行状況 を明確 に,し か も迅速に把握することが できるので.管 理面においては進行状況 に適

応 した アク ションを迅速に行な うことが可能 となb.PERT本 来 の目的である最小の期間,最

小の コス トでプ ロジェク トを完了させ ることができる。
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第4章 科学技 術計算

一科 学技術計算 と自動化への コンピュータ利用 一

第1節 科学技術計算の高度代

コンピュータは もともと弾道計算 をいかに迅速に行 なって砲弾の命 中精度を上げるか とい う要

求にこたえて生み出された ものである。

したが って高度の技術計算を迅速,正 確に行 なうことはコン ピュータ本来の 使い方の ひとつと

い うことができる。

ただ し,こ こでい う高度の技術計算 とは人間が補助的に電子 式の卓上計算機 を使って もで きる

とか.方 眼紙の上に線 を引けば ことた りるとい う程度 の計算を コン ピュータに させる ものではな

く人間 がや ったのでは答えが出るまで に数 ヵ月もかSる とか,計 算のさいにもちこまれ る要素 が

多す ぎて 、計算中に論理的 な誤 まりをおかす確率が非常に高い とい うよ うな ものをさす。

たとえば,技 術の革 新に よって.か って主流を占めていた 金属製品が.代 替製品で ある合成樹

脂製品に とってか わられた分野 もある。

この合成樹脂製品 も,そ の次は,公 害問題廃棄物処理の問題をひきおこ し.こ ん どは合成 醐 旨

製品 どうしの間で新製品開発の競争が進行 中で ある 。

この種の競争に うち勝っためには,技 術計算の精度 を高めてい くことが ひとつの 必要条件 であ

り.そ のための投資は.企 業防衛のための積極的な投資 と考え られ る。

同じようなことが土木工事.建 築工事 などの場合 に もある。

アメ リカの国防 省と取引 を行 なう場 合には見積書 にPERTネ ッ トワークによるスケ ジュール

表 を添付 しなければ.入 札 に参加で きない とい う条件が あった。この条件は アメ リカ軍 駐留下 の

沖縄で も適用 され.地 元の中小土建業者は.大 がか りな工事 となる と日本国内の大手 業 者と手を

組む以外には.入 札 に も参加で きなか った といわれている。

また超高層 ビルの建築や高速道路の設計.大 規模 なダ ム工事 の進行管理などは.い まや コンピ

ュータは不 可欠の時代 とな った といわれる。

超高層 ビルの建築中に資材.人 員 の搬出入をす るための エレベータの運転時間の制御な ど.毎

日の修正,変 更を人手で追 ってい くことはむ りとされてい る。

一308一



もちろん,超 高層 ビルの耐震設計 を行 なうには.綿 密 な地 質調査 データをはじめい ろいろな要

素を加えて.構 造解析.応 力計算な どを行 なうこ とが必要であり,そ のために もコン ビ ゴータは

不可欠の ツール(道 具)と な ってい る。

また造船 業や既製服 メーカーでは,原 図を もとに して分解図 を計算 によって 作り,さ らにそれ

らを一枚 の鋼板,布 地 に ロスが 少ない ように うま く組み合わせ られる ようにいわゆる 板取 り計

算を行ない,そ の結果を使用 して,切 断用の機器の自動操作を行 なうことが理想 とされている。

自動車業界 も同様で,新 型 モデルの設計か ら部品の設計組み合わせまで,す べて コン ピュータ

を道具 として使い なが らすすめてい くことが試み られてい る。

また,組 立 工程で もヲンベ アラインに注文 に応 じた部品が うま く供給 されてい くような ㌧ ヤ

ス ト・イ ン・デ ィリパ リ"方 式 が開発され,見 込生産 と注 文生産のなかば結合 した形態の組立工

程が コン トロールで きるようになった。

この種の工程の展開には,も ちろん,手 法 と して リニア ・プ・グラミングや逆行 列計算法 など

を駆 使するわけで.高 度の技術計算 とコンピュータの結びつ きなくしては実現 しえない もの とい

える。

世界一 安い といわれる鉄の生産には多重 回帰式を組み込んだ転炉制御方式 が一役買ったといわ

れてい るが,鉄 鋼業をは じめ とする装置工業 では.高 度の技 術計算手法 の応用に よる机上実験,

装置 ・機械群 の自動制御へ とす すんで,完 全 な無人化 をめざ しているわけである。

した がって,将 来 の製造業 の企業間'格差を支配する要因の大 きい部分は コン ピュー タを中心 と

す る技 術計算能力,コ ンピュー タを駆使できる技術者の質 と数,使 用する コンピュータの規模を

含 めた計算能力 の差が 占める ことになろ うといわれ てい る。

さて以上に概説 して きた ような科 学技術計 算の高度化の中には次の ようない ろい ろの分野が含

まれてい る。

●

a.問 題 解決の手 がか りを つかむための調査 データの統 計処理

主 として実際に測定 された結果や調査 デー タを用いて統計的 に処理 し,問 題解決 のためのモデ

ルを作るのに役だてる。統計解析のたあの手法 としての回帰 分析,分 散 分析,多 変量解析,時 系

列分析,数 量化分析,ク ラス タ分析な どがそれぞれに発展 し,コ ンピュー タのための プログラム

パ ッケー ジがいろいろ と作られ てい る。

この種の統 計処理は,次 に予測 と結 びつ くこと もあれば,自 動設計 や設 備の 自動運 転などと結

びつ くこともある。
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そ して,コ ンピュー タ利用 の対象 としては計画 システ ムへの コンピュータ利用の一部と考える

こともで きるわけである。

b.モ デ ルによ る机上実験

超高速,超 高温,超 低温 な どの状況下における物体の変化 などについて実験設 備を作るより も

コンピュー タを使用 した模擬実験に より精度の高い推定値が得 られ ることは"月 への宇宙飛行"

に よって有名に なった。

また,新 しい合成材料 を作り 出すための実験 を,パ イ ロット・プラン トを作るかわ りに コンピ

ュー タで行 な うことも,化 学関係ではご くあたりまえのことの ように考え られ るようになって き

た。

そのほうが予備実験な どにかかる費用 も安上 りになる し,開 発にかかる期間 もぐん と短か くす

ることができるか らである。

条件式1000以 上,未 知数1000以 上 とい った大がかbな 計算 もこの分野では驚 ろ くほ ど

の値打 ちもない といわれてい る。

また机上の実験は,リ ニア ・プログラミングの手法を応用 して,輸 送問題を解決する などさき

の計画 シス テムへの コン ピュー タの利用の方法 の一部に もはい りこんでい る。

なお.従 来か ら行 なってきた,建 築の場合の構造解析や土木工事での土量計算な どで もコンピ

ュータを利用 して計 算を行な う場合 は一種のモデノレに よる机上実験 と考える こともで きる。

この種の計算 の中には,従 来か らコン ピュー タを利用 しな くて も行 なって きた ものが多いが,

コ ンピュータを利用す ることによ って 次の ような メリットが生 じて くる。

① 計算作業 に人手 と時間 がかか らな くなる

② 計算 中の誤まりが少な くなる

③ 誤差を少な くして精度 を上げ るこ とがで きる

④ 条件を変 えて計算 をや りなおすための人 手 と時間 がかか らな くなる

とくにいろいろと条件 を変えて計算 しなおす ようなこ とは,従 来では人 手と時間がかか りす ぎ

るた めに必要性を感 じていなが ら実行されに くか った点であり,そ の意味 からこの種の計算業務

への コン ピュー タの利用を一種の机上実験 と考え ることがで きるわけで ある。

そ して計算を くり返す ことに よって最 適な手段 あるいは解答を得 るいわゆる シ ミュレー シ・ン

の手法 なども,こ の種の机上実験の一部に加え られ るわけで,計 画 システムへの コンピュー タ利

用はその意 味では経営関係のデー タ処理 と高度の技 術計算の結合 とい うこ とがで きるのである。
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これらの机上実験 のために コン ピュータを利用 しやすい ようにあらか じめ作られ てい るのが,

い わゆる アプ リケー シ 唱ン ・パ ッケージで,あ る大型機 種の アブ リケーシ 目ン ・パ ッケージの一

部を紹介 してその関係をつかんでいただ くことに しよう。

某 機 種 の ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・パ ッ ケ ー ジの リス トの 一 部

電 気 関 係 プ ロ グ ラ ム.パ ッ ヶ_ジ

① 送 電 関 係

i)

ii)

m)

iv)

V)

vi)

vii)

②

過渡安定度計算

動態安定度計算

電力潮流計算

送電損失系数計算

零相循環電流計算

三回線送電線多重故障計算

電力系統縮少計算 その他

電動機関係

自己起動計算プログラム その他

土木関係 プログ ラム ・パ ッケー ジ

① 水利関係

i)立 体 配水管網計算

ii)擁 壁 計算 その他

② 橋梁関係

i)下 部 構造計算 プログラム

ii)ラ ンガー桁橋解析 プ・グ ラム

ill)曲 線 橋座 標計算 プログ ラム その他

③ 土木構造 関係

i)曲 線箱桁計算 プログ ラム

ii)合 成桁 断 面応力計算プ ログ ラム

ili)『 円 こすべb安 定 計算 プ ログ ラム

④ 測量 関係
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i)

ii)

lil)

lV)

トラバース計算 プログラム

座標計算プ ログラム

幾何座標 計算 プ ログ ラム

土量計算 プログ ラム

建築関係 プログ ラム ・パ ッケージ

① 建 築関係応力計算

i)ラ ー メン

ii)耐 震設計

ii[)中 空床板 その他

② 構 造解析一般

i)

ii)

m)

iv)

V)

Vl)

viD

③

1)

‖)

3次 元骨組構造解析

平面応力歪解析

板曲げ解析

円板曲げ解析

軸対称回転体解析

非軸対称荷重を受ける軸対称回転体解析

軸対称シェル解析 その他

照明関係

投光照明計算

道路照明計算 その他

化学 関係 プログ ラム ・パ ッケージ

①x線 結晶解析 プ ・グ ラム

② 泡箱 飛跡解析 ブ ・グ ラム(原 子核物理用)そ の他

C.装 置 ・機械の 自動制御

高度 の科学技術 計算 を基 礎として発展 した ものに装置,機 械 の自動制御がある。

この種の 自動制御には,大 規模な装置全体 を原料の供給,刀 日工,製 品のとり出 しまで一貫 して

バランスを とりなが らコン トロールしてい くケースや
,指 示 された物品を必要数だけ棚か らとり
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出して運搬す るような限 られた範囲 での自動化の ケース もあれば,1台 ず つの工 作機械や製図機

械を 自動的に動かす ケースも含 まれる。

さきにのべた製鉄所での転炉制御をはじめ ダムの流 水量調 節,発 電所の制 御,『石油化学 プラン

トでの装置の制御な どは大規模 なケースに属する し,物 品の種類,形 状な どに応 じて倉庫のあ き

を探 して入庫 し.あ るいは指定された物品を指示 された数量だけ とり出して くる自動倉庫 など限

られた範囲の自動化 といえる。

自動倉庫は部品 の在庫管理 と結 びついて販売管 理,資 材管理のシステムの一部に組 み入れ られ

るこどもあれば,倉 庫業の ような独立 した流通の ター ミナルに用いられ ることもある 。

いずれ にせ よ,装 置,機 械の 自動制御は直接的 に次の ような効果 を生み出す ことを 目的 として

いる。

① 無人の 連続運転を可能にす る

② 製品を均 質化する

③ 熟練工 の不足を補 なう

④ 人間のおか しやすい誤 まりを防止 し,正 確 なデー タの収 集 と制御を行な う。

⑤ 人間が 入い りこめない ような環境(た とえ ば高熱を発 してい る ような場所)か らデー タを

集め,そ れ に もとずいて精度の高い コン トロールを行 な う。

⑥ っねに製造量 と材料の供給量の バ ランスを とり.・ スを減 少させる。

⑦ 不良をへ らしたり,材 料の有効 な利用をはカ・って,・ スを減少させ る・

そのほかに もいろい ろの効果が考え られるが主 なところは以 上のようなところである。

しか し,こ れ らのうち規模の大 きい ケースほ どスケール ・メ リッ ト(規 模 が大 きいほど効果が

大 きくあらわれ る)に よる格差が生 じて くるわけ で,中 小企業の規模 では将来 の夢物 語りでしか

ない場合が多いので,次 に工作機械,製 図機械 の1台 ずっを制御する,い わゆる数値 制御につい

てかんたんに説明する こととしたい。

第2節 機械の数値 制御

機械 の数値制御の対象 となる機種は,旋 盤,フ ライス盤,ボ ール盤,タ ー レ ット盤,プ レス機,

製 図機,各 種の検査機器 などあらゆる機械にわた ってい る。

数値 制御の原理は,機 械 で加工する ときの動作をこまかいステ ップに分 析 し,そ の結果をそれ
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それの機械に対する動作指示手順にま とめ あげ,そ の手順を機械に対する命令語になお して,そ

れに より機械 加工を所定 どおり正確に行 なわせ ようとい うことです。

この ような機械に対する動作指示の命令を パー ト・プログ ラムと呼 び,そ れ を作る作業をパー

ト・プ ログ ラミングと呼ん でい る。

このパー ト・プ ログ ラ ミングの作業 は,た とえばY軸 に沿ってなん センチ移動,X軸 の方向へ

なん センチ移動とい うようなぐあいに動 作を指示する命令を組み合わせ てい くわけ で,機 械を直

接動 作させる ことがで きる ような命 令語 をそのまま書 きつ らねてい くと,誤 ま りも多レ・し,た い

へんな作業 となるので,ふ っ うは,数 値制御用の特殊 なプ・グ ラミング言語を使用 し,そ れをほ

ん訳 して,パ ー ト・プログ ラムを 作り出す ように している。

これらの プログ ラミング言語の中で有名なのは,A.PT,ADAPT,AUTOSPOTな ど

であ る。

レ・ずれ も,部 品の形状,工 具の位置ぎめ,工 具の運動径路,加 工条件(運 動の速度 など),手 順

な どを指定するだけで,パ ー ト・プログ ラムが作り出される ようになってい る。

一般に 数値制御の主体は
,位 置 ぎめの制御 と輪 郭制御にわかれてLハる。

位置 ぎめは工具を所定へ移動させ るため に行 なうコン トロールで,ド リノレの ようなものは指定

された点まで移動 した ところで,加 工を行 な う命令を与え,加 工が終了 した ら次の位置まで移動

させてさ らに加工 の命令を一与えてい くと,次 から次へ 自動的 な穴あけ加工が行 なわれる ことに な

るわけである。

輪郭制御の場合には指定された点ま での工具の移動だけでな く,加 工動作を行 ないなか ら.点

か ら点までの工具の移動経路を制御す るこ とになる。 したが って曲線の切 削加工 などを行 なうに

は輪郭制 御の方法 を用いる ことに なる。

工作機械の数値制御にょって生 じうる効果 は次のような ものである。

a.自 動 的に加工 が行 なわれるの でっねに一定の精度 をた もつことがで きる。

b.最 初 の加工結果を検査するだけ で,以 後の検査は不 必要になる。

c,不 良 品が減少する。

d.設 計 変更が あって も,プ ログラムの一部を変更するだけで治工具 の新設 や改 造をほ とん ど

必要 としな』。

e.治 工 具の必要が少 な くなるので準備時間が短か くなる。

f.加 工時間の バラソキが少なくなるので生産計画が安定する。

g.治 工 具の必要が少な くなったb,改 造 な どをほ とん ど必要 としなくなるのでそのための費
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用が低減される。

h.熟 練 工がい なくて も,工 作機械 を動かす ことが できる。

以上のよ うない ろい ろの効果が生み 出せ るわけ であるが,工 作機械の 自動化 には,い くつか の

段階があり,そ れぞれによって投資額 も変 って くるので十分 な検討を行 なっていただきたい。

なま㍉ 単純 な動 作の指示をパネル ・スイッチなどか ら与え られるもので汎用性に とぼ し』 もの

は,数 値制御 の範 囲か らは除かれるのがふっ うである。

a.コ ン ピュー タに よってそれぞれの機械 ごとのパー ト・プログ ラムを作成 し,そ れに よって

各 工作機械 を動 作させる方式。

b.1台 の コンビ=・一一タを中心 として,そ れに数台の工 作機械を直結 させ,グ ルー プ制御を行

なってい く方式。

bの 方式は コンピュータの利用形態 としてはイ ンハウス ・リァノレタイム処理 とtAえ る もので,

中 央 の コ ン ピュー タの能力 しだtハでは一群の工作機械 に対 し,次 々と別 ロッ トの加工指示 を与

え てい くことができよう。

ただ し,現 在 のところではaの 方式で数値制御可能 な工 作機械を個 々に運 転 してい くケースが

ふつ うで,中 小規模の企業の場合には,ま ずこめ 種の方式を研究することであろ う。

第3節 中小 企 業 と技術 計 算 のた め の コン ピ ュー タ利 用

口

●

ところで以上に説 明 して きたよ うな高度の技術計算 を行 なうには,一 部の数値制 御や単純な技

術計算 を除いては,超 小型,小 型に属する規模の コンピュータでは手に負え ないのがふっ うであ

る。

もちろん,コ ン ピュー タを使用す る技術者が高度のテ クニ ックを駆 使して,こ ま ぎれの プログ

ラムを作 り ・時間 をかけて計算 させれば小型の コン ピュー タでも,か なりの規模 の技術計 算を実

行 させ ることが できな』 ことはなLハ。

しか し,そ の ようなプ・グラムを組 める要員を 多数かか え,長 時間 かけて計算 をするためにユ

台の コン ピュータを導入する必要があるか どうか。中小企業の場合 には,そ この ところの採算 を

十分 に検討する必要があると思われ る。

た とえ ば,コ ン ピュー タを動かすための プログラムを組 む技術は,部 品の設計や統計処 理の技
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法 とはま った く無関係 の技術 と』ってよい。つ まリコ ンピュータのプ ・グラ ミングに関 して.い

かに高度のテクニ ックを駆 使できるか らとい って も,統 計につ』 てま った く知織を持た な』人間

には,統 計処理のしか たはわからない し,そ のための プログラムを他人の知識をか りずに 自分の

手で組む ことはできないわけである。

また,コ ン ピュー タの プログラ ミングに関 しては,コ ンピュー タの規模が大 きければ大 きいほ

ど,難 か しい テクニ ックなど駆 使しなくてもプログ ラムが組める ようになってい るのがふつ うで

ある。規模が大 き くなって実行時間 も早 ければ プ・グ ラムをこま ぎれにしたり,実 行時間を短 く

す るための くふ うなど しなくても,ら くに短時間 のうちに結果が得 られ るか らである。

スケール ・メ リットは,技 術計算に関する限り ,コ ン ピュータでは非 常に大きい影響を与え る

わけ で,多 変量解析や相関分析の よ うな統計 解析 の手法,シ ミュレー シ.ン や条件の多い リニア

'プ ログ ラ ミングなどは一般的に小 型機種では手の届かない分野 と考え てよい。

イベ ン トの数の多いPERTネ ッ トワークの処理 なども同 じことで,小 型機種では制限が多す

ぎて実用になる範囲はきわめてせ まい と考え てよ1ハ。

以上の ようなことを考え る と中小企業 では高度 の技術計算をこなす ことはお よそ"ム1戸|な 相

談の ように考え られ てくるが,そ れ では,ま すます大企業 との格差が開 くばか りなの で,次 の よ

うなコン ピュー タの利用体制 と方法 を検討する ことが 必要であろ う。

a.専 門の技術者に大規模の コンピュータを 使って プ・グラムを組む技術をおぼえさせる。 さ

きに述べた ように重要 なのは専門技術のほ うで あり,コ ンピュータをその ために どう使えばよ

いか を知れ ばこ とた りるわけである。

プ ログラムを組 む技術は小規模の コン ピュータほ ど専門的な難か しさを求められ てくるので

大 企業 なら業務のための専門の技 術者 とコン ピュータを動かすほ うの専門技 術者を組み合わせ

るゆ とりが あろ うが,中 小企業 の場合 には,両 者をそ ろえるこ とはムダと考えたほ うが よレ・。

人にゆ とりが もてる なら,業 務のた めの専門技術者を増 して コンピュー タの使い方を覚え さ

せ てい くほ うが よほ ど割 りのよい投資 である。

b.コ ン ピュー タは自社 の小型機 種をム リに使用 しな くてもよい。

さきにのべた ような理由でプログ ラムの完 成にてまどることが多いか ら,大 規模な コンピュ

ー タを備えた外 部の計算セ ンターに計 算処 理を委 託することである。

この場合,プ ログ ラムを組むこと も外部の計算センターに依頼することが できるが,専 門技術

者にコン ピュー タの使い方 を覚えさせるには,た とえ一部で もプログラムを自分で組ませるこ

とが望ま しし令。
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将来の問題 として.・タイ、ム シェアリング・サー ビスによ り,端 末 機器のみ を自社に置いて ・

サー ビス会社に設置 され ている大規模 な コン ピュー タを使 って計算処理を行 ない,結 果 を即時

に送 りかえさせ るような手段が とれるようにす るには コン ピュータのプログ ラムを組むこ との

できる人をひ とりで も多 くふや してお くことが前提 として必要 となるからである。

●

G

－3r`



第5章 そ の 他 の コ ン ピ ュータ 応 用

第1節 経 営診 断 へ の コ ン ピュ ー タの利 用

a.経 営診断とコンピュータ

経 営診断は,「 経営お よび経営活動 を計数的,非 計数的に分析 し,か つ比較の手法 を用 い,総

合 的に経 営の経済性 の評価を行な うとともに,経 営 上の欠陥を発見 し,改 善 の勧告ならびに指導

を行 なう一連 のプ ロセスである」 と』われ ている。{1)

す なわ ち,経 営 診断は,経 営お よび経営活 動を計数的 ・量的に分析するだけで なく,非 計 数的

・質的分析 を も行 なって
,経 営を総合的に しかも過去 一現在 一未来 という継続体 と してとらえ,

そ こにおける問題点を明確化 し,経 営の諸機能,諸 活動がバランスを維持す る ように問題 点を改
f

善 してhく ことである。

この経営診断業務 に コン ピュー タを利用することは,数 年前から試行 され,現 在 では,神 奈川

県商工指導 所における 「企業 ドック診察」,大 阪府立産業能率研究所の 「電子計算機利用に よる

簡易通信 診断」,「 コンピュータによる経 営診断」をはじめ,大 学,民 間団体な らびに コンピュ

ータメーカで も診断 システムを開発 し
,実 用化 してい る。

経営診断以外の分野 でも個人を対象 とした診断(相 談)業 務につtハては,す でに相当以前から

コン ピュー タが利用され,わ れわれが 日常 デパー ト等 で接するものでも次の ような もの がある。

旅 行 診 断

服 装 診 断

買 物 診 断

相 性 診 断

進 路 適 性 診 断

健 康 診 断

これ ら各種の診断業務に コンピュー タを利用するのは,コ ン ピュー タの もつ,大 量の情 報 ファ

イル機能,迅 速 ・正確な計算 機能,論 理的な演算機能 を利用 して,診 断に必要 な大量 のデー タを

入 手 し,デ ー タの計数的な処理 を迅速 ・正確 に行 ない,処 理 データの複雑 な組み合わせ を論 理的

に処理 し,論 理的 な組み合わせの チェ ックを行 なって,診 断の客観性 を維持 しようとするための

もの である。

(〇 三 上富三 郎教授著 「経営診断学」69ペ ー ジ
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経営診断 に コン ピュータを利用するの も,こ うした コンピュータの もっその特性を利用 して,

診断 の際 の主観の廃除,デ ー タの組 み合わせ による総合的な処理 ならびに,デ ータの時系列的 な

積み重ね を行 なって,経 営上の問題点を発見 し,改 善の方向を見 出そ うとい うものである。

経営診断 とい っても,診 断を実施する者が企業外部の 専門家か あるいは,経 営 者 もしくは,企

業内部の者かに よって,外 部的専門診断(一 般的に経営診断 とい うのはこれ である)と 自己診断

にわけ られ,ま た,経 営機能別 に労務診断,事 務 診断,マ ー ケテ ィング診断 などのように診断対

象が経営内の特定部門だけ の部分診断 もある。 この他に も,系 列企業の集団を対 象と した系列診

断や産地企業全体を対 象とした産地 診断な ど,診 断の 目的,対 象によって,診 断 もいろいろ分類

され るが,こ こでは,経 営 者が,自 己の企業の問題 点を発見 し,経 営改 善を進めるための自己診

断 を中心に述 べることにす る。

自己診断につ㎞ て従来は,余 り信頼感がもたれ なか ったが,そ れは,経 営 診断の原 則を軽 視 し

たり,財 務数値に よる計 数分析は正 しく行 なわれた としても,管 理組織や管理体制な どの経営の

質的な側面の非計数的分 析に主 観的 な判断が入 り込んだり,計 数的な ものと非計 数的なものの組

み合わせが不十分だ った りで,問 題点がは っきりととらえられ なか ったからである。

自己診断 も,経 営診断 の原則に したが って,経 営の各種の デー タを組み合わせ て処 理するなら

ば,問 題点を明確 に把握する ことはできるし,そ の診断結果 を正確 にフォロー してい くならば,

コ ン ピュー タを利用する効果 は大きな ものが ある と』え よ う。

富

Q

b.診 断の 基礎 データ

経営診断は,計 数的な分析だけ でなく,非 計数的 な側 面について も分析しなけれ ばならない こ

とは,前 項 で述べた とお りである。

中小企業振興事業 団が昭和43年 か ら,コ ンビ=一 タによる個別診断 システムの研究を行 なっ

ているが,こ れは,計 数的分析 と非計数 的分析の組み合 わせ を行 なって(ハるので,こ こでは,こ

の診断 システムの中か ら,自 己診断に必要 なものを とりあげ て説明する ことにする。

① 計数的データ

貸借対照表

損 益計算 書

製造原価報告書

剰余金処分計算書

最近3年 間の売上高
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最近3-年 間 の利益

〃 従業員 数

,② 非計数的データ

調査書(経 営者自身の回答)

この事業 団による診断 システムの特徴は,計 数的に示 され てい る各種の事象に対 して,経 営者

自身はそれを どう考え,そ れにど う対処する姿勢を示 しているかを調査 書の設問によって判断 し,

最 終的な問題 点を導 き出そ うとしていることであ る。

この①,② のデータを整理 して,整 理用紙 に転記 し,せ ん孔用のデータとするものである。

C.診 断 システムのあらまし

経営診断の システ ムは,計 数データと調査 書の設問に対する回答か ら生産性,安 全性 を評価し,

調 査書の設問の回答によ って経営態度を評価 する とい うように,診 断のポイン トを生産性,安 全

性,経 営 者の経営態度の3つ の角度に しぼ り,収 益性,成 長性につい ては除い ている。

収益性 の高い企業 はふつ うは安全性 も高 く.生 産性 も高 ぐなってレ・るの で.収 益性は生産性,

安全性 の中で評価 できるか らである。成 長性 にっいては,内 部データの積上げの他に,外 部環境

を正確に とらえるデータの蓄積がなければならないので,中 小企業 においては,成 長性の予測を

行な うこ とは困難だからである。但 し,事 業団の診断 システムで も46年 度 開発 した ものでは,

診断士(コ ンサル タン ト)に よる業界情 勢,企 業 の情 勢について インプットデー タを提供する よ

うになって1ハる。

生産性,安 全性 の評価の方法は,各 々の関連の比率,数 値 を算 出 し,こ れ を経営指標に示され

る比率,数 値 と比較 して良,不 良を判定 し減点する とともに,調 査書の設問をA～Jに グルー ピ

ノグして 、それぞれのグルー プ毎の得点を上 記の判定結果に したが って ウエイ トを変えて減 点し

て総得点を算 出するのである。

経営 者の経営態度は,調 査 書の設問 グノレー プA～ 」までの評価結果か ら管理水準の バラツキの

評価 と,設 問 グノレープJ.K.Lの 得 点か ら総得 点を算 出するのである。

以上の評価 を行 なうにあた って,生 産性,安 全性,経 営態度 の評価 要素毎に,次 のように評 点

の配分 を行な うことに している。

生産性 の評点200点

安 全性 の評 点150点

経 営態度 の評点150点

合計500点
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9

企業経営 の評価をこの ような点数に よって評価 する ことには異論が ない訳では なtAが,で きる

限り定量的 に実態を把握するた めには,点 数に よって評価するのが便利 な方法 といえる。

d.診 断 ロジック

① 生産の評価

生産性の評価の ロジックは第2-A図 の とお り,は じめに200点 を セ ットし,次 の比率,

数値 を標 準値(経 営指標 の数値)と 比較 して自企業の良 、否を判定 し,標 準値 より悪い場 合に

は処定 の減点を行なtA,こ れ と調査書の設問 グノし一 プA～Fま での6つ を,各 グルー プ毎に減

点数を集計 した うえで減 点 ウエイ トを乗 じて,ロ ジックに したがって,特 点 の200点 か ら減

点す るのである。

i)経 営 資本対営業利益率

営業利益
XlOO

経 営 資本

‖)経 営資本回転率

純売上高 ・

経営 資本

iil)売 上 高対総利 益率

総利益
×100

純 売 上高

iv)固 定 資産回転率

純 売上高

固定資産

V)1人 当b加 工富

加工高

従業員 数

注)従 業員 数には,常 雇従業 員数にパー トタイマーを常雇に換算 した人 数を加え る。

vi)加 工 高対人件費比率

人件費
×100

加工 高

調査 書の設 問グノし一プA～Fの 設問 番号は次のように なって』る。
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グループ 質 問 番 号

A9,10

B13,14,16,17,18,19

C24,25

D42,43,44,45,46

E26,27,28,36,37,38,

39,40,41,47,48

F7,8

第2-A図 生産性の診断ロジック

② 安全性 の評価

安全性 を評価 する指標 は次の とおりである。

i)流 動 比率

流動資産
×100

流 動負債'

il)固 定 長期適合率

固定資産
×100

自己資本+長 期借入 金

iii)総 資本対 自己資本比率

自己資本
×100

総 資 本

lV)売 上 高対営業利益率

営業利益
×100

売 上 高

V)受 取 勘定固定率

純売上高

売掛金+受 取手形

Vi)売 上高対支払利息比率

支払利息、×割引料 一受取利息
×100

純 売上高
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評価 の方法は,生 産性 の評価 の場合 と同様に,こ の比率に よる優劣 による減 点と,調 査 書の

設問グノし一プG-1ま での3っ のグループ毎 の減 点数 もしくは,条 件 によbそ の4分 の3,3

分 の2の 点数をはじめの持点150点 か ら減点 してい く(1)であ る。そ のロ ジックは,下 の図の

とお りで ある。'

調 査書の設問 グノし一 プG～1の 設問番号は,次 のよ うになってtAる 。
●

フ－

G

H

ー

ルグ

・

質 問 番 号

3031,32,33,34,

1112

1520212223,',,

安全性の ロジック

35

49,50

③ 経営者の経営態度の評価

自己診断にお(ハて経営者の経営態度の評価 とい うのは,表 現 としては適切では ないか も知れ

ないが.こ こでは,経 営者自身が,そ の企業経営にあた って適切 な管理をしているか どうか を,

日常の管理の遂行状況を適 して評価 してみ ようとする ものである。

経営者の経営 態度 の評価は,は じめに得 点150を セ ッ トし,こ れか ら質問 グノし一プの条件

に よって減 点する方法 をとってい るのは,生 産性,安 全性と同様 である。 この場合,調 査書の

設問 グノし一 プは,次 の ように分けて評価するほか,グ ノし一ブA～1ま での各評価結果 から管理

水準のバ ラツキを評価 して得点を算出す ることに してレ・る

'

q

グ ノし一 プ

J

K

L

設 問 番 号

29

1,2(1),2,(2,3,4,5

6,(1)6,(2),6,{3),6,(3},6,{4),6,(5)

生 産 性 の 診 断 ロ ジ ッ ク

e.設 備投資診断への適用

中小企業の設備投資につい ての診断に コンピュータを利用することは,従 来 か ら,そ の必要性

江認 識され て(ハた が完全 な ものは開発 され ては』ない。
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最近,都 道府県の実 施する近代化促進診断 の一環 として実施 されてい て診断件数 も年間2万 件

にお よぶ 「設備近代化 診断 」 をコンピュータによって処理す ることがようや く具体化 して きて,

中小企業振興事業団がその基本 的な システ ムを開発 したの で,こ れ を述べることにする。

設備近代化診断は,中 小 企業 に対する設 備近代化 資金貸付けの一環 として実 施されるもので,

経 営合理化 のための本来的診断 と資金貸付けの適正化 と』 う審査的 な性格 とを併せ もった もので,

公 共診断の中では,重 要な ものの一つに なっている。

中小企業振興事業団では,こ の設備近代化診断に コン ピュー タを適用するにあた って.資 金貸

'

付 けの制度要件への適合性の他,財 務諸表 からの計数分析,経 営 者の経営意識 ・管理状況の アン

ケー ト分析,診 断担当者の チェック リス ト分析の3っ を組み合せ て問題点を指摘 することに して

いる。 したが って,こ れは,予 備診断 に相 当する業務 を コン ピュータに よって処理 し,診 断の本

来 の目的である改 善案の立案は診断士の業務 とする考え方にた っている、

診断 の基 礎資料 としては,「 中小 企業設 備近代化 資金貸付 申請書」,「 調査書」,「 診断 チェ

ック リス ト」の3つ を用い る。

貸付申請書は,企 業 の概 況 と設備投資の 目的 と設備投資の詳細を記入させ,制 度要件 への適合

性 と,財 務数値の計数分析結果 と企業 から提 出され る調査 書の解答結果 を組み合せ て生産性,安

全性評 価を行な うものである。

調査 書は,経 営者の経 営意 識,管 理状況,等 について経営者の アンケー トを求め,こ れ を,上

の計数分析結果 と組み合せる ものである。

ここまでは,前 項まで述べた,自 己診断 の場合 と同様 である。

診断 チェ ック リス トは,企 業 をとりま く外部環境,企 業内部の計数化困難な事項について,診

断士(コ ンサル タン ト)が チェックする ものである。チェック リス トの内容は,業 界情勢.企 業

の情勢,労 使関係,経 営 者の4っ に大 きく区分され ていて,こ れ を業界情勢につい ては100点

企 業の情勢,労 使関係,経 営者の3つ につhて は 、それぞれのチェ ック項 目を生産性,安 全性,

経 営 者の経営態度 の3つ の 視点から関連項 目を評価する方法 をとっている。

以上の ように,企 業 の財務数値 を中心と した 申告,経 営 者の アンケー ト,診 断士の チェ ック リ

ス トの3つ の組合せ によって
,投 資回収期間,投 資利益率 ならびに経営上の問題 点を指摘するの

であるが,評 点の配分は次のように投 資回収期間,投 資利益率 を除』 て合計が1000点 に なる

よ うにしてtハる。
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第2一 表 診断評点の配分

評価項目 計数分析と調査表 診断 士の チェ ック リス ト 計

生 産 性
'

安 全 性

経 営 態 度

200点

150

150

150点

100

150

350点

250

300

業 界 情 報 一 1009 100

計 500 500 1,000

投資回収 期間,投 資利益率 については,計 算結果から,次 の ように単純に評点を導き出すこ と

に してい る。

第2一 表 回収期間,利 益率の評 点

回 収 期 間 評 点 投 資 利 益 率 評 点

1年 以 内 2530%以 下 0

2年 以 内 2070%以 下 5

3年 以 内 15110%以 下 10

5年 以 内 10150%以 下 15

5年 以 上 0200%以 下 20

1

200%以 上 25

問題点の指摘は,コ ンピュータによって,比 率計算 とアンケー ト結果 との組合せに よる評価 な

らびに診断士に よるチェ ック リス トのチェック結果か らの評価 を行ない,更 にこの2つ の評価 を

総合1して,診 断の ポイン トを印字 する もので ある。 この際に,単 に指摘事項の羅列だけでな く,

主要 な問題点 に対 しては,特 に**印 を印字するようにして ある。

　

診断の ポイン トとしての コメントの内容 と,そ の出力条件 と,こ の診断 システムに よって,処

理 した事例 を掲げ てお く。
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第2一 表 診断ポイントの出力条件

コメント内容 アンケー ト番号 出 力 条 件
***の 出力 条 件

(コ メ ン トの 出てい る

ものに限 る),

技術力向上に注意 9.10 ア ンケー ト減点9以 下 と

業界ア ンケー トの8が3

以上

業界 チェ ック リス

ト7又 は8が0

販売面の対策を見直す

事

13,14,16.17,18,

19

アンケー ト減点21以 下

又はチェック リス トBの

生産性が31以 下

アンケー ト減点31

以 下

コス トの把握に注意 24.25 アンケー ト減 点7以 下 業界チェック リス ト

14② が0以 外

納期の確保の体制に注

意

42,43,44,45,46 アンケー ト減点13以 下 業界 チ エ 。ク リス ト

14(司 が0以 外

生産管理の体制に注意 26,27,28,36,37,・

38,39,40,41,47,

48

アンケー ト減点21以 下 アンケー ト減点29

肝

従業員の意欲は充分か 7・8
.

アンケー ト減 点8以 下又

は チェ ック リス トCが21

以 下

アン ケー ト減 点11

以 下 又 は チェ ック リ

ス ト0が31以 下

機械設備の管理体制に

注意

30,31,32β33,34,

35

アンケー ト減点11以 下 アンケー ト減点16

以下

目標の達成度を見直し

ているか

11.12 ア ン ケ ー ト減 点11以 下

と チ ェ ック リス トDが26

以 下

アンケート減点16

以下

財務管理面の対策1ま立

ってい るか

15,20,21,22,23,

49.50

アンケー ト減 点16以 下

又はチェック リス トBの

安全性26以 下

アンケー ト減点26

以下 チェックリス

トBの 安全性36以 下

品質管理面の体制に注

意

29 アンケー ト減点8以 下 業 界 チ ェ ック リス ト

14(1)が0

.

経営者の姿勢と組織に

問題はないか

1.2(1),2(2),3,4,5 ア ン ケー ト減 点30以 下又は

チ ェ ック リス トDが21以 下

アンケー ト減 点46以 下
チ ェ ック リス トDが

31以 下

経営者の管理能力は充

分か

'

6(1),(2),(3).(4},{5)

(6)

アンケー ト減点20以 下又は

チェック リス トBの 経営者

31以 下

アンケー ト減点31

以 下 チェックリス

トBの 経営者4(以 下

一326一
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資 料

1.中 小企業設 備近代化資金貸付 申請書

(工 場 診断 申込書)

2.診 断 チェ ック リス ト

3、 チェ ック リス トの評点

◆

一328一
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資料1

L ,業 種 ・ 会 社 名

書繍鵠詮輔麗麗
設業
∈
企小中

炉 ト区分 業 種 コ ー ド
三 聖 、 名

A 1
.

1 2 3 ・i・i・ 7 ・i・10i1112;13 14=15 16:17 18i・gi・∂21i22 23i24、25…26i27i28 2gi3・i31 32 33 34 35 36i37

業種 コー ドは、45年 度貸付対象企 業の対象企業欄の数字 コード礫 種 コードを除 く)001～184の うち、該当す

るものを記 入 して くだ さい。 なお該 当のない ときは199と 記 入 して くだ さい。

2.資 本 構 成

a b C

経営者従業員θa 大 企 業 θ勾 そ の 他 θ

38i3940 41 42三43 44 45 46 47 48 49

a経 営 者,従 業 員お よび

その家 族の 出資分の比率

b他 企業 か らの出資分 の う

ち大企業 出資分の比率

c以 上 に属 さな いもの か ら

の出資 比率

を記入 して

くだ さい 。

3,最 近5年 間の本制度利用 実績 お よび現在 の借 入残高 ・… ・・古 い順 に年 度 と返還残高 を記 入 して ください。

4.目

年 回数 金 額1

1

2

3

4

5

計
　

50 51 52 53i』 ・155 56 57;58

的

生産能力の拡充

省 力

材料、部品の節約、転換

品質の向上

工程の単純化

新製品の生産

試験研究の促進

福利厚生面の改善

作業環境の改善

老朽設備の更新

公害防止

申請 設備 を含 めて今回の設備計画 がなに

を目的 とす るものか,左 表 の中の該 当す

る項 目を丸で囲 んで くだ さい。

(こ の欄 は記 入 しない で くだ さい)

_329■



5。 申 請 設 備 名

カー枢 分 設 備 名 型 式 構 造 数量 金 額 発注設置予定年月日

lA21 1

12 3 4i5i6

1 1
7 8i9i10

1
11 12;13・14

1 1
15 16i17;18

1 1
19 20121i22

1 1
23.勿 25 26 27i28 29i30;31

そ の 他

1 1
32 33i34 35

1 1
36 37・38 39

1
40 41i42 43

1 1
44 45i46 47

計 1
48:49 50 51…52 53 舅 55・56

6.見 込 効 果

小減

1098

1
181716

1
2625
・24

…

一

…

343332

ー
424140

ー
504948

ー
585756

1666564
ー
74

亘
72

ー

1098

1
181716

ー

262524

ー
343332

1
424140

1
504948

1
誌
『
5756

ー

閲力㍗

765

151413

232221

3130、..92

39…迎
「
.37

474645

,

.

認

.

5554

636261

717069

765

151413

232221

313029

393837

474645
「

555453

7770臼

4.3
一

1211

20.「91一
…

=一

2827
一

3635
一

4443
一

5251
一

6059
一

6867
}

43
一

1211
」

一

2019
一

2827
一

3635
一

4443
一

5251

6857

増 加

…

1098

1817…σ
.91

262524

3433.32

424140

5049

-

8

11
』

-

川6

58575σ

、

6665醐『
.
.

747372

1098

1817…6

…
、1

262524

34.....̀..

.■.

33.3

…3

4241⑩
.

…

8 50

・494

5857.…65
.

…..

4

66656

765
.

151413

232221

313029

39

…

望
=.

37

4臼4

555453

636261

717069

765

15、1413

232221

31.=.α
.

=
.脚2

393837

474645

555453

636261

i 43【
十一

1211

卜 20.…ぴ

.
,
=1

ト 2827

ト
痴〒35

P
44、偲

卜 Z「零51

匡 6059
毛
6867

ト
43
ー

+

,1̀
1211

十

2019

匡 2827

ト 36.....1..」」

」・,35

十

4443

け
5251

`̀

6059

高上売

費料材

費注外

商人佳品製

他のぞ

計小

費動労

費却償低減

料引割息利払支

他のぞ

計小

計合用費

益利

金掛売

荷卸棚

額偽装械機

計合

男枢チー

讐

壬区

4

庁 21

一330一

設備 コー ドは

設備 コー ド表

か ら.該 当す

るコードを記

入して くださ

いo

本制度による

借入金を購入

資金にあてる

予定の設備に

ついて記入 し

てください。

その他は、今

回同時に計画

した設備を記

入してくださ

いo

今回 の設 備増加に よ り見込まれ る

効果,た とえば売上高の増加,外

注費 の減 少な どを予測 して、金額

で記 入 して くだ さい。

ただ し,機 械 の購入 と一部廃却 な

どが予定 されて いる ときには、購

入に よる増加 と廃却 による減 少 と

を相殺 して、増加 、減 少のいずれ

かの欄に数字 を記 入 して くだ さい。

`
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7.資 ・金 計 画
(千 円)

況状渉交の等金入借

産動不るきで供提に保担

祝状の保担定設既

老梅保担

無宿の望希旋つあ・資ぴの合場いなれらけ受がけ付貸

額望希入信

.

人証保常連

剛倖

剛降計合

.
=

.....

.
-.....

位順

.

.

..

.

、

F「

.

・

・

…
.
・

-
・

・
・

…
■
.

筆遣構
■

額面
●

地在所

備設焔鉱質他のぞ

関機望希旋つあ

備請中金資化代近

9設 』』』118

・

76
「

543

老梅有所

名氏

所住

の

係と業企関

地土

物建

先達領

金

額責請化車代付近貸

資増

金賓辞手

払支賦割箸形手

等分処産資

計合

産

類動種不の

借

入

・

金

自

己

資

金

・

資

摩内

容

分枢チ
5

9・A1

8.借 入 金 残 高 内 訳

借 入 売 名 長 期 短 期

計 1…

　

1
10illi12 13i14i15 16i17i18 19i20、21 22i23i24 25;26、27

一331一

銀行 などか ら

の借入予定額

を記入 してく

ださい。

取 引先 、経覚 者 その他個 人

の融資 をのぞ いて記 入 して

くだ さい。



9.現 有 設 備

設備 コー ド 設 備 名 型 式 構 造 数 量 取 得 価 格' 帳 簿 価 「格 ④ ・

.

・=

∋

現 在、企業 内で使 用 しているおもな機械設 備 を記 入 して ください 。

なお、企業 自身 が所 有 また は リー ス料 を負担せず に経営 者 な どか ら無償 貸与 を受 けている機 械は④欄 に○ 印

をつけて記 入 して ください。

`

10.最 近 三 年 間 の 業 績

売 上 利 益
常 雇 ・ 従 業 員 数 パ ー ト

タ イ マ直 接 間 接

現 在 / / / li、1 1 … 1
28i29;30;3132田134135 36;37「38i39

最近の期 1 1/ / /4041…4243 44i45'46・47 娼i49、50、51 52i53・5455

前 年 1、 1/ / /56 .57.58…59 60i61i62i63與i65、66i67 68i69…70i71

前 々 年 1: 1/ / /η、カ 、万i75 76・77i78i79

一一332一

常雇従業員は正規
の従業員数,パ ー
トタイマには臨時

雇いを含めて1カ
月間の延人員(

人 日)を 記入 して
ください。

最近の決算期から
さかのぼつて3期
分 の売上高と利益

額を記入 してくだ
さい。

φ
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1.貸 借 対 照 表

)月刊(年

ドーコ

39B

40B

41B

42B

43B

44B

45B

46B

47B

48B

49B

50B

51B

52B

53B

54B

55B

56B

57B

58B

59B

60B

61B

62B

63B

64B

65B

66B

67B

68B

69B

70B

71B

72B

73B

74B

75B

76B

77B

目科

形手払支

金掛買

金入借行銀

金入借係関府政

金入借社会係関

金入借他のぞ

金払未

用費払未

等税人法払未

金り預

他
・のぞ

計小

金入借行銀

金入借係関府政

金入借社会係関

金入借員役

金当引与給職退

他のぞ

計小

計債負

金本資

金立積価評再

金銅準益利

金立積意任

金当引税納

金偏準動変格価

益損越繰

益損期当

計本資
.己自

計合

流

動

負

債

固

定

負

債

自

己

資

本

)月刊(年
.F

.

「

`

」

.

ドト

01B

02B

03B

04B

05B

06B

07B

08B

09B

10B

11B

12a

13B

14B

15B

16B

17B

18B

19B

20B

1
、82

22B

23B

24B

25B

26B

27B

28B

29B

30B

31B

32B

33B

34B

35B

36B

37B

38B

目掛

金
、預座当

●

金現

金頭期定

金預他のぞ

形手取受

金掛売

金付貸潮通

金税払仮

金波前

他のぞ

計小

斜材原

品掛仕

品製

他のぞ

計小

計産資動流

埴土

物建

物築構

笹薮械機

品備恥器恥工

呉織運輔車

他のぞ

計小

計小

金付貸期長

金貸出

他のぞ

計小

計産資足固

定勘延繰

計合

当

座

資

産

棚

卸

資

産

有

形

固

定

資

産

無
形
固
定
資
産

投

資

繰

延

勘
定
・

一333一

以下,貸 借対照表,

損益計 算書 につい て

は,い ちば ん最近 に

作 った もの を提 出 し

て くだ さい。

`



② 損 益 計 算 書

科 目 コー ド
年 月

金 額(千 円)

売

上

高

製 品 売 上 高 PO1

加 工 収 入 高 PO2

返 品 値 引 高 PO3

秦6売上高(PO1十PO2)-PO3 PO4

売

上

原

価

期首製品 ・商品棚卸商 PO5

当 期 製 品 製造 原 価 PO6

当 期 商 品 仕 入 高 PO7

期 末製 品'・商 品'棚卸高 PO8 :・.

蠕 頭価鞠 牌 も8 PO9

売 上 総 利 益
(PO4-PO9)

P10

一

般

管

理

費

・

販

売

費

役 員 給 料 手 当 P11

事 務 員 給 料 手 当 P12

福 利 厚 生 費 P13

旅 費 ・ 交 通 費 P14

通 信 費 P15

支 払 運 賃 荷 造 費 Pl6

事 務 用 消 耗 品 費 PI7

広 告 ・ 宣 伝 費 P18

交 際 ・ 接 待 費 P19

支 払 利 息 割 引 料 P20

燃 料 費 P21

修 繕 費 P22

賃 借 料 P23

減 価 償 却 費 P24

租 税 公 課 P25

P26

P27

P28

そ の 他 営 業 費 P29

3十(P11十P12十 …P29} P30

営 業 利 益(P10-P30) P31

営

業
外

損

益

的 受 取 利 息 P32

田 雑 収 入 P33

ω P34

⇔ 貸 倒 償 却 P35

P36

経 常 利 益 P37

特

別

損

益

固 定 資 産 売 却 益 P38

P39

P40

∈→ 特 別 減 価 償却 費 P41

P42

法人税導引前当期損益 P43

9法 人 税 等 P44

当 期 損 益 P45

(3)製 造 原 価 報 告 書

科 目 コー ド
年 月

金 額(千 円)

期 首 材 料 棚 卸 高
・ ■

CO1

=.・

当期 主 要 材 料 仕 入 高 CO2

当 期 部 品 仕 入 高 CO3

当 期 補 助 材 料 仕 入 高 CO4

期 末 材 料 棚 卸 高 CO5

1材料費(CO1十CO2十 …CO4}-CO5 CO6

n外 注 加 工 費 CO7

工 賃 CO8

賞 与 手 当 CO9

雑 給 C40

法 定 福 利 費 C11

退職給与引当金繰入高 Cl2

田労務費(CO8十CO9十 ・・C12) Cl3

福 利 厚 生 費 C14

消 耗 品 費 C15

消 耗 器 材 費 C16

電 力 費 C17

ガ ス 水 道 費 C18

燃 料 費 C19

修 繕 費 C20

賃 借 料 C21

減 価 償 却 費 C22

保 険 料 C23

C24

C25

C26

そ の 他 経 費 C27

W製 造藍瑳～(C14十C15十 …C27) C28

v当購螂(c8概8抽 C29

期 首仕 掛 品 棚 卸 高 C30

期 末 仕 掛 品棚 卸 高 C31

C32蛸 脚 鵡 原価`ci塗賠o)

一334一

(4}剰 余 金 処 分 計 算 書

1当 期未処分利益剰余金

L蜘1蟻 剰余金期末残高

2.当 期 純 利 益

n剰 余 金 処 分 額

1.法 定 準 備 金
'

2納 税 引 当 金

3.株 主 配 当 金

4.役 員 賞 与 金

5別 途 積 立 金

皿次 期繰 越 利 益 剰余 金

、

`
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資 料2 診 断 チ ェッ ク リス ト

チェ ッ ク リス ト1

A業 界 情 勢

1.業 界の成長率 非常 に高い 高 い 普 通 横 這 い 衰 退

2.業 界の企業 規模の傾向 拡 大 不 安 縮 小

3.業 界の労働 装備率の傾 向 増 加 不 変 減 少

4.業 界の収 益率の傾向 〃 〃 〃

5.業 界団体の調整事業 ω 設備規制有 な し

〃(2) 数量規制有 〃

6.構 造 改善事業 実 施 計 画 中 な し

7.業 界の新製品開発 活 発 普 通 低 調

8.工業界の技術革新 〃 〃 〃

9.製 品の用途 拡 大 不 変 縮 小

10,原 材料の変化 〃 変 化

11.代 金回収の傾 向 短 縮 〃 長 期 化

12.労 働 力の充足状 況 良 好 普 通 不 良

13、 取扱店の数 増 加 不 変 減 少

14.競 争(1)品 質 、 性 能 き び し い 普 通 な い

② 価格 な い 〃 き び し い

(3)納 期 な い 〃 〃

(4)技 術 サ ー ビ ス な い 〃 〃

15.取 引秩序 安 定 〃 混 乱

16.競 争の相 手 一 海 外 業 者 , 同 業 者 異 業 種 大 企 業

17海 外経済の影響 な い 多 少 あ る 大 いにあ る

18.公 害問 題 な い 〃

一一335一



チェ ック リス ト2

B当 該企業の情勢

L成 長率は業界平均より 非常に高い 高 い 同 程 度 や や 低 い 低 い

業界平均2
.企 業規模は よ り適性規模 大 き い 〃 小 さ い

3.構 造改善に対す る態度 参 加 未 定 不 参 加

4.新 製品開発 〃 積 極 的 普 通 消 極 的

5.技 術革新 〃 〃 〃 〃

6.製 品計画 合 理 的 〃 非合理的

7.市 場評 価の把 握 実 施 してい ない

&代 金回収の傾向 短 期 化 不 変 長 期 化

9.在 庫の 傾向 減 少 〃 増 加

10.返 品 の傾 向 〃 〃 〃

ll.市 場 占有度 の傾 向 向 上 〃 低 下

12.不 採算 の製 品 減 少 〃 増 加

13.取 引先の態度 積 極 的 普 通 敬 遠

14。 競争克服対策

(1)品 質 、 性 能 〃 普 通 消 極 的

② 原価低減 〃 〃 〃

㈲ 納期管理 〃 〃 〃

(4)技 術 サ ー ビス 〃 〃 〃

15.海 外経済の影響 な い 多 少 あ る 大 き い

16.公 害 問題 〃 発 生

17.有 害薬 品添加物 〃 若 干 あ る 利 用

1&公 害防止 に対す る態度 積 極 的 普 通 消 極 的

一336一
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チ ェ ッ ク リス ト3
・

C労 務 関 係

1.労 働力充足率 良 好 普 通 不 良

2.技 術者充足率 〃 〃 〃

3.欠 勤 率 低 い 〃 高 い

41残 業時間 あ ま りない 〃 慢 性 化

5.退 職率 低 い 〃 高 い

16
.服 務 規 律 良 好 〃 不 良

7.意 思疎通 〃 〃 〃

8,作 業環 境 〃 〃 〃

9.福 利 厚生施設 〃 〃 〃

10.安 全衛生管理 〃 〃 〃

11.労 使 関 係 〃 〃 〃

12.幕 議実績 な い 〃 多 い

13.事 議期間 短 か い 〃 長 期

.一

D経 営 者

1.健 康状況 良 好 普 通 病 弱

2.社 内の信 頼度 高 い 〃 低 い

3,技 術知識 〃 〃 〃

4.営 業知識 〃 〃 〃

5.経 理の感 覚 き び し い 〃 公私 混同

6原 価意識 高 い 〃 低 い
・

7.協 業化 意識 〃 〃 〃

8.人 材養成 意識 〃 〃 〃

9.実 行 力 す ぐれている 〃
やや

かけてい る

10.先 見 性 〃 あま りない
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資料3

チ ェ ッ ク リス トの 評点

川 業界チ土ックリス トの評価方法及び点数

項 目番号 1 2 3 4 5

1 0
一2 一4 一6

,-8

2 0 一2 一4

3 0 一2 一4

4 0 一2 一4

5
(1) 0 _2

(2) 0 一2

6 0 一2 一4

7 0 一2 一4

8 0 一2 一4

9 0 _1 一2

10 0
一1 一2

11 0 一2 一4

12 0 一5 一10

13 0 一5 一10

14

m 0 一2 一4

(a 0 一3 一6

(3) 0 一2 一4

(4) 0 _2 一4

15 0 一2 一4

16 0 一1 一2 一3 一4

17 0 一3 一6

18 0 一2 一4

一338一
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・

② チェ ックリス トBの 評価方法お よび評点

性全安

×

×

×

×

×

×

X

×

X

×

×

性産生

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×
.

×

×

×

者営経
×

×

×

×

×

×

×

×

×
.

X.

×.

×.

×.

X.

.

.

.

×.

5
.

01
一

5
一

5
一

5
一

5
一

5
}

5一

5
一

5
}

5一

5一

5一

5一

3一

3
一

3
一

3
一

3
一

3
一

3
一

3
一

4

5
一

3

3
一

2
一

2一

2
一

2
一

2
一

2
一

2
一

2
.一

2
一

2
」

2
一

2
一

1
一

1
一

1
一

1一
・・

1
一

1
一

1
一

1
一

2

1

1

一

1

0

0

0

0

0

0

0

0

O

I

0

.

O

I

O

I

0

O

I

O

I

.

0

0

.

O

I

.

0

0

.

0

.

号番.目項

1

2

3

4

5

6

7

8

9

Ol

11

21

31

円

②

陶

④

51

61

71

81

41
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tsチ ェ ックリス トCの 評価方法および評点

(4チ ェ ック リス トDの 評価方法および評 点

項 目番号 1 2 3 4 5 経営者 生産性 安全性

1

.

0 一2 一5

■

× ×

2

■

0 一2 一5

.

× × ×

3

■

0
一2 一5

.

X ×

4

.

0 一2 一5

.

X ×

5

■

0 一2 一5

.

× ×

6

.

0 一2 一5

■

× × ×
A

7

■

0 一2 一5 × .×

8

.

0 一2 一5 ×

9

■

0 一2 一5 ×

10

1

0 一2 一5 × ×
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ト 　

回答者 職氏名

調 査

年令

表

以 下 の 質 問 に は 企 業 の 実 質 的 な 代 表 者(社 長 ま た は 社 長 事 務 を 代 行 す る 方')ご 自 身 で お 答 え

[亙』・… 、
12

1・ω あ な た(傾 者)・
t-:b企 業 の 経 営 の た め に ・'日 どの く ら・・の 時 間 を さい ・ い ま す

か 。

[

]
・

口

・

口

・

(2)

(3)

1.12時 間 以 上

2.8時 間 な い し12時 間

3.4時 間 な い し8時 間

4.4時 間 以 下

5.ほ と ん ど他 の 重 役 に ま か せ る

あ な た は 自分 が 代 表 ま た は 重 要 な 経 営 上 の 地 位 を 占 め る 企 業 を い く つ お 持 ち で す か 。

1.ひ と つ

2.ふ た つ

3.3っ 以 上

あ な た は 最 近 に な って 病 気 や け が をす る と思 わ れ ま す 。'

1

2

3

4

5

ほ と ん ど し た こ とが な い

気 を っ け て い'る の で ほ とん ど しな い

と き ど き 不 注 意 で す る こ とが あ る

気 を つ け て い る が と き ど き す る こ と が あ る

よ く す る よ うに な つた

2.(1)あ な た の 企 業 で 、 営 業 、 資 金 、 製 造 加 工 面 の 責 任 者 は だ れ に な つて い ま す か 。

皿

8

[]
1'1

口

・

営業 の責任者 資金ぐりの責任者 製造加工の責任者

1. あ なた 自身

2.

一族 で担 当重役 または担 当部門

の長 にな つてい る人

3.
一族 以外で担当重役 また は担当

部門の長 にな ってい る人

4. とくにきめていない

グ

あ な た 自 身 が と く に き め て い な い と き は 該 当 欄 に○ を つ け る こ と

2、3の 場 合 は 責 任 者 氏 名 を 該 当 欄 に 記 入 して 下 さ い

② あ な た が 仕 事 の 都 合 で 長 時 間 出 張 す る よ』'うな こ と が、 お き た ら留 守 中 の 仕 事 は ど の よ

う に し よ う と思 い ま す か 。

1、 す べ て 各 部 門 の 担 当 者 に ま か せ て 、 思 い どお りに さ せ る

2.各 部 門 の 責 任 者 に こ ま か く 指 示 し た 範 囲 の 仕'事 は ま か せ る が 、 新 しい 仕 事 は 自

分 の 帰 る ま で 保 留 さ せ る

3.自 分 の 代 行 者 を ひ と り き め て 、 そ の 人 に す べ て を ま'かせ る

4.考 え た こ と が な い の で 、 ど う し た ら よ い か わ か ら な い

3.あ な た の 後 継 者 は ど うお 考 え で す かー。

1

9
●

3

4

5

お 子 さ ん で 、 あ な た の 方 針 に 従 っ て 働 らか せ て い る

一 族 で す で に こ の 企 業 で 働 ら い て い る

一 族 以 外 の 人 で す で に こ の 企 業 で 働 らい て い る

お 子 さ ん ま た は 一 族 とす る 予 定 で.あ る が 、 ま だ は つき り とは き め て い な い

ま だ な に も 考 え て い な い
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口
13

口

H

口
15

口
16

口
17

口
18

口

四

口

⑳

4、 あ な た の 企 業 の 組 織 は ど うな つて い ま す か 。

L営 業 、 製 造 加 工 、 総 務 な どの 部 を分 け 、 そ れ ぞ れ の 部 に 人 を配 置 して 分 業 させ

て い る

2.組 織 は 作 っ て い る が 完 全 な 分 業 体 制 は とれ な い の で 、 重 要 な ポ ス トは 兼 任 が 多

い

3,組 織 は 名 前 だ け に し て お き 、 重 点 的 に 人 を そ の 都 度 配 置 す る よ うに して い る

4.ほ ぼ 担 当耳云務 は き ま つて い る が 、 組 織 は 作 って い な い

5,組 織 は な く職 務 も そ の 都 度 相 談 して き め る よ うに し て い る

5,あ な た の 企 業 の 帳 簿 や 試 算 表 は ど う し て い ま す か 。

1

2

3

4

6.あ な た 自 身 は 次 の 点 に っ い て 、

(1)

②

(3}

会 計 事 務 所 や 税 理 士 に た の ん で 作 らせ て い る

自 分 で 作 って い る

経 理 部 門 の 責 任 者 に 作 らせ て い る

決 算 期 ま で 、 ほ とん ど作 った こ と が な い

ど.う お 考 え に な つて い ます か 。

あ な た の 企 業 の 収 益 力 は

1.他 に 比 ら べ て す ぐれ て い る

2.ま あ ま あ で あ る

3.劣 ってい る

企 業 内 の 従 業 員 の 働 ら く意 欲 は

1.非 常 に 高 い

2.ま あ ま あ で あ る

3.他 に く ら べ て低 い

従 業 員 の 給 料 は

1

2

3

4

5

初 任 給 も 古 い 人 の 給 料 も 他 に 比 ら べ て 高 い

初 任 給 は 高 い が 古 い 人 の 給 料 は 他 と変 らな い

他 と比 ら ぺ て ほ と ん ど変 ら な い

他 に 比 ら べ て 安 い

非 常 に 安 い

(4)あ な た は 企 業 内 で 技 術 研 究 や 開 発 を

1

2

3

4

熱 心 に 行 な わ せ て い る

一 応 行 な わ せ て い る

あ ま り関 心 が な い の で 積 極 的 で な い

行 な わ せ た こ と が な い

⑤ あ な た は 自分 の 企 業 が 取 引 先 か ら 信 用 さ れ て い る と思 い ます か 。

1.絶 対 に 信 用 さ れ て い る と思 う

2.一 応 の 信 用 は あ る と思 う

3.あ ま り信 用 は な い と思 う

㈲ .取 引 先 か ら の 信 用 は だ れ が え て い る と思 い ま す か 。

L

a

3

▲

5

自 分 も ほ とん どの 従 業 員 も 信 用 さ れ て い る と 思 う

自分 の 他 は 一 部 の 従 業 員 も信 用 さ れ て い る と思 う

自分 だ け が 信 用 さ れ て い る と思 う

自分 は 信 用 な い が 従 業 員 が 信 用 さ れ て い る と思 う

自 分 も ほ と ん ど の 従 業 員 も 信 用 は な い と思 う
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7. .あ な た は 現 在 使 用 中 の 設 備 の と りか え ま た は 拡 張 をす る と した ら、

い と思 い ま す か 。

ω

②

(3)

ω

(5)

8.(1)

②

(3)

ど うい う 目的 に し た

品 質 の 向 上 を は か る た め 、 い ま あ る 老 朽 化 した 設 備 を と りか え た い 。,

1.は い

2,い い え

注 文 に 追 い つ か な く な つて い る の で 、 同 種 の 設 備 を増 加 し た い 。

1.は い

2.い い え

人 手 が 不 足 して い る の で 、 自動 設 備 に と りか え た い 。

1.は い

2.い い え

こ れ ま で と は 別 の 設 備 を 入 れ 、 新 し い 分 野 へ の 進 出 を は か りた い

1.は い

2,い い え

公 害 防 止 設 備 を増 加 した い 。

L .はい

2.い い え

あ な た の 企 業 の 人 手 は た り て い る と思 い ます か 。

L十 分 で あ り、 毎 年 人 を 増 や し て や つて い け る

2.十 分 とは い え な い が 、 そ れ で も 毎 年 少 しず つ 人 も 増 え、 な ん とか や つて い け る

3.人 は ほ と ん ど 増 え な い の で 、 パ ー ト タ イ マ で 補 な つて い る

4.人 も 増 え な い し、 パ ー トタ イ マ も不 足 して 困 って い る

5.毎 年 人 も 減 る 一 方 で 困 って い る

あ な た の 企 業 の 男 子 従 業 員 の 平 均 勤 続 年 数 は どの く らい で す か 。

L10年 以 上

2.5年 ～10年

3.3年 ～5年

4.3年 に み た な い

あ な た の 企 業 の 女 子 従 業 員 の 平 均 勤 続 年 数 は どの く らい で す か 。

1.5年 以 上

2.3年 ～5年

3,3年 に み た な い

9.技 術 力 を 向 上 させ る た め に 次 の よ う な こ と を行 な って い ま す か 。

ω

②

(3)

④

1.自 分 で も 勉 強 し て い る

2.い な い

1.外 部 で 行 な わ れ る 講 習 会 に は 自 身 も 出 席 して い る

2.自 分 は 出 な い

L社 員 を で き る だ け 講 習 会 に 参 加 さ せ て い る

2.あ ま ウ講 習 会 に は 出席 さ せ な い

1.社 内 で 講 習 会 や 研 究 会 を 開 催 し て い る

2.ほ とん ど社 内 講 習 会 は 開 か な い
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・10.あ な た の 企 業 で は 特 許 権 、 実 用 新 案 権 な ど を お 持 ち です か 。

『 ω す で に 登 録 さ れ て い る も の の 件 数
33

[[口(2)
36(3)

口

39

口

ω

口
41

口

Ω

口
43

口

"

口
45

口
46

口
47

口

"

1}ll件

申 請 中 の 件 数 一 「一一1件

特 許 権 、 実 用 新 案 権 な ど に は 関 係 な い が 、 他 社 に ま ね の で き な い 加 工 技 術 な ど を持 っ

て い ま す か.

1,い る

2.い な い

(4)あ な た の 企 業 の 場 合 は 独 自 の 技 術 を持 って い て も、 い ま の と こ ろ あ ま り業 績 に 関 係 し

11.(1)

(2)

な い と 思 い ま す か 。

1.し な い と 思 う

2.一 応 す る と 思 う

3,大 き く 影 響 す る と 思 う

企 業 の 利 益 目標 は どの よ うに た て て い ます か 。

1.前 年 度 の 実 績 に も とず い て 明 確 に た て て 企 業 内 に 明 示 し て い る

2,経 験 と カ ンに よ つて た て 企 業 内 に 明 示 して い る

3.と くに 明 示 し て い な い が 、 お よ そ の と こ ろ は きめ て い る

目標 と 実 績 を比 らべ て ど う して い ま す か 。

1.実 績 に よ つて 目標 値 を っ ね に 修 正 して い る

2,実 績 と 対 比 は す る が 、 目標 は 期 末 ま で 変 え な い よ う に して い る

3,実 績 と の 対 比 を ほ とん ど行 な った こ と が な い

12.社 内 で 経 費 の 節 減 な ど を っ ね に 指 示 して い ま す か ・

1

2

(3

4

交 際 費 な ど、 だ い じな も の だ け 枠 を き め て 統 制 して い る

と き ど きの 重 点 を き め て 、 そ れ に 対 して 枠 を き め 統 制 して い る

と き どき 気 の つ い た も の に 対 し て 枠 を き め 統 制 して い る

と く に 統 制 を指 示 す る こ とは な い

13..全 体 の 受 注 の う ち どの 程 度 ま で1～2の 固 定 した 取 引 先 か らの 注 文 で 占 め ら れ て い ま す

か 。

1.全 体 の8割 以 上

2.5割 な い し8割

3.5割 以 下

14.固 定 した 取 引 先 か らの 注 文1穗

15.

(1)

②

(3)

支 払 条 件

1.よ い.

2.ま あ ま あ

3.わ る い

価 格 条 件

Lよ い

2.ま あ ま あ

3.わ る い

納 期 の 条 件

1.よ い

2.ま あ ま あ

3.わ る い

き ま つた 取 引 先 は 資 金 ぐ りな どに っ い て 便 宣 を は か つて く れ ます か ・

L－ 方 的 に い ろ い ろ と便 宜 を は か つて も ら え る

2,融 通 を つ け て く れ る か わ り に 相 手 か ら も応 援 を 求 め る

3.な に も して く れ な い し、 こ ち ら か ら も 求 め な い

4.必 要 が な い
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16.あ な た は 当 面 の 企 業 方 針 と して 、 次 の う ち い ず れ に 重 点 を お き ま す かe

17.

18

ω

(2)

19.(1)

20.

2L

22.

②

L受 注 量 を 増 す ご と に 重 点 を お く

2.単 価 を 引 き 上 げ る の に 重 点 を お く

L固 定 し た 取 引 先 と の 取 引 に 重 点 を お き 、 新 規 の 取 引 先 の 開 拓 は 余 力 が あ れ ば 行

な う

2.新 規 の 取 引 先 を開 拓 す る の に 重 点 を お く

取 引 先 の 現 状 は ど う です か 。

1.固 定 し た 取 引 先 の 受 注 も 増 え て い る ほ か 大 口 の 取 引 の あ る 新 し い 取 引 先 が 増 え

続 け て い る

2.古 い 取 引 先 は ほ と ん ど 固 定 し て い る ほ か 小 口 の 取 引 の あ る 新 し い 取 引 先 が 増'え

続 け て い る

3,固 定 し た 取 引 先 に の み 頼 って い る

4.取 引 先 の 数 は 変 ら な い が 古 い 取 引 先 と が 入 れ 変 わ りつ つ あ る

5.取 引 先 の 数 は ぜ ん た い と して 減 りつ つ あ る

取 引 先 の 信 用 調 査 は 行 な うよ う に し て い ま す か 。

1.古 い 取 引 先 も 新 し い 取 引 先 も っ ね に 行 な う よ うに し て い る

2.新 しい 取 引 先 に つ い て の み 行 な う よ うに して い る

3,古 い 大 口の 取 引 先 に つ い て の み 行 な うよ うに して い る

4.ほ と ん ど行 な った こ と が な い

受 注 す る と き 、 受 注 す る も の の 内 容 を よ く調 べ る よ うに し て い ま す か ・

1.用 途 や 加 工 方 法 の 詳 細 な ど を 、 で き る だ け 聞 き 出 す よ う に し て い る

2.加 工 方 法 に っ い て 、 くわ し く 聞 き 出 す よ う に して い る

3.あ ま り調 べ た こ と が な い

業 界 の 情 報 や 新 規 開 発 製 品 に つ い て の 情 報 を 積 極 的 に 集 め て い ま す か ・

1.自 分 か 従 業 員 が っ ね に 積 極 的 に 集 め て い る

2.積 極 的 に は 集 め な い が 取 引 先 、 そ の 他 で 教 え られ る こ と が 多 い

3.ほ と ん ど情 報 を集 め る ゆ と りが な い

売 上 の 回 収 の た め に 売 上 帳 を 整 理 して い ます か 。

1.い つ も き ちん と整 理 し て い る の で 請 求 も れ や 入 金 も れ を お こ した こ とは な い

2.売 上 帳 の 整 理 が 不 十 分 な の で 請 求 もれ や 入 金 の 遅 れ が と き ど き み つ か る こ と が

あ る6

3.売 上 帳 の 整 理 さ れ て い な い の で 請 求 も れ や 入 金 の 遅 れ が あ つて も か ん た ん に は

わ か ら な い

4.作 って い な い の で な ん と も い え な い

資 金 ぐ り表 は ど う して い ま す か 。

1.3ヵ 月 ぐ らい 先 ま で 詳 細 に 作 って い る

2.1ヵ 月 ぐ ら い 先 ま で 詳 細 に 作 って い る

3.そ の 都 度 手 帳 に メ モ した も の をひ つ く り返 して い る

4.作 った こ と は な い

毎 月 の 試 算 表 は ど うし て い ま す か 。

L毎 月10日 ご ろ ま で に 前 月 分 を 作 って 実 績 を把 握 す る よ うに し て い る

2.毎 月20日 ご ろ に は 作 って い る

3.毎 月 末 ご ろ に 前 月 分 が で き る

、4.期 末 を除 い て 作 った こ と が な い
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24.

あ な た の 企 業 で は 次 の 利 益 処 分 の 方 法 の う ちい ず れ を 優 先 させ て い ます か 。

1.株 主.に 配 当 す る

2.積 立 金 をふ や す

3.増 資 し て株 式 配 当 す る

4,役 員 に 配 分 す る 。

原 価 計 算 を して コス トの 引 下 げ の め ど を つ か む よ う に し て い ま す か 。

ω 製 品 別 、 部 品 別 の 標 準 原 価 を き め 差 異 分 析 を して い る

1.は い

2.い い え

②.時 間 記 録 、 材 料 消 費 量 記 録 な どに よ つ て 実 際 原 価 の 把 握 をす る よ う に し てい る

1,は い

2.い い え

(3)お よ そ の 直 接 原 価 を 計 算 し、 コス トの 引 下 げ を検 討 して い る

1,は い

2.い い え

25.原 価 の 引 下 げ の た め 、 次 の よ う な 対 策 を と つて い ま す か 。

26.

27.

28.

29.

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(3)

設 備 の 自動 化 に よ つて 人 件 費 を節 減 して い る

1.は い

2.い い え

IE,VAな どの 管 理 技 術 を導 入 し、 専 門 の 人 た ち に 検 討 させ て い る

1.は い

2.い い え

材 料 の 歩 留 り、 品 質 の 向 上 を は か る た め 検 査 記 録 な ど を 整 備 さ せ て い る

1.は い

2.い い え

納 入 前 の 検 査 は ど うい う 方 法 で 行 な って い ます か 。,

1.検 査 基 準 を設 け て 科 学 的 な 方 法 で 行 な って い る

2,検 査 基 準 は な く、 検 査 員 の 感 能 検 査 に た よ つて い る

3.現 場 に ま か せ て い る

不 良 や 手 直 しの 記 録 は 正 確 に と られ て い ま す か 。

1,製 品 別 、 工 程 別 、 原 因 別 な ど に 細 か く 整 理 し て と ら れ て い る

2.納 入 後 の 返 品 や フ レ ー ムか ら整 理 して 、 お よ そ の と こ ろ は 把 握 して い る

3.よ くわ か ら な い

あ な た の 企 業 の 不 良 率 に つ い て ど う思 わ れ ま す か 。

1.一 般 の 水 準 よ り も低 い と思 う

2.ほ ぼ 一 般 の 水 準 な み と 思 う

3.高 す ぎ る と 思 う

不 良 を お こ す 原 因 と し て 、 次 の ど の よ うな もの が 考 え ら れ ます か 。

機 械 設 備 が 老 朽 化 し て い る

Lは い

2.い い え

作 業 者 が 未 熟 で あ る

Lは い

2.い い え

作 業 者 の 不 注 意 が 多 い

1.は い

2.い い え
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(4)材 料 部 品 の 不 良 が 多 い

口 ・ は・
712 .い い え

30㎡ あ な た の 企 業 の 設 備 機 械 の 精 度 は維 持 さ れ て い ま す か 。

1.す べ て の 必 要 な 精 度 は 維 持 さ れ て い る とい え る

口 2。 機 械 が 老朽 化 し て い る の で精 度 が 全 体 と して 低 くな つて い る

723 .一 部 精 度 の 低 い 機 械 が あ る

31.機 械 に 対 す る 負 荷 は 能 力 とバ ラ ンス して い る と思 い ま す か 。

1,ほ ぼ バ ラ ン ス して い る

口 2.機 械 の ほ う が 能 力 不 足 が 多 い

733 .機 械 の ほ うの 余 力 が 多 い

32.あ な た の企 業 の 機 械 設 備 の 稼 動 率 は

1.同 業 者 よ り高 い と 思 う

口 2.一 般 水 準 に 近 い と 思 う

743 .他 に 比 らべ て 低 い と思 う

33.機 械 設 備 の 故 障 は

1.ほ とん どお こ ら な い

口 2,と き ど き す る

753 .ひ ん ぱ ん に あ る

34.機 械 設 備 の 保 全 は ど の よ う に 行 な っ で い ま す か 。

1.設 備 ご と に 記 録 を つ け 予 防 保 全 に つ と め さ せ て い る

0 2.現 場 作 業 者 が と き どき 予 防 保 全 を 行 な って い る

763 .故 障 した ら 修 理 す る だ け で 予 防 保 全 は 行 な っ てい な い ・

35.遊 休 設 備 や 不 良 の 機 械 が み っ か つた と き、 あ な た は ふ つ う ど う し ま す か 。

1.捨 て る の は も った い な い の で 使 え る と き ま で 、 ど こ か に し ま い こ む

2.使 い み ち を 考 え 、 で き る だ け 転 用 す る

口 3.も っ た い な い が 売 る か 、 捨 て る か の 方 法 を と る

774 .ほ う つ て お く

36,生 産 計 画 は ど の く ら い 先 ま で 立 て て い ま す か ・

1.3カ 月 以 上 先 ま で

口 2.1ヵ 月 ～3ヵ 月 ま で

783 ,計 画 を た て て も と び 込 み が 多 い の でや め て い る

37.と び 込 み の 仕 事 の 割 り込 ま せ 方 は ど う し て い ま す か 。

1.工 程 を混 乱 さ せ な い よ う に 調 整 す る

2.工 程 が 多 少 混 乱 して も 取 引 先 の 希 望 に あ う よ うに 割 り込 ませ る の が ふ つ う で あ

口 ・
793 .現 場 の 判 断 に ま か せ て い る

38.工 程 間 の 能 力 の バ ラ ン ス は と れ て い ま す か 。

1.お よ そ の バ ラ ン ス は と れ て い る

口 ・ ・… ンス・多・
803 .工 程 が 単 純 な の で ほ とん ど問 題 は な い

39.工 程 の 陸 路 を 打 開 し な け れ ば な らな い とき に は 、 どん な 対 策 を と りま す か 。

1.ロ ッ トの 変 更 工 程 の 順 序 変 更 、 合 併 な ど の 処 置 を と つ て 解 決 して い る

2.残 業 や 外 注 で 切 り抜 け る

13 .と くに 険 路 とな る 工 程 は な い の で 考 えた こ と は な い
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保 有 工 数 は どの よ う に 把 握 し て い ま す か 。

1.職 場 別 、 工 程 別 に 積 算 し て 工 数 を 把 握 して い る

2.お よ そ の 工 数 を全 体 と し て つ か ん で い る

3,人 の 移 動 も は げ し く 工 数 の 把 握 は ほ と ん ど で き な い

工 数 の 過 不 足 は どの よ う に 補 な つて い ま す か 。

1.盤 路 と な る職 場 工 程 の 設 備 の 改 善 、 増 強 を重 点 的 に 行 な って い る

2,険 路 とな る 職 場 工 程 に パ ー トタ イ マ を 入 れ た り外 注 で 切 り抜 け る よ うに して い

る

3,工 程 の 過 不 足 は ほ とん どな い の で 考 え た こ と が な い

生 産 予 定 や 基 準 日程 な ど は 、 こ ま か く 決 め られ て い ま す か 。

1.製 品 別 、 部 品 別 、 工 程 別 な どに 細 か く決 め て い る

2.全 体 と して は 、 決 め て い る が 、 細 部 は き め て い な い

3.受 注 そ の も の が 無 計 画 な の で 予 定 は ほ とん ど立 た な い の と同 じ で あ る

工 場 で の 作 業 の 進 行 状 態 は 、 ど うす れ ば わ か る よ う に な って い ます か 。

1.製 品 別 、 工 程 別 の 進 度 表 を 記 録 させ て い る の で そ れ を見 れ ば わ か る

2,工 程 が 単 純 な の で生 産 予 定 か ら で も わ か る

3.現 場 へ 行 って み な い と わ か らな い

作 業 が 予 定 よ り遅 れ て 納 期 遅 延 を お こ す こ とは

1.月 に1回 ぐ らい は お き る こ と が あ る

2.毎 週1回 ぐ らい は お き る

3,ひ ん ぱ ん に お き る

遅 れ をお こす 主 な 原 因 と して 次 の どれ が 考 え ら れ ま す か 。

計 画 が ひ ん ぱ ん に 変 わ る

1.は い

2.い い え

材 料 の 入 手 が 遅 れ る

1,は い

2.い い え

機 械 の 能 力 不 足

1.は い

2.い い え

機 械 の 故 障 が 多 い

Lは い

2.い い え

人 手 が 足 りな い

1.は い

2.い い え

欠 勤 者 が 多 い

Lは い

2.い い え

46.遅 延 を 回 復 す る の に どん な 方 法 を と つて い ます か 。

1

2

3

遅 延 は も と も と 少 な い の で 、 お きれ ば 残 業 で補 な う

計 画 を た て 直 し一 部 は 外 注 、 一 部 は残 業 で 補 な う な どい ろ い ろ な 手 を 打 つ

遅 延 が ひ ん ぱ ん に お き て い る の で 手 の 打 ち よ う が な い

47.工 具 や 材 料 、 仕 掛 品 な どの 整 理 は で き・て い ま す か 。

1

2

3

一 定 の 場 所 に き ち ん と 整 理 さ せ て い る

せ ま い の で う ま く整 理 で き な い

置 場 が き ま つて い な い の で 、 ど こ に 置 い て あ る の か わ か ら な い こ と が 多 い
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48.材 料 の 購 入 は ど う して い ま す か

口
17

口
18

口

四

49.

50,

r

a

3

4

ほ ぼ 世 間 相 場 で 買 い 込 ん で い る

少 量 ず つ 当用 買 い し て い る の で 価 格 的 に は 不 利 で あ る

取 引 先 の 紹 介 で い っ も 安 く買 っ て くる

材 料 の ほ と ん ど は 支 給 さ れ る

在 庫 量 が 過 大 に な ら な い よ う に し て い ま す か 。

L標 準 在 庫 量 、 最 低 在 庫 量 、 発 注 点 な ど を き め て 過 大 に な ら な い よ う に して い る

2.当 用 買 い な どで 逆 に 不 足 す る こ と も あ る

3,在 庫 量 の 把 握 を あ ま り行 な わ な い の で、 不 足 も 過 大 も お き て い る と 思 う

4.材 料 支 給 な の で ほ とん ど考 え な く て よい

在 庫 の 棚 卸 しは どの よ う に し て い ま す か 。

i,毎 月 定 期 的 に 行 な って い る

2.不 定 期 だ が1と き ど き 行 な って い る

3.決 算 の と き に 行 な う だ け で あ る

●

■
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第2節 自動設計数値制御工作機械導入活用の事例

a.A機 器 工業(株)の 概 況

A機 器工業(株)は 従業員数約200人,従 来お もに自動車部品単体 の下請切削加工 を
,一 部

ではそれら部 品の組付け も行 なってきた工場である。

当社はかねて,自 社工場 で使用 して』る汎用工作機械の改造 専用機化 に よる加工作業の 自動化

あるいは搬送作業の 自動化に手 をつけ,さ らに自社用専用機の設計 ・製作に進むなど生産技術の

開発 ・培養につ とめ,省 力化,生 産性 向上に効果をあげて』る。

一般に機械部品の うち
,生 産 数量が多 くかつある程度長 期間継続する ものは専用 ラインを組ん

ん で連続生産す ることができるので,自 動化が比較的容易 である。したがって,省 力化,コ ス ト

ダウンの効果 もあげやすいけれ ども,加 工単価 はきわめて安いのが常で
,経 営的には妙味にと

ぼ しく,と りえ とレ、えば受注の安定性があるとレ、う点であろ う。

これ に対 して,中 小量 ・ケ ット生産の ものは,専 用 ラインを組む ことはもとより.一 部の工程

に専用機を使 うこ とす ら経済的に なり立た ないために,多 くの場合,も っぱ ら手動操作の汎用工

作機械にたよらねばならなレ㌔

その うえ 中小量生産 では,当 然の結果 として,多 種類 の品物 を手がけねば ならないために.労

働 集約性が きわめて強 く,し か も熟練技能依存度 も高 いために,省 力化に よる生産性向上 がむず

か しい。

しか し加工単価はやや高いの で,こ の種の部 品加工 作業 で省力化 に成功 し,か っこの分野の比

重 をうま く拡大 してゆ くことができるか どうかは,企 業に とって大 きな勝負 どころとい ってよい

であろ う。

下請工場 のっね として,当 社 でもこのふたつの性格の生産形態が混在 して〔ハる。

tハわゆる量産部品はす でに 専用 ラインで生産 され ている。

多種 中小量 ロット生産の ものは,一 部・一 コス ト・オー トメーシeン の手法によってLハるもの

もあるが,大 部分は汎用工作機械 によってい るので,こ れ らをどのように処理す るかは当社の数

年来の課題 とな っていた のである。いま ものべた ように,徹 底的な省力化 が実現できれ ば,在 来

の主製品である量産部品に とって代 って,そ の有利性を発揮することができるの である。

そのひ とつに,最 近の当社 での 高成 長製品 ともい うべき油圧 シ リンダが ある。特殊車輌用を主

一350一

●



とす る各種の油圧 シ リンダの受注が急増 したため,酒 器組立 工場 を新築 したほどである。 しか し

総生産量の増大 とともに品種 もふえているので実 質はやはり多種中小量 生産であることに変 りな

く,そ れだけに なおい っそ う省力化対策 が緊急課題 となったの である。

他のひ とつは.工 程 のやや複雑な単体部品である。旋削加工 品のほかに,平 面加工,穴 加工な

どに よるものが相当多種類 にのぼ っている。 これ らも汎用機による人海戦術的生産形態か ら解放

されね ばならない。

なお当社は,は じめはもっぱら自社用の ジグ ・取付具,搬 送装置
,専 用機などの設計,製 作を担

当 してきた生産技術部門を拡充,ジ グ中 ぐり盤,ジ グ ・フライろ盤,研 削盤な どの設備を増 設 し

て,新 たに他社か らこの種製品の注 文も うける体 制をとり
,着 々と業績をあげてい る。下請専門

か ら脱皮す るための布 石ともい うべ きであろ う。

'

直

▼

b.NC工 作 機械導 入の経過

① 目的 をしぼる

当社 では昭和44年 に,す でにのべた ような多種中小量 ロット生産に対する改善対策につい

て検討を重ねた結果,省 力化を 目的と してNC工 作機械 を導入することに決定 した。

目的を省力化 にお くと1ハう意思決定には重要な意味が あるとい って よい であろ う。

NO工 作機械は,在 来 の工 作機械になレ・レ・ろい うなす ぐれ た機能をもってIAる ので
,と か く

目的を限定するよりも,む しろ余 りに多 くの期待をかけす ぎるきら』があ って
,か え って機種

の 選択をあやまり,使 用法 も適正に行 なわれ ない ことが多い。

そ の結果 は,機 械 コス トの高い ことが欠点 として攻め られねばならない というハメに なって

しま うのである。

ここで使用法 とい うのは,NC工 作機械 の操作や工作物の加工方法 につい ての ノウ ・ハウを

い うのでは なく,生 産の流れ のなか でどの ように位 置づけて使用するか とい うことである
。

そこで,ま ん然 とNC工 作機械 の機能 のフレキ シビリティによりかかる とい うことでな く,

省 力化 に 目的 を しぼ って,NC機 の場合特 に注意を要する経済性をふ くむ,レ ・ろレ・ろb条 件 を

洗tハあげ,予 測をた てて.そ の採用にふみ切 った ことは きわめて適切 なやb方 であった といわ

ねばな らない。当社におけるNC機 の 導入が成功 をおさめた原因はここに あるとい ってよレ5で

あろ う。

② 機種の 選定

i)同 業 他社に先がけて新 しレ・生産技 術を身につけ,こ れによって省力化を実現するため
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に,一 連のNC工 作機械 の陣容 を整備 しようとtAう 方 針で機種 を選定 した。

NC旋 盤2機 種2台,NCた て フライス盤1台,NOよ こ中 ぐb盤1台,計4台 を決め,

45年 中 に設置を終 った。

ii)NC旋 盤

イ.当 社の部品はチャック仕事が多レ・。油圧 シリンダのヘ ッドもす べてチ ャックもので,

多 種 中小量 ・ッ ト生産 であるか ら,NO旋 盤 の加工対象はこれを主 とするこ とに した。

ロ.0リ ング用,パ ッキン用な どのみぞ加工 が多いのでタレ ット形式 を採用 した。

ハ.油 圧 シ リンダ ・ヘ ッドそ の他旋盤加工 の対象 となる部品はグノし一プ ・テクノロジの適

用が比較 的容易で,数 量 も大 きくなるので,2機 種2台 を選んだ。

iiDNCた て フライス盤

イ.試 作品の受注加工が多レ・。

ロ.平 面加工,み ぞ加工,穴 加工が連続的に可能である。

ハ.ジ グ費が大幅に節約で きる。

iv)NCよ こ 中 ぐり盤

イ.試 作品の受注加工が多い。

ロ.回 転テーブノしによ って180。 またはgO。 方向変換 して加工 できる点で操作性のい

レ・機種 を採用 した。

ハ.受 注の多い ケースもの(箱 形)の 加工には特に効果的である。

二.ジ グ費が大 幅に節約で きる。

V)制 御装置

イ,円 弧補間のできる機種。

ロ.将 来 は群管理方式の実 施が考え られるの で,各 機 とも同 じ メー カの製品 を採用 した。

ハ.品 質の安定 した,故 障の少 な1ハ機種を選ぶ よう配慮 した。

●

c.NC旋 盤 の使用実績

NC工 作機械 の活用事例 として,当 社におけるNC旋 盤 の使用実績の一 部を紹介する。

①NC旋 盤 で加 工する部 品

多種 中小量 ロット生産の部品の加工 につい てはGT(グ ノし一プ ・テクノ ロジ)の 適用が考え

られる。

す なわち

「
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4

i)形 状 の類似性

ii)寸 法 の類似性

m)技 術的 な類似性(・加工方法,取 付 方法,測 定方法 の類似 してt合ること)

に よって部品 を分類 して,類 似 部品の グノし一 プ加工 を行 なえば,専 用 ライン生産 に近い省力

化,生 産性向上の効果 が得 られるのである。

当社 では油圧 シリンダ ・ヘ ッド約20種 に グノし一プ加工 を適用 して成功 をおさめ でハる。

●

上図は シリンダ ・ヘ ッドの代表的な ものの1例 である。このヘ ッ ドの平面形 は4角 形 である

が.ほ か に6角 形,8角 形 のもの もある。

一353一



②GTに よ'る生産の ライン化

i)下 図 はNC鰹 導 入によ・て当社が実 施してhる 油圧 シリ・ダ ・へ ・ド加工方式 「シ

ステムAM1」 を,汎 用機 による旧方式 と対 照 して示 した ものである。

第2シ ス テ ムAMiと 旧 方 式 の 比 較

、

.

＼ 加 工 工 程 加 工 個 所 所要時間 ＼ 加 工 工 程 加 工 ■ 所 所要時間1

1

旋 削 第1工 程

大 隈 鉄 工 所 製

N/cぞ レ ・ ト旋 盤

日立精機 製 ・

5A形 タ レツ ト旋盤

ケ
12分

(9,5分)

座 ぐ り 加 工 工 程

直 立 ボ ーー ル 盤

(直 立 ボ ー ル 盤)

†

0.5分

(2.0分)

一

φ

s

、-照

◆

2

旋 削 第2工 程

日 立 精 機 製

5Aタ レ プ ト旋 盤

日立精機 製

5A形 タレブ ト旋盤

1㌔
6.5分

(7,0分)

.

座 フ ラ イ ス加 工 工 程

自 社 製

改 造 フ ラ イ ス 盤

(横 フ ラ イ ス 盤)

2,0分

(2.0分)

【'1
一 一

囎
」 」

3

穴 明 け 工'程

自 社 製

多 軸 ボ ー ル 盤

(ラ ジアル ボール盤)

1.5分

(3,0分)

.

所 要 時 間 計22.5分

所 要 人 員1
.人

所 要 時 間 計22.0分

所 要 人 員

各 工程 に1人.計5人

一

二
◆

◆

せ i⇒'|

注1.加 工個所は図 の 太線 で示す。

2.カ ッコ内 はIH方 式 の場合。

3,旧 方式 では.旋 削第1工 程 の加 工個 所図 中央部 の環状 ミゾ入れ ば旋 削第2工 程 で行 なう
。

■

使用機械 と所要時間の うち』カッコ内の ものは 旧方式 による もの である。

各工程 における加工個所は,そ れぞれの図の太線の部分である。(注3参 照)
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「"

旋
盤

θ
加工品の流れ

L国

盤ル

軸

…

多

ボ

直立
ボール盤

未加工品 加工済品

㌃ζ・㌶
.」

シ.ステムA凡1に よる機械配置図

●

上 図 は 「システムANh1」 に よる機械配置図 である。

ii)「 システムAMl」 の所要人員は全工程を通 じて1人 であるのに対 して,旧 方式では

各 工程 に1人 ずつ,計5人 が必要である。

iii)加 工所要時間の合計は 「システムAM1」 では22.5分,旧 方式 では22分 で,む し

ろNC旋 盤 がお とってレ、る。

もし',こ の部品加工の主要作業である第1工 程 と第2工 程だけをとbあ げて比較 してみる

ならば,加 工時間に関 しては18.5分 対16.5分 と 「システムAM1」 はい っそ う劣勢 にた

つかの ようである。所要人員2人 が1人 に省力化 された とLAっ て も,NC旋 盤 の設 備投 資を

お ぎなうには不十分 とも考え られ る。

実 は,NC工 作機械 の評価 は,こ の程度 の段階 で論議されることが多 く,結 果は否定的 な

判断に終 りがちである。

しか し旧方式の場合 は機械配 置が機種別 となって』るか ら,各 工程の職場が相互 に離れ て

い ることが多 く,そ のため運搬の人手 と時間が必要 である。さらに各 機械に流れ こむ他 の品
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種の 部品 との負荷の調整 など生産 管理上の障害が多く,実 際の生産 所要時間は非常に長 くな

るのが普通である。

ここではGTが,こ の ような問題解決のための基本的な ささえ となっていることに注 目し

なけれ ばならない。

iv)「 システムAN[z1」 に よる加工はつぎの ように進め られる。

1).第1工 程がNC旋 盤 である。図1の 加工個所のとkり,端 面 と穴 の中 ぐb,み ぞ 入れ

加工 である。第1工 程が終った ら,部 品を取 りはず し,そ のあとへつ ぎの部品を取付け,

そ の加工開始。

2).t(ま 第1工 程 を終 って取bは ず した部品は,180。 反 転 して,第2工 程 の タレ ット

旋 盤に取付け,加 工開始。 この工程は,端 面,段 付き部,み ぞ入れ加工 で,終 始手作業に

よる機械の操作が必要 である。終 った ら,こ の部品をはず して,第3工 程に もちこむ。

3).第3工 程は4個 の穴あけで,多 軸 ボーノし盤に取付け,加 工開始。穴 あけが終れ ばボー

ノし盤は自動停止するか ら:こ の加工中の1分 余 りの時間を,作 業者はNC旋 盤 の調子をみ

たb,そ の他の付帯 作業につか うことができる。穴 あけが終ると取 りはず して第4工 程に

もちこむ。

4).第4工 程は,い まあけた穴 のまわ りのザグ リで,直 立 ボーノし盤 にょる手作業。

5).つ ぎは第5工 程,配 管 金具取付け座 のフライス加工。いま第4工 程 を終 った部品を取

付けて加工開始。終れば自動停止するから,こ の加工中に作業 者は第1工 程へ かえ って,

つ ぎに加工すべ き部品の準備をす ることもできる し.そ の他の付帯 作業 もできる。

第5工 程を終れ ば,点 検 して加工ずみ品パ レリトにお く。未加工品 パレ ットから1個 と

って第1工 程にもちこむ。

以上のことをくり返 せばよいか ら,専 用 ライン加工 と全 く同様にできるのである。

V)第1工 程のNC旋 盤 に よる加工所要時間が12分,あ との第2工 程から第5工 程まで

の合計所要時間が10.5分 で あるか ら,NC旋 盤 の加工 中に他の4工 程 の作業は十分余裕

をもってすすめることができる。部品は12分 に1個 の割 りで正確に生産 され るのである。

しか も,自 社製の 多軸 ボーノし盤 とフライス盤は 自動加工,自 動停止であるから,こ れ らの

加工 甲に も作業者は機械 をはなれ て行動するこ とができる。

vD当 社は このようにGTを 適 用 した グノし一プ加工 「システムAMI」 を開発 し,そ の主

役 としてNC旋 盤 を導入することに よって,当 初の 目的 である省力化に成功 したのである。

所要 人員5入 の工程 を1人 に とtハう,考 え うる極限ま での徹 底した省刀化 である。そのうえ
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直

専用 ラインに よる量産部品の生産 とほ とん ど同等にまで,素 材から加工完 了までの実経過時

間の大 幅 な短縮を もて あわせ達成 した ものである。

③ グルー プ加工の準 備

現在約20種 に のぼ る油 圧 シリンダ ・ヘ ッ ドに対する効果的 なグノし一 ブ加工を可能 にす るま

でには,相 当の 試行錯誤の過程が必要 であ った。いまもそれはまだ終 ったわけでは ない。

i)部 品 の取付け方法

さきにのべた ように,油 圧 シ リンダ ・ヘ ッ ドには4角 形,6角 形,8角 形 の ものがある。

これまでの タレット旋盤加工 では上図 の ように,部 品 を4方 締め チャックでつかみ,シ ン

出しを行 なってから切削にかか っていた。

NC旋 盤 は,汎 用機 とちがって,手 動操 作性は よくないか ら.こ れまでの方法 ではNC機

の性能 を十分だす ことができなtハ。 どう して も,容 易,迅 速,確 実な取 付け,取 りはず し方

法が必要である。

■

●

そ こで3つ 爪 チャックを使って上図 の ようなつかみ方はで きないか を検討 しk。

イ.ま ず把 握力にっいては,最 大切削抵抗 に耐えるだけの把握刀が必要である。
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ロ.油 圧チャ ックで締 めた場合,シ ンぶれがあっては ならなtハ。

ハ.こ れらについ て実験 を重ねた結果,特 殊 な爪を使用すれば十分 使える ことがわか った。

二.6角 形 のものは普通の3っ 爪で問題はなtハし,8角 形 の ものは4角 形 と同様である。

爪の交換は簡単にで きるので,GTでtAう 技 術的類似性の うち取付け方法の類似性は,

このような くふ うで達成で きた。

これに よってグノし一 ブ加工へ の展開が可能 に なったとい ってよ巳。

ii)ヘ ッ ド交換式多軸 ボーノし盤

第3工 程では,シ リンダ ・ヘ ッ ド締めつけ穴 を多軸 ボーノし盤 であける ことはすでにのべた。

この穴の ピッチは品 種に よってそれぞれ ちが うの である。

普通市販されている多軸ヘ ッドは 自由に ピッチの調 節がで きるけれ ども,そ のために段取 り

時間が非常に長くなるので,多 種 中小量生産では採 用できなtハ。

そこで当社 では,こ の部品 グノし一 ブの加工に必要 な数種類の固定 ピッチ多軸ヘ ッ ドを製作 し

ておいて,シ リンダ ・ヘ ッ ドの 種類がかわれば,そ れに合 う多軸ヘ ッ ドを迅速 に取付 けられ

るような,へ 。ド交換 式多軸 ボーノし盤を開発 した。

iiD改 造 フライス盤

第5工 程は配管金具取付け座の フライス加工 である。これ に使うフライス盤 は.シ リンダ

・ヘ ッ ド各種の加工部分 の形状,削 りしろ などの条件を総合 して,こ の部品グノし一プに共通

に使用 できさえすれば,な るべ く簡素 な機構の ものがのぞま しい。

スク ラップにな って1(た フ ライス盤 をベースに,自 社製主軸 を取付け,回 転は一定 とし.

送 りはネジ送 りをやめ て,油 空 圧併用 とするな どめ改造 を加えた。

jv)グ ノし一プ加工のための準備としては,以 上の3つ がお もな ものであるが,ほ かに比較

的 こまかい ことで手数 と時間 をかけた ことも少な くない。結果 からみる と.や はり注意ぶか

く,慎 重 に準備をして よか った とレ、うこ とである。

④ ブ ・グラ ミングと段取 り時間

i)プ ログ ラム作成 につい て

従事 者は現在,専 任 者1名,兼 務者(生 産技術担当係)2名 で プログ ラムを作成 している。

教育 は現在の専任者の指導によるほか,制 御装置 メー カの研修 会に出席 させ ている。

当社 の4台 のNC工 作機械の プログ ラムは,実 質的に専任者1人 で作成で きるようである。

5台 な1ハし6台 までば現在 の人員 で十 分まか なえ ると思われ る。

ii)プ ログラ ミング所要時間
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これまでの実例 でのべた程度の加工 プログ ラムの作成に約1時 間 を要する。

システムANalの 場 合

プ ログ ラム作成60分

加 工段取 り40分

合 計100分

旧方式作業の場合

加工段取 り180分

た だ し,プ ログラムは1度 作れば,次 回か らはそのまま使える。多少の修正を加え るこ と

はあるが,そ の所要時間はほ とん ど無視してよい。

これに反 して,旧 方式の場合 は毎回 新たに段取 りをす るのが普通 であるか ら,多 種中小量

生産では宿命的 な生産性阻害要因 となる。

◆

、

d.む す び

A社 は労働 集約性 のつ よtハ多種中小量 ロット生産部門の改善のために,目 的 を 「省力化」1本

に しぼ って,NC工 作機械を導入 して成功 をteさ めて1^る 。

NC工 作機械 を,単 独のす ぐれた機械 として選んだのでなく.GT生 産 システム¢)なかに組入

れ ることに よって,単 独の機械 の優秀性 だけでは果 せない,し か しまたNCに よ らねば得 られ な

い,大 きな メリッ トを得 たので ある。

これに よって生産は ライン化 され.た とえばNC旋 盤 が,12分 ご とに部品1個 の加工 を終え

る とき.こ れ が ラインの生産速度 となる。この速度 はプログラムに よって指令され て』るか ら
,

NC機 以 外のあらゆる作業 も作業標準 どtsりua行 なわれ,ム ダも,ム リも,ム ラもなくなる。

作業 者の個人差 の影響 がなくなり,加 工 ミス もほ とん どな くなった。

しか も技 能的熟練を必要 としない。当社では旋盤工の経験1年 てレaどの作業 者をあてて巳る。

この実績 をみて,む しろ熟練者がNC機 へ の配置 を希望す るように なった例 もある。

5人 の人員を必要 とした作業が1人 でできるとtハう極限 までの省力化vaな ったので
,目 的は完

全 に達成 されたわけである。
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第3節 物 流(ボ ラ ン タ リー ・チ ェ ー ン(VC)に お け る コ ン ピュ ー タの 利 用)

a.VCに お け る コ ン ピ ュ ー タ 利 用状 況,

1971年8月 末 現 在,社 団 法 人 日本 ボ ラ ン タ リー ・チ ェ ー ン協 会(以 下VO協 会)に 加 盟 し

てい る ボ ラ ン タ リー ・チ=一 ン(以 下VC)は121チ ェー ン あ る 。 こ の 他,VC協 会 非 加 盟 の

ア ウ ト ・サ イ ダ ー と称 す べ き,比 較 的 弱 小 チ ェー ン が,約100チ ェー ン 近 くあ る とみ られ て い

る。

わが国のVCは,1966年,中 小企業庁の施策 として 「VCの 育 成指導」が とbあ げ られた

以降の結成が大半 を占め てい るが,数 の上でも一応は200チz－ ンを越え ・その分布 も殆ん ど

の業 界に亘 り,VC化 の基盤はほぼ整 った といえ る。〉

このような状態 にあるVOが コン ビ三一タ化 とどの ように取 り組ん でいるか とい うと,VO協

会 が,1970年3月 末現在 で行 った。 「協 会加盟VCの 実 態調査」か ら,そ の一端 を伺 うこと

が出来る。

それに よると,回 答のあ ったVCは87チ ェー ンで,う ち コンピュータを導 入しているのは18

チ ェーンで,回 答のあった ものに対 して,約200/oが 何 等の型 で,コ ンピュータを活用 してい るこ

とになる。 しか し,こ れ は調査対 象となったのVC全 体に対 しては15に 対 しては150/ovaし かす ぎ

なtハ。

さらK,VC協 会 非加 盟のVCは,さ きに も述べた よ うに,規 模 も比較的小 さt△ので殆 どが コ

ン ピュータを利用 してい ない と考えて差 しつかえ な1ハであろ う。とい うこ とは,現 状 では,わ が

国にfoけ る全VCの せ いぜtA80/o程 度 のチ ェーンが,コ ンピュー タを導 入 しているに過 ぎなtAと

1合うことになる。

そ の詳細は,表Bの 通 りである。

これをみる と,VCに お い てコンピュータが,ど のように利用され てい るのかが 、ある程度 明

らか となる。

まず,主 催別にみ ると,小 売主催VCの 導 入割合 は ゼPで,導 入 しているチ=一 ンのづ べてが

卸主催VOで ある。これ は現状の小売主催のVCの 多 くが,資 金的に も弱体 であると共に,コ ン

ピュー タに よる省力化 を必要 とす るま で,VC活 動 が進ん でいなLAftめ とみ てよいであろう。

さて,そ の利 用状況 であるが,ス ポンサーの卸業務のみ に用 いられ ているとい うのが%強 の

仔

◆

・
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第2-B表VCの コンピュータ導入の有無

ψ

●

.

卸 主 宰 小売主宰 合 計

チ ェー ン

数

構成化

(%)

チ ェ ー ン

数

構成化

(%)

チ ェー ン

数

構成化

(%)

導
入
状
況

導入 している 18 383 0 0 18 20.7

導 入 し て1∩ な い 29 61.7 40 100 69 793

利
用
状
況

スポンサーの

卸 業務のみ

13 72.7 13 72.2

スポンサー業務 と

加盟店業務

5 27.8 5 27.8

将
来
計
画

将来導入する 23 79.3 19 47.5 42 60.9

将来 も導入しない 2 6.9 7 17.5 9 13.0

未 定 4 13.8 14 35.0 18 26.1

(日 本VC協 会調査1970年3月 末現在)

●

●

7?o/oを 占 め てteり ・ス ポ ン サ ー 業 務 と ・加 盟 店 業 務 の た め とい う,VC活 動 本 来 の た め の 利 用

は270/o,実 数 に し て 僅 か5チ=一 ンに しか 過 ぎ ない 。

ス ポ ン サ ー業 務 と い うの は,主 と し て経 理 処 理 の た め で あ っ て,こ れ は 導 人 的 に も浅tハ こ と と,

流 通 業 界 へ の ソ フ ト ウ エ ア の 開 発 の 遅 れ な ど と共 に,端 末 機,あ る レ・は プ ログ ラ ム上 の コ ス ト

問 題 な どか ら,オ ン ラ イ ン化 に よ る 。 本 格 的 利 用 を 計 画 し なが ら も,な か な か 進 展 し な い と い う

の が 現 状 で,VCに よる コ ン ピ ューー一夕 の 利 用 の 本 格 化 は.今 後 に ま た な け れ ば な ら ない と レ・え る 。

しか し な が ら,現 在 導 入 し てt・ なIAVCで も,そ の6・%に 当 る42チ=一 ン がtt近x・ 将 来 ・

ン ピ ュ一 夕 を 導 入 した い と 答 え て お り,チ ェー ン オ ペ レ ー シ ・ ンの 武 器 と し て,コ ン ピ ュ ー タ利

用 へ の 関 心 ぱ 非 常 に 高 い とい え る 。 しか も,そ の1頃 向 は.小 売 主 催VCよbも,卸 主 催VCが 一

段 と高1ハ 。 こ の こ とは,既 に チ ェー ン オ ベ レ ー シeン に お い て,卸 主 催 チ ェー ン が,コ ン ピ ュー

タ の 必 要 性 を 充 分 に 感 じ てtハ る た め と{Aえ る 。

しか し,一 方 で は,「 将 来 も コ ン ピ ュ ー タは 導 入 し なtハ」 と し て レ・る もの が,9チ ェ ー ン に も

の ぼb,あ るLAV9未 定 が18チ ェー ン で 合 わ せ る と約400/o近 くに 達 し,し か も そ の 大 半 は 小 売

主 催VCで あ る が こ れ は,数 の上 で は 出 揃 ったVCの 甲 に は,流 通 の シ ス テ ム化 と1△ うVC活 動

の 基 本 と な る べ き もの が,理 解 さ れ てい な い 向 き も多 分 に あ る と』 え る 。
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b.VCに お け る物的流通の システム1ヒの コンビュー一夕導 入

VCと は,レAま さらあらためてレ、うまで もない ことであるが
,ひ とつの システムである。そ し

て,チ ェー ンを構成す る加盟店自身も,そ れ 自体 システムである。 この2つ の システムの関係 は
,

VCが トータノし・システムであり,各 加盟店がサブ システムとい うことに なる。さらに
,チ ェ

ー ン本部自身 もチェーンオペレー シ。ンのためのサ ブ システムを持 っている。

システムとは ・ばらばらの ものが,ひ とつの目的 を達成するために,相 互依存関係を もつに至

った もの と解釈 されている。だ とすれVcvateげ る システム化 とい うことは,加 盟小売,Sの 永続

的成 長 とい う目的のために,サ ブ システムである加盟店につ:ハてみるならば,本 質的にはつな

が りの なレ・販売 ・経理 ・財務 とtハっk事 務 も ・直ちに関連 を持 ち,依 存 し合 って,ト 一 夕ノし
.シ

.ステムにつながるこ とになる。

従って,VCが コ ンピューータを導入する ことは,本 来サ ブ システムのためにではな く,最 終

的には,ト 一夕ノしMISを 目的としなければならない。

とはいえ,現 実には,加 盟小売 店に端未 機を設置 して,オ ンライン化することに より,ト 一 夕

ノし システムが完成 し ,コ ンピュータ導入の理想的 な状態 となるとはいえ㌘ ハ。 なぜ なら,本 部

への仕入 集中度,あ るい は経済性の面 などか ら問題であ り
,現 状では,そ れ は 「加 盟・1・売 店の永

続的.成長」という,VCの トータル システムの目的 を達成するこ とにはならないか らである。

しか らば,現 状におけるVCの コン ピュータ導入の 目的はどこvak・ くべ きか といえばVCの

チ エーン オペ レー シ 。ンにお ける トー タノし システムのなかで,重 要な位置づけにある 「物的

流通の システ ム化 」のため でなくてはな らなレ・。

なぜな ら,わ が国におい て,販 売革 新が遅れ ている最大の理 由は 「流通管理の システ ム化」が

で きていないからであb,VC自 身 が流通機構の中で,こ の面 の システム化に よb,経 済 性を追

求することが,VCの 目的の達成 につ ながるか らである。

ま た,揺 藍期を脱 した,わ が国のVCは,最 近に至 り,加 盟小 売店の商品構 成の標準化,店 舗

の標準化 と積 極的に取 り組ん でいるがこれだけでは加 盟小売店の管理 を標準化 することはできな

い し,シ ステムとしての経済性 を追求する こともできない。

もちろん,こ の2つ の標準化の推進は無視できない ものであるが,こ れ と併せて,物 的流通 の

システム化が行われ ることによb,現 実 に合理1ヒが行われ,経 済 性の追求が可能 となるのである。
.

しか らば,コ ンビ=・一一タを導入 した場合のVCに お ける。物的流通 システムの あり方であるが,

そ の一例 をチ ャー トで示 す と,次 頁の図の通 りである。

この システムは,コ ンピュータを使用する→しない にかかわ らず,オ ーダブ ック ・システムを
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第1図VCの 物 的流通の トータル ・システム
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採用することにより成立す る。す なわち,流 通管理 システ ムの なかにおい て,オ ーダ ブック ・

シ ステ ムは,サ ブ システムとして理解 しなけれ ばならない と』 うことである。

このようなサブ システ ムと確定 し,そ れは人的作業であっても,こ れ が トー タル システム

に組 み込まれ るこ とに より,コ ンピュー タ導入に際 しても,非 常に スムーズになることがすでに

経験 的に実証 され てい る。

もち ろんこのオーダブ ック・システ ムは,在 席管理 システム,配 送 システムと共 に,コ ンピュ

ー タシステムと結びつ くことにより .一 層,流 通 システム合理化の効果 を発揮することができる

の は,申 すまで もない ことである。

、

c.コ ンピュータ導入以前における問題点の整備

サブ システムとして,オ ーダ ブック ・システ ムが導入 され るとい うことは,vCに おけ る

加 盟店に対する販売活動は原則 として,大 部分が,こ の システムにかわることを意味する。ここ

でい う販 売活動とい うのは,販 売,発 注もしくは,受 注,あ るいは配送,代 金回収 などの諸機能

につい てである。

従って,コ ン ピュー タを導入 し,オ ーダ ブ ック ・システムを採用 しながら,従 来の販売活動

(訪 門 販売,受 注,配 送,回 収な ど)を 引 き続 き行 うことは,シ ステム経済性か らみ て無意味で

あ り,か っ,単 位 あた リコス トを増大させ ることに なる。

この ことは,コ ン ピュー タに よる オーダ ブック ・システムを採用す る以前におい て,伝 統的な

セールス方法 から,ス ムー ズに転 進できるように,問 題点を整備 しておかなけれ ば,な らない と

tAう こ とである。その主 な ものにつt△て,明 治大学徳永豊教授は次の通 りあげている。それ は加

盟 店に内在す る問題点 と,本 部に内在する問題点 とに大 きく区分 して考えられ る。

① 加盟店に内在す る問題 点

i)伝 統的取b引 きか らの脱皮

不安定 な取 り引 き先か ら安定 した本部仕入れ への切 り換えが必要 である。そ うした不安定

性は仕入先別の価格差か ら起るもので,価 格の高い ものにつtハては本部～情報 として連絡す

る。

ii)競 争 の質的変化 に対する認識

「小売 り店対 小売り店とい う競争」か ら 「チ ェーンス トアを初め とした システム化競争」

へ変貌 している。システ ム経済性 と市場 インパ ク トの強化の必要性が高ま っている。

川)仕 入れ 計画,在 庫 計画の合理化

●
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仕入 れ,在 庫,そ の他の活動につい て合理化意識 をもたねばな らな』 。

iv)そ の他

VCに 加 盟す るこ とに よる,チ ャンネノし集団 としての特性の認 識と成長への方向づけ

② 本部(卸 売 り業者)に 内在す る問題点

i)価 格政策

弾力的価格政策か ら,単 一価格政策へ転換することが必要である。 価格は最低1ケ 月間 は固

定的でなければならない。 リベー ト処 理はた とえ ば3ケ 月,あ るい は,6ケ 月に1回,集 中処

理され る。

ii)品 揃 え政策

加盟店との品揃え政策の ギャップをうめるになるだけの ものが必要 である。加盟店の品揃

え品 目の60～700/o揃 える ようにする。このことはオーダブ ック ・システ ムに よる仕入集

中化を うながす意味で大切 である。

iii)在 庫 管理 と配送 システ ム

品 目別管理 と配送計画ができるような体勢を確立する ことが必要 である。

～)そ の他

需要予測,情 報管理,ス ーパ ーバイザーへの切 り換え,社 内体 制の整 備など,

従 って,以 上の問題についての整備,あ るいは意識 の革 新が行 われていな くては,仮 に コン

ピ ュー タを導入 して ,物 流の システム化に より,経 済性 を追求 しようと しても,そ れは不可能

であり,コ ンピュー タその ものは,本 部の事務管理的な部分匠 しか,活 用 し得ない とい うことに

なるだろう。

しか し,こ の オーダブ ックシステムは,コ ン ピュー タと導入 しても向,不 合理 な点が残され

ている。それ は受注業務は機械化 されず.全 く人力に頼 っている点である。

だが,将 来,機 械の普及がすすみ,人 件費 ペースが,受 注機械化 のコス トを超過 した時,オ

ー ダ マ シンが導 入され
,さ らに合理化が推進 され るであろ う。

このシステムは欧米 のvovatst△ ては実用化 され て1ハるが,わ が国 においては,ま だ,こ れ

からの問題 として残され てレ・る。

さて,オ ーダ マ シンに よるシステムとは,注 文方式が従来の オー ダブックか ら,専 用回線

利用の テレックス注文 となったり,さ らに売場の レジスタや ゴン ドラか ら,そ のまま イノブ ッ

トされる リアノしタイム ・シ ステムとなることである。

これに より,本 部は入力 データの即時処理が 可能 となる。あるいは,デ ータ通信の利用 で,
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本部 コンピュータと加盟小売 店端末装置 との直結 で,発 注が送 り状の即時処理 となる
。 オン ラ

インまで省力化が考え られ,オ ーダブ ック など不用 となるが,通 信 回線の使用 とコス トの問題

で しばらく先の こととなろう。

d.VCに おけ るコ ンピュ ータヒス テムの理想像

VCに おけ るコン ピュー タの導入は,物 流 システムの合理fヒと,本 部VCus・け る加盟店の経 営管

理 の機能代位シ ステムの確立,そ して,こ れらを含 めた多 くの サブ シス テムを1つ の トー タル

システムに結 びつけるため に欠かせないもので あることは,'す でに明 らかである
。

それでは・VOに コン ピュー タが導 入され る場合の システムは,ど の ような ものが理想的 なの

で あろうか。

もちろん,理 想的な状態に達す るためには,多 くの問題 が解決 されなければならないが,上 野

則男氏(日 本能率協 会)は,「VCに お ける コンビ=一 夕システムの理想像」 を次の如 く述べて

IAるo

① 加盟店は毎 日の売上げ デー タを,レ ジス タ言己録 または,そ の他の方法(特 殊 な棚卸方法)

に より,端 末機か ら,コ ンピュー タに送 り込む。

② コン ピーー タで ぱ ただ ちにそれを集計分類 して,当 日の品 目別売上げ,粗 利な どを計算

し,他 店を合せ たチ ェーン全体 としての売上げ状況(量,単 位)も 売れ筋商品情報 として合せ

て,そ の加盟店の端末機 に打ち出す。

③ 定められた周期(週 珂 など)で 各加盟 店力・らり売上データを締め切 って集計す る。

それは,そ の期間 の各店の品 目別売上げ量であり,在 庫減量である。 これ と,あ らか じめ設

定 されてい る各店品 目別の基準在庫 と照 し合せ,こ れ もあらかじめ設定 され ているノし一ノしに し

たがレ・,各 加盟店へ の出荷量と算出する。

これ は,加 盟店側 からみれば,仕 入量 である。

④ 各品 目別 の基準 在庫量はつねに一定ではなく,毎 臥 毎週,毎 月の売れ 行き状況の変イヒに

より・また・あらか じめ予想される季節変動 などのでくターンにより・自動的に修 正され てい く。

.⑤ 各店の仕入量はすべ て最低単位が決 まってtAる(1ケ ースなどと)。 これは 自動倉庫荷役,

運 搬の合理化のため である。

従来,扱 っていな1∩商品,ま たは特売な どの理 由で,特 別 にいつ もと違 う基準 で仕入れkh

商 品 については,別 途,端 末機か ら送 り込む ことに より,仕 入注文をする ことができる。

⑥ .これ らの各 店か らの注 文量は,本 部在庫捌 ハ品vaつtハ てza,加 盟 店の地理的要因,そ の と

,

㌣

し
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きの各配送 センターの在庫状況,配 送 ダイヤグラムな どを考慮 して ,各 配送 センターに割 り付

け られる。

本部扱tA品 で な1△商品につい ては,各 発注先(メ ーカなど)別 に分類 されて,注 文書と して,

コン ピュータか ら・本部に出て くる
。 したが って,各 加盟店は,そ の取 り扱い全商品を本部に

対 して,仕 入れ注 文行 うことができるし,そ うせ ねば ならない。

⑦ 本部仕入れ担 当は,こ の注文書に より,各 発注先 にオーダす る。

⑧ 本部在庫品については,本 部 としての 仕入れ必要量 が,各 加盟 店でなされた と同 じような

方式 で算出され ・発注先別注 文書 として,本 部仕入担当者に出され る。

⑨ 在庫品出荷 分につレ・ては,各 配送 センターに,各 トラ ック別積み合せ,ダ イヤグ ラムを も

決めた上で出荷指示され る。

◎ この出荷指示に より,自 動倉庫が命令 を受 け,各 店別 コンテナカー ドに荷集めされ る。

この コンテナカー トは,そ のまま トラックに積み込まれ ,各 店に配送 され,そ のままお ろされ

る。各店は,こ れ を引き とり店内に商品 を陳列する。

⑪ ある 期間で締 め切 って,各 店に対 し,請 求書が出されるので,各 店は本部に振 り込み をす

るo
ノ

⑫ ひと月単位 で,各 店の品 目別売上げ,粗 矛U回転率,前 月比,前 年同 月比tsよ び 全店の同

じデー タが各店の端末機か ら打 ち出され る。

そのデータには,と くに成績の巳い商品,悪 い商品に,特 別の マーク表示 がなされ るの で
,

各 店主 は,そ れを分析 し,陳 列の仕方,そ の他販売方法 を考える。

⑬ 本部には,全 体 として売 上げ動向把握 資料,損 益状況資料のほか,地 域別,単 品別,部 門

別,仕 入先別,店 別 などの 分析資料が出され る。

以 上のようなことが完全に行われることに より,各 刀ロ盟店,本 部 ともに,売 上げの把握,分 析,

仕 入れ・在庫把握・出荷,請 求 とい った業務か ら全 く解放 され
,加 盟店は販売に専念 し,本 部

は商品開発 と加盟店の指導に専念 できるとレ・う,VOに お ける協業と分業 が実現 し,VCの 理論

がある加盟店の機能代位が元全に本部で行われる ことになる
。
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第4節 自動 編 集(印 刷 業 に お け る コ ン ピ ュー タ の 利 用)

一文字組版業務 の コン ピュー タ化 －

a.印 刷 業の問題点

印刷業は,情 報産業のひ とっ として最近急激に需要が増大 し,今 後 も有望な産業である といわ
ン

れ てい る。 しか し,多 種少量受注生産 とい う宿命的 な性格か ら,労 働 集約型の企業が多 く,過 当

競争,労 働力不足が激 しくな っている。

一方 ,印 刷需要 の増大は急速 な印刷技 術の進歩,機 械設 備の大型化,高 速化 などをよび,そ の

結果,新 聞業の商業印刷への進出,官 公営印刷部 門の拡充,社 内印刷の増大 が 目立 ってきてtハて,

中小印刷業 もこの時代の変化 に対応 して設 備の近代化 を進めて脱皮 しなければならなくなってい

るo

活版業界につい てみ ても,文 選,植 字の組版工程が,依 然 として手 作業による人海戦術 である

のに文選工,植 字工は どこの工場 で も高令化 し,し か も不足 して1ハる。また,活 字鋳造に鉛 を使

用 した り,板 材に鉛版 を使 うホ ッ ト タイプシス テムでは鉛中毒の発生など作業環境 が悪化 して

tAるo

こ うした,業 界の当面 の問題点を解決するため,印 刷業の構 造改善事業が全国的に展開 されて

い る。そ の中で も,画 期的 なの が,中 小 ペー ジ物 印刷業者による組版工程への コン ピュータ利用

に よる 「電算写植 システム」への移行である。

¶

b.「 電算写植 システム 」のあらまし

電算写植 システムは,コ ンピュー タを利用 した写真植字方式 にょる文字組版 の生産装置 である。

電算写植 システムの特徴は,コ ンピュータに字詰仕様,割 付仕様,体 裁仕様等の一連の組版仕

様 を記憶 させ ることに よって組版 作業における技能負担を軽減させ るとともに,写 真植字 機と結

合 させることに よって文字組版 の高速処理 を可能にする点にある。

この組版仕様は,現 在では,コ ン ピュー タの記憶容量によって,字 詰,割 ↑寸,体 裁の全部の仕

様 を包括す るも.のと,字 詰仕様 を中心 として割付,体 裁仕様 はその一部に とどめる もの とがあり,

前 者の例 としてはPETYシ ス テム,後 者の例 としてはSAPTON-Aシ ス テムが実用化さrt

てt合るo

し
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PETYシ ス テムは,コ ンピュータは国産 中型 磯(FACOM270-20')1を 使 用 し,

字 詰処理か ら割付処 理,体 裁処理まで,一 部の見 出文字,罫,地 紋類 を除い て版 下作成工程のほ

とん どを機械処理をする方式 をとってい る。

F270-20編 集 シ ス テ ム 例

全・動写植・ステ・一{=
編 集 シ ステ ム

写 植 システ ム

写 植 装 置(F6531)

FACOMR

磁 気 テープ読 取 装 置F 752A

デ ー タ ラ イ タ

F804D

漢 字 入 力

シス ァ ム

●

漢 字 入力 キーボー ド

＼ 一 一_一 一 、

F6801A

＼一 ーー一一 、
－

F6801A

コノ ソ ール タイ プ

F801D

中央 処 理 装置

F270-20( ,32KW)

磁 気 テ ・

磁 気 ドラム

F623Al31KW

内 蔵 ドラム

131KW

プ読取装置

写植 シ ステ ム例

全 自動 写植 装置

F6531

一369一



,

口
戸

市
司
0

2

ー
芦

ぺ
x

斗

ト
再

・

u
＼

氏
p
ー

、
口
固
・」・
漣

(
㊥
])
勺

ー

c。＼
一
)
餅
河

田

「
"
藩
萬

桔

商
口

∨

特

訓
桔

描

ぶ
畑

舞

府
勢

世

理

尊
宿

描

、
丼
灘

椙

描

ぶ

9

)
^
蒔

、
再

"

＼

＼
∨

＼5

λ

ー

、
僻
目

O

声

風

図
菖

.囎

尚

ぶ
苦

海

^

∬
か
o

SAPTON-・-Aシ ス テ ム

「t「「nynSAPTON・ ・Aシ スデム」轍 機器 と工 程図

'

SPICA

手動 写植機

SK3-RYPAVO

↓
‖

⊥
V
‥製
版

印

刷

(
ペ

ー

ジ

ア

ハ イ ラ

.(乾 燥 器)
自動現像機

プ
プ

)

A

指令

タイ

 

専

A

版

s

⑫
華
≡
口0

〆

/

酋瑠 !7コ ン ピ ュ ー タ ー 「一
季
"司 ←

さん孔綴

暦
∀

モニター用

現 像 機

⊇灘
 固

S

.

r
φ

.

1

ω

∨
O
l



次に,各 種の組版方式 の比較 と,上 の2つ の電算写植 システ ムの組版工程略図 を参考に掲げ て

お く。

電算字植 システ ムの工程は,こ の図の ように,組 版を作成 するための,各種の処 理が コンピュー

タに ょって行 なわれ るところが他の組版方式:と異 なるところである。

この方式は,図Bに み るよ うに,原 稿 と割付原稿を別に紙 テープに パンチ して コンピュー

タに入力し,次 に コンピュータに よって,編 集処理が 自割的に行 なわれ て編 集済みの紙 テープが

作成され る。 この編 集済み紙 テー プを,全 自動写植機で印字するのである。
　

また・誤字 ・脱字や文字の追加,削 減,割 付変更などの訂正は ,そ の部分だけを新たに紙 テー

プにさん孔 し・再度 コンピュー タに入力 して ,前 の編 集済み テー プを修正 して,全 自写植機で印

字しなお・すのである。

なお・見出 し文字,ケ ィ,地 紋等 の全 自動字植 機で処理できな[△ものは ,手 動字植 機で印字す

る。 こうして完成された組版を版下 ブイノしムに作成 し,原 版作成に使用するのである。

」

c.「 電 算写植 システム 」の効果

電算写植 システムは,労 働集約度の高い文 選,植 字工程を自動化する ものであるが
,従 来の活

字組版方式に くらべ て次の よ うな点が優れ てい る。

① 省力化 により人件費が節減 できる。

② 文 選,植 字作業の要員を,男 子技能工か ら女子(キ ーパンチャー)に 転換 できるので求ノ、

が容易になるo

③ 版材を ホ ・トメタ・・タイプの鉛か ら樹月旨に転 換するので鉛 中毒が回避できる。

④ 涛造活字 を使用 しないので文選ケース,文 選箱,植 字台 などが不要に なり,組 版 作業 スペ

ースならびに置版 スペースが節約 できる
。

⑥ 重版 は,組 版 テー プで保存 できるので,保 存 がラクになり,再 版 印刷物 の組 版 コス トが大

巾に低減 できる。 また,再 版の際の字詰,体 裁,書 体等 の変更はテー プの再編 集だけで済ませ

ることができるo

,

一371一



ー

ω

∨
N
ー

組 版 方 式 の 比 較

方 式 選字方法 速 度 植字方法 迅 速 校 正

手びろい 手 びろ{ハ15字/分 手 組

モ ノ タ イ プ さん孔 タイプ50～70字/分
一部自動

自動文選機 さん孔 タイプ50～70字/分
一部 自動

電算 ・写植 さん孔 タイプ50～70字/分 自 動2～3分/ペ ー ジ

方 式 校 正用 コピー 印刷方式 刷 版 置 版

手 びろい ゲ ラ 刷 凸 版 原版鉛版 原版,紙 型

ゴ ム プ ラ ス チ ック版 母型

・

モ ノ タ イ プ ゲ ラ 刷 凸 版 原版鉛版 原版,紙 型

ゴ ム プ ラ ス チ ック 版 母型

自動文選機 ゲ ラ 刷 凸 版 同 上 同上

電算写植 複写 コピー 凸平凹版 感光性樹脂版(APR) さん孔 テープ(磁 気テープ)フ

イ ル ム

グラ ビア版 金属版 APR版 置 版

方 式 印 刷 品 質 原価管理
向 合 た 仕 事

手びろい 良 や り に くレ、 高 級 印 刷物,ペ ー ジ レイ ア ウ トに規 則 性 が な く複雑 な

もの

・

モ ノ タ イ プ やや劣る やsや りやすい 単純,大 量印刷物

自動文選機 良 やSや り や す1ハ 〃

電 算 写 植 活字 よりは見劣 りす る。 非 常にやりやすい
ペ ージ ・レイアウ トに規則性の あるもの,情 報処理的要素の

ある もの,電 算 機ア ウ トプッ トの印刷

r
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11赤 字 原稿

1.4ポ 以 上の

見出し文字指定

7手動写植機

校正用

8見 出し文字貼込み

ピ ー

10出 校

入稿 ・校正戻 り

本文原稿名 コー・ド化

差換 ・文字指定

2漢字讃孔機

エ ラ ー あ る か

な し

5全 自動現像機

6自 動現像機

校正用・下版用

図B
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字詰 ・割付

制御デ タ指定

12見 出し文字貼込

13文 字校正

4下 版



⑥ 組版工程に●ける処理時間が短縮 できるので印刷物 の納期確保 が容易になり,営 業活動を

有利に進め易くなる。

⑦ 工数計算 が容易に なり,原 価管理が行 ない易 くなる。

このように,活 字から脱 皮する この システムには多 くの効果が期待 できるのである。

しか し,問 題 もい くつかあ り,こ れを無視す ることはできなtハ。中小 印刷業者か,組 版工程の

合理化,高 速化のために,こ の電算写植 システムを単独 で導 入する場合の問題 としては次の よう

なことがあるo

① 機械設 備の設置費用が多額 で単独 では負担す ること・が困難である。

② 文字組版作業 のすべ てvafiし てt∩る とettハえ ず,部 数が少 なくペー ジ・レイア ウ トva規 則

性のない複 雑な もの,単 純 で大量の印刷物等 では不利 である。

③ 機械設 備の処理能刀が大きいので,単 独利用 では,そ の稼 動率 を維 持する受注を確 保す る

ことが困難 である。

④ 印刷の品質が,活 字の場合 より見劣 りヵくする。

⑤ 中央処理装置が故 障 した場合,組 版作業カミすべて停止する ことになる。

く

d.電 算 写植シス テムの機能

現在,電 算写植 システムとして国産 のものは,PETYシ ス テムとSAPTON-Aシ ステム

の2つ の ものがあるo

この2つ の システムの主要機能 を比較 してみる と次の表の とお りである。

この2つ の システムは,機 種,仕 様が異 なるため一概 にその優劣 の比較はできないが,特 徴 と

しては,前 にも述べた ように,PETYシ ス テムは,字 詰 処理,割 付処理,体 裁処理までの文

組版(版 下 作成)工 程の 中,見 出文 字,罫,地 紋類 を除 くほ とん どの ものを機械によって自動的

に処理す るもの であ り,SAPTON-Aシ ステ ムは,超 小型の コンピューータを使用 して,字 詰

処理 を重点 とした機械処理で割付処理にっい ては,柱,ノ ンブノし,ペ ー ジ単位の版面区切程度 に

抑えてレ・ることがあげ られ る。

この ように機械 処理の範囲が異 なるだけでなく,処 理速度 も処理ページ数 も大幅 に違 うので,

当然,設 備に要する費用に も大 きな差がある。

■

e.r電 算 写植 システム」の共同利 用

「電算写植 システ ム」が,こ れからの文字組版 工程を合 理化するた めに,効 果的 なものであ り,
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PETYシ ス テムとSAPTON-Aシ ス テムの主要機能

機 種

機 能

PETYシ ス テ ム

(F6531)

SAPTON-Aシ ス テ ム

(A5460)

印 字 速 度 1,200字/分 550字/分

収 容 文 字 数

(文 字 盤)

3回 転 ドラ ム(33ブ ロ ック)

12,672字

16列x4枚(回 転 デスク)

12,288字

印字文字の大きさ 6,7.8.9.10ポ,α 6.7.8.9,11.12ポ

外 字 装 置 32字/1デ ス ク 有

最 大 フ ィノしム幅 A4,A5,B5,B6 10イ ンチ

行 送 り 0.25ポ

(外 部 指 定 は0.5ポ)

ダ イ ヤ ノしセ ッ ト

字 詰 送 り

駆 動 方 式

o

ハ ル ス モ ー タ パ ル ス モ ー タ

ア ウ トプ ッ ト用 紙 シ ー ト ロ ー ノし

感 光 材 料
フ イ ル ム

ス タ ビ ラ イ ズ ペ ー パ ー

フ イ ル ム

ス タ ビ ラ イ ズ ペ ー パ 一

稼 の 正 逆

(光 学 像)

逆(フ イ ノレム)

正(印 画 紙)

正

ソ フ ト ウ エ ア ペー ジ単位 棒組単位

適 合 編 集 機 FACOM270-20

SAPCOL用

,ン ピ._タ 「PDP8).

■

導入の必要性の高!ハものである としても,中 小印刷業者に とっては,設 備費用が多額で,処 理能

刀 も大 きく単独ではその能力 を発 揮させるような受注が確保 しに くいこと もあ って,単 独導 入は

ほ とん ど不可能va近LA。

そ こで,考 え られるのは中小印刷業 者に よる 「電算写植 システム」 の共同利用 である。

昨年か ら,東 京都内の印刷業 者の2つ の グノし一ブによって,こ の共同利 用が実行 され て{ハるの

でそのあらま しを述 べてお く。

①Aグ ・・一ブ

このグノし一ブは,東 京都 内の中堅 活版ペー ジ物印刷業 者19社 が,湯 葉組合 を結成 して,都

心部の事業所にPETYシ ス テムを設置 して86名 の職員を配置 し,共 同利用 を行 なってい る

が,そ の設置 施設 ・設 備の内訳は次の とお りである。
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A協 業組合の機械設備

設 備 各 内 容 数量 金 額

全 自動写植機F6531 3

写 植 F6531C制 御装置 3

o
ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ,FA.COM-R 3

シ ス テ ム マ ガ ジ ン プ ア イ ル,F401A . 3

電 源 装 置 3

漢字さん孔機F6801A

さ ん 孔 機 ス タ ン ダ ー ド型 20

オ プ シ.ン 付 20

中央処理装置F7200A 1

記憶装置r4KW)F7220A 8

データチ ャネルF7232C 1 百万円

磁気 ドラム装置F623A 2 311

磁気テープ装置F603D 2

電 算 機 紙テープ読取装置F749E 1

シ ス テ ・ ム フ ア コ ム ラ イ ターF801D 1

(F270-20) 自動電圧調整装置F971C 1

〃F964B 1

マ ガ ジ ン プ ア イ ルF401A . 2

デ ー タ ラ イ タ ーF'804D 4

ラ イ ン プ リ ン ターF643C 1

手 動 写 植 機 見出用文字印字,写 研製 3

自 動 現 象 機 フイル ム現 象,DSLD-240-D 1

カ メ ラ 設 備 ネ ガ フ ィ ノしム作 成,DSC-461-D2 1

・

プ リ ン タ ー 校 正 用 1

集 合 設 備 ネ ガ 作 成 1式

空 調 設 備 温 湿 度 調 整 1式

変 電 設 備 電算機専用電源 1式

この組合は,施 設 の組版処理能刀を,組 合員19社 の 「電算写植機」 向き組版 ペー ジ!1)中の

約600/o(年 間 約207,000ペ ー ジA5判,1,000字 詰換算)を 目標 としてい る。

この組合の計 画では,年 間207,000ペ ー ジをPETYシ ス テムで処理することになれば,
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.パ

文 選・植字・差 替・鋳造,校 正刷 り等の工程 で,従 来の活版 方式 と比較 して,組 合員19社 全

体 で126人 が 節減 できることになって1合る。

②Bグ ・・一プ

この グノし一プは,東 京都内の中堅活版 ペー ジ物印刷業 者5社 が,協 同組合 を結成 して,SA

PTON-Aン ス テムを設置 し,28名 の 従業員を配置 して共同利用 を行なってtAる 。 その設

置施設 ・設 備の内訳は次の とお りである。

B協 同組合の機械設備

名 称 数 量 型 式 用 途 金 額

漢字けん盤さん孔機 13台 SCK-200D

文 字 のテー

プ指示

百万 円
75

電 子計 算 ンステム 1式 PDP-8/1 編集処理

全自動写真植字機 2台 SAPTON-A

5260

文字印字

手動写真植字機 1台 PAVO-J 特殊組印字

〃 2台 SPICA.-QD 見出用印字

ペーパー用 自動現 象機 1台 214-K 現 像 用

ワ ッ ク ス コ ー タ ー 1台 ハ イ ラ 帖 布 用

オ シ ロス コ ー プ 1台 SS-5050 電算機検査用

電子式卓上計算機 1台 キ ヤ ノ ー ラーR 割出し計算用

空調設備及現像暗室 1式 温湿度調整

この組合は,施 設の組版処理能 力を組合員5社 の 「電算写植機」 向き組版ページ数の約62

%(年 間97,000ペ ー ジ:A5判700字 詰換算)を 目標 としてレ・る。

この97,000ペ ー ジをSAPTON-Aン ス テムの共同利 用によって処理することができ

れば,こ の組合員5社 全体 では,文 選,植 字,差 替,鋳 造,校 正刷その他の工程 で従来 の手組

みの場合 より約60人 の 省力化 が可能 になる といわれ て1ハる。

また,組 版のコス トも,現 在1字 当 り1円25銭 ～1円35銭 を要 してレ・るものが,1円3

銭6厘 に低減 できる とレ・われ ている。

f.「 電 算写植 シス テム 」導 入のポ イント

電算写植 ンステムー電算文字組版 ンステムともいわれ る一は, 「活字よ,さ よ うなら」の時代
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が到来 した といわれるよ うに,ペ ージ物 を主体 とす る文 字 印 刷業 界 の組版工程 の合理化 の画期

的な方式であ り,「 活字文化」 から 「文字文化 」への進展の担い手ともいわれてレ・る。

文字組版 とい う印刷業の中で もとくに,労 働 集約的 な工程に コンピュータを利用することは,

前 にも述べた ようにいろい ろな面でその効果が あることは確か であるが,組 版数量の少 なレ・中小

印刷業者が単独 でこれを導入す るのには,作 業量,資 金量に限界があ って非常に困難なこ ととい

わね ばならなtハ。

こ うした,中 小印刷業 者の制約条件 を打破す るのが共同利用 である。現在進められてい る印刷

業 の構造改善事業 計画の中で も,組 版業務への コンピュータ利 用が多 く組み込まれ,最 近は,前

掲 のA,B2つ の グノし一ブが操業 したのに続tハて,各 地 で計画がたてられてい る。

仕事量確保 のための共同利用,資 金調達に あた って,長 期低利資金利用のためのグノし一プ化 は,

組 版業務の コンピュー タ化 を進 めるうえ で大切 なことであるが,グ ノし一ブ構成員 の印刷物の受注

内容が,一 般ページ物,と くにページ ・レイア ウ トに規 則性のある もの,あ るいは欧文混植,ノ し

ビ付き等 の場 合 でないと,「 電算写植 ンステム」は余 り効 果がない ものである。

すなわち,部 数が少な く複雑 な組版 を必要 とする端物 にあっては,手 びろtAも し くは,手 動写

植 機あるい は タイプ組版 の方が有利 である し,単 純 な棒組形式の ものの場合 には,モ ノタイプか,

自動文選機の利用 の方 が便利 なことが多いの である。

この ように,組 版 作業 でもその内容に よって,適 した組版方式 も異 なり,東 京の 中堅 の一般印

刷企業の場合 でも,電 算写植に適 した組 版量 は,そ の企業の総組版 量の200/o"'"400/o程 度 とな

っているか ら,組 版の内容を十分調査 してお かなければな らなレ・。

一般的にい って
,「 電算写植 ンステ ム」 に適 した組版 選定のポイン トの主 なものは,次 のよう

な ものがあげ られる。

ア,組 形態 に規則性のある もの。

イ.ベ ー ジ数が多 く納期の短か い もの。

ウ.貼 り込みの少ない もの。

エ.字 間 のあいた もの。

オ.字 劃 計算の必要の なレ・もの。

Nカ
.1行 中または,1ペ ー ジ中にポイン ト書体の混在する もの。

キ.総 ノしビ付 きの もの。

ク.和 文 と欧文の混 在す るもの。

ケ.導 入時点までに開発される予定の組版 ソフ トウエアで,ペ ージ ア ップできる もの。
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こ うして,電 算写植 システムに移行可能 な組版量を算定 し,実 際 に移行す る際 疋は,当 初か ら

そ の全量 を移行する より500/o程 度 を目途 に移行することを考えた方が現実的である。

し

戸

'
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